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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

評価対象事業名：地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：100％
(R4:172千人 →  R5:172千人)

・デジタル技術の導入・活用によ
る利用者動態の詳細分析を実施
し、ダイヤ改正及び競合路線の
時刻調整について検討。
・バス利用促進に繋がる広報・啓
発活動を関係機関と連携し継続
的に実施する。

新潟交通観
光バス㈱

新潟～新発
田

・新発田市内のコミバス等の地
域内交通路線・ダイヤの見直し
による相互連携により利便性
アップを図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：117％
(R4:314千人 →  R5:366千人)

・バス利用者の動態を精査し、市
町村などと連携して、より効率的
な運行となるよう運行計画の見
直しなどを検討する。

新潟交通㈱ 新潟～豊栄

・令和4年12月及び令和5年4月
にダイヤ改正を実施した。
・令和5年7～8月に「夏休みこど
もりゅーと50円バス」を実施。ま
た、夏休み期間に「こどもデザイ
ンラッピングバス」のコンテストを
実施し、多くの小学生から作品を
集め、グランプリの絵を実際に
ラッピングするキャンペーンを実
施した。
令和5年9月10日に4年ぶりに「バ
スまつり」を開催し、多くの方に
バスに触れ合ってもらう機会を創
出した。
・今年度は企画乗車券などの利
便性促進のための企画は特段
実施出来ていないが、「まち割
60」や「のり割30」などの割引施
策については引き続き実施して
いく。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：129％
(R4:175千人 →  R5:225千人)

・バス利用者の動態を精査し、市
町村などと連携して、より効率的
な運行となるよう運行計画の見
直しなどを検討する。

新潟交通観
光バス㈱

新潟～水原
・所要時分の見直しによる定時
性・利便性アップや競合路線と
の時間調整を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：102％
(R4:52千人 →  R5:53千人)

・バス利用者の動態を精査し、市
町村などと連携して、より効率的
な運行となるよう運行計画の見
直しなどを検討する。

新潟交通観
光バス㈱

新潟～小須
戸

・所要時分の見直しによる定時
性・利便性アップを図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：128％
(R4:106千人 →  R5:136千人)

・バス利用者の動態を精査し、市
町村などと連携して、より効率的
な運行となるよう運行計画の見
直しなどを検討する。

新潟交通観
光バス㈱

新潟～新津
②

・所要時分の見直しによる定時
性・利便性アップとともに、利用
状況に合わせた減便を行い1便
当たりの輸送量の増加を図っ
た。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟交通観
光バス㈱

新潟～新津
①

・所要時分の見直しによる定時
性・利便性アップとともに、利用
状況に合わせた減便を行い1便
当たりの輸送量の増加を図っ
た。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：97％
(R4:98千人 →  R5:95千人)
【未達成の主な理由】
コロナ禍以降、利用者減が続き、1便当たりの輸送量
を増加するため、減便したため。

・バス利用者の動態を精査し、市
町村などと連携して、より効率的
な運行となるよう運行計画の見
直しなどを検討する。

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：100％
(R4:37千人 →  R5:37千人)

・バス利用者の動態を精査し、市
町村などと連携して、より効率的
な運行となるよう運行計画の見
直しなどを検討する。

新潟交通観
光バス㈱

新津～白根
②

・所要時分の見直しによる定時
性・利便性アップとともに、利用
状況に合わせた減便を行い1便
当たりの輸送量の増加を図っ
た。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：66％
(R4:127千人 →  R5:84千人)
【未達成の主な理由】
コロナ禍以降、利用者減が続き、1便当たりの輸送量
を増加するため、減便したため。

・バス利用者の動態を精査し、市
町村などと連携して、より効率的
な運行となるよう運行計画の見
直しなどを検討する。

新潟交通観
光バス㈱

新津～白根
①

・所要時分の見直しによる定時
性・利便性アップとともに、利用
状況に合わせた減便を行い1便
当たりの輸送量の増加を図っ
た。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：85％
(R4:27千人 →  R5:23千人)
【未達成の主な理由】
コロナ禍以降、利用者減が続き、1便当たりの輸送量
を増加するため、減便したため。

・バス利用者の動態を精査し、市
町村などと連携して、より効率的
な運行となるよう運行計画の見
直しなどを検討する。

新潟交通観
光バス㈱

新潟～月潟

・所要時分の見直しによる定時
性・利便性アップとともに、利用
状況に合わせた減便を行い1便
当たりの輸送量の増加を図っ
た。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

 2 



別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

新潟交通観
光バス㈱

新発田～次
第浜

・受託元である聖籠町と連携し地
域の意見を取り入れ、利便性の
向上を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：113％
(R4:30千人 →  R5:34千人)

・受託元である聖籠町と連携し地
域の意見を取り入れ、利便性を
向上する。協議会と協議の上、
ダイヤ改正を実施予定。

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：94％
(R4:51千人 →  R5:48千人)
【未達成の主な理由】
・コロナ禍による沿線の通勤・通学及び病院への利
用に関する利用者減のため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱ 長岡～分水

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：90％
(R4:51千人 →  R5:46千人)
【未達成の主な理由】
人口減少や少子化により通勤・通学利用に関する利
用者減のため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱ 長岡～三条

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
1日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：102％
(R4:56千人 →  R5:57千人)

・利用者促進の取組みとして、夏
休み期間中は小学生及び同伴
保護者を対象とした割引を検討
する。
・老朽化した車両を更新すること
で、老朽化に伴う修繕費削減や
燃費向上に努め、収支改善を図
る。

越佐観光バ
ス㈱

長辰～燕三
条駅

・燕市、弥彦村と連携し、より効
率的な運行となるよう運行計画
の見直しを検討した
・新型コロナウイルスに対する対
策を車内で掲示した

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：104％
(R4:24千人 →  R5:25千人)

・燕市、弥彦村と連携し、より効
率的な運行となるよう運行計画
の見直しを検討する。
・利用者からの要望を取り入れ
サービスの向上を図る。

共同運行
（①蒲原鉄道
㈱、②泉観
光バス㈱）

五泉高校前
～五泉中央
病院前・北五
泉駅～五泉
高校前

・ＪＲへの接続可能なダイヤの維
持及び市内全世帯への公共交
通マップの配布
・高齢者向けのバス利用説明会
を実施し、利用促進に繋げた
・商業施設等との連携を図った

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：129％
(R4:17千人 →  R5:22千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱ 長岡～今町

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

 3 



別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：105％
(R4:58千人 →  R5:61千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
（快速）
長岡～栃尾
①

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：97％
(R4:30千人 →  R5:29千人)
【未達成の主な理由】
・コロナ禍による沿線の通勤・通学及び病院への利
用に関する利用者減のため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
（急行）
長岡～栃尾
②

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

越後交通㈱
（急行）
長岡～栃尾
①

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：105％
(R4:57千人 →  R5:60千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：102％
(R4:54千人 →  R5:55千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～見附
②

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：93％
(R4:43千人 →  R5:40千人)
【未達成の主な理由】
・令和4年4月のダイヤ改正に減便し、経費削減と運
行の効率化を図ったため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～見附
①

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：112％
(R4:25千人 →  R5:28千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
（快速）
長岡～栃尾
②

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

 4 



別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

越後交通㈱
長岡～見附
③

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：109％
(R4:32千人 →  R5:35千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：115％
(R4:20千人 →  R5:23千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～十日
町

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：99％
(R4:75千人 →  R5:74千人)
【未達成の主な理由】
・コロナ禍による沿線の通勤・通学及び病院への利
用に関する利用者減のため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～小島
谷

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：120％
(R4:56千人 →  R5:67千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
（急行）
長岡～寺泊
②

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：75％
(R4:32千人 →  R5:24千人)
【未達成の主な理由】
・令和4年4月のダイヤ改正に減便し、経費削減と運
行の効率化を図ったため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱

（急行）
長岡～寺泊
①

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：81％
(R4:36千人 →  R5:29千人)
【未達成の主な理由】
・令和4年4月のダイヤ改正に減便し、経費削減と運
行の効率化を図ったため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～小千
谷①

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：102％
(R4:44千人 →  R5:45千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～出雲
崎

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：115％
(R4:46千人 →  R5:53千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～小千
谷③

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

越後交通㈱
長岡～小千
谷②

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：105％
(R4:119千人 →  R5:125千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：98％
(R4:53千人 →  R5:52千人)
【未達成の主な理由】
・令和4年4月のダイヤ改正に減便し、経費削減と運
行の効率化を図ったため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～柏崎
①

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：100％
(R4:24千人 →  R5:24千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～与板
①

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：120％
(R4:20千人 →  R5:24千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～蓮花
寺

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

越後交通㈱
長岡～柏崎
②

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：163％
(R4:40千人 →  R5:65千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：119％
(R4:48千人 →  R5:57千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
三条～八
木ヶ鼻

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：150％
(R4:38千人 →  R5:57千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱ 長岡～小国

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：93％
(R4:44千人 →  R5:41千人)
【未達成の主な理由】
人口減少や少子化により通勤・通学利用に関する利
用者減のため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱ 長岡～宮沢

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：130％
(R4:44千人 →  R5:57千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
長岡～与板
②

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：124％
(R4:34千人 →  R5:42千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

越後交通㈱
小千谷～十
日町

運行回数の維持・競合路線との
時刻調整を行い利便性の確保に
努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：86％
(R4:50千人 →  R5:43千人)
【未達成の主な理由】
・令和4年4月のダイヤ改正に減便し、経費削減と運
行の効率化を図ったため

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

南越後観光
バス㈱

小千谷～小
出

・令和5年4月に運行時刻の見直
しを行い、利便性の向上を図っ
た。
・令和5年4月より平日運行回数
を6.0回から5.0回に見直し。利用
の少ない便を減便することで収
支改善に努めた。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：75％
(R4:36千人 →  R5:27千人)
【未達成の主な理由】
・少子化や令和5年4月以降の運行内容の検討・見
直しにより利用者が減少したため。

・バス利用者の動態を精査し、運
行時刻の見直しや必要に応じて
減便等を検討することで利用者
数の維持及び収支の改善を目
指す。

越後交通㈱
柏崎～岡野
町

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

越後交通㈱
小千谷～小
国

運行回数の見直し・競合路線と
の時刻調整を行い利便性の確
保に努めた。
2日乗り放題券・小学生向け夏季
休業期間割引の活用による利用
促進を実施した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：182％
(R4:11千人 →  R5:20千人)

・バス事業者、市町村等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・減便による効率化だけでなくダ
イヤ数減による経常費用削減・
収支改善を検討する。
・各種割引の拡充や見直しを検
討する。

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：86％
(R4:22千人 →  R5:19千人)
【未達成の主な理由】
・少子化や令和5年4月以降の運行内容の検討・見
直しにより利用者が減少したため。

・バス利用者の動態を精査し、運
行時刻の見直しや必要に応じて
減便等を検討することで利用者
数の維持及び収支の改善を目
指す。

南越後観光
バス㈱

六日町～湯
沢

・令和5年4月より平日運行回数
を5.5回から4.5回に見直し。利用
の少ない便を減便することで収
支改善に努めた。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：74％
(R4:27千人 →  R5:20千人)
【未達成の主な理由】
・少子化や令和5年4月以降の運行内容の検討・見
直しにより利用者が減少したため。

・バス利用者の動態を精査し、運
行時刻の見直しや必要に応じて
減便等を検討することで利用者
数の維持及び収支の改善を目
指す。

南越後観光
バス㈱

六日町～小
出

・令和5年4月に運行時刻の見直
しを行い、利便性の向上を図っ
た。
・令和5年4月より平日運行回数
を5.0回から4.0回に見直し。利用
の少ない便を減便することで収
支改善に努めた。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：68％
(R4:34千人 →  R5:23千人)
【未達成の主な理由】
・少子化や令和5年4月以降の運行内容の検討・見
直しにより利用者が減少したため。

・バス利用者の動態を精査し、運
行時刻の見直しや必要に応じて
減便等を検討することで利用者
数の維持及び収支の改善を目
指す。

南越後観光
バス㈱

小出～栃尾
又

・令和5年4月より平日運行回数
を8.0回から5.5回に見直し。利用
の少ない便を減便することで収
支改善に努めた。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

南越後観光
バス㈱

十日町～中
里～津南

・令和5年4月に運行時刻の見直
しを行い、利便性の向上を図っ
た。
・令和5年4月より平日運行回数
を11.0回から10.0回に見直し。利
用の少ない便を減便することで
収支改善に努めた。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：92％
(R4:72千人 →  R5:66千人
)【未達成の主な理由】
・少子化の影響で通学利用が減少した。

・バス利用者の動態を精査し、運
行時刻の見直しや必要に応じて
減便等を検討することで利用者
数の維持及び収支の改善を目
指す。

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：99％
(R4:71千人 →  R5:70千人)
【未達成の主な理由】
人口減少等による減少。

・利用状況の把握に努め、より効
率的な運行ができるよう検討す
る。
・バス事業者、市町村等と連携
し、バス利用促進に取り組む。

新潟交通佐
渡㈱

両津～相川

・佐渡市活性協事業として、免許
返納者支援の他、乗り放題パス
の販売と提示による優待協賛施
設の募集、バスマップを作成し、
観光客利用増に努めた。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：111％
(R4:158千人 →  R5:175千人)

佐渡金銀山世界遺産登録が叶
えばインバウンドを加えた観光
客利用が増えるので、引き続き
ホームページ等でのPRに努め、
利用客増を図る。

頸城自動車
㈱

上越モール
前～上越妙
高駅前～新
井バスターミ
ナル

・H28.10～R2.3.31まで、編実施
計画に基づき運行。
・R2.4.1～R10.3.31の間、第2次総
合公共交通計画に基づき運行。
・バスの乗り方教室、バス乗車体
験キャンペーンやお得な乗車券
のPR・販売等、バス利用促進を
実施。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【達成状況】
輸送人員前年度比較：128％(R4:25千人 →  R5:32千
人)

・バス利用者の動態を精査し、運
行時刻の見直しや必要に応じて
減便等を検討することで利用者
数の維持及び収支の改善を目
指す。

頸城自動車
㈱

上越妙高駅
前～市役所・
労災病院前
～鵜の浜

・H28.10～R2.3.31まで、編実施
計画に基づき運行。
・R2.4.1～R10.3.31の間、第2次総
合公共交通計画に基づき運行。
・通学利用者の利便性を図る為
一部の便を犀潟駅へ乗り入る経
路変更を実施。
・バスの乗り方教室、バス乗車体
験キャンペーンやお得な乗車券
のPR・販売等、バス利用促進を
実施。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：98％
(R4:177千人 →  R5:173千人)
【未達成の主な理由】
少子化の影響で通学定期券の利用者が減少した。

・利用状況の把握に努め、より効
率的な運行ができるよう検討す
る。
・バス事業者、市町村等と連携
し、バス利用促進に取り組む。

南越後観光
バス㈱

十日町～宮
中～津南

・令和5年4月に運行時刻の見直
しを行い、利便性の向上を図っ
た。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

新潟県生活
交通確保対
策協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

長電バス株
式会社

上林線
※車両減価
償却費国庫
補助金を受
けている

小学校でバスの乗り方教室を実
施し、バス需要の掘り起こしに努
めた。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量15.0に対して、実績輸送量16.2であった。
地域住民とインバウンド双方が
利用しやすい環境を提供する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

A

【達成状況】
輸送人員前年度比較：111.8％
(R4:34千人 →  R5:38千人)
収支率前年度比較：＋8.0％
(R4:62％　 →  R5:70％)
公的資金投入額前年度比較：19％
(R4:38,440千円 →  R5:7,201千円)

・バス事業者、自治体等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・令和4年度～令和7年度の４年
間、新潟県県内高速バスネット
ワーク計画に基づいた施策によ
り、利便の向上を図り利用者増
を目指す。

蒲原鉄道㈱
村松駅前～
新潟駅前

- B

事業が計画に位置づけら
れたとおりに実施されてい
ない点があった（理由）・高
速バスの二次交通の整備
が実施できなかったため。

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：102.9％
(R4:35千人 →  R5:36千人)
収支率前年度比較：＋26.0％
(R4:49％　 →  R5:75％)
公的資金投入額前年度比較：0％
(R4:0千円 →  R5:9,660千円)
【未達成の主な理由】
新型コロナの影響から利用者が十分に回復していな
いため。

・バス事業者、自治体等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・令和4年度～令和7年度の４年
間、新潟県県内高速バスネット
ワーク計画に基づいた施策によ
り、利便の向上を図り利用者増
を目指す。

越後交通㈱ 柏崎～新潟 - B

事業が計画に位置づけら
れたとおりに実施されてい
ない点があった（理由）・高
速バスの二次交通の整備
が実施できなかったため。

B

【達成状況】
輸送人員前年度比較：109.0％
(R4:133千人 →  R5:145千人)
収支率前年度比較：＋0.8％
(R4:55.5％　 →  R5:56.3％)
公的資金投入額前年度比較：25％
(R4:62,887千円 →  R5:15,885千円)
【未達成の主な理由】
人件費や燃料費の高騰により費用面が増加したた
め。

・バス事業者、自治体等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・令和4年度～令和7年度の４年
間、新潟県県内高速バスネット
ワーク計画に基づいた施策によ
り、利便の向上を図り利用者増
を目指す。

アイ・ケーア
ライアンス㈱

新潟駅前～
東三条駅前

- B

事業が計画に位置づけら
れたとおりに実施されてい
ない点があった（理由）・高
速バスの二次交通の整備
が実施できなかったため。

C

【達成状況】
輸送人員前年度比較：100.0％
(R4:40千人 →  R5:40千人)
収支率前年度比較：▲12.0％
(R4:66.8％　 →  R5:54.8％)
公的資金投入額前年度比較：33％
(R4:8,285千円 →  R5:2,767千円)
【未達成の主な理由】
新型コロナの影響から利用者が十分に回復しておら
ず、人件費や燃料費の高騰により費用面が増加した
ため。

・バス事業者、自治体等と連携
し、運行計画の見直しを検討す
る。
・令和4年度～令和7年度の４年
間、新潟県県内高速バスネット
ワーク計画に基づいた施策によ
り、利便の向上を図り利用者増
を目指す。

共同運行（①
新潟交通㈱
②越後交通
㈱③頸城自
動車㈱）

新潟駅前～
直江津駅前

- B

事業が計画に位置づけら
れたとおりに実施されてい
ない点があった（理由）・高
速バスの二次交通の整備
が実施できなかったため。

新潟県地域
公共交通活
性化協議会

新潟県地域
公共交通活
性化協議会

新潟県地域
公共交通活
性化協議会

新潟県地域
公共交通活
性化協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

長電バス株
式会社

屋代須坂線
（須坂駅～屋
代駅）
※車両減価
償却費国庫
補助金を受
けている

GTFS対応をし、グーグルマップ
と連携することにより、利用者の
利便向上を図った。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

B
目標輸送量25.6に対して、実績輸送量22.4であった。
同路線の別系統に利用者が移行したと考えられる。

運転手不足に対応するため、運
行時刻等について検討を進め
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

長野県公共
交通活性化
協議会

長電バス株
式会社

野沢線
※車両減価
償却費国庫
補助金を受
けている

グーグルマップと連携し、外国人
旅行者にも利用しやすい環境作
りに努めた。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量17.7に対して、実績輸送量19.9であった。
地域住民とインバウンド双方が
利用しやすい環境を提供する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

長電バス株
式会社

中野木島線 時刻改正を実施し、電車との接
続改善を図った。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

B
目標輸送量18.5に対して、実績輸送量16.9であった。
コロナの影響から回復していない。

運転手不足に対応するため、運
行時刻等について検討を進め
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

長野県公共
交通活性化
協議会

長電バス株
式会社

屋島線
※公有民営
方式車両購
入費国庫補
助金を受け
ている

ICカード無料デーを実施し、利用
者の需要喚起を推進した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量20.1に対して、実績輸送量24.6であった。
運転手不足に対応するため、運
行時刻等について検討を進め
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

長電バス株
式会社

牟礼線 ICカード無料デーを実施し、利用
者の需要喚起を推進した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量24.6に対して、実績輸送量28.7であった。
運転手不足に対応するため、運
行時刻等について検討を進め
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

長野県公共
交通活性化
協議会

長電バス株
式会社

永田線
※車両減価
償却費国庫
補助金を受
けている

小学校でバスの乗り方教室を実
施し、バス需要の掘り起こしに努
めた。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

B
目標輸送量15.0に対して、実績輸送量6.1であった。
コロナの影響から回復していない。

実績輸送量が目標値を大きく下
回っていることから、運行形態
等、抜本的な対策を検討する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

アルピコ交
通㈱

新町大原橋
線
（善光寺大門
～新町）

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での低床
車両の購入や沿線の学校等に
時刻表等の配布を行いより一層
の利用促進を図っている。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量18.6に対して、実績輸送量20.3であった。

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での低床
車両の購入や沿線の学校等に
時刻表等の配布を行い、より一
層の利用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

アルピコ交
通㈱

鬼無里線

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での低床
車両の購入などを行い、より一
層の利用促進を図っている。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量18.1に対して、実績輸送量18.0であった。

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での低床
車両の購入や沿線の学校等に
時刻表等の配布を行い、より一
層の利用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

アルピコ交
通㈱

県道戸隠線

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での車両
の購入や沿線の学校等に時刻
表等の配布を行いより一層の利
用促進を図っている。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量19.0に対して、実績輸送量19.7であった。

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での低床
車両の購入や沿線の学校等に
時刻表等の配布を行い、より一
層の利用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

アルピコ交
通㈱

高府線
（善光寺大門
～高府）
※ノンステッ
プバス車両
購入

長野市及び小川村地域公共交
通会議と連携し、利便性の高い
ダイヤの設定・運賃の適正化、
中古等での低床車両の購入や
沿線の学校等に時刻表等の配
布を行いより一層の利用促進を
図っているほか、令和5年度はバ
リア解消を目的として、ノンステッ
プバスを1台導入した。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B
目標輸送量20.0に対して、利用者が伸びなかったこ
とから、実績輸送量19.3であった。

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での低床
車両の購入や沿線の学校等に
時刻表等の配布を行い、より一
層の利用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

長野県公共
交通活性化
協議会

アルピコ交
通㈱

高府線
（善光寺大門
～初引）

長野市及び小川村地域公共交
通会議と連携し、利便性の高い
ダイヤの設定・運賃の適正化、
中古等での低床車両の購入や
沿線の学校等に時刻表等の配
布を行いより一層の利用促進を
図っている。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量15.0に対して、実績輸送量14.4であった。

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での低床
車両の購入や沿線の学校等に
時刻表等の配布を行い、より一
層の利用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

長野県公共
交通活性化
協議会

長電バス株
式会社

屋代須坂線
（須坂駅～松
代駅）
※車両減価
償却費国庫
補助金を受
けている

GTFS対応をし、グーグルマップ
と連携することにより、利用者の
利便向上を図った。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量18.0に対して、実績輸送量23.4であった。
運転手不足に対応するため、運
行時刻等について検討を進め
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

千曲バス
（株）

鹿教湯線（鹿
教湯車庫～
下秋和）

高校への定期券出張販売や上
田市運賃低減バス実証運行の
利用促進活動を実施した。季節
限定のバス車内へのデコレー
ションやプレゼントキャンペーン
を実施。また、アリオ上田にて
「まちのバス大集合」としてバス
を展示。その他丸子地域のイベ
ントにバスを展示し利用促進活
動を行った。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A 目標輸送量43.0に対して、実績輸送量47.3であった。

上田市運賃低減バス施策を継続
的に行う。季節限定の車内への
デコレーションやバス乗り方教室
など路線バスに対する興味を
持ってもらえる利用促進活動を
実施する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

アルピコ交
通㈱

本線　岡谷
～茅野線
※ノンステッ
プバス車両
購入

市町村と連携し､時刻表冊子を
作成・配布を行い、公共交通利
用促進を図っているほか、令和5
年度はバリア解消を目的として、
ノンステップバスを1台導入した。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量27.9に対して、実績輸送量31.0であった。

慢性的に渋滞する国道20号線を
走行する為､一部バス停での時
刻見直しを進めるなど、旅客の
ニーズにあった運行を目指し利
用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

千曲バス
（株）

中仙道線

岩村田から中込駅までの延伸を
し、利便性の向上を図った。佐久
市デマンド交通との接続および
運賃低減バスの利用促進活動を
実施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A 目標輸送量20.0に対して、実績輸送量23.4であった。

佐久市デマンド交通との接続と
運賃低減バスを継続的に行い、
利用促進活動を実施する。利用
者の声を反映したダイヤ編成も
併せて検討する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

アルピコ交
通㈱

山形線
協議会と連携して全線時刻表を
作成・配布を行ない公共交通利
用促進を図っている。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量38.7に対して、実績輸送量41.5であった。

山形村及び松本市と連携し、利
便性の高いダイヤの設定・運賃
の適正化、中古の低床車両の購
入などを行い、より一層の利用
促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

アルピコ交
通㈱

四賀線
協議会と連携して全線時刻表を
作成・配布を行ない公共交通利
用促進を図っている。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量16.2に対して、実績輸送量21.0であった。

松本市と連携し、利便性の高い
ダイヤの設定・運賃の適正化、
中古の低床車両の購入などを行
い、より一層の利用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

長野県公共
交通活性化
協議会

アルピコ交
通㈱

新町大原橋
線
（善光寺大門
～大原橋・犀
峡高校）

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での低床
車両の購入や沿線の学校等に
時刻表等の配布を行いより一層
の利用促進を図っている。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

A 目標輸送量18.8に対して、実績輸送量19.2であった。

長野市地域公共交通会議と連携
し、利便性の高いダイヤの設定・
運賃の適正化、中古等での低床
車両の購入や沿線の学校等に
時刻表等の配布を行い、より一
層の利用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

千曲バス
（株）

青木線

高校への定期券出張販売や上
田市運賃低減バス実証運行の
利用促進活動を実施した。季節
限定のバス車内へのデコレー
ションやプレゼントキャンペーン
を実施。また、アリオ上田にて
「まちのバス大集合」としてバス
を展示し利用促進活動を行っ
た。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A 目標輸送量57.0に対して、実績輸送量66.0であった。

上田市運賃低減バス施策を継続
的に行う。季節限定の車内への
デコレーションやバス乗り方教室
など路線バスに対する興味を
持ってもらえる利用促進活動を
実施する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

上田バス株
会社

真田線・県有
民営対象

前回コロナ禍における需要の減
少を踏まえ、回数券の購入等集
中することを鑑みプレゼント等の
充実を図る。
・キッズパスの実施
・運賃低減バス施策
・季節限定のデコレーションバス
の実施
・回数券を購入されたお客様へ
のプレゼントの配布
・各小学校、保育園、幼稚園に訪
問し、乗り方教室の実施
・回数券（紙媒体）の廃止しQR決
済の促進、定期券アプリへの移
行促進
・乗務員の安全講習、サービス
向上研修

A
計画通り事業は適切に実
施された

A 目標輸送量15.0に対して、実績輸送量16.5であった。

全県共通交通ICカード、オープン
データー化などマクロ的交通網
の研究や、時刻表の見直し、特
に通勤通学時間に特化した時刻
表を採用した際のメリット・デメ
リットなど多岐にわたる研究や取
組を進める。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

長野県公共
交通活性化
協議会

千曲バス
（株）

鹿教湯線（丸
子～下秋和）

高校への定期券出張販売や上
田市運賃低減バス実証運行の
利用促進活動を実施した。季節
限定のバス車内へのデコレー
ションやプレゼントキャンペーン
を実施。また、アリオ上田にて
「まちのバス大集合」としてバス
を展示。その他丸子地域のイベ
ントにバスを展示し利用促進活
動を行った。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A 目標輸送量51.0に対して、実績輸送量58.2であった。

上田市運賃低減バス施策を継続
的に行う。季節限定の車内への
デコレーションやバス乗り方教室
など路線バスに対する興味を
持ってもらえる利用促進活動を
実施する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

長野県公共
交通活性化
協議会

信南交通株
式会社

駒場線（中村
経由）
＊公有民営
方式車両購
入費国庫補
助金を受け
ている

利用者の半数を占める学生に対
し、バス通学離れとならないよう
学校行事に合わせ随時臨時便、
続行便を運行し利便性を確保し
た　　また、協議会と連携し全戸
へ時刻表の配布、各高校連携
し、新入学生全員へ公共交通利
用促進チラシを配布した

Ａ
計画通りに事業は適切に
実施された

Ａ 目標輸送量30.1に対して、実績輸送量31.3であった。
飯田市協議会及び各高校と連携
し、既存利用者の利便性向上と
利用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

上田バス株
会社

菅平線

前回コロナ禍における需要の減
少を踏まえ、回数券の購入等集
中することを鑑みプレゼント等の
充実を図る。
・キッズパスの実施
・運賃低減バス施策
・季節限定のデコレーションバス
の実施
・回数券を購入されたお客様へ
のプレゼントの配布
・各小学校、保育園、幼稚園に訪
問し、乗り方教室の実施
・回数券（紙媒体）の廃止しQR決
済の促進、定期券アプリへの移
行促進
・乗務員の安全講習、サービス
向上研修

A
計画通り事業は適切に実
施された

A 目標輸送量27.4に対して、実績輸送量42.9であった。

全県共通交通ICカード、オープン
データー化などマクロ的交通網
の研究や、時刻表の見直し、特
に通勤通学時間に特化した時刻
表を採用した際のメリット・デメ
リットなど多岐にわたる研究や取
組を進める。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

上田バス株
会社

真田自治セ
ンター入口
線・県有民営
対象

前回コロナ禍における需要の減
少を踏まえ、回数券の購入等集
中することを鑑みプレゼント等の
充実を図る。
・キッズパスの実施
・運賃低減バス施策
・季節限定のデコレーションバス
の実施
・回数券を購入されたお客様へ
のプレゼントの配布
・各小学校、保育園、幼稚園に訪
問し、乗り方教室の実施
・回数券（紙媒体）の廃止しQR決
済の促進、定期券アプリへの移
行促進
・乗務員の安全講習、サービス
向上研修

A
計画通り事業は適切に実
施された

A 目標輸送量15.0に対して、実績輸送量27.7であった。

全県共通交通ICカード、オープン
データー化などマクロ的交通網
の研究や、時刻表の見直し、特
に通勤通学時間に特化した時刻
表を採用した際のメリット・デメ
リットなど多岐にわたる研究や取
組を進める。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

長野県公共
交通活性化
協議会

諏訪交通株
式会社

諏訪湖周ス
ワンバス外
回り線

利用促進啓発で、高齢免許返納
対象者に対し、おでかけパス回
数券を無料配布した。
スマホを使用したデジタル１日乗
車券と回数券を導入した。
高齢者が乗降しやすい、ノンス
テップバスの導入。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A 目標輸送量15.0に対して、実績輸送量33.0であった。

利用促進を図るため、若年層
（高校生）を対象とした乗車体験
イベントを実施する。
また、デジタル１日乗車券・回数
券の宣伝をし利用者を増やす。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

ジェイアール
バス関東株
式会社

諏訪湖周ス
ワンバス内
回り線

学生や会社員および観光客の
利便性向上を図るため、スマホ
等による電子決済サービス（1日
券、回数券）を導入したが、利用
率向上には更なる周知が必要で
ある

Ａ
計画通り事業は適切に実
施された。

A 目標輸送量15.0に対して、実績輸送量33.8であった。

前年に引き続き、電子決済サー
ビスの利用率向上に向けた取り
組みを進める。
また、地域連携ICカード導入を視
野に入れ、更なる利用しやすい
交通機関を目指す。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

長野県公共
交通活性化
協議会

信南交通株
式会社

駒場線（市立
病院経由）

協議会と連携し全戸への時刻表
配布、各高校と連携し新入学生
へ公共交通利用促進チラシを配
布した。

Ａ
計画通りに事業は適切に
実施された

Ａ 目標輸送量15.6に対して、実績輸送量17.9であった。
飯田市協議会及び各高校と連携
し、既存利用者の利便性向上と
利用促進を図る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

Ａ

利用促進に努めた結果、今年度の利用者は212,040
人となり、前年比100.4％と微増となった。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、沿線自治体と連携し、
これまでに導入してきたバス停
周辺の駐輪場やバスのロケー
ション情報などのPRを行うととも
に、学校等とも連携し、利便性の
高いダイヤを検討し、利用促進
に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

富山～高岡
※車両減価
償却費等国
庫補助金

沿線自治体と連携し、小学生に
対し、夏休みに使用できる無料
乗車券を配布し、保護者との利
用を促すとともに、日中時間帯の
パターンダイヤ化などわかりや
すいダイヤを提供し、利用促進と
効果把握に取り組んだ。
なお、輸送量は60.0人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ａ

利用促進に努めた結果、今年度の利用者は102,891
人となり、前年比103％増加した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、沿線自治体と連携し、
これまでに実施してきた駐輪場
やバスのロケーションシステムの
PRなど、利用促進に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

猪谷
※車両減価
償却費等国
庫補助金

富山市と連携し、小学生に対し、
夏休みに使用できる無料乗車券
を配布し、保護者との利用を促
すなど、利用促進と効果把握に
取り組んだ。
なお、輸送量は32.3人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ａ

利用促進に努めた結果、今年度の利用者は145,045
人となり、前年比102％増加した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、富山市と連携しP&BR
駐車場やバスのロケーション情
報などのPRなど、利用促進に取
り組む。加えて、沿線の病院や
地元の商業施設と連携し、利用
促進に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

滑川
※車両減価
償却費等国
庫補助金

沿線自治体と連携し、小学生に
対し、夏休みに使用できる無料
乗車券を配布し、保護者との利
用を促すなど、利用促進と効果
把握に取り組んだ。
なお、輸送量は30.3人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

富山地方鉄
道株式会社

富山～小杉
※車両減価
償却費等国
庫補助金

沿線自治体と連携し、小学生に
対し、夏休みに使用できる無料
乗車券を配布し、保護者との利
用を促すとともに、日中時間帯の
パターンダイヤ化などわかりや
すいダイヤを提供し、利用促進と
効果把握に取り組んだ。
なお、輸送量は45.1人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ｂ

前年度期間中に減便した結果、今年の利用者は
116,491人で前年比99％と微減となった。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

沿線の自治体と連携し、これまで
に実施してきたバスのロケーショ
ン情報などのPRを行う。
また、減少した定期利用者のう
ち、通学利用者は別系統学校用
のバスへ移行していることから、
新規利用者獲得に向け、利便性
の高いダイヤの作成に取り組
む。

Ａ

利用促進に努めた結果、今年度の利用者は184,763
人となり，前年比101％と増加した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、富山市と連携し、これ
までに実施してきたバス停周辺
の駐輪場やバスのロケーション
情報などのPRを行うとともに、
ファボーレなどの商業施設と連
携して、利用促進に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

熊野経由八
尾
※車両減価
償却費等国
庫補助金

富山市と連携し、小学生に対し、
夏休みに使用できる無料乗車券
を配布し、保護者との利用を促
すとともに、日中時間帯のパター
ンダイヤ化などわかりやすいダ
イヤを提供し、利用促進と効果
把握に取り組んだ。前年同様、
沿線の商業施設ファボーレの施
設内やHPにバスの時刻表を掲
出してもらう等、利用促進に努め
た。
なお、輸送量は61.1人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ａ

利用促進に努めた結果、今年度の利用者は114,290
人となり、前年比105％増加した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、富山市と連携し、これ
までに実施してきたバス停周辺
の駐輪場やバスのロケーション
情報などのPRを行うとともに、
ファボーレなどの商業施設と連
携して、利用促進に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

ファボーレ経
由萩の島
※車両減価
償却費等国
庫補助金

富山市と連携し、小学生に対し、
夏休みに使用できる無料乗車券
を配布し、保護者との利用を促
すとともに、日中時間帯のパター
ンダイヤ化などわかりやすいダ
イヤを提供し、利用促進と効果
把握に取り組んだ。前年同様、
沿線の商業施設ファボーレの施
設内やHPにバスの時刻表を掲
出してもらう等、利用促進に努め
た。
輸送量は28.3人と補助要件の15
人を上回っているが、昨年度の
輸送量35.7人から減少している。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ｂ

前年度期間中に減便した結果、今年の利用者は
62,544人で前年比91％と微減となった。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、富山市と連携し、これ
までに実施してきたバス停周辺
の駐輪場やバスのロケーション
情報などのPRを行うとともに、
ファボーレなどの商業施設と連
携して、利用促進に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

山田
※車両減価
償却費等国
庫補助金

富山市と連携し、小学生に対し、
夏休みに使用できる無料乗車券
を配布し、保護者との利用を促
すとともに、前年同様、沿線の商
業施設ファボーレの施設内やHP
にバスの時刻表を掲出してもらう
等、利用促進に努めた。
なお、輸送量は30.90人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

富山地方鉄
道株式会社

城端

グレードの高い車両（Wi-Fiやコ
ンセント付シート）を投入し、利用
者の利便性向上に努めた。
また、沿線の南砺市民に配布す
る市営バスの時刻表に城端線の
時刻表を掲出し、利用促進に努
めた。
なお、輸送量は33.6人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ａ
感染防止を広くPRするとともに、沿線市と連携し、利
用促進に努めた結果、今年度の利用者は106,200人
となり、前年比101％と増加した。

引き続き、グレードの高い車両の
投入するなど利用者の利便性向
上させるとともに、沿線自治体と
連携して、利用促進に取り組む。

Ａ

利用促進に努めた結果、今年の利用者は158,802人
で前年比102％と増加した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、富山市や沿線の学校
と連携し、これまでに実施してき
たバスのロケーション情報など
のPRを行うとともに、富山市民病
院など沿線の施設への利便性を
PRし、利用促進に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

月岡団地経
由福沢
※車両減価
償却費等国
庫補助金

富山市と連携し、小学生に対し、
夏休みに使用できる無料乗車券
を配布し、保護者との利用を促
すなど、利用促進と効果把握に
取り組んだ。
なお、輸送量は45.1人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ａ

利用促進に努めた結果、今年の利用者は119,423人
で前年比106％と増加した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、富山市や沿線の学校
と連携し、これまでに実施してき
たバスのロケーション情報など
のPRを行うとともに、富山市民病
院など沿線の施設への利便性を
PRし、利用促進に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

富山国際大
学
※車両減価
償却費等国
庫補助金

富山市と連携し、小学生に対し、
夏休みに使用できる無料乗車券
を配布し、保護者との利用を促
すなど、利用促進と効果把握に
取り組んだ。
なお、輸送量は57.6人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ｂ

利用促進に努めたものの、今年度の利用者は
84,173人となり、前年比96％と減少した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、富山市と連携し、これ
までに実施してきたバス停周辺
の駐輪場やバスのロケーション
情報などのPRを行うとともに、
ファボーレなどの商業施設と連
携して、利用促進に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

布目経由新
港東口
※車両減価
償却費等国
庫補助金

沿線自治体と連携し、小学生に
対し、夏休みに使用できる無料
乗車券を配布し、保護者との利
用を促すとともに、他の系統も含
めて、沿線の学校と協議し、学生
の利用しやすいダイヤとして、利
用促進に努めた。
輸送量は24.0人と補助要件の15
人を上回っているが、昨年度の
輸送量30.6人から減少している。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ｂ

沿線の学校の利便性向上のため、前年度期間中に
学校始発の系統を新設し、新設系統へ運行本数を
割り振ったことによる運行本数減少のため、今年の
利用者は73,022人で前年比77％と減少した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

沿線の自治体と連携し、これまで
に実施してきたバスのロケーショ
ン情報などのPRを行う。
また、減少した定期利用者のう
ち、通学利用者は別系統のバス
へ移行していることから、新規利
用者獲得に向け、利便性の高い
ダイヤの作成に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

富山-国立富
山病院
※車両減価
償却費等国
庫補助金

富山市と連携し、小学生に対し、
夏休みに使用できる無料乗車券
を配布し、保護者との利用を促
すとともに、前年同様、沿線の商
業施設ファボーレの施設内やHP
にバスの時刻表を掲出してもらう
等、利用促進に努めた。
なお、輸送量は34.8人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

A

今年度の利用者数は121,156人で前年度比106％と
なり、新型コロナ感染症が５類に位置づけされたこと
もあり改善した。ノンステップバス導入割合は94％で
あった。

小学生以下を対象とした夏休み
期間中のキャンペーンを新たに
実施し、安心安全な公共交通を
沿線市と連携しPRに努め利用促
進に取り組み回復を図る。

加越能バス
株式会社

守山経由氷
見
起点：高岡駅
前
終点：氷見市
民病院

各種割引定期券の販売、バス位
置情報の提供等、沿線市町村と
連携、ゴールデンウィーク期間中
のこどもの日キャンペーンの実
施等、PRに努め利用促進に取り
組み、新型コロナ感染症が５類
に位置づけされたこともあり、輸
送人員・運送収入とも微増した。
輸送量は1.1人増加し20.4人で
あった。

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

A

今年度の利用者数は62,752人で前年度比105％とな
り新型コロナ感染症が５類に位置づけされたこともあ
り改善した。ノンステップバス導入割合は94％であっ
た。

小学生以下を対象とした夏休み
期間中のキャンペーンを新たに
実施し、安心安全な公共交通を
沿線市と連携しPRに努め利用促
進に取り組み回復を図る。

加越能バス
株式会社

脇
起点：高岡駅
前
終点：脇

各種割引定期券の販売、バス位
置情報の提供等、沿線市町村と
連携、ゴールデンウイーク期間
のこどもの日キャンペーンの実
施等、PRに努め利用促進に取り
組み、新型コロナ感染症が５類
に位置づけされたこともあり、輸
送人員・運送収入とも微増した。
輸送量は0.9人増加し29.7人で
あった

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

Ａ

利用促進に努めた結果、今年の利用者は62,315人
で前年比113％と増加した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、沿線自治体と連携し、
これまでに実施してきたバスのロ
ケーションシステムのPRなどに
取り組むとともに、学校等とも連
携し、利便性の高いダイヤを検
討し、利用促進に取り組む。

富山地方鉄
道株式会社

大泉経由五
百石
※車両減価
償却費等国
庫補助金

沿線自治体と連携し、小学生に
対し、夏休みに使用できる無料
乗車券を配布し、保護者との利
用を促すなど、利用促進と効果
把握に取り組んだ。
なお、輸送量は55.4人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ａ

利用促進に努めた結果、今年の利用者は136,257人
で前年比112％と増加した。
新型コロナウイルスや物価高騰の影響を受け、ノン
ステップバスの導入は実施していない。

引き続き、沿線自治体と連携し、
これまでに実施してきた駐輪場
やバスのロケーションシステムの
PRなどに取り組むとともに、学校
等とも連携し、利便性の高いダイ
ヤを検討し、利用促進に取り組
む。

富山地方鉄
道株式会社

石金経由五
百石
※車両減価
償却費等国
庫補助金

沿線自治体と連携し、小学生に
対し、夏休みに使用できる無料
乗車券を配布し、保護者との利
用を促すなど、利用促進と効果
把握に取り組んだ。
なお、輸送量は25.5人と補助要
件の15人を大きく上回っている。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

〈目標：県民一人当たりのバスの年間利用回数〉今
年度の利用者数は141,205人で前年度比105％とな
り、新型コロナの感染症が５類に位置づけされたこと
もあり改善した。ノンステップバス導入割合は94％で
あった。

小学生以下を対象とした夏休み
期間中のキャンペーンを新たに
実施し、安心安全な公共交通を
沿線市と連携しPRに努め利用促
進に取り組み回復を図る。

加越能バス
株式会社

新高岡守山
経由氷見
起点：済生会
高岡病院
終点：氷見市
民病院

各種割引定期券の販売、バス位
置情報の提供等、沿線市町村と
連携、ゴールデンウィーク期間中
のこどもの日キャンペーンの実
施等、PRに努め利用促進に取り
組み、新型コロナ感染症が５類
に位置づけされたこともあり、輸
送人員・運送収入とも微増した。
輸送量は0.9人増加し42.7人で
あった。

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

 19 



別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

A

〈目標：県民一人当たりのバスの年間利用〉今年度
の利用者数は69,645人で前年度比107％となり、新
型コロナ感染症が５類に位置づけされたこともあり改
善した。ノンステップバス導入割合は94％であった。

小学生以下を対象とした夏休み
期間中のキャンペーンを新たに
実施し、安心安全な公共交通を
沿線市と連携しPRに努め利用促
進に取り組み回復を図る。

加越能バス
株式会社

石動
起点：済生会
高岡病院
終点：石動駅
前

各種割引定期券の販売、バス位
置情報の提供等や沿線市町村と
連携、こどもの日キャンペーンの
実施、沿線の学校等への利便性
をPRし潜在的な利用者の掘り起
こしを行い、新型コロナ感染症が
５類に位置づけされたこともあ
り、輸送人員・運送収入とも増加
した。輸送量は前年12.4人であっ
たが2.7人増加し15.1人であっ
た。令和６年度以降平均運行回
数を平日の回数でみなすことに
より増加が見込まれる。

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

A

〈目標：県民一人当たりのバスの年間利用回数〉今
年度の利用者数は64,353人で前年度比119％とな
り、新型コロナ感染症が５類に位置づけされたことも
あり改善した。ノンステップバス導入割合は94％で
あった。

小学生以下を対象とした夏休み
期間中のキャンペーンを新たに
実施し、安心安全な公共交通を
沿線市と連携しPRに努め利用促
進に取り組み回復を図る。

加越能バス
株式会社

仏生寺
起点：済生会
高岡病院
終点：氷見市
民病院

各種割引定期券の販売、バス位
置情報の提供等や沿線市町村と
連携、こどもの日キャンペーンの
実施、沿線の学校等への利便性
をPRし潜在的な利用者の掘り起
こしに取り組み、新型コロナ感染
症が５類に位置づけされたことも
あり、輸送人員・運送収入とも微
増した。輸送量は1.3人増加し
19.5人であった。

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

加越能バス
株式会社

伏木経由氷
見
起点：済生会
高岡病院
終点：氷見市
民病院

各種割引定期券の販売、バス位
置情報の提供等、沿線市町村と
連携、ゴールデンウィーク期間中
のこどもの日キャンペーンの実
施等、PRに努め利用促進に取り
組み、新型コロナ感染症が５類
に位置づけされたこともあり、輸
送人員・運送収入とも微増した。
輸送量は1.7人増加し23.2人で
あった。

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

A

〈目標：県民一人当たりのバスの年間利用回数〉今
年度の利用者数は76,643人で前年度比109％とな
り、新型コロナ感染症が５類に位置づけされたことも
あり改善した。ノンステップバス導入割合は94％で
あった。

小学生以下を対象とした夏休み
期間中のキャンペーンを新たに
実施し、安心安全な公共交通を
沿線市と連携しPRに努め利用促
進に取り組み回復を図る。

A

〈目標：県民一人当たりのバスの年間利用回数〉今
年度の利用者数は37,546人で前年度比117％とな
り、新型コロナ感染症が５類に位置づけされたことも
あり改善した。ノンステップバス導入割合は94％で
あった。

小学生以下を対象とした夏休み
期間中のキャンペーンを新たに
実施し、安心安全な公共交通を
沿線市と連携しPRに努め利用促
進に取り組み回復を図る。

加越能バス
株式会社

済生会・中田
団地
起点：高岡駅
南口
終点：中田中
学校前

各種割引定期券の販売、バス位
置情報の提供等や沿線市町村と
連携、こどもの日キャンペーンの
実施、沿線の学校等への利便性
をPRし潜在的な利用者の掘り起
こしを行い、新型コロナ感染症が
５類に位置づけされたこともあ
り、輸送人員・運送収入とも増加
した。輸送量は前年14.2人であっ
たが3.0人増加し17.2人であっ
た。

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

 20 



別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

A

〈目標：県民一人当たりのバスの年間利用回数〉今
年度の利用者数は104,445人で前年度比110％とな
り新型コロナ感染症が５類に位置づけされたこともあ
り、輸送人員は微増した。ノンステップバス導入割合
は94％であった。

安心安全な公共交通を沿線市と
連携しPRに努めるとともに、沿線
観光地の情報発信により国内観
光需要の取り込み等利用促進に
取り組み回復を図る。

加越能バス
株式会社

南砺金沢
起点：井波
終点：金沢駅
西口

各種割引定期券の販売、バス位
置情報の提供等や沿線市町村と
連携、こどもの日キャンペーンの
実施、沿線の学校等への利便性
をPRし潜在的な利用者の掘り起
こしを行い、新型コロナ感染症が
５類に位置づけされたこともあ
り、輸送人員・運送収入とも微増
した。輸送量は29.4人であった。

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

A

〈目標：県民一人当たりのバスの年間利用回数〉今
年度の利用者数は59,740人で前年度比117％となり
新型コロナ感染症が５類に位置づけされたこともあ
り、輸送人員は増加した。ノンステップバス導入割合
は94％であった。

小学生以下を対象とした夏休み
期間中のキャンペーンを新たに
実施し、安心安全な公共交通を
沿線市と連携しPRに努めるとと
もに、企画乗車券等を企画し国
内観光需要の取り込み等利用促
進に取り組み回復を図る。

加越能バス
株式会社

庄川町
起点：高岡駅
前
終点：庄川町

各種割引定期券の販売、バス位
置情報の提供等や沿線市町村と
連携、こどもの日キャンペーンの
実施、沿線の学校等への利便性
をPRし潜在的な利用者の掘り起
こしを行い、新型コロナ感染症が
５類に位置づけされたこともあ
り、輸送人員・運送収入とも微増
した。輸送量は2.0人増加し21.0
人であった。

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

加越能バス
株式会社

城端白川郷
起点：城端駅
前
終点：白川郷

国内外からの観光客にも分かり
易いようバス位置情報やフリー
Wi-Fiの提供、また企画切符・商
品の販売を継続し利用促進に取
り組み、新型コロナ感染症が５類
に位置づけされたこともあり、輸
送人員・運送収入とも増加した。
輸送量は前年9.2人であったが
観光需要等の回復により10.8人
増加し20.0人であった。

A
   事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

A

〈目標：県民一人当たりのバスの年間利用回数〉今
年度の利用者数は新型コロナ感染症が５類に位置
づけされ観光需要が回復した事もあり、40,408人で
前年度比200％となり改善した。ノンステップバス導
入割合は94％であった。

小学生以下を対象とした夏休み
期間中のキャンペーンを新たに
実施し、、安心安全な公共交通
を沿線市と連携しPRに努めると
ともに、企画乗車券等を企画し
国内観光需要の取り込み等利用
促進に取り組み回復を図る。

Ｂ

県内路線バス利用者数の維持
（R3.10～R4.9）104,501人→
（R4.10～R5.9）103,965人

※減少理由
R5.4.1のダイヤ改正により、１日あたりの運行回数が
減少したため。

引き続き社会情勢に注視し必要
なダイヤ、便数の確保を行って
いく。

北鉄金沢バ
ス株式会社

系統名：内灘
運行区間：内
灘駅～県庁
前～金沢駅
西口

社会情勢に注視しながら必要な
ダイヤ、便数の確保に努め、利
用者のニーズに沿ったものにす
ることにより、旅客の利便性の確
保を維持した。
また、新たな潜在的な需要を掘
り起こすため大友、県庁方面を
経由する系統へ変更した。

Ａ 計画どおり実行された。 Ａ
県内路線バス利用者数の維持
（R3.10～R4.9）61,688人→
（R4.10～R5.9）65,204人

引き続き社会情勢に注視し必要
なダイヤ、便数の確保を行って
いく。

北鉄金沢バ
ス株式会社

系統名：津幡
（新道）
運行区間：本
津幡駅～八
幡～
野町駅

社会情勢に注視しながら必要な
ダイヤ、便数の確保に努め、利
用者のニーズに沿ったものにす
ることにより、旅客の利便性の確
保を維持した。

Ａ 計画どおり実行された。

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

富山県生活
路線バス協
議会

石川県生活
交通の確保
に関する地
域協議会

石川県生活
交通の確保
に関する地
域協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点について自己評価のとおり
であるが、示された改善策のみならず、あらゆる観
点で改善策をご検討頂くとともに、具体的な改善策
の実施について地域一体となって進めるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

Ａ
県内路線バス利用者数の維持
（R3.10～R4.9）70,530人→
（R4.10～R5.9）73,189人

地元利用者向けにはJR接続等
を重視したダイヤ編成及び時刻
表全戸配布の継続の他、加賀市
が推進するMaaSの本格実施へ
向けて積極的に参画することに
より、利便性の向上（他の交通
モード（乗合タクシー・ＣＡＮＢＵ
Ｓ）との連携）を図る。
あわせて、クレジットカード等によ
るタッチ決済の導入によるキャッ
シュレス乗車の実現を図る。

北鉄加賀バ
ス株式会社

系統名：温泉
山中Ｈ
運行区間：加
賀温泉駅～
河南～栢野

地元利用者向けにはJR接続等
を重視したダイヤ編成及び時刻
表全戸配布の継続の他、加賀市
が推進するMaaSの本格実施へ
向けて積極的に参画することに
より、利便性の向上（キャッシュ
レス決済、他の交通モード（乗合
タクシー・ＣＡＮＢＵＳ）との連携）
を図った。

Ａ 計画どおり実施された。 Ａ
県内路線バス利用者数の維持
（R3.10～R4.9）75,330人→
（R4.10～R5.9）81,574人

地元利用者向けにはJR接続等
を重視したダイヤ編成及び時刻
表全戸配布の継続の他、加賀市
が推進するMaaSの本格実施へ
向けて積極的に参画することに
より、利便性の向上（他の交通
モード（乗合タクシー・ＣＡＮＢＵ
Ｓ）との連携）を図る。
あわせて、クレジットカード等によ
るタッチ決済の導入によるキャッ
シュレス乗車の実現を図る。

北鉄加賀バ
ス株式会社

系統名：温泉
山中Ａ
運行区間：加
賀温泉駅～
河南～山中
温泉

地元利用者向けにはJR接続等
を重視したダイヤ編成及び時刻
表全戸配布の継続の他、加賀市
が推進するMaaSの本格実施へ
向けて積極的に参画することに
より、利便性の向上（キャッシュ
レス決済、他の交通モード（乗合
タクシー・ＣＡＮＢＵＳ）との連携）
を図った。

Ａ 計画どおり実施された。

Ａ
路線バス利用者数の維持
（R3.10～R4.9）50,854人→
（R4.10～R5.9）59,740人

地元観光協会(南砺市観光協会)
と連携した企画切符の発行によ
り、観光利用者等への利用促進
やＰＲを図るほか、ホームペー
ジ・インスタグラム等ＳＮＳを活用
した沿線地区の観光施設・資源
の紹介や、ＪＲ金沢駅における特
急列車との接続や沿線学校への
通学考慮したダイヤの設定を検
討する。

加越能バス
株式会社

系統名：南砺
金沢
運行区間：井
波～福光駅
～金沢駅西
口

地元観光協会(南砺市観光協会)
と連携した企画切符の発行によ
り、観光利用者等への利用促進
やＰＲを図るほか、ホームペー
ジ・インスタグラム等ＳＮＳを活用
した沿線地区の観光施設・資源
の紹介や、ＪＲ金沢駅における特
急列車との接続を考慮したダイ
ヤの設定を検討する。

Ａ 計画どおり実施された。

Ａ
県内路線バス利用者数の維持
（R3.10～R4.9）134,314人→
（R4.10～R5.9）141,783人

小学生等の児童を対象にしたバ
スの乗り方教室の開催など、広く
バスに関心を持ってもらう取組の
実施により利用客の増加を図
る。

能登島交通
株式会社

系統名：曲
運行区間：公
立能登総合
病院～七尾
駅前～のとじ
ま臨海公園

和倉温泉観光協会と連携したお
得な１日券の販売、七尾市によ
る健康センター等を利用した場
合の運賃割引制度、６５歳以上
を対象とした割引回数券の販売
を継続するとともに、沿線上の観
光資源(能登島周辺を周遊する
イルカなど)の情報をＳＮＳ等の
媒体で発信する他、高齢者への
弁当の配送を目的とした貨客混
載を検討した。

Ｂ

計画どおり実行されてい
ない点があった。

理由：新型コロナウイルス
感染症拡大防止の観点か
ら弁当の配送を取りやめ
たため。

Ａ
県内路線バス利用者数の維持
(R3.10～R4.9)49,837人→
(R4.10～R5.9)52,178人

和倉温泉観光協会と連携したお
得な１日券の販売継続、七尾市
による健康センター等を利用した
場合の運賃割引制度、６５歳以
上を対象とした割引回数券の販
売継続、ＨＰやＳＮＳによる情報
発信の継続。路線バスでアクセ
スできる観光スポットや観光施設
への入場割引券を路線バスに設
置する他、高齢者への弁当の配
送を目的とした貨客混載を検討
する。

北鉄能登バ
ス株式会社

系統名：富来
運行区間：富
来～高浜～
羽咋駅

富来線の一部の便を能登中核
工業団地へ乗り入れを予定して
おり、新たな利用客の確保を目
指す。

Ａ 計画どおり実施された。

石川県生活
交通の確保
に関する地
域協議会

石川県生活
交通の確保
に関する地
域協議会

石川県生活
交通の確保
に関する地
域協議会

石川県生活
交通の確保
に関する地
域協議会

石川県生活
交通の確保
に関する地
域協議会

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。

　事業実施の適切性及び目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
りであり、具体的な改善策の実施について、地域一
体となって進めるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

村上市地域
公共交通活
性化協議会

新潟交通観光
バス㈱

村上市まちな
か循環バス
（小回り循環）

村上市地域
公共交通活
性化協議会

新潟交通観光
バス㈱

村上市まちな
か循環バス
（大回り～小
回り循環）

AA

・利用促進PR活動として、時刻表・路
線図の配布を継続実施した。
・キャッシュレス決済、スマホアプリで
経路検索のサービス提供をを引き続
き実施した。
・停留所看板に、英語標記を追加し、
老朽化したものから順次交換を実
施。
・令和6年度からの運行開始に向け
た、具体的な市内路線バスの再編の
検討に着手した。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

・１日当たりの平均利用者数を目標値として設定。計画に位
置付けられた目標42人/日に対し、実績46人/日。
・コロナウイルスが5類相当に引き下げられたことにより、市
民の外出の機会が増えたことと、観光客の利用などで、前
年と比べて回復傾向にある。

・利用促進のための市報・ＨＰ・時刻
表を使ったＰＲ活動の継続
・低床バス車両の導入、待合環境の
整備等の利便性の向上を行い利用
者の増加を目指す。
・運行の検証と検討を行い、その実
施について、地域で一体的に進めて
行く。
・協議会で検討した路線バス再編に
係る運行を令和6年10月より開始予
定。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

村上市地域
公共交通活
性化協議会

新潟交通観光
バス㈱

村上～馬下～
寒川線

・沿線住民の利用促進を啓発するた
め、市報への掲載及びチラシ等の配
布を実施した。
・学割半額制度の継続実施による利
用促進を図った。
・令和6年度からの運行開始に向け
た、具体的な市内路線バスの再編の
検討に着手した。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

B

・１日当たりの平均利用者数を目標値として設定。計画に位
置付けられた目標12人/日に対し、実績9人/日。
・コロナウイルスが5類相当に引き下げられたことにより、市
民の外出の機会が増えたが、コロナ禍以前の利用には
戻っていない。

・利用促進のための市報・ＨＰ等によ
る利用の呼びかけの継続と学割半
額制度の周知
・高校生の通学利用が少なく、高齢
者の利用者が大半のため、利用ニー
ズに合わせた運行の検証と検討を行
い、その実施について、地域と一体
的に進めて行く。
・協議会で検討した路線バス再編に
係る運行を令和6年10月より開始予
定

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

村上市地域
公共交通活
性化協議会

新潟交通観光
バス㈱

村上市せなみ
巡回バス
※公有民営化
方式車両購入
費国庫補助金

・利用促進PR活動として、時刻表・路
線図の配布を継続実施した。
・キャッシュレス決済、スマホアプリで
経路検索のサービス提供をを引き続
き実施している。
・停留所看板に、英語標記を追加し、
老朽化したものから順次交換を実
施。
・令和6年度からの運行開始に向け
た、具体的な市内路線バスの再編の
検討に着手した。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

B

・１日当たりの平均利用者数を目標値として設定。計画に位
置付けられた目標20人/日に対し、実績16人/日。
・コロナウイルスが5類相当に引き下げられたことにより、市
民の外出の機会が増えたことと、観光客の利用などはあっ
たが、コロナ禍以前の利用には戻っていない。
・経年劣化により老朽化したバス車両から低床ＥＶバス入
れ替え予定であり、利用者の乗降時の負担軽減、運行経
費削減及び温室効果ガス排出量削減の効果が見込まれ
る。

・利用促進のための市報・ＨＰ・時刻
表を使ったＰＲ活動の継続
・低床バス（ＥＶ）車両の導入による
利用者の乗降時負担軽減及び運行
経費と温室効果ガスの削減に寄与。
・待合環境の整備等を行い利用者の
増加を目指す。
・JR村上駅と沿線の医療機関及び瀬
波温泉への利用が多いため、ニーズ
に合わせた運行の検証と検討を行
い、その実施について、地域で一体
的に進めて行く。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

村上市地域
公共交通活
性化協議会

新潟交通観光
バス㈱

村上～猿沢～
北中線

・沿線住民の利用促進を啓発するた
め、市報への掲載及びチラシ等の配
布を実施した。
・学割半額制度の継続実施による利
用促進を図った。
・令和6年度からの運行開始に向け
た、具体的な市内路線バスの再編の
検討に着手した。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

A

・１日当たりの平均利用者数を目標値として設定。計画に位
置付けられた目標30人/日に対し、実績33人/日。
・コロナウイルスが5類相当に引き下げられたことにより、市
民の外出の機会が増えたことなどで、前年と比べて回復傾
向にある。

・利用促進のための市報・ＨＰ等によ
る利用の呼びかけの継続と学割半
額制度の周知
・路線の利用実態は高校生の登校
時の利用が大半のため、利用ニーズ
に合わせたダイヤの設定や停留所
の検討など運行の検証と検討を行
い、その実施について、地域と一体
的に進めて行く。
・協議会で検討した路線バス再編に
係る運行を令和6年10月より開始予
定

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
前山線(700)
京和荘～前
山丁字路～
阿賀野市役
所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。
高校生への定期利用券発行と
新１年生向けに利用促進パンフ
レットを配布した。
朝の通勤・通学時間帯におい
て、鉄道への接続するダイヤを
確保した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均2.0人に対し、0.4人で目標を達成
できなかった。
高校生の通学利用で卒業等により減少したことが主
な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・高校新１年生向け利用促進パ
ンフレットの配布を行う。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・朝の通勤・通学時間帯における
鉄道への接続を引き続き確保す
る。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
前山線(702)
京和荘～前
山丁字路～
市野山（ウオ
ロク脇）

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A

目標である1回平均5.4人に対し、7.9人で目標を達成
した。
買い物に利用できるダイヤを確保したことが利用者
のニーズに合致したと考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
前山線(703)
ウオロク水
原店～前山
丁字路～京
和荘

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A

目標である1回平均6.2人に対し、8.0人で目標を達成
した。
買い物に利用できるダイヤを確保したことが利用者
のニーズに合致したと考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
神山線(902)
笹神支所～
熊堂、神山
駅前～阿賀
野市役所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均9.4人に対し、8.9人で目標を達成
できなかった。
高齢者の通院利用で、身体的な理由等により減少し
たことが主な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
神山線(903)
阿賀野市役
所～神山駅
前～笹神支
所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均4.0人に対し、3.7人で目標を達成
できなかった。
高齢者の買い物や通院利用で、身体的な理由等に
より減少したことが主な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
神山線(904)
神山駅前～
中ノ通～阿
賀野市役所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均7.6人に対し、6.8人で目標を達成
できなかった。
高齢者の用事や通院利用で、身体的な理由等によ
り減少したことが主な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
神山線(901)
阿賀野市役
所～中ノ通
～笹神支所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均6.2人に対し、5.4人で目標を達成
できなかった。
高齢者の用事や通院利用で、身体的な理由等によ
り減少したことが主な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
神山線(907)
阿賀野市役
所～熊堂、
中ノ通～笹
神支所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均8.1人に対し、6.8人で目標を達成
できなかった。
高齢者の通院利用で、身体的な理由等により減少し
たことが主な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
神山線(951)
阿賀野市役
所～熊堂、
中ノ通、笹神
支所～阿賀
野市役所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均4.8人に対し、4.5人で目標を達成
できなかった。
高齢者の用事や通院利用で、身体的な理由等によ
り減少したことが主な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
安田地域循
環線（02AB）
安田支所～
下草水～安
田支所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。
日帰り温泉施設休館後の利用
状況について把握に努めた。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均9.8人に対し、6.8人で目標を達成
できなかった。
主な利用目的であった日帰り温泉施設の休館による
減少が主な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
安田地域循
環線（04AB）
安田支所～
下草水～安
田支所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。
日帰り温泉施設休館後の利用
状況について把握に努めた。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均5.0人に対し、4.1人で目標を達成
できなかった。
高齢者の買い物利用で、身体的な理由等により減少
したことが主な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
安田地域循
環線（05AB）
安田公民館
～下草水～
安田支所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。
日帰り温泉施設休館後の利用
状況について把握に努めた。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

目標である1回平均2.0人に対し、1.6人で目標を達成
できなかった。
高齢者の通院利用で全体的に増加が見られたが、
目標達成には至らなかった。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

阿賀野市地
域公共交通
協議会

阿賀野市

運行系統名：
安田地域循
環線
（22B)(03AB)
横町～下草
水～安田支
所

路線別時刻表は見やすさを考え
て作成し、市のホームページに
も掲載して周知した。
オリジナル時刻表（マイ時刻表）
の作成サービスを実施した。
GTFSデータ整備によりモバイル
端末での乗換案内を可能とし
た。
７５歳以上高齢者の利用料免除
と高齢者運転免許証返納者へ
の支援を継続実施した。
日帰り温泉施設休館後の利用
状況について把握に努めた。

A 計画どおり事業は適切に実施された。C

目標である1回平均7.0人に対し、5.3人で目標を達成
できなかった。
主な利用目的であった日帰り温泉施設の休館による
減少が主な要因として考えられる。

・市の広報紙、ホームページ等
で利用促進を図る。
・GTFSデータを整備し、モバイル
端末等での乗換案内を継続す
る。
・75歳以上高齢者や免許返納者
への支援を継続実施する。
・マイ時刻表作成サービスの周
知や市営バスの利用方法がわ
からない方への利用案内を実施
する。
・利便性向上に向けて交通分野
における新たな技術（AI等）の活
用を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

上越市地域
公共交通活
性化協議会

東頸バス㈱

運行経路：安
塚線
うらがわら駅
前～虫川大
杉駅前～保
健センター前

鉄道への接続に配慮したダイヤ
を設定し、学生を中心に利用者
の移動手段を確保した。
安塚区総合事務所と連携し、お
得な乗車券の情報やバスロケー
ションシステム等を事務所だより
やチラシにより周知し利用促進
を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

目標：前年度収支率より改善もしくは維持する。
前年度21.6％に対して実績16.5％（未達成）

事業効果：路線維持により、沿線住民及び学生等の
移動手段を確保（達成）

目標未達成の要因：新型コロナウイルス感染症の影
響による一般利用者の減少及び高田高校安塚分校
へ通学する生徒の利用減により、収入全般（現金・
回数券・定期券）が減り、運送収支率が悪化した。
（運送収入前年度比▲488千円・収支率前年度比▲
5.1%）

令和6年3月に高田高校安塚分
校が閉校予定であるため、さら
なる利用者の減が見込まれるこ
とから、運行の効率化を図るとと
もに、引き続き、鉄道や他のバス
路線への接続に配慮したダイヤ
とすることで、利用者の移動手段
の維持確保に努める。また、安
塚区総合事務所と連携し、お得
な乗車券の情報やバスロケー
ションシステムの案内等を事務
所だよりやチラシにより周知し利
用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、実績向
上に向けて新たな具体策及びその具体化について
も改めて検討し、その実施について地域一体となっ
て適切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行
い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が図ら
れるよう期待する。

上越市地域
公共交通活
性化協議会

くびき野バス
㈱

運行路線：島
田線(1)
高田駅前～
岡原～曽根
田
島田線(2)
高田駅前～
岡原・東木島
～曽根田

鉄道（高田駅）や幹線系統への
接続に配慮したダイヤを設定し、
沿線住民の移動手段を維持確
保した。
板倉区総合事務所と連携し、お
得な乗車券の情報やバスロケー
ションシステムの案内等を事務
所だよりやチラシにより周知し利
用促進を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

目標：前年度収支率より改善もしくは維持する。前年
度17.7％に対して実績15.3％（未達成）

事業効果：路線維持により、沿線住民の通学、通院
などの移動手段を確保（達成）

目標未達成の要因：新型コロナウイルス感染症の影
響により、運送収入全般（現金・回数券・定期券）が
減少し、収支率が悪化した。（運送収入前年度比▲
124千円・収支率前年度比▲2.4%）

引き続き、鉄道や幹線系統への
接続に配慮したダイヤを維持す
ることで、沿線住民の移動手段
の維持確保に努める。また、板
倉区総合事務所と連携し、お得
な乗車券の情報やバスロケー
ションシステムの案内等を事務
所だよりやチラシにより周知する
ほか、沿線商店街の協力により
店舗でバス利用者が待機できる
等の取組みにより、利用促進を
図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、実績向
上に向けて新たな具体策及びその具体化について
も改めて検討し、その実施について地域一体となっ
て適切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行
い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が図ら
れるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

 32 



別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

上越市地域
公共交通活
性化協議会

頸城自動車
㈱

運行路線：佐
内・直江津循
環線
直江津駅前
～労災病院
前～佐内入
口

鉄道（直江津駅）や幹線系統へ
の接続に配慮したダイヤを設定
し、高齢者を中心に利用者の移
動手段を維持確保した。
お得な乗車券の情報やバスロ
ケーションシステムの案内等を
掲載した高齢者向けの啓発資料
を労災病院や直江津ショッピン
グセンター前案内所へ設置し、
利用促進を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

目標：前年度収支率より改善もしくは維持する。
前年度9.2％に対して実績15.1％（達成）

事業効果：路線維持により、沿線高齢者を中心に通
院及び買い物等の移動手段を確保（達成）

目標達成の要因：運転士の確保が困難となり、
R4.11.28～R5.5.31の間運休となったことに伴い、昨
年度に比べ運行回数が少なくなったことから運送収
入は減少したが、経常費用も減少したため、収支率
が改善した。（運送収入前年度比▲158千円・経常経
費前年度比▲3,806千円・収支率前年度比＋5.9%）

引き続き、鉄道や幹線系統への
接続に配慮したダイヤを維持す
ることで、高齢者を中心に利用
者の移動手段の維持確保に努
める。また、お得な乗車券の情
報やバスロケーションシステム
の案内等を掲載した高齢者向け
の啓発資料を労災病院へ設置
するとともに、直江津ショッピング
センターでの買い物目的の利用
者獲得のため、頸城自動車と連
携して利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

上越市地域
公共交通活
性化協議会

アイエムタク
シー㈱

運行路線：岡
沢ルート
新井バス
ターミナル～
中郷区総合
事務所前～
岡沢

鉄道や幹線系統への接続、通学
に配慮したダイヤを設定し、沿線
の中学生や高齢者を中心に利
用者の移動手段を維持確保し
た。
乗合タクシーの利用方法等を事
務所だよりやチラシにより周知し
利用促進を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

目標：前年度収支率より改善もしくは維持する。
前年度6.2％に対して実績6.3％（達成）

事業効果：路線維持により、沿線の中学生や高齢者
を中心に通学、通院及び買い物等の移動手段を確
保（達成）

目標達成の要因：利用者の高齢化や学生の通学利
用が減少したことにより、運送収入が減少したが、経
常費用も減少したため、収支率が改善した。（運送収
入前年度比▲14千円・経常経費前年度比▲260千
円・収支率前年度比＋0.1%）

引き続き、沿線の中学生や高齢
者を中心に利用者の移動手段
の維持確保に努める。また、中
郷区総合事務所と連携し、お得
な乗車券の情報等を事務所だよ
りやチラシにより周知し利用促進
を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

上越市地域
公共交通活
性化協議会

東頸バス㈱

運行路線：月
影・下保倉・
末広ルート
（１）、月影・
下保倉・末広
ルート（２）
うらがわら駅
～浦川原区
中心部～谷

小・中学校の登下校時間、鉄道
（うらがわら駅）との接続に配慮
したダイヤを設定し、小学生を中
心に沿線住民の移動手段を維
持確保した。
浦川原区総合事務所と連携し、
お得な乗車券の情報等を事務所
だよりやチラシにより周知し利用
促進を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

目標：前年度収支率より改善もしくは維持する。
前年度16.7％に対して実績14.1％（未達成）

事業効果：路線維持により、沿線の小学生や高齢者
を中心に通学、通院及び買い物等の移動手段を確
保（達成）

目標未達成の要因：新型コロナウイルス感染症の影
響により、運送収入全般（現金・回数券・定期券）が
減少し、収支率が悪化した。（運送収入前年度比▲
53千円・収支率前年度比▲2.6%）

引き続き、沿線の小・中学生や
高齢者を中心に利用者の移動
手段の維持確保に努めるほか、
令和6年4月からは区域運行の
実証運行を行い、利便性の高い
交通ネットワークの構築に取り組
む。また、浦川原区総合事務所
と連携し、お得な乗車券の情報
等を事務所だよりやチラシにより
周知し利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

上越市地域
公共交通活
性化協議会

くびき野バス
㈱

運行路線：真
砂線
高田駅前～
真砂寺前～
三和体育館

鉄道（高田駅）との接続に配慮し
たダイヤを設定し、沿線住民の
移動手段を維持確保した。
三和区総合事務所と連携し、お
得な乗車券の情報やバスロケー
ションシステム等を事務所だより
やチラシにより周知し利用促進
を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

目標：前年度収支率より改善もしくは維持する。
前年度18.4％に対して実績17.4％（未達成）

事業効果：路線維持により、沿線住民及び学生等の
移動手段を確保（達成）

目標達成の要因：新型コロナウイルス感染症の影響
により、運送収入全般（現金・回数券・定期券）が減
少し、収支率が悪化した。（運送収入前年度比▲101
千円、収支率前年度比▲1.0%）

引き続き、鉄道との接続に配慮
したダイヤを維持することで、沿
線住民の移動手段の維持確保
に努める。また、三和区総合事
務所と連携し、お得な乗車券の
情報やバスロケーションシステ
ムの案内等を事務所だよりやチ
ラシにより周知し利用促進を図
る。また、バスロケーションシス
テムに関するチラシを市内の高
校に配布することで、周知を図
る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

上越市地域
公共交通活
性化協議会

㈲浦川原タ
クシー

運行路線：安
塚区予約型
コミュニティ
バス
安塚区全域
及び虫川大
杉駅

区内の移動及び鉄道(虫川大杉
駅)や幹線系統(安塚線)への接
続の役割を果たし、沿線の高齢
者や高校生を中心に利用者の
移動手段の維持確保に努めた。
安塚区総合事務所と連携し、利
用方法等、事務所だよりやチラ
シにより周知し利用促進を図っ
た。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

目標：実証運行期間(R4.10～R5.3)の収支率より改善
もしくは維持する。
実証運行期間実績2.9％に対して実績4.1％（達成）

事業効果：路線維持により、沿線住民等の移動手段
を確保（達成）

目標達成の要因：実証運行期間と比較し、住民周知
が進んだ結果、利用者数が多くなり、運送収入が増
加した。（運送収入比22千円、収支率比＋1.2%）

引き続き、利用者の希望に応じ
た運行を維持し、沿線住民の移
動手段の確保に努める。また、
安塚区総合事務所と連携し、利
用方法等を事務所だよりやチラ
シにより周知し利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

上越市地域
公共交通活
性化協議会

上越市

運行路線：牧
区予約型コ
ミュニティバ
ス
牧区全域

区内の移動及び幹線系統(宮口
線)への接続の役割を果たし、沿
線の高齢者を中心に利用者の
移動手段の維持確保に努めた。
牧区総合事務所と連携し、利用
方法等、事務所だよりやチラシ
により周知し利用促進を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

目標：実証運行期間(R4.10～R5.3)の収支率より改善
もしくは維持する。
実証運行期間実績2.4％に対して実績2.5％（達成）

事業効果：路線維持により、沿線住民等の移動手段
を確保（達成）

目標達成の要因：実証運行期間と比較し、住民周知
が進んだ結果、利用者数が多くなり、運送収入が増
加した。（運送収入比＋197千円、収支率比＋0.1%）

引き続き、利用者の希望に応じ
た運行を維持し、沿線住民の移
動手段の確保に努める。また、
牧区総合事務所と連携し、利用
方法等を事務所だよりやチラシ
により周知し利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

見附市地域
公共交通活
性化協議会

越後交通㈱

コミュニティバ
ス
（おはようライ
ナー）※補助
対象外
（Ａ直行）※補
助対象外
（Ｂ通常）
（B2通常葛巻
ルート）※
R4.4.1から

【運行期間
R4.10.1～
R5.9.30】

①ルート変更後1年目であり、利用者
からの強い要望もなかったことから
ルート、ダイヤの変更は行わず安定
した運行に務めた。

②これまで動態調査から利用がほと
んど見られなかった中学生以下の層
に移動手段としてコミュニティバスを
利用してもらうため、市内在住の中
学生以下に対し無料券を配布し、利
用を促した。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

コミュニティバス利用者
・実績179,493人
・前年172,519人※目標達成率93.0％、対前年比104.0％（計
画目標数は193,000人）

①令和5年7月より中学生以下の無料化等利用増進に努
め、対前年比として104％の実績となった。コロナウイルス
により落ち込んだ利用実績は、コロナ前の水準まで回復し
つつあるところではあるが、市全体の人口が減少しつつあ
るほか、コロナ禍に定着したテレワークなどの働き方の変
化等が目標に届かなかった要因と考える。

②計画通り、普段公共交通を利用しない人への、利用促進
につとめた。

・利用者目標193,000人（地域公共交
通計画の目標数）

①運転手不足による利便性の低下
を招かないよう効率的な運行の検
討。

②モビリティマネジメントの推進。普
段公共交通を利用しない人への、利
用促進を行う。特に令和5年に無料
化した、小中学生の利用拡大のため
学生向けの利用方法を周知し、さら
なる学生の利用増進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

福沢線
(福沢～長沢
駅跡)

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

高校生通学
ライナーバス
（東三条駅～
県央工業高
等学校）

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

市内循環バ
ス三条循環
線
（市内）

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

市内循環バ
ス井栗線
（市内）

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

市内循環バ
ス嵐南コー
ス
（市内）

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

三条市地域
公共交通協
議会

三条市内の下田中学校及び大
崎学園後期の卒業生に対し、利
用時間、利用方法、循環バスや
自転車駐車場の案内などを記載
したチラシを配布し、周知を図っ
た。（R5.3)

福沢線については、目標に掲げた日平均利用者数2
人に対し、1.3人／日と前年度の実績より、2.3人減少
し、目標を達成できなかった。
高校生通学ライナーバス（東三条駅～県央工業高等
学校）については、目標に掲げた日平均利用者数15
人に対し、23.8人／日と前年度の実績を6.9下回る数
値となったが、目標を上回った。
福沢地区の高校生の減少及び下田地区から三条高
校及び県央工業高校への進学者の減少があったも
のと推察される。

下田地域の高校生の移動手段
の確保といった観点から利用促
進を図るよう、引き続きチラシの
配布やホームページ等で情報発
信に努める。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。

越後交通株
式会社

B

循環バスについて、令和４年10
月からのバスの再編に伴う路線
見直しで全体の利用者数は増加
傾向にある。
また、利用促進策として、路線バ
スと循環バスの時刻表と経路図
をセットにした「三条市バスマッ
プ」を引き続き窓口に設置し、情
報発信に努めていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。

三条市地域
公共交通協
議会

越後交通株
式会社

路線バスと循環バスの時刻表と
経路図をセットにした「三条市バ
スマップ」を引き続き窓口に設置
し、情報発信に務めた。（R5.4
～）

B

目標に掲げた日平均利用者数が39人に対し、48.7人
／日であり、前年度の実績から12.5人／日減少した
ものの、目標を上回った。※各コースの内訳（三条循
環線 目標25人、実績38.1人）、（井栗線  目標8人、
実績5.4人）、（嵐南コース  目標6人、実績5.2人）
令和４年10月からバスの再編に伴う路線見直しで一
部路線で減便や路線短縮を行ったため、利用者が
減少したものと推察される。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

株式会社エ
ス・タクシー

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

三条タクシー
株式会社

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

中越交通株
式会社

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

日の丸観光
タクシー株式
会社

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

三条市地域
公共交通協
議会

三条市デマ
ンド交通
（三条市内）

デマンド交通をより多くの方から
利用していただけるよう、高齢者
が集まる場に足を運び、デマンド
交通の制度の概要や利用方法、
停留所等について話をする出張
説明会を21回開催した。（R4.10
～R5.9)

B

土日も含む全日運行について、目標に掲げた日平
均利用者数が180人に対し、168.1人／日（前年度は
162.8人／日）であり、目標を下回った。
また、土日の運行について、目標に掲げた土曜日の
日平均利用者数40人、日曜日の日平均利用者数15
人／日に対し、土曜日が71.9人／日、日曜日が44.5
人となった。前年度の実績と比較して、土曜日が1.2
人、日曜日が5.0人の増加となり、目標を上回った。
前年度（令和３年10月～令和４年９月）より、数値が
少し上向いたものの、コロナ禍前の利用状況には
戻っていない。

令和５年10月より市街地エリア
において、AIオンデマンドによる
ルート設定を行い、乗合率や利
便性の向上を図った。今後も引
き続き高齢者が集まる機会を捉
えたデマンド交通出張説明会に
おいて、デマンド交通の使い方
等も含めて丁寧に説明し、利用
者の掘り起こしを図っていく。ま
た、令和２年７月から運転免許
証を返納した年に限り２人乗車
時の料金が割引となる「おでか
けパス」の購入費用を免除する
取組を開始したため、その内容
の周知に努めていく。（令和４年
12月20日現在128人の利用者）

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

株式会社中
条タクシー

区域運行（中
条築地）

A
　事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

株式会社中
条タクシー

区域運行
（乙）

A
　事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

株式会社中
条タクシー

区域運行（黒
川）

A
　事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

藤観光タクし
－株式会社

区域運行
（乙）

A
　事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、実績向
上に向けて新たな具体策及びその具体化について
も改めて検討し、その実施について地域一体となっ
て適切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行
い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が図ら
れるよう期待する。

胎内市地域
公共交通協
議会

　市内交通手段として「のれんす
号」の活用を促すため、市内の
高校と大学生に無料乗車券を配
付して若年層の新規利用を図る
などの利用促進に取り組むとと
もにとともに、中条駅の「のれん
す号」停留所前に待合室を設置
し、車両が到着するまでの間、屋
外で待合する方の利用環境の改
善に取り組んだ。

事業の目標：１日当たりの平均利用者数　155人

　前年度(R3.10～R4.9）から延べ利用者数は4,182人
増加の51,637人、平均利用者数は11.59人増加の
143.04人と、令和２年度(R1.9～R2.10）を底に３年連
続で増加しており、コロナ禍前の状況に戻りつつあ
る。

B

　デマンドシステムの入替えを機
に時刻表、エリアの見直しを図
り、利用者が使いやすい運行体
系を構築し持続性向上と利用の
促進に取り組んでいく。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

柏崎市地域
公共交通活
性化協議会

越後交通㈱

東市街地循環
線（ひまわり）
・比角先回り
・半田先回り

⑴路線バス高齢者割引制度を実施
し、高齢者に対する利用促進を図っ
た。
⑵高校生等通学割引キャンペーンを
実施し、高校生の通学における路線
バスの利用を促した。
⑶路線バス利用促進を図るため、ダ
イヤや路線図を掲載した公共交通ガ
イドブックを公共施設や各関係機関
等に配布した。
⑷障がい者を対象としたバスの乗り
方教室を実施し、乗車の不安感の解
消及び利用促進を図った。

A
事業は、計画に基づき、適切
に実施した。

C

【市民1人あたりの利用回数】
目標：6.0回/年
実績：4.65回（R4.4.1～R5.3.31）
【路線の収支率】
目標：32.0％
実績：23.5％（R4.4.1～R5.3.31）
【利用者1人乗車当たりの市の財政負担額】
目標：212円/年
実績：467円（R4.4.1～R5.3.31）
各目標を達成できなかった。利用者数も令和３年度を上
回ったが、ほぼ横ばいである。

今後も生活交通を確保していくため、
新たに策定した柏崎市地域公共交
通計画に基づき、市街地循環バスに
おける中学・高校生運賃の新設や、
経路情報検索サービスの充実図ると
ともに、より効果のある利用促進事
業を検討し展開していく。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標が
達成されなかった理由について分析し、これを明ら
かにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の
改善点については、目標が達成されなかった理由に
対応した改善策及びその具体化について改めて検
討し、その実施について地域一体となって適切に進
めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公
共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られる
よう期待する。

柏崎市地域
公共交通活
性化協議会

越後交通㈱

柏崎駅前～野
田線
・日吉町経由
・石塚経由
・医療センター
経由

⑴路線バス高齢者割引制度を実施
し、高齢者に対する利用促進を図っ
た。
⑵高校生等通学割引キャンペーンを
実施し、高校生の通学における路線
バスの利用を促した。
⑶路線バス利用促進を図るため、ダ
イヤや路線図を掲載した公共交通ガ
イドブックを公共施設や各関係機関
等に配布した。
⑷障がい者を対象としたバスの乗り
方教室を実施し、乗車の不安感の解
消及び利用促進を図った。

A
事業は、計画に基づき、適切
に実施した。

C

【市民1人あたりの利用回数】
目標：6.0回/年
実績：4.65回（R4.4.1～R5.3.31）
【路線の収支率】
目標：32.0％
実績：24.3％（R4.4.1～R5.3.31）
【利用者1人乗車当たりの市の財政負担額】
目標：212円/年
実績：315円（R4.4.1～R5.3.31）
各目標を達成できなかった。各実績値はほぼ横ばいであ
る。

今後も生活交通を確保していくため、
新たに策定した柏崎市地域公共交
通計画に基づき、利用頻度が高い高
齢者・障がい者を対象としたバスの
乗り方教室や、経路情報検索サービ
スの充実図るとともに、より効果のあ
る利用促進事業を検討し展開してい
く。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標が
達成されなかった理由について分析し、これを明ら
かにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の
改善点については、目標が達成されなかった理由に
対応した改善策及びその具体化について改めて検
討し、その実施について地域一体となって適切に進
めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公
共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られる
よう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

柏崎市地域
公共交通活
性化協議会

越後交通㈱
柏崎駅前～久
米線

⑴路線バス高齢者割引制度を実施
し、高齢者に対する利用促進を図っ
た。
⑵高校生等通学割引キャンペーンを
実施し、高校生の通学における路線
バスの利用を促した。
⑶路線バス利用促進を図るため、ダ
イヤや路線図を掲載した公共交通ガ
イドブックを公共施設や各関係機関
等に配布した。
⑷障がい者を対象としたバスの乗り
方教室を実施し、乗車の不安感の解
消及び利用促進を図った。

A
事業は、計画に基づき、適切
に実施した。

C

【市民1人あたりの利用回数】
目標：6.0回/年
実績：4.65回（R4.4.1～R5.3.31）
【路線の収支率】
目標：32.0％
実績：17.5％（R4.4.1～R5.3.31）
【利用者1人乗車当たりの市の財政負担額】
目標：212円/年
実績：386円（R4.4.1～R5.3.31）
各目標を達成できなかった。各実績値はほぼ横ばいであ
る。

今後も生活交通を確保していくため、
新たに策定した柏崎市地域公共交
通計画に基づき、利用頻度が高い高
齢者・障がい者を対象としたバスの
乗り方教室や、経路情報検索サービ
スの充実図るとともに、より効果のあ
る利用促進事業を検討し展開してい
く。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標が
達成されなかった理由について分析し、これを明ら
かにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の
改善点については、目標が達成されなかった理由に
対応した改善策及びその具体化について改めて検
討し、その実施について地域一体となって適切に進
めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公
共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られる
よう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

新発田市地
域公共交通
活性化協議
会

新潟交通観光
バス㈱

あやめバス
（外回り・内回
り）
申請番号１～
７

・高校生や高齢者の利用を促進する
ために、通学や通院に対応したパン
フレットを作成、配布した。
・四半期に一度行う動態調査結果を
基に、運行内容の検証を行い、現行
の運行を維持することとした。
・待合環境の充実を図り、屋根のあ
る停留所にベンチを設置した。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

B

事業が計画に位置付けられた目標を達成できていない点
があった。

<事業の目標>
・年間利用者66,118人以上
（前年度）66,183人→（今年度）70,053人
・利用者のうち60代以上の乗車割合を40.0%以上とする。
（前年度）45.7％→（今年度）39.3％
・利用者のうち障害者手帳を提示した人の乗車割合を
24.1％以上とする。
（前年度）24.9％→（今年度）22.6％

<事業の効果>
・新発田市街地における公共施設や商業施設、医療機関と
いった施設や観光資源へのアクセス性の確保と回遊性の
向上を図れた。

<達成状況の分析>
・目標未達成の項目は高齢者及び障がい者の利用割合で
あり、年間の利用者は前年度比で3,870人（+5.8％）増加し、
目標を達成できた。高齢者および障がい者の割合の減少
については、R4.9に高齢者や障がい者にも利用しやすい車
両に更新しており、明確な要因は不明であるが、実際の利
用者数も減少していることから、利用促進に努めていきた
い。また、高校生の乗車割合が増加（R４：19％⇒R5：26％）
しており、実際の利用者数も約5,600人増加している。

【指標①】新発田駅停留所の利用率
（前年度動態調査）13.4％→（今年度動態調査）15.3％
【指標②】回数券利用率
（前年度）33.8％→（今年度）33.3％

・高校生や高齢者の通学、通院利用
を促進するため、パンフレットの作
成、配布を継続する。
・四半期に一度行う動態調査結果を
基に、運行内容を検証する。
・利用者の不安解消に繋がるバス位
置情報システムの利用促進を図り、
同システムのQRコードを添付したチ
ラシを運行地区の全ての世帯に配布
する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

新発田市地
域公共交通
活性化協議
会

新潟交通観光
バス㈱

川東コミュニ
ティバス
申請番号8～
13

・バス停掲示物や車内掲示物の工夫
を行うなど利用促進を図った。
・地域住民と一体となり、運行内容の
検証を行い、現行の運行を維持する
こととした。
・小・中学校の通学に配慮したダイヤ
設定を継続するとともに、安全安心
な通学環境を確保するため、一部の
地区で通学支援期間を延長した。
・高校生の利用状況を確認し、実態
に合わせた運行を継続した。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

B

事業が計画に位置付けられた目標を達成できていない点
があった。

＜事業の目標＞
・年間利用者数を前年度比100％以上とする。
(昨年度)44,163人→(今年度)45,208人
・利用者のうち障害者手帳を提示した人の乗車割合を
22.2％以上とする。
(昨年度)18.0％→(今年度)17.7％

＜事業の効果＞
・川東地区における自家用車を運転できない高齢者や障が
い者、高校生等の交通弱者の日常生活の移動ニーズに応
じた移動手段の確保を図れた。

＜達成状況の分析＞
・利用者は増加し、回数券の利用率も高い水準を維持して
おり、利用者の多くは定期の利用者であると思われる。
・障害者手帳を提示した方の割合は17.7％で昨年度の
18.0％と概ね同じ割合であり、実際の利用者も8,002人で昨
年度の7,949人と同等であった。障害者手帳の提示割合で
目標を下回った要因として、明確な要因は不明であるが、
実際の利用者数も目標値の年度（R1～R3の平均値）と比
較して減少していることから、利用促進に努めていきたい。

【指標①】川東地区高校生の自主通学率
（R4.7動態調査）28.7％　→　（R5.7動態調査）26.2％
【指標②】回数券利用率
（前年度）52.7％→（今年度）49.8％

・高校通学へのバス利用の促進を図
り、川東中学校の3年生にパンフレッ
トを作成し、配布する。
・地域住民と一体となり、運行内容の
検証を行う。
・小・中学校の通学に配慮したダイヤ
設定を継続するとともに、安全安心
な通学環境を確保するため、運行内
容の検証を行う。
・高校生の利用状況を確認し、実態
に合わせた運行を行う。
・利用者の不安解消に繋がるバス位
置情報システムの利用促進を図り、
同システムのQRコードを添付したチ
ラシを運行地区の全ての世帯に配布
する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

佐渡市地域
公共交通活
性化協議会

新潟交通佐渡
㈱

国仲・金丸線
①
運行区間：佐
和田BS～佐
渡病院～新町
学校前～新穂
小学校前～佐
和田BS

国仲・金丸線
②
運行区間：佐
和田BS～佐
渡病院～新穂
小学校前～新
町学校前～佐
和田BS

病院乗り入れ便時刻表を作成し、市
内全戸及び各病院等へ配布した。
学生のバス利用を取り込むため、新
規の対象者（高校）へ中学校及び中
等教育学校を通じて学生ワイドフ
リー定期券制度を案内し、利用促進
を図った。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

目標利用者数16,000人に対し、利用者数15,669人（達成率：
97.9%）で目標を達成できなかった。
通院での利用は増加傾向であるが、総合高校への通学で
別路線の利用が影響していると考えられる。

病院乗り入れ便時刻表や路線バス
割引サービス利用証、学生ワイドフ
リー定期券などの路線バス利用促進
施策について、引き続き周知、ＰＲに
努める。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。

佐渡市地域
公共交通活
性化協議会

新潟交通佐渡
㈱

宿根木線①
（～R5.3.31）
運行区間：羽
茂高校～小木
港～宿根木～
江積

宿根木線②
（～R5.3.31）
運行区間：小
木港～宿根木
～江積

宿根木線
（R5.4.1～）
運行区間：羽
茂高校～宿根
木～江積

病院乗り入れ便時刻表の全戸配布
や割引サービス制度の案内の他、小
木直江津航路や小木線との接続ダ
イヤを設定し、利用促進に努めた。
4月以降運転士不足により減便と
なったが、運行ダイヤは市民説明会
での意見も踏まえ効率的な運行に努
めた。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

C

目標利用者数3,000人に対し、利用者数1,076人（達成率：
35.9％)で目標を達成できなかった。
減便を補うため別路線を宿根木まで延伸したが、利用者が
別路線に移ったため大幅に利用が減少した。

市民ニーズ把握のため、令和5年12
月から当面の間無償運行に切り替え
て運行する。今後地域と協議し、地
域資源を活用し地域が主体となった
運行体制を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

粟島浦村地
域公共交通
協議会

粟島浦村 県道ルート

・利用客数が多い停留所の風雨
よけをR5年度に整備を計画。そ
の他の停留所に関しても、引き
続き利用しやすい環境づくりを検
討する。

・コロナ感染症が感染症法第5類
に移行されたことにより、全国的
な移動制限がほぼ緩和された。
これに伴い、来島者数の増加傾
向が認められ、島内の移動も活
発化している。さらに島内行事の
再開やイベントの復活で、住民
の移動需要度も増している。

A
概ね計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施され
た。

B

住民利用は2,172名（1人あたりの利用回数6.5回）と
なり、目標2,548人（1人当たりの利用回数7.7回）は達
成できなかった。運行方法・体制と、利用者の要望・
ニーズとにズレが生じているのではないか推測す
る。また、村人口の減少も要因と考えられる。

・各停留所の利用・設置状況の
ほか、利用時間帯などを調査・
検討し、引き続き利用しやすい
環境整備に努める。

・コミュニティバス事業継続の要
望は依然として高いため、より良
い運用方法を村内の事業者(宿
泊、観光、農水産業)及び生活者
から要望を汲み上げ、対費用的
にも適切な公共交通体制の再構
築を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、実績向
上に向けて新たな具体策及びその具体化について
も改めて検討し、その実施について地域一体となっ
て適切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行
い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が図ら
れるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

五泉市地域
公共交通活
性化協議会

泉観光バス㈱
みどりハイ
ヤー㈱

ごせん乗合タ
クシー
「さくら号」
（五泉東エリ
ア）

・市広報・HP・時刻表を活用した各種
周知活動を継続した。
・高齢者を対象とした利用促進活動
として、免許返納高齢者への制度説
明を継続実施した。また、新たに高
齢者向けの出前講座を実施した。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

C

　輸送人員の目標値である前年比100％以上に対し、
96.6％であり目標を達成できなかった。
　若年層の特定の高頻度利用者の利用が取り止め及び高
齢層の実利用者減少が目標未達成の理由だと考えられ
る。

・市広報・HP・時刻表を活用した各種
周知活動を継続する。
・高齢者向けの利用促進活動。（免
許返納高齢者への制度説明、高齢
者向けの出前講座）を継続する。
・R7年度に予定している予約システ
ム更改に合わせた予約、配車方法
見直しの検討を行う。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

五泉市地域
公共交通活
性化協議会

泉観光バス㈱
みどりハイ
ヤー㈱

ごせん乗合タ
クシー
「さくら号」
（五泉西エリ
ア）

・市広報・HP・時刻表を活用した各種
周知活動を継続した。
・高齢者を対象とした利用促進活動
として、免許返納高齢者への制度説
明を継続実施した。また、新たに高
齢者向けの出前講座を実施した。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

A
　輸送人員の目標値である前年比100％以上に対し、
113.6％を達成した。

・市広報・HP・時刻表を活用した各種
周知活動を継続する。
・高齢者向けの利用促進活動。（免
許返納高齢者への制度説明、高齢
者向けの出前講座）を継続する。
・R7年度に予定している予約システ
ム更改に合わせた予約、配車方法
見直しの検討を行う。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

五泉市地域
公共交通活
性化協議会

泉観光バス㈱
みどりハイ
ヤー㈱

ごせん乗合タ
クシー
「さくら号」
（村松エリア）

・市広報・HP・時刻表を活用した各種
周知活動を継続した。
・高齢者を対象とした利用促進活動
として、免許返納高齢者への制度説
明を継続実施した。また、新たに高
齢者向けの出前講座を実施した。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

C

　輸送人員の目標値である前年比100％以上に対し、
92.9％であり目標を達成できなかった。
　50代の通勤利用者の利用取り止めが目標未達成の主た
る理由だと考えられる。
　その他、R5.4から実証試験運行している通院サポートタク
シーも影響していると考えられる。

・市広報・HP・時刻表を活用した各種
周知活動を継続する。
・高齢者向けの利用促進活動。（免
許返納高齢者への制度説明、高齢
者向けの出前講座）を継続する。
・R7年度に予定している予約システ
ム更改に合わせた予約、配車方法
見直しの検討を行う。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

魚沼市地域
公共交通協
議会

奥只見タク
シー㈱

小出まちな
か循環線（順
回り）

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・各地区民生委員を通じて高齢
者等への周知・啓発を行った。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

C

【達成状況】
輸送人員目標値比：99％
目標：1,320人→実績1,311人
【未達成の主な理由】
人口減少、高齢化等の進行による潜在的利用対象
者の減

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

魚沼市地域
公共交通協
議会

奥只見タク
シー㈱

小出まちな
か循環線（逆
回り）

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・各地区民生委員を通じて高齢
者等への周知・啓発を行った。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

A
【達成状況】
輸送人員目標値比：106％
目標：1,120人→実績1,185人

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

魚沼市地域
公共交通協
議会

㈱小出タク
シー

小出地域乗
合タクシー

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・各地区民生委員を通じて高齢
者等への周知・啓発を行った。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

A
【達成状況】
輸送人員目標値比：107％
目標：8,030人→実績8,630人

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

魚沼市地域
公共交通協
議会

㈱小出タク
シー

湯之谷地域
乗合タクシー

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

A
【達成状況】
輸送人員目標値比：120％
目標：340人→実績408人

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

魚沼市地域
公共交通協
議会

㈱小出タク
シー

田中・清本・
長松・米沢乗
合タクシー

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・利用方法や運行形態等の説明
など、地域の会合に出向いて出
前講座を行った。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

A
【達成状況】
輸送人員目標値比：173％
目標：520人→実績：898人

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

魚沼市地域
公共交通協
議会

㈱小出タク
シー

三ツ又乗合
タクシー

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・利用方法や運行形態等の説明
など、地域の会合に出向いて出
前講座を行った。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

A
【達成状況】
輸送人員目標値比：104％
目標：680人→実績：704人

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

魚沼市地域
公共交通協
議会

ひかり交通
㈱

上稲倉・魚野
地乗合タク
シー

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

C

【達成状況】
輸送人員目標値比：93％
目標：3,280人→実績3,052人
【未達成の主な理由】
人口減少、高齢化等の進行による潜在的利用対象
者の減

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

魚沼市地域
公共交通協
議会

ひかり交通
㈱

新道島乗合
タクシー

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

C

【達成状況】
輸送人員目標値比：87％
目標：1,050人→実績：911人
【未達成の主な理由】
人口減少、高齢化等の進行による潜在的利用対象
者の減

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

魚沼市地域
公共交通協
議会

奥只見タク
シー㈱

滝之又乗合
タクシー

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

A
【達成状況】
輸送人員目標値比：106％
目標：1,180人→実績：1,253人

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

魚沼市地域
公共交通協
議会

奥只見タク
シー㈱

水沢・越又・
泉沢乗合タ
クシー

・利用促進月間を設け、利用者
の新規開拓等に努めた。
・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

A
【達成状況】
輸送人員目標値比：100％
目標：930人→実績：934人

・高齢者等に対して、利便性の
周知を図るとともに移動方法等
の認知度を高め、利用者の新規
開拓を図る。
・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

魚沼市地域
公共交通協
議会

観光タクシー
㈱

赤土乗合タ
クシー

・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。
・地元区長会を通じて、高齢者等
への周知・啓発及び今後の運行
形態の見直し、利用促進に向け
た呼び掛けを行った。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

Ａ
【達成状況】
輸送人員目標値比：150％
目標：20人→実績：30人

・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・利用実態の把握に努めるととも
に、地元区長会等と協調しなが
ら、高齢者等への利用促進、理
解浸透を図っていく。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

魚沼市地域
公共交通協
議会

観光タクシー
㈱

福山新田乗
合タクシー

・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。
・地元区長会を通じて、高齢者等
への周知・啓発及び今後の運行
形態の見直し、利用促進に向け
た呼び掛けを行った。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

Ｃ

【達成状況】
輸送人員目標値比：43％
目標：1,240人→実績：532人
【未達成の主な理由】
通勤における定期利用者の減

・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・利用実態の把握に努めるととも
に、地元区長会等と協調しなが
ら、高齢者等への利用促進、理
解浸透を図っていく。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

魚沼市地域
公共交通協
議会

観光タクシー
㈱

高倉乗合タ
クシー

・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。
・地元区長会を通じて、高齢者等
への周知・啓発及び今後の運行
形態の見直し、利用促進に向け
た呼び掛けを行った。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

Ｃ

【達成状況】
輸送人員目標値比：87％
目標：1,430人→実績：1,242人
【未達成の主な理由】
人口減少、高齢化等の進行による潜在的利用対象
者の減

・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・利用実態の把握に努めるととも
に、地元区長会等と協調しなが
ら、高齢者等への利用促進、理
解浸透を図っていく。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

魚沼市地域
公共交通協
議会

観光タクシー
㈱

赤土・小出乗
合タクシー

・免許証自主返納者に対する利
用促進に向けて、共通回数券の
交付及び啓発物等の配布を行っ
た。
・地元区長会を通じて、高齢者等
への周知・啓発及び今後の運行
形態の見直し、利用促進に向け
た呼び掛けを行った。

A
＊計画通り、適切に実施
された。

Ａ
【達成状況】
輸送人員目標値比：128％
目標：120人→実績：153人

・免許証自主返納者に対して、
共通回数券の交付や啓発物等
によって、引き続き利用を促す。
・利用実態の把握に努めるととも
に、地元区長会等と協調しなが
ら、高齢者等への利用促進、理
解浸透を図っていく。
・SNS等を通じて、利用方法の周
知を行い、利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

株式会社燕
タクシー

株式会社中
央タクシー

中越交通株
式会社

まきタクシー
有限会社

地蔵堂タク
シー有限会
社

弥彦タクシー
株式会社

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

　デマンド交通の１日平均利用者数が、目標の137人
/日(年換算33,428人）に対し、実績が147.4人/日（年
換算35,958人）と上回り、事業が計画に位置づけら
れた目標を達成できた。
　新型コロナウイルスの感染拡大により利用者数が
一時的に落ち込んでいたが、徐々に増えてきている
が、コロナ禍前の利用状況には戻っていない状況が
続いている。

　11月からWEBからの予約がで
きるようシステムを更改し、電話
混雑の改善を図る。
　気象状況によっては予約を制
限することも必要であり、これか
らも利用者の安全を第一に考え
た運行を行っていく。
　また、利用時間帯の集中につ
いては、高齢者の通院利用が多
いことが要因となっており、利用
者数の増加に向け、今後も分散
化を図る取組みを継続的に実施
していく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

燕・弥彦地域
公共交通会
議

燕市デマンド
交通
おでかけきら
らん号

　広報紙への掲載やパンフレット
で周知を図った。また、予約受付
時や窓口・電話での問い合わせ
対応時において、比較的空いて
いる時間帯での利用を案内し、
予約の分散化を図った。
　また、新型コロナウイルス感染
対策として、車両の消毒や換
気、利用者のマスク着用などを
呼び掛けた。

A A
　事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

燕・弥彦地域
公共交通会
議

越佐観光バ
ス株式会社

弥彦・燕広域
循環バス
やひこ号

　広報紙への掲載など、利用促
進のための啓発を行った。
　さらに、新型コロナウイルス感
染対策として、車両の消毒や換
気、利用者のマスク着用などを
呼び掛けた。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A

　広域循環バスの１日平均利用者数が、目標の59人
/日(年換算14,396人）に対し、実績が67.1人/日（年
換算16,387人）と上回り、事業が計画に位置づけら
れた目標を達成できた。
　新型コロナウイルスの感染拡大により利用者数が
一時的に落ち込んでいたが、徐々に増えてきている
が、コロナ禍前の利用状況には戻っていない状況が
続いている。

　より多くの方々に利用してもら
えるよう、今後も啓発等による利
用促進を図り、利用者数の増加
に努める。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

妙高市地域
公共交通協
議会

妙高市

市営バス関・
燕温泉線
（関山駅～大
洞原～燕温
泉）

・地域住民だけでなく来訪者も利用し
やすいように、鉄道や観光路線であ
る市営バス「妙高山麓線」との接続を
考慮したダイヤを設定し、利便性の
向上に努めた。
・ホームページを修正し、より分かり
やすい内容にするとともに、定期券
や回数券の情報も掲載することで利
用促進を図った。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適正に実施された。

A

●目標：直近年度（R3年度）の運賃収入水準（1,171千円）を
維持する。
●実績：1,729千円（達成）
●事業効果：路線維持により住民等の日常生活に必要な
移動手段を確保
●目標達成の要因：新型コロナウイルス感染症の影響が減
少したことにより、外出機会が増加したことで利用者が増加
したことが要因と考えられる。

・引き続き、鉄道との接続や観光路
線である市営バス「妙高山麓線」との
接続を考慮したダイヤとし、来訪者の
移動手段の確保と利便性向上を図
る。
・引き続き、市ホームページ等を用い
て情報発信を行い、わかりやすく正
確な情報提供に努め、利用者の利
便性向上に努める。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

妙高市地域
公共交通協
議会

妙高市

市営バス杉野
沢線Ｃ
（妙高高原駅
～いもり池入
口～杉野沢
上）
市営バス杉野
沢線Ｅ
（杉野沢上～
関川関所前～
妙高病院前）
市営バス杉野
沢線Ｆ
（妙高高原駅
～関川関所前
～杉野沢上）

・小学校の統廃合により、スクールバ
スを兼ねていた便を1便減便としたこ
とから（市営バスではなくスクール専
用便として運行）、より鉄道との接続
を考慮したダイヤへ見直しを行うこと
ができた。
・ホームページを修正し、より分かり
やすい内容にするとともに、定期券
や回数券の情報も掲載することで利
用促進を図った。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適正に実施された。

A

●目標：直近年度（R3年度）の運賃収入水準（1,234千円）を
維持する。
●実績：2,044千円（達成）
●事業効果：路線維持により住民等の日常生活に必要な
移動手段を確保
●目標達成の要因：新型コロナウイルス感染症の影響が減
少したことにより、外出機会が増加したことで利用者が増加
したことが要因と考えられる。

・地域住民と観光客のニーズに合わ
せたダイヤを検討する。また、観光路
線である「妙高山麓線」との接続を考
慮したダイヤの見直しを行い、来訪
者の移動手段の確保と利便性向上
を図る。
・引き続き、市ホームページ等を用い
て情報発信を行い、わかりやすく正
確な情報提供に努め、利用者の利
便性向上に努める。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

妙高市地域
公共交通協
議会

新井タクシー
株式会社

乗合タクシー
関山ルート
（妙高市新井
地域及び関山
地区、上越市
中郷区）

・自社と市のホームページに乗合タク
シーの情報を掲載し、広く周知するこ
とで、新規利用者の増加を図った。
・利用者のニーズに合わせ、「直売セ
ンターとまと」まで路線を延伸し利便
性の向上に努めた。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適正に実施された。

A

●目標：直近年度（R3年度）の運賃収入水準を維持（269千
円）する。
●実績：317千円（達成）
●事業効果：路線維持により住民等の日常生活に必要な
移動手段を確保
●目標達成の分析：前年度の運賃水準を維持することがで
きたが、新型コロナウイルスの影響を受け利用状況は下げ
止まりの状況となっている。

令和5年9月30日をもって事業完了
（路線廃止）

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりである。地域公共交通のさ
らなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

南魚沼市地
域公共交通
協議会

南越後観光
バス株式会
社

・城内コース
（南魚沼市役
所～野際・若
宮様～福祉
ｾﾝﾀｰしらゆ
り）

・車内で感染対策を実施してい
ることをアピールするためのマグ
ネットシートを市民バス車体に掲
示した。
・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施した。
・市民バスの周知を図るためバ
スの乗り方教室の開催を検討し
たが、沿線住民との調整がつか
ず実施しなかった。
・地元からの要望を受け、「美佐
島」地内を通る経路に変更する
ための検討を行った。

A
計画通り適正に実施され

た。
B

利用者数目標値比：93.5%
目標　6,710人
実績　6,272人
・新型コロナウイルス及び大雪（特に１月）の影響に
よる減少。
・福祉施設の利用が減少している。
・新たな利用者が増えていないことから市民バスの
周知が進んでいないことが原因と考えられる。

・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施する。
・引き続き、運行事業者と市で、
利用者の利便性を高めるための
方策を検討する。
・市民バスの主な利用者である
高齢者を対象としたバスの乗り
方教室の開催を検討し、公共交
通の周知を図る。
・市民バス運賃無料月間を実施
し、新規利用者の獲得を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

南魚沼市地
域公共交通
協議会

南越後観光
バス株式会
社

・五十沢・大
月コース（清
水瀬～中川
新田～福祉
ｾﾝﾀｰしらゆ
り）

・車内で感染対策を実施してい
ることをアピールするためのマグ
ネットシートを市民バス車体に掲
示した。
・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施した。
・市民バスの周知を図るためバ
スの乗り方教室の開催を検討し
たが、沿線住民との調整がつか
ず実施しなかった。

A
計画通り適正に実施され

た。
B

利用者数目標値比：98.9%
目標　2,940人
実績　2,909人
・新型コロナウイルス及び大雪（特に１月）の影響に
よる減少。
・概ね目標を達成できているものの、新たな利用者
の増加が緩やかであることから市民バスの周知が進
んでいないことが原因と考えられる。

・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施する。
・引き続き、運行事業者と市で、
利用者の利便性を高めるための
方策を検討する。
・市民バスの主な利用者である
高齢者を対象としたバスの乗り
方教室の開催を検討し、公共交
通の周知を図る。
・市民バス運賃無料月間を実施
し、新規利用者の獲得を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南魚沼市地
域公共交通
協議会

銀嶺タクシー
株式会社

・大巻・泉
コース（泉新
田・保育園バ
ス停～庄之
又～銀嶺タ
クシー前）

・車内で感染対策を実施してい
ることをアピールするためのマグ
ネットシートを市民バス車体に掲
示した。
・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施した。
・老朽化して目立たなくなってい
るバス停が多くあったため改修し
た。
・市民バスの周知を図るためバ
スの乗り方教室の開催を検討し
たが、沿線住民との調整がつか
ず実施しなかった。
・観光拠点である「魚沼の里」を
通る路線に変更するための検討
を進めた。

A
計画通り適正に実施され

た。
A

利用者数目標値比：115.6%
目標　1,190人
実績　1,376人
・食料品店やホームセンターに出かけるための新た
な利用の増加が見られる。老朽化したバス停を改修
した効果と思われる。

・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施する。
・引き続き、運行事業者と市で、
利用者の利便性を高めるための
方策を検討する。
・市民バス運賃無料月間を実施
し、新規利用者の獲得を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

南魚沼市地
域公共交通
協議会

銀嶺タクシー
株式会社

・上田・泉田
コース（小松
沢十字路～
西泉田公民
館～福祉セ
ンターしらゆ
り）

・車内で感染対策を実施してい
ることをアピールするためのマグ
ネットシートを市民バス車体に掲
示した。
・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施した。

A
計画通り適正に実施され

た。
A

利用者数目標値比：100.1%
目標　1,940人
実績　1,942人
・郊外から六日町駅に移動するための利用や、「銀
嶺タクシー前」から乗車して六日町駅に移動するた
めの市街地内部での利用の増加が見られる。

・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施する。
・引き続き、運行事業者と市で、
利用者の利便性を高めるための
方策を検討する。
・市民バス運賃無料月間を実施
し、新規利用者の獲得を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南魚沼市地
域公共交通
協議会

魚沼中央トラ
ンスポート株
式会社

・石打・竹俣
コース（五十
嵐～塩沢庁
舎～南魚沼
市役所）

・車内で感染対策を実施してい
ることをアピールするためのマグ
ネットシートを市民バス車体に掲
示した。
・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施した。
・塩沢庁舎のバス停を従来の簡
易的なものから路線バスで使用
されているものに交換した。
・市民バスの周知を図るためバ
スの乗り方教室の開催を検討し
たが、沿線住民との調整がつか
ず実施しなかった。

A
計画通り適正に実施され

た。
A

利用者数目標値比：106.5%
目標　2,110人
実績　2,247人
・塩沢庁舎、市民病院、食料品店やホームセンター
に出かけるための新たな利用による増加が見られ
る。

・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施する。
・引き続き、運行事業者と市で、
利用者の利便性を高めるための
方策を検討する。
・市民バス運賃無料月間を実施
し、新規利用者の獲得を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

南魚沼市地
域公共交通
協議会

魚沼中央トラ
ンスポート株
式会社

・中之島・吉
里コース（柄
沢・来泉寺～
塩沢庁舎～
南魚沼市役
所）

・車内で感染対策を実施してい
ることをアピールするためのマグ
ネットシートを市民バス車体に掲
示した。
・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施した。

A
計画通り適正に実施され

た。
A

利用者数目標値比：116.8%
目標　2,960人
実績　3,457人
・第３便の「市民病院」発、「六日町駅」着での利用の
増加が見られる。令和２年12月に新設した「六日町
駅」バス停の周知が進んだ。
・令和４年４月に「論丸」のバス停を集落の近くに移
設したことで利用が増加した。

・大雪のときでも利用者が市民
バスを利用しやすいよう、交通結
節点の除雪を実施する。
・引き続き、運行事業者と市で、
利用者の利便性を高めるための
方策を検討する。
・市民バス運賃無料月間を実施
し、新規利用者の獲得を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

小千谷市地
域公共交通
協議会

越後交通株式
会社

循環バス
4便×2（内外
回り）=計8便/
日
※土日祝日及
び8/13～16、
12/29～1/3計
6便/日

地域間幹線系
統の他、市内
バス路線の全
てが停車する
本町中央バス
停で接続して
運行

収支率向上のために利用促進の取
組みを実施
【事業目標】
・経常収支率18%以上
・月間平均利用者数1,500人以上
【利用促進の取組み】
・公共交通マップ作成全戸配布
・循環バス利用促進記事の市広報紙
掲載

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

C

【事業実績】
・経常収支率13%（目標未達成）
・月間平均利用者数1,120人（目標未達成）

令和4年10月から令和5年9月までの月間平均利用者数は
1,120人と目標を達成できなかった。バス停別で見るとコロ
ナ前と比較して元中子、津山、ちぢみの里、本町中央など
で減少しており、通常利用されていた方が利用しなくなった
などの要因が考えられる。
一方小千谷総合病院、イオンは増加している。

高齢化、人口減少に伴い、公共交通
の利用者そのものが減少している現
状は当面継続すると考えられる。引
き続き、利用促進の取り組みの他、
地域懇談会における住民説明、観
光・商工会等との連携・協力により公
共交通の利用促進に取り組む。
また、利用者が増加傾向の小千谷総
合病院、イオン利用の要因を分析
し、より利用が増えるダイヤ改正等を
検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、実績向
上に向けて新たな具体策及びその具体化について
も改めて検討し、その実施について地域一体となっ
て適切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行
い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が図ら
れるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

長岡市地域
公共交通協
議会

秋葉タクシー
㈱

栃尾地域（西
谷地区ほか）
デマンド型乗
合タクシー

学生・障害者割引制度や回数券
販売を引き続き実施した。
地域内に新しい系統が増えたこ
とから、地域内及び市内全域の
広報誌で利用周知を図った。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

C

目標値：４００人/月
実績値：３８６人/月（達成度９６.５％）
昨年度値：３８８人/月
１月あたりの利用者４００人以上という目標に対し、
実績は３８６人と目標を下回った。また、昨年度実績
とはほぼ横ばいである。

利用者は目標値を下回る結果で
あった。改善策として、新規利用
者への利用促進を図るため、地
域内に新しく運行を開始した系
統と合わせて地域の広報誌など
で周知を図るとともに、地域住民
の声を聞き、地域の実情にあっ
た運行を検討していく。また、学
生・障害者割引制度や回数券販
売を引き続き実施する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

長岡市地域
公共交通協
議会

寺泊交通㈱

和島・寺泊地
域
デマンド型乗
合タクシー

事業統合の際に、地域内にチラ
シを全戸配布し、広く周知を図っ
た。統合以前には移動できな
かった地域への利用もあること
から、利便性のよい運行ができ
ている。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

〈利用者数〉
目標値：２４０人/月
 実績値：２４８人/月
（達成度１０３.３％）

〈運賃収入〉
目標値：７０，０００円/月
 実績値：６７，１１７円/月
（達成度９５.９％）
利用者数については、目標値を上回ったが、運賃収
入については、目標値を下回った。

利用者数は、目標値を上回る結
果であったが、来年度は利用者
数２５０人/月を目標としているた
め、さらに利用者の生活交通とし
ての認識を高められるよう周知
を図る。
具体的には、住民が、普段から
デマンドタクシーの利用を意識で
きるような配布物を作成する。ま
た、支所の広報紙への掲載や地
域の町内会長会議で運行内容
を説明し、利用を促進する。さら
に、運転免許返納者へのチラシ
配布を引き続き実施する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

 58 



別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

加茂市

七谷線
※車両減価償
却費等国庫補
助金を活用

- A
計画通り事業は適切に実施
された。

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

加茂市

須田線
※車両減価償
却費等国庫補
助金を活用

- A
計画通り事業は適切に実施
された。

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

加茂市 早朝高柳線 - A
計画通り事業は適切に実施
された。

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

加茂市 七谷帰宅便 - A
計画通り事業は適切に実施
された。

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

加茂市 早朝猿毛線 - A
計画通り事業は適切に実施
された。

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

加茂市
早朝土倉猿毛
線

- A
計画通り事業は適切に実施
された。

・全体輸送人員は目標60,000人/年で合ったのに対し、
55,633人/年であった。
・七谷線の輸送人員は目標35,700人/年であったのに対し、
29,977人/年であった。
・須田線の輸送人員は目標20,300人/年であったのに対し、
22,630人/年であった。

市の人口減少に加えて、利用者の半数以上が高齢者であ
るため、免許返納者の利用を見込んでいたが、免許返納率
が想定よりも低かったことが要因と考えられる。
また、,輸送人員の増加には直接寄与しないが、新規にバス
2台をリースすることで、より安全な輸送を確保した。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、示され
た改善策と目標が達成されなかった理由との関連性
が不明確であることから、目標が達成されなかった
理由に対応した新たな具体策及びその具体化につ
いて改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切に検証
を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や利用
促進が図られるよう期待する。

乗車数の少ない路線の改廃や運賃
の改定により、平日はかもんバス、
土日はかもんタクシーの利用を促し、
補完しあう運行を行う。

B

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

加茂市 早朝村松線 - A
計画通り事業は適切に実施
された。

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

加茂市
早朝天神林・
長福寺線

- A
計画通り事業は適切に実施
された。

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

加茂タクシー
㈲

市内全域 - A
冬季の降雪時を除き、計画通
り事業は適切に実施された。

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

葵タクシー㈱ 市内全域 - A
冬季の降雪時を除き、計画通
り事業は適切に実施された。

加茂市地域
公共交通活
性化協議会

中越交通㈱ 市内全域 - A
冬季の降雪時を除き、計画通
り事業は適切に実施された。

予約が集中し受けにくい時間を公共
交通時刻表改定時に見える化して周
知を行う。
また、運賃の改定や土日のバスの減
便を通じて、平日はかもんバス、土
日はかもんタクシーの利用を、補完し
あう運行を行う。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

A
輸送人員は目標12,400人/年であったのに対し、15,027人/
年であった。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、示され
た改善策と目標が達成されなかった理由との関連性
が不明確であることから、目標が達成されなかった
理由に対応した新たな具体策及びその具体化につ
いて改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切に検証
を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や利用
促進が図られるよう期待する。

乗車数の少ない路線の改廃や運賃
の改定により、平日はかもんバス、
土日はかもんタクシーの利用を促し、
補完しあう運行を行う。

・全体輸送人員は目標60,000人/年で合ったのに対し、
55,633人/年であった。
・七谷線の輸送人員は目標35,700人/年であったのに対し、
29,977人/年であった。
・須田線の輸送人員は目標20,300人/年であったのに対し、
22,630人/年であった。

市の人口減少に加えて、利用者の半数以上が高齢者であ
るため、免許返納者の利用を見込んでいたが、免許返納率
が想定よりも低かったことが要因と考えられる。
また、,輸送人員の増加には直接寄与しないが、新規にバス
2台をリースすることで、より安全な輸送を確保した。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

上田市公共
交通活性化
協議会

上田バス株式
会社

上田駅～信州
上田医療セン
ター

運行系統名：
信州上田
　
医療センター
線

◆利用者の利便性向上や利用促進を図るた
め、以下の取り組みを実施・継続した。
①運賃低減バス事業実施継続
②小学生対象としたバス乗り方教室を各学校
に赴き実施
③利用者の利便性向上を図る目的で、令和5
年4月1日付で信州上田医療センター線及び塩
田線、また、市街地循環バス（青バス東コース）
のダイヤ改正を実施した。
④４月、アリオ上田にて、「まちのバス大集合」
として文化団体の作品をバスに展示したギャラ
リーバスを展示。
そのほかにも子供たちに運転席に乗ってもらい
記念撮影会を開催したほか、QR端末を使い決
済方法の体験会等バス利用促進を推進するた
めの事業を実施。
⑤９月２０日のバスの日に合わせ、上田駅にて
ノベルティを配布し、バスの利用促進を図った。
⑥１０月、長電バス祭に参加し、子供たちにバ
ス乗車体験をしてもらうなど将来の利用促進の
為の事業を開催
◆昨年度より フィーダー系統路線にもQR決済
端末が導入されたことに伴い、TicketQR利用促
進、バス利用啓発のため、以下の取り組みを実
施・継続した。
①夏休み、市内小学生を対象にキッズパスな
る無料乗車券を配布し利用の促進を図る。そ
の際、紙製QRカードによるキッズパスを作成し
好評を得る。
各路線結果は以下の通り
医療センター線　12人
塩田線　　　　　　22人
循環線　　　　　　　7人
久保林線　　　　　 7人
②9月開催の上田道と川の駅イベントにて「公
共交通を知ろう！」の企画を実施。公共交通ク
イズの実施やTicketQRの説明、また、
TicketQRアプリをダウンロードしていただいた
方へノベルティを配布した。

A
計画に位置された事業は、適
切に実施された。

B

・運行コストは目標値1キロ当たり467円以内のところ、449
円96銭で目標を達成できた。

・収支率については目標値50％以上のところ、47.53％で目
標を達成できなかった。

・乗車人員は目標値37,960人以上のところ、実績は35,749
人となり、達成できなかった。（昨年度実績：35,518人）

・運行コストの達成は経常経費の減少によるもの。

◆乗務員確保の取り組み
・2024年問題もあり、乗務員の不足が厳しさを
増している状態である。そのため、まずは乗務
員の確保を大きな課題とし、以下の取り組みを
実施する。
①他社や自治体と連携した会社説明会を実施
するとともに、バスに実際に乗車し運転体験を
していただく説明会も開催する。
②イベント開催時に会社紹介パンフレットを設
置する。

◆経費削減の取り組み
・燃料費高騰が続く中で、経費削減を図るた
め、以下の取り組みを実施する。
①アイドリングストップの実施を継続する。

◆利用促進・利便性向上の取り組み
・バスの乗り方や停留所の位置がわからないと
いう理由から、公共交通の利用を避けている方
も一定数いる。そのような方にバスを使用して
いただき、輸送人員を増加させる、また、利便
性向上を図り、現在の利用者のバス離れを防
ぐことを目的に以下の取り組みを実施する。
①上田市公共交通活性化協議会との共催で市
内ショッピングセンターでの野外イベントを継続
して実施する。
②公共交通への親しみを抱いていただくととも
に、将来の通学・通勤の選択肢としてバスを認
識していただくよう、保育園児を対象とした「バ
スの乗り方教室」を開催する。
③普段公共交通を利用しない方に対し、停留
所の位置や乗車方法を教える等の教室を開催
し、利用促進に努める。
④体の不自由な方やベビーカーを利用するお
客様に対しても簡単に安心して乗れる乗り物で
あることを発信していく。また、チラシを作成し
関係団体に配布する。
⑤TicketQRに関するアンケートを実施し、利用
者にとってより利便性が高く、シームレスな移
動を行えるようなシステムとしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

上田市公共
交通活性化
協議会

上田バス株式
会社

上田駅～別所
温泉

運行系統名：
塩田線

◆利用者の利便性向上や利用促進を図るた
め、以下の取り組みを実施・継続した。
①運賃低減バス事業実施継続
②小学生対象としたバス乗り方教室を各学校
に赴き実施
③利用者の利便性向上を図る目的で、令和5
年4月1日付で信州上田医療センター線及び塩
田線、また、市街地循環バス（青バス東コース）
のダイヤ改正を実施した。
④４月、アリオ上田にて、「まちのバス大集合」
として文化団体の作品をバスに展示したギャラ
リーバスを展示。
そのほかにも子供たちに運転席に乗ってもらい
記念撮影会を開催したほか、QR端末を使い決
済方法の体験会等バス利用促進を推進するた
めの事業を実施。
⑤９月２０日のバスの日に合わせ、上田駅にて
ノベルティを配布し、バスの利用促進を図った。
⑥１０月、長電バス祭に参加し、子供たちにバ
ス乗車体験をしてもらうなど将来の利用促進の
為の事業を開催
◆昨年度より フィーダー系統路線にもQR決済
端末が導入されたことに伴い、TicketQR利用促
進、バス利用啓発のため、以下の取り組みを実
施・継続した。
①夏休み、市内小学生を対象にキッズパスな
る無料乗車券を配布し利用の促進を図る。そ
の際、紙製QRカードによるキッズパスを作成し
好評を得る。
各路線結果は以下の通り
医療センター線　12人
塩田線　　　　　　22人
循環線　　　　　　　7人
久保林線　　　　　 7人
②9月開催の上田道と川の駅イベントにて「公
共交通を知ろう！」の企画を実施。公共交通ク
イズの実施やTicketQRの説明、また、
TicketQRアプリをダウンロードしていただいた
方へノベルティを配布した。

A
計画に位置された事業は、適
切に実施された。

B

・運行コストは目標値1キロ当たり467円以内のところ、449
円96銭で目標を達成できた。

・収支率については目標値15％以上のところ、9.40％で目
標を達成できなかった。

・輸送人員は目標値12,775人以上のところ、実績は11,758
人となり、目標を達成できなかった。（昨年度実績：12,321
人）

・運行コストの達成は経常経費の減少によるものであり、収
益においては人数の減少とともに運収の減少へとなってい
る。

◆乗務員確保の取り組み
・2024年問題もあり、乗務員の不足が厳しさを
増している状態である。そのため、まずは乗務
員の確保を大きな課題とし、以下の取り組みを
実施する。
①他社や自治体と連携した会社説明会を実施
するとともに、バスに実際に乗車し運転体験を
していただく説明会も開催する。
②イベント開催時に会社紹介パンフレットを設
置する。

◆経費削減の取り組み
・燃料費高騰が続く中で、経費削減を図るた
め、以下の取り組みを実施する。
①アイドリングストップの実施を継続する。

◆利用促進・利便性向上の取り組み
・バスの乗り方や停留所の位置がわからないと
いう理由から、公共交通の利用を避けている方
も一定数いる。そのような方にバスを使用して
いただき、輸送人員を増加させる、また、利便
性向上を図り、現在の利用者のバス離れを防
ぐことを目的に以下の取り組みを実施する。
①上田市公共交通活性化協議会との共催で市
内ショッピングセンターでの野外イベントを継続
して実施する。
②公共交通への親しみを抱いていただくととも
に、将来の通学・通勤の選択肢としてバスを認
識していただくよう、保育園児を対象とした「バ
スの乗り方教室」を開催する。
③普段公共交通を利用しない方に対し、停留
所の位置や乗車方法を教える等の教室を開催
し、利用促進に努める。
④体の不自由な方やベビーカーを利用するお
客様に対しても簡単に安心して乗れる乗り物で
あることを発信していく。また、チラシを作成し
関係団体に配布する。
⑤TicketQRに関するアンケートを実施し、利用
者にとってより利便性が高く、シームレスな移
動を行えるようなシステムとしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

上田市公共
交通活性化
協議会

上田バス株式
会社

上田駅～染谷
丘高校～上田
駅

運行系統名：
市街地循環バ
ス（青ﾊﾞｽ　東
回り）

◆利用者の利便性向上や利用促進を図るた
め、以下の取り組みを実施・継続した。
①運賃低減バス事業実施継続
②小学生対象としたバス乗り方教室を各学校
に赴き実施
③利用者の利便性向上を図る目的で、令和5
年4月1日付で信州上田医療センター線及び塩
田線、また、市街地循環バス（青バス東コース）
のダイヤ改正を実施した。
④４月、アリオ上田にて、「まちのバス大集合」
として文化団体の作品をバスに展示したギャラ
リーバスを展示。
そのほかにも子供たちに運転席に乗ってもらい
記念撮影会を開催したほか、QR端末を使い決
済方法の体験会等バス利用促進を推進するた
めの事業を実施。
⑤９月２０日のバスの日に合わせ、上田駅にて
ノベルティを配布し、バスの利用促進を図った。
⑥１０月、長電バス祭に参加し、子供たちにバ
ス乗車体験をしてもらうなど将来の利用促進の
為の事業を開催
◆昨年度より フィーダー系統路線にもQR決済
端末が導入されたことに伴い、TicketQR利用促
進、バス利用啓発のため、以下の取り組みを実
施・継続した。
①夏休み、市内小学生を対象にキッズパスな
る無料乗車券を配布し利用の促進を図る。そ
の際、紙製QRカードによるキッズパスを作成し
好評を得る。
各路線結果は以下の通り
医療センター線　12人
塩田線　　　　　　22人
循環線　　　　　　　7人
久保林線　　　　　 7人
②9月開催の上田道と川の駅イベントにて「公
共交通を知ろう！」の企画を実施。公共交通ク
イズの実施やTicketQRの説明、また、
TicketQRアプリをダウンロードしていただいた
方へノベルティを配布した。

A
計画に位置された事業は、適
切に実施された。

B

・運行コストは目標値1キロ当たり467円以内のところ、451
円26銭で目標を達成できた。

・収支率については目標値15％以上のところ、10.90％で目
標を達成できなかった。

・輸送人員は目標値青バス18,980人以上、赤バス11,315人
以上のところ、実績は青バス13,476人、赤バス10,153人とな
り、目標を達成できなかった。
（昨年度実績：青バス12,125人　赤バス8,933人）

・乗車人員の減少による運収の減少が大きい。

◆乗務員確保の取り組み
・2024年問題もあり、乗務員の不足が厳しさを
増している状態である。そのため、まずは乗務
員の確保を大きな課題とし、以下の取り組みを
実施する。
①他社や自治体と連携した会社説明会を実施
するとともに、バスに実際に乗車し運転体験を
していただく説明会も開催する。
②イベント開催時に会社紹介パンフレットを設
置する。

◆経費削減の取り組み
・燃料費高騰が続く中で、経費削減を図るた
め、以下の取り組みを実施する。
①アイドリングストップの実施を継続する。

◆利用促進・利便性向上の取り組み
・バスの乗り方や停留所の位置がわからないと
いう理由から、公共交通の利用を避けている方
も一定数いる。そのような方にバスを使用して
いただき、輸送人員を増加させる、また、利便
性向上を図り、現在の利用者のバス離れを防
ぐことを目的に以下の取り組みを実施する。
①上田市公共交通活性化協議会との共催で市
内ショッピングセンターでの野外イベントを継続
して実施する。
②公共交通への親しみを抱いていただくととも
に、将来の通学・通勤の選択肢としてバスを認
識していただくよう、保育園児を対象とした「バ
スの乗り方教室」を開催する。
③普段公共交通を利用しない方に対し、停留
所の位置や乗車方法を教える等の教室を開催
し、利用促進に努める。
④体の不自由な方やベビーカーを利用するお
客様に対しても簡単に安心して乗れる乗り物で
あることを発信していく。また、チラシを作成し
関係団体に配布する。
⑤TicketQRに関するアンケートを実施し、利用
者にとってより利便性が高く、シームレスな移
動を行えるようなシステムとしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

 63 



別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

上田市公共
交通活性化
協議会

上田バス株式
会社

上田駅～西上
田駅～上田駅

運行系統名：
市街地循環バ
ス（青ﾊﾞｽ　西
回り）

◆利用者の利便性向上や利用促進を図るた
め、以下の取り組みを実施・継続した。
①運賃低減バス事業実施継続
②小学生対象としたバス乗り方教室を各学校
に赴き実施
③利用者の利便性向上を図る目的で、令和5
年4月1日付で信州上田医療センター線及び塩
田線、また、市街地循環バス（青バス東コース）
のダイヤ改正を実施した。
④４月、アリオ上田にて、「まちのバス大集合」
として文化団体の作品をバスに展示したギャラ
リーバスを展示。
そのほかにも子供たちに運転席に乗ってもらい
記念撮影会を開催したほか、QR端末を使い決
済方法の体験会等バス利用促進を推進するた
めの事業を実施。
⑤９月２０日のバスの日に合わせ、上田駅にて
ノベルティを配布し、バスの利用促進を図った。
⑥１０月、長電バス祭に参加し、子供たちにバ
ス乗車体験をしてもらうなど将来の利用促進の
為の事業を開催
◆昨年度より フィーダー系統路線にもQR決済
端末が導入されたことに伴い、TicketQR利用促
進、バス利用啓発のため、以下の取り組みを実
施・継続した。
①夏休み、市内小学生を対象にキッズパスな
る無料乗車券を配布し利用の促進を図る。そ
の際、紙製QRカードによるキッズパスを作成し
好評を得る。
各路線結果は以下の通り
医療センター線　12人
塩田線　　　　　　22人
循環線　　　　　　　7人
久保林線　　　　　 7人
②9月開催の上田道と川の駅イベントにて「公
共交通を知ろう！」の企画を実施。公共交通ク
イズの実施やTicketQRの説明、また、
TicketQRアプリをダウンロードしていただいた
方へノベルティを配布した。

A
計画に位置された事業は、適
切に実施された。

B

・運行コストは目標値1キロ当たり467円以内のところ、451
円26銭で目標を達成できた。

・収支率については目標値15％以上のところ、10.90％で目
標を達成できなかった。

・輸送人員は目標値青バス18,980人以上、赤バス11,315人
以上のところ、実績は青バス13,476人、赤バス10,153人とな
り、目標を達成できなかった。
（昨年度実績：青バス12,125人　赤バス8,933人）

・乗車人員の減少による運収の減少が大きい。

◆乗務員確保の取り組み
・2024年問題もあり、乗務員の不足が厳しさを
増している状態である。そのため、まずは乗務
員の確保を大きな課題とし、以下の取り組みを
実施する。
①他社や自治体と連携した会社説明会を実施
するとともに、バスに実際に乗車し運転体験を
していただく説明会も開催する。
②イベント開催時に会社紹介パンフレットを設
置する。

◆経費削減の取り組み
・燃料費高騰が続く中で、経費削減を図るた
め、以下の取り組みを実施する。
①アイドリングストップの実施を継続する。

◆利用促進・利便性向上の取り組み
・バスの乗り方や停留所の位置がわからないと
いう理由から、公共交通の利用を避けている方
も一定数いる。そのような方にバスを使用して
いただき、輸送人員を増加させる、また、利便
性向上を図り、現在の利用者のバス離れを防
ぐことを目的に以下の取り組みを実施する。
①上田市公共交通活性化協議会との共催で市
内ショッピングセンターでの野外イベントを継続
して実施する。
②公共交通への親しみを抱いていただくととも
に、将来の通学・通勤の選択肢としてバスを認
識していただくよう、保育園児を対象とした「バ
スの乗り方教室」を開催する。
③普段公共交通を利用しない方に対し、停留
所の位置や乗車方法を教える等の教室を開催
し、利用促進に努める。
④体の不自由な方やベビーカーを利用するお
客様に対しても簡単に安心して乗れる乗り物で
あることを発信していく。また、チラシを作成し
関係団体に配布する。
⑤TicketQRに関するアンケートを実施し、利用
者にとってより利便性が高く、シームレスな移
動を行えるようなシステムとしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

上田市公共
交通活性化
協議会

上田バス株式
会社

上田駅～西上
田駅～上田駅

運行系統名：
市街地循環バ
ス（赤ﾊﾞｽ　西
回り）

◆利用者の利便性向上や利用促進を図るた
め、以下の取り組みを実施・継続した。
①運賃低減バス事業実施継続
②小学生対象としたバス乗り方教室を各学校
に赴き実施
③利用者の利便性向上を図る目的で、令和5
年4月1日付で信州上田医療センター線及び塩
田線、また、市街地循環バス（青バス東コース）
のダイヤ改正を実施した。
④４月、アリオ上田にて、「まちのバス大集合」
として文化団体の作品をバスに展示したギャラ
リーバスを展示。
そのほかにも子供たちに運転席に乗ってもらい
記念撮影会を開催したほか、QR端末を使い決
済方法の体験会等バス利用促進を推進するた
めの事業を実施。
⑤９月２０日のバスの日に合わせ、上田駅にて
ノベルティを配布し、バスの利用促進を図った。
⑥１０月、長電バス祭に参加し、子供たちにバ
ス乗車体験をしてもらうなど将来の利用促進の
為の事業を開催
◆昨年度より フィーダー系統路線にもQR決済
端末が導入されたことに伴い、TicketQR利用促
進、バス利用啓発のため、以下の取り組みを実
施・継続した。
①夏休み、市内小学生を対象にキッズパスな
る無料乗車券を配布し利用の促進を図る。そ
の際、紙製QRカードによるキッズパスを作成し
好評を得る。
各路線結果は以下の通り
医療センター線　12人
塩田線　　　　　　22人
循環線　　　　　　　7人
久保林線　　　　　 7人
②9月開催の上田道と川の駅イベントにて「公
共交通を知ろう！」の企画を実施。公共交通ク
イズの実施やTicketQRの説明、また、
TicketQRアプリをダウンロードしていただいた
方へノベルティを配布した。

A
計画に位置された事業は、適
切に実施された。

B

・運行コストは目標値1キロ当たり467円以内のところ、451
円26銭で目標を達成できた。

・収支率については目標値15％以上のところ、10.90％で目
標を達成できなかった。

・輸送人員は目標値青バス18,980人以上、赤バス11,315人
以上のところ、実績は青バス13,476人、赤バス10,153人とな
り、目標を達成できなかった。
（昨年度実績：青バス12,125人　赤バス8,933人）

・乗車人員の減少による運収の減少が大きい。

◆乗務員確保の取り組み
・2024年問題もあり、乗務員の不足が厳しさを
増している状態である。そのため、まずは乗務
員の確保を大きな課題とし、以下の取り組みを
実施する。
①他社や自治体と連携した会社説明会を実施
するとともに、バスに実際に乗車し運転体験を
していただく説明会も開催する。
②イベント開催時に会社紹介パンフレットを設
置する。

◆経費削減の取り組み
・燃料費高騰が続く中で、経費削減を図るた
め、以下の取り組みを実施する。
①アイドリングストップの実施を継続する。

◆利用促進・利便性向上の取り組み
・バスの乗り方や停留所の位置がわからないと
いう理由から、公共交通の利用を避けている方
も一定数いる。そのような方にバスを使用して
いただき、輸送人員を増加させる、また、利便
性向上を図り、現在の利用者のバス離れを防
ぐことを目的に以下の取り組みを実施する。
①上田市公共交通活性化協議会との共催で市
内ショッピングセンターでの野外イベントを継続
して実施する。
②公共交通への親しみを抱いていただくととも
に、将来の通学・通勤の選択肢としてバスを認
識していただくよう、保育園児を対象とした「バ
スの乗り方教室」を開催する。
③普段公共交通を利用しない方に対し、停留
所の位置や乗車方法を教える等の教室を開催
し、利用促進に努める。
④体の不自由な方やベビーカーを利用するお
客様に対しても簡単に安心して乗れる乗り物で
あることを発信していく。また、チラシを作成し
関係団体に配布する。
⑤TicketQRに関するアンケートを実施し、利用
者にとってより利便性が高く、シームレスな移
動を行えるようなシステムとしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

上田市公共
交通活性化
協議会

上田バス株式
会社

上田駅～染谷
丘高校～上田
駅

運行系統名：
市街地循環バ
ス（赤ﾊﾞｽ　東
回り）

◆利用者の利便性向上や利用促進を図るた
め、以下の取り組みを実施・継続した。
①運賃低減バス事業実施継続
②小学生対象としたバス乗り方教室を各学校
に赴き実施
③利用者の利便性向上を図る目的で、令和5
年4月1日付で信州上田医療センター線及び塩
田線、また、市街地循環バス（青バス東コース）
のダイヤ改正を実施した。
④４月、アリオ上田にて、「まちのバス大集合」
として文化団体の作品をバスに展示したギャラ
リーバスを展示。
そのほかにも子供たちに運転席に乗ってもらい
記念撮影会を開催したほか、QR端末を使い決
済方法の体験会等バス利用促進を推進するた
めの事業を実施。
⑤９月２０日のバスの日に合わせ、上田駅にて
ノベルティを配布し、バスの利用促進を図った。
⑥１０月、長電バス祭に参加し、子供たちにバ
ス乗車体験をしてもらうなど将来の利用促進の
為の事業を開催
◆昨年度より フィーダー系統路線にもQR決済
端末が導入されたことに伴い、TicketQR利用促
進、バス利用啓発のため、以下の取り組みを実
施・継続した。
①夏休み、市内小学生を対象にキッズパスな
る無料乗車券を配布し利用の促進を図る。そ
の際、紙製QRカードによるキッズパスを作成し
好評を得る。
各路線結果は以下の通り
医療センター線　12人
塩田線　　　　　　22人
循環線　　　　　　　7人
久保林線　　　　　 7人
②9月開催の上田道と川の駅イベントにて「公
共交通を知ろう！」の企画を実施。公共交通ク
イズの実施やTicketQRの説明、また、
TicketQRアプリをダウンロードしていただいた
方へノベルティを配布した。

A
計画に位置された事業は、適
切に実施された。

B

・運行コストは目標値1キロ当たり467円以内のところ、451
円26銭で目標を達成できた。

・収支率については目標値15％以上のところ、10.90％で目
標を達成できなかった。

・輸送人員は目標値青バス18,980人以上、赤バス11,315人
以上のところ、実績は青バス13,476人、赤バス10,153人とな
り、目標を達成できなかった。
（昨年度実績：青バス12,125人　赤バス8,933人）

・乗車人員の減少による運収の減少が大きい。

◆乗務員確保の取り組み
・2024年問題もあり、乗務員の不足が厳しさを
増している状態である。そのため、まずは乗務
員の確保を大きな課題とし、以下の取り組みを
実施する。
①他社や自治体と連携した会社説明会を実施
するとともに、バスに実際に乗車し運転体験を
していただく説明会も開催する。
②イベント開催時に会社紹介パンフレットを設
置する。

◆経費削減の取り組み
・燃料費高騰が続く中で、経費削減を図るた
め、以下の取り組みを実施する。
①アイドリングストップの実施を継続する。

◆利用促進・利便性向上の取り組み
・バスの乗り方や停留所の位置がわからないと
いう理由から、公共交通の利用を避けている方
も一定数いる。そのような方にバスを使用して
いただき、輸送人員を増加させる、また、利便
性向上を図り、現在の利用者のバス離れを防
ぐことを目的に以下の取り組みを実施する。
①上田市公共交通活性化協議会との共催で市
内ショッピングセンターでの野外イベントを継続
して実施する。
②公共交通への親しみを抱いていただくととも
に、将来の通学・通勤の選択肢としてバスを認
識していただくよう、保育園児を対象とした「バ
スの乗り方教室」を開催する。
③普段公共交通を利用しない方に対し、停留
所の位置や乗車方法を教える等の教室を開催
し、利用促進に努める。
④体の不自由な方やベビーカーを利用するお
客様に対しても簡単に安心して乗れる乗り物で
あることを発信していく。また、チラシを作成し
関係団体に配布する。
⑤TicketQRに関するアンケートを実施し、利用
者にとってより利便性が高く、シームレスな移
動を行えるようなシステムとしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

上田市公共
交通活性化
協議会

上田バス株式
会社

上田駅～ｲｵﾝ
上田ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ
ｾﾝﾀｰ前～久
保林公民館前

運行系統名：
久保林線

◆利用者の利便性向上や利用促進を図るた
め、以下の取り組みを実施・継続した。
①運賃低減バス事業実施継続
②小学生対象としたバス乗り方教室を各学校
に赴き実施
③利用者の利便性向上を図る目的で、令和5
年4月1日付で信州上田医療センター線及び塩
田線、また、市街地循環バス（青バス東コース）
のダイヤ改正を実施した。
④４月、アリオ上田にて、「まちのバス大集合」
として文化団体の作品をバスに展示したギャラ
リーバスを展示。
そのほかにも子供たちに運転席に乗ってもらい
記念撮影会を開催したほか、QR端末を使い決
済方法の体験会等バス利用促進を推進するた
めの事業を実施。
⑤９月２０日のバスの日に合わせ、上田駅にて
ノベルティを配布し、バスの利用促進を図った。
⑥１０月、長電バス祭に参加し、子供たちにバ
ス乗車体験をしてもらうなど将来の利用促進の
為の事業を開催
◆昨年度より フィーダー系統路線にもQR決済
端末が導入されたことに伴い、TicketQR利用促
進、バス利用啓発のため、以下の取り組みを実
施・継続した。
①夏休み、市内小学生を対象にキッズパスな
る無料乗車券を配布し利用の促進を図る。そ
の際、紙製QRカードによるキッズパスを作成し
好評を得る。
各路線結果は以下の通り
医療センター線　12人
塩田線　　　　　　22人
循環線　　　　　　　7人
久保林線　　　　　 7人
②9月開催の上田道と川の駅イベントにて「公
共交通を知ろう！」の企画を実施。公共交通ク
イズの実施やTicketQRの説明、また、
TicketQRアプリをダウンロードしていただいた
方へノベルティを配布した。

A
計画に位置された事業は、適
切に実施された。

B

・運行コストは目標値1キロ当たり467円以内のところ、449
円96銭で目標を達成できた。

・収支率については目標値15％以上のところ、6.47％で目
標を達成できなかった。

・輸送人員は目標値3,780人以上のところ、実績は2,370人と
なり、目標を達成できなかった。（昨年度実績：2,416人）

・乗車人員の減少がそのまま運収の減少、経常経費の減
少によりキロ当たりコストは減少した。

◆乗務員確保の取り組み
・2024年問題もあり、乗務員の不足が厳しさを
増している状態である。そのため、まずは乗務
員の確保を大きな課題とし、以下の取り組みを
実施する。
①他社や自治体と連携した会社説明会を実施
するとともに、バスに実際に乗車し運転体験を
していただく説明会も開催する。
②イベント開催時に会社紹介パンフレットを設
置する。

◆経費削減の取り組み
・燃料費高騰が続く中で、経費削減を図るた
め、以下の取り組みを実施する。
①アイドリングストップの実施を継続する。

◆利用促進・利便性向上の取り組み
・バスの乗り方や停留所の位置がわからないと
いう理由から、公共交通の利用を避けている方
も一定数いる。そのような方にバスを使用して
いただき、輸送人員を増加させる、また、利便
性向上を図り、現在の利用者のバス離れを防
ぐことを目的に以下の取り組みを実施する。
①上田市公共交通活性化協議会との共催で市
内ショッピングセンターでの野外イベントを継続
して実施する。
②公共交通への親しみを抱いていただくととも
に、将来の通学・通勤の選択肢としてバスを認
識していただくよう、保育園児を対象とした「バ
スの乗り方教室」を開催する。
③普段公共交通を利用しない方に対し、停留
所の位置や乗車方法を教える等の教室を開催
し、利用促進に努める。
④体の不自由な方やベビーカーを利用するお
客様に対しても簡単に安心して乗れる乗り物で
あることを発信していく。また、チラシを作成し
関係団体に配布する。
⑤TicketQRに関するアンケートを実施し、利用
者にとってより利便性が高く、シームレスな移
動を行えるようなシステムとしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

上田市公共
交通活性化
協議会

千曲バス株式
会社

室賀線
下秋和～小泉
～上室賀

◆市と連携したバス利用啓発活動として以下
の取り組みを実施・継続した。
①運賃低減バス事業実施継続
②小学生対象としたバス乗り方教室を各学校
に赴き実施
③高校入学を控えた中学3年生に対し、通学の
ための利用促進チラシの配布や、上田駅など
で公共交通利用促進チラシの配布を行い利用
に向けたPRを行った。
④４月、アリオ上田にて、「まちのバス大集合」
として文化団体の作品をバスに展示したギャラ
リーバスを展示。
そのほかにも子供たちに運転席に乗ってもらい
記念撮影会を開催したほか、QR端末を使い決
済方法の体験会等バス利用促進を推進するた
めの事業を実施。
⑤９月２０日のバスの日に合わせ、上田駅にて
ノベルティを配布し、バスの利用促進を図った。
⑥１０月、長電バス祭に参加し、子供たちにバ
ス乗車体験をしてもらうなど将来の利用促進の
為の事業を開催
⑦夏休み、市内小学生を対象にキッズパスな
る無料乗車券を配布し利用の促進を図る。そ
の際、紙製QRカードによるキッズパスを作成し
好評を得る。
各路線結果は以下の通り
室賀線実績　32人
⑧9月開催の上田道と川の駅イベントにて「公
共交通を知ろう！」の企画を実施。公共交通ク
イズの実施やTicketQRの説明、また、
TicketQRアプリをダウンロードしていただいた
方へノベルティを配布した。

◆燃料費の経費を削減するために以下の取組
を実施・継続した。
①燃料費高騰に伴い、燃費削減のために乗務
員に対しアイドリングストップの通達などを出
し、経費削減や環境に対する配慮を促した。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

C

・運行コストは443円以内に対し477円16銭で目標を達成で
きなかった。

・収支率については、目標31％以上に対し29.89％となり目
標を達成できなかった。

・乗車人数は31,510人以上に対し30,111人となり目標を達
成できなかった。
（昨年度実績：28,812人）

・理由としては新型コロナウイルスの影響は薄まってきてお
り、乗車人数は増加傾向にあるが、目標を達成できなかっ
た。運送収入についても同様で、増加はしたが、燃料等の
高騰により経費がかさみ収支率の目標を達成できなかっ
た。

◆乗務員確保・経費削減の取り組み
・燃料価格の不安定さや乗務員不足、またそれに
伴う労働環境の改善といった問題がある。乗務員
確保に向けた活動は継続して行う。また、乗務員
確保に関する人件費およびその他費用が今後増
加することは目に見えているため、経費削減に向
け、以下の取り組みを実施する。
①アイドリングストップを継続して周知徹底する。
②他社や自治体と連携した会社説明会を実施する
とともに、バスに実際に乗車し運転体験をしていた
だく説明会も開催する。
②イベント開催時に会社紹介パンフレットを設置す
る。

◆利用促進・利便性向上の取り組み
・バスの乗り方や停留所の位置がわからないとい
う理由から、公共交通の利用を避けている方も一
定数いる。そのような方にバスを使用していただ
き、輸送人員を増加させる、また、利便性向上を図
り、現在の利用者のバス離れを防ぐことを目的に
以下の取り組みを実施する。
①今後も利用啓発活動を行い利用者の声を反映
させたダイヤの策定を継続していく。
②体の不自由な方やベビーカーを利用するお客様
に対しても簡単に安心して乗れる乗り物であること
を発信して行く。
③市とも連携して普段公共交通を利用しない方に
向けた講座等を継続的に実施し、需要の掘起しを
図る。
④公共交通利用啓発の一環として、上田市公共交
通活性化協議会との共催で市内ショッピングセン
ターでの野外イベントを継続して実施する。
⑤公共交通への親しみを抱いていただくとともに、
将来の通学・通勤の選択肢としてバスを認識して
いただくよう、保育園児を対象とした「バスの乗り方
教室」を開催する。
⑥TicketQRに関するアンケートを実施し、利用者
にとってより利便性が高く、シームレスな移動を行
えるようなシステムとしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

上田市公共
交通活性化
協議会

千曲バス株式
会社

室賀線
房山～小泉～
上室賀

◆市と連携したバス利用啓発活動として以下
の取り組みを実施・継続した。
①運賃低減バス事業実施継続
②小学生対象としたバス乗り方教室を各学校
に赴き実施
③高校入学を控えた中学3年生に対し、通学の
ための利用促進チラシの配布や、上田駅など
で公共交通利用促進チラシの配布を行い利用
に向けたPRを行った。
④４月、アリオ上田にて、「まちのバス大集合」
として文化団体の作品をバスに展示したギャラ
リーバスを展示。
そのほかにも子供たちに運転席に乗ってもらい
記念撮影会を開催したほか、QR端末を使い決
済方法の体験会等バス利用促進を推進するた
めの事業を実施。
⑤９月２０日のバスの日に合わせ、上田駅にて
ノベルティを配布し、バスの利用促進を図った。
⑥１０月、長電バス祭に参加し、子供たちにバ
ス乗車体験をしてもらうなど将来の利用促進の
為の事業を開催
⑦夏休み、市内小学生を対象にキッズパスな
る無料乗車券を配布し利用の促進を図る。そ
の際、紙製QRカードによるキッズパスを作成し
好評を得る。
各路線結果は以下の通り
室賀線実績　32人
⑧9月開催の上田道と川の駅イベントにて「公
共交通を知ろう！」の企画を実施。公共交通ク
イズの実施やTicketQRの説明、また、
TicketQRアプリをダウンロードしていただいた
方へノベルティを配布した。

◆燃料費の経費を削減するために以下の取組
を実施・継続した。
①燃料費高騰に伴い、燃費削減のために乗務
員に対しアイドリングストップの通達などを出
し、経費削減や環境に対する配慮を促した。

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

C

・運行コストは443円以内に対し477円16銭で目標を達成で
きなかった。

・収支率については、目標31％以上に対し29.89％となり目
標を達成できなかった。

・乗車人数は31,510人以上に対し30,111人となり目標を達
成できなかった。
（昨年度実績：28,812人）

・理由としては新型コロナウイルスの影響は薄まってきてお
り、乗車人数は増加傾向にあるが、目標を達成できなかっ
た。運送収入についても同様で、増加はしたが、燃料等の
高騰により経費がかさみ収支率の目標を達成できなかっ
た。

◆乗務員確保・経費削減の取り組み
・燃料価格の不安定さや乗務員不足、またそれに
伴う労働環境の改善といった問題がある。乗務員
確保に向けた活動は継続して行う。また、乗務員
確保に関する人件費およびその他費用が今後増
加することは目に見えているため、経費削減に向
け、以下の取り組みを実施する。
①アイドリングストップを継続して周知徹底する。
②他社や自治体と連携した会社説明会を実施する
とともに、バスに実際に乗車し運転体験をしていた
だく説明会も開催する。
②イベント開催時に会社紹介パンフレットを設置す
る。

◆利用促進・利便性向上の取り組み
・バスの乗り方や停留所の位置がわからないとい
う理由から、公共交通の利用を避けている方も一
定数いる。そのような方にバスを使用していただ
き、輸送人員を増加させる、また、利便性向上を図
り、現在の利用者のバス離れを防ぐことを目的に
以下の取り組みを実施する。
①今後も利用啓発活動を行い利用者の声を反映
させたダイヤの策定を継続していく。
②体の不自由な方やベビーカーを利用するお客様
に対しても簡単に安心して乗れる乗り物であること
を発信して行く。
③市とも連携して普段公共交通を利用しない方に
向けた講座等を継続的に実施し、需要の掘起しを
図る。
④公共交通利用啓発の一環として、上田市公共交
通活性化協議会との共催で市内ショッピングセン
ターでの野外イベントを継続して実施する。
⑤公共交通への親しみを抱いていただくとともに、
将来の通学・通勤の選択肢としてバスを認識して
いただくよう、保育園児を対象とした「バスの乗り方
教室」を開催する。
⑥TicketQRに関するアンケートを実施し、利用者
にとってより利便性が高く、シームレスな移動を行
えるようなシステムとしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

伊那市地域
公共交通協
議会

事業者名
・伊那バス㈱
運行系統名
・若宮・美原線

MEGAドン・キ
ホーテUNY伊
那店～美原５
～MEGAドン・
キホーテUNY
伊那店

【前回の事業評価結果】
〈1〉高齢者教室等での説明（情報発
信）による利用促進策を実施する。
〈２〉バス育の市内保育園への横展
開を計画する。
〈３〉バス利用者アンケート等を実施
し、運行内容の見直しや、地域に
あった公共交通のあり方について検
討を進める。
〈４〉利用促進の取組を継続する。

【反映状況】
〈1〉高齢者教室、地域の会合などで
公共交通の利用説明を行った。
〈2〉対面型のイベントであるバス育を
竜西保育園で実施した。
〈3〉住民要望を踏まえ、乗合タクシー
の対象外である市街地居住者に対
する一般タクシー利用時の運賃助成
制度をR５、４月から本格運用。
〈4〉乗り合いタクシーの運行エリアの
見直しを行い一部運行エリアを統
合、移動範囲を拡大した。運転免許
証自主返納者に係る運賃割引制度
を継続的に実施、新たなタクシー運
賃補助のPRにより乗り合いタクシー
利用者からの返納も増加した。
　

A
コロナの影響により実施を見
送ってきたバス育が実施でき
た

A

R5年度目標5.09人/1運行に対してR4年１０月～R５.９月の
実績は6.03人/１運行であり達成。ぐるっとタクシーの利用
者が増加しており、バス利用からデマンドタクシーを利用す
る方もいると思われる

乗り合いタクシーの運行エリアを一
部統合したことによりタクシーの配車
も見直した。運行状況を検証し、効率
の良い配車、運行を実施したい。公
共交通の利用促進と商店街の活性
化につながるよう利用者の利便性を
向上させたい。また市内保育園児へ
のバス育や広報発信による利用促
進を引き続き実施する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

伊那市地域
公共交通協
議会

事業者名
・ジェイアール
バス関東（株）
運行系統名
・茅野・藤沢線

高遠駅～松倉
～古屋敷

【前回の事業評価結果】
〈1〉高齢者教室等での説明（情報発
信）による利用促進策を実施する。
〈２〉バス育の市内保育園への横展
開を計画する。
〈３〉バス利用者アンケート等を実施
し、運行内容の見直しや、地域に
あった公共交通のあり方について検
討を進める。
〈４〉利用促進の取組を継続する。

【反映状況】
〈1〉高齢者教室、地域の会合などで
公共交通の利用説明を行った。
〈2〉対面型のイベントであるバス育を
竜西保育園で実施した。
〈3〉住民要望を踏まえ、乗合タクシー
の対象外である市街地居住者に対
する一般タクシー利用時の運賃助成
制度をR５、４月から本格運用。
〈4〉乗り合いタクシーの運行エリアの
見直しを行い一部運行エリアを統
合、移動範囲を拡大した。運転免許
証自主返納者に係る運賃割引制度
を継続的に実施、新たなタクシー運
賃補助のPRにより乗り合いタクシー
利用者からの返納も増加した。
　

A
コロナにより実施できなかっ
たバス育を実施

B
R5年度目標４．２人/１運行に対して、R4年１０月～R5年９
月の実績は4.13人/１運行であり未達成だったがR4実績
3.16人/１運行を上回ることができた。

乗り合いタクシーの運行エリアを一
部統合したことによりタクシーの配車
も見直した。運行状況を検証し、効率
の良い配車、運行を実施したい。公
共交通の利用促進と商店街の活性
化につながるよう利用者の利便性を
向上させたい。また市内保育園児へ
のバス育や広報発信による利用促
進を引き続き実施する。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。　なお、⑤の目標・効
果達成状況については、目標が達成されなかった理
由について分析し、これを明らかにする必要がある。
その上で、⑥の事業の今後の改善点については、目
標が達成されなかった理由に対応した改善策及びそ
の具体化について改めて検討し、その実施について
地域一体となって適切に進めていくとともに、今後も
適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性
向上や利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

伊那市地域
公共交通協
議会

事業者名
・ジェイアール
バス関東（株）
運行系統名
・長谷循環

高遠駅～非持
～杉島公民
館・ざんざ亭前

【前回の事業評価結果】
〈1〉高齢者教室等での説明（情報発
信）による利用促進策を実施する。
〈２〉バス育の市内保育園への横展
開を計画する。
〈３〉バス利用者アンケート等を実施
し、運行内容の見直しや、地域に
あった公共交通のあり方について検
討を進める。
〈４〉利用促進の取組を継続する。

【反映状況】
〈1〉高齢者教室、地域の会合などで
公共交通の利用説明を行った。
〈2〉対面型のイベントであるバス育を
竜西保育園で実施した。
〈3〉住民要望を踏まえ、乗合タクシー
の対象外である市街地居住者に対
する一般タクシー利用時の運賃助成
制度をR５、４月から本格運用。
〈4〉乗り合いタクシーの運行エリアの
見直しを行い一部運行エリアを統
合、移動範囲を拡大した。運転免許
証自主返納者に係る運賃割引制度
を継続的に実施、新たなタクシー運
賃補助のPRにより乗り合いタクシー
利用者からの返納も増加した。
　

A
コロナにより実施できなかっ
たバス育を実施

B

R5年度目標2.61人/１運行に対して、R4年１０月～R5年９月
の実績は2.37人/１運行であり未達成だった。路線バスに代
わり運行しているぐるっとタクシーの利用者は増加してい
る。

・既存路線バスの減便や循環バスの
廃線となった路線の代わりに乗り合
いタクシーの利用が好調だが、運行
日や運行時間に制限があり、既存の
路線バスや一般タクシー等公共交通
サービスを組み合わせて利用する必
要がある。市報やHP等を活用した広
報に加え、高齢者教室等での説明、
情報発信や市内保育園児へのバス
育による利用促進対策を実施する。

・運行車両に乗り込み、利用者状況
の聞き取り調査等を実施し、運行内
容の見直しや、地域にあった公共交
通のあり方についての検討を進め
る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

長野市公共
交通活性化・
再生協議会

長野市

中条線
中条支所～
中条地区～
中条支所

支所、地区役員等に利用状況等
を共有するとともに、現状の運行
方法、運行経路、運行便数の適
切性について検討を行った。
地域住民の利便性を高め、より
効率的なバス運行が必要となっ
ていることから、オンデマンド交
通システム導入に向けた検討を
行い、チラシの配布などと合わ
せ利用促進を依頼した。
また、新型コロナウイルス感染症
への対応は、引き続き感染拡大
防止に尽力した。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

Ｃ

令和６年度までに1,700人以上確保する目標に対し、
令和５年度実績は1,058人であった。
達成できなかった理由として、当該地区の人口がさら
に減少したことが影響している。
引き続き、路線維持等を目的とした周知を図る。

地区人口の減少に伴い利用者も
減少している。地域住民の利便
性を向上させるため、令和６年４
月からオンデマンド交通システム
を導入し運行日数及び運行時間
を増やし利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

長野市公共
交通活性化・
再生協議会

アルピコタク
シー株式会
社

篠ノ井共和
線
川中島駅～
Ａコープ・篠
ノ井店～篠ノ
井病院前

利用状況等を説明するとともに、
路線の移動実態を地区役員等と
共有した。支所、地区役員等と協
議を行い、現状の運行方法、運
行経路、運行便数の適切性につ
いて検討し、運行時刻の見直し
を行った。運行時刻を見直した
際にチラシの配布など利用促進
を依頼した。
また、新型コロナウイルス感染症
への対応は、引き続き感染拡大
防止に尽力した。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

Ｃ

令和６年度までに1,600人以上確保する目標に対し、
令和５年度実績は1,500人であった。
達成できなかった理由として、沿線人口の減少が大
きく影響していると考えられるが、昨年度よりも利用
者が約200人増えていることから運行時刻見直しの
効果が現れてきていると考えられる。

本年度は利用者が若干増加し
た。今後も路線を維持できるよう
利用状況を注視しながら、当該
路線の移動実態を把握し、必要
に応じて適切な運行時刻の見直
しを図る。また、移動実態の状況
を路線沿線住民と共有する。引
き続き沿線地区役員や事業者と
連携し、目標値を達成できるよう
利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

長野市公共
交通活性化・
再生協議会

アルピコタク
シー株式会
社

安茂里線
安茂里駅～
安茂里支所
～長野ターミ
ナル

支所、地区役員等に利用状況等
を説明するとともに、路線の移動
実態を地区役員等と共有した。
今後も多くの方に利用してもらう
ため、チラシの配布などの利用
促進を依頼した。また、新型コロ
ナウイルス感染症への対応は、
引き続き感染拡大防止に尽力し
た。

Ａ
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

Ｃ

令和６年度までに3,500人以上確保する目標に対し、
令和５年度実績は3,118人であった。
達成できなかった理由として、沿線人口の減少が大
きく影響していると考えられる。

本年度は利用者が減少した。今
後さらに利用者の移動利便性を
高めるために、当該路線の移動
実態を把握し、必要に応じて適
切な運行時刻の見直しを図る。
引き続き利用者を増加させ目標
を達成できるように、地区役員等
と連携しながら利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

安曇野市地
域公共交通
協議会

南安タクシー
（有）
安曇観光タ
クシー（株）
あづみの第
一交通（株）

・デマンド交
通「あづみ
ん」区域型運
行。
・地域間幹線
系統路線に
接続する7系
統を運行。
・車両減価償
却費国庫補
助金（南安タ
クシー(有)3
台）を受給。

当初計画通り、令和4年11月か
ら予約管理システムを更新し新
運行を実施した。①乗車・降車予
定時刻の提示、②予約方法の充
実（アプリ予約導入、R5.5月から
はLINEから予約導入）、③土曜
日の実証運行（R4.11～R5.1、
R5.7～R5.10の2回）、④運行エリ
アの改善を行った。
市内在住の新規ユーザ―、観光
客等来訪者（インバウンド含む）
の利用が確認されており、新た
な利用者の獲得につながってい
る。

A
当初の計画どおり事業を
実施することができた。

B

年間目標利用者数を88,000人に設定していたが、R5
事業年度の実績は83,854人で目標達成には至らな
かった。
前年度と比べると利用者数は約4,200人増加してお
り、回復傾向にある。
交通不便者（高齢者、障がい者）の移動については
一定程度確保できている状態だが、利用が集中する
時間帯（特に朝と夕方）は供給量に対して需要が超
過している。デマンド交通を軸とした既存の交通体系
に依存しすぎることなく、メインユーザーごとのニーズ
をとらえた移動手段の役割分担の必要性を感じてお
り、在り方の再編成が求められている。

デマンド交通については、利用
者の意見を踏まえながら引き続
き改良、改善を図っていく。具体
的には、運行効率の改善と利用
者への広報周知に取り組む。
加えて、デマンド交通を含めた市
の地域公共交通の在り方につい
て検討し、デマンド交通以外の
移動手段の導入可能性につい
て研究する。最適な役割分担に
ついて関係者（観光部局、福祉
部局）との調整を進める。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

信濃町地域
公共交通協
議会

長電バス㈱

（路線名）熊
坂・野尻線
（運行区間）
熊坂～信濃
小中学校

※車両減価
償却費国庫
補助と一体
で実施

・「利用者数の増加」、「利用者ひ
とりあたりの財政負担の抑制」を
目標として事業を実施した。

・運行回数の維持、利便性の確
保に努めた。

・乗降データの分析を実施しニー
ズ把握に努めた。

・町HP等にてデマンドタクシーの
PRを行ったほか、民生児童委員
会で利用方法の案内を実施し
た。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B

１．目標
・路線バスの一般利用者数目標値　6,445人/年
 デマンドタクシー（ふれあいコスモス号）の利用者数目標値
10,724人/年
・利用者ひとりあたり財政負担の抑制

２．目標・効果達成状況
・利用者数の増加
　路線バス利用：6,528人（前年6,404人）、デマンドタクシー：
9,538人（前年9,333人）と路線バス利用者が1.9％増加、デ
マンドタクシーの利用者が2.2％増加している。
・財政負担の抑制
　財政負担については、7,511円（前年実績6,636円）であり、
前年度を13.2％上回った。昨年度は、利用者数はやや増加
したものの、路線バスの車両更新があったことで経費が増
加したことが要因である。
（過去の推移：H30年5,309円／R元年5,790円／R2年5,998
円／Ｒ3年6,483円）

　路線バスについては、フィーダー系統を含む全9路線のう
ち、古海・菅川線、熊坂・野尻線など5路線で若干増加し、
全体でも増加となっており目標値を達成した。ただし、国道
線については、一部の目的地への便の利用が減少してお
り、今回2路線について補助申請要件に該当しない状況と
なった。
　デマンドタクシーでは、乗降属性に大きな変化はなく、利
用目的の多くが通院⇔帰宅である。新型コロナウィルスの5
類移行によりやや利用が増加したものの、引き続き感染者
が出ていたことや猛暑など、高齢者にとって外出を控える
状況もあったと推測され、目標値に達しなかった。新規登録
は、年間64名の申込があったが、高齢化や死亡等による利
用減があり、伸び悩んでいる状況である。

・利用状況調査等は継続して行い、
利用状況による運行内容の見直しや
地域ニーズに合った公共交通の在り
方について、検討を行う。町民生活
に不可欠な町の公共交通を存続す
るためにも、真に必要な交通サービ
スを中心として効率的な再編を実施
し、人口減少や高齢化の進行、社会
情勢等も考慮しながら、引き続き当
町に最適な運行の検討を進める。

・デマンドタクシーの利用促進施策と
して広報誌や町HPにてPRを積極的
に行い、高齢者向けの乗り方教室な
どを実施することで利用を促す。ま
た、乗降エリアの拡大やネット予約へ
の対応など、利便性の向上を図り、
利用者増に繋げる。

・収支状況については、年々増加し
ており、今後も維持費や更新費の経
費は増加すると考えられる。一方、収
入は減少し続けているため、利用促
進に努めるとともに、地域公共交通
計画に基づく運行路線の縮小や統
合等を引き続き慎重に検討・実施し、
財政負担の抑制に努める。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

信濃町地域
公共交通協
議会

長電バス㈱

（路線名）高
沢・六月線
（運行区間）
高沢～信濃
小中学校

※車両減価
償却費国庫
補助と一体
で実施

・「利用者数の増加」、「利用者ひ
とりあたりの財政負担の抑制」を
目標として事業を実施した。

・運行回数の維持、利便性の確
保に努めた。

・乗降データの分析を実施しニー
ズ把握に努めた。

・町HP等にてデマンドタクシーの
PRを行ったほか、民生児童委員
会で利用方法の案内を実施し
た。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B

１．目標
・路線バスの一般利用者数目標値　6,445人/年
 デマンドタクシー（ふれあいコスモス号）の利用者数目標値
10,724人/年
・利用者ひとりあたり財政負担の抑制

２．目標・効果達成状況
・利用者数の増加
　路線バス利用：6,528人（前年6,404人）、デマンドタクシー：
9,538人（前年9,333人）と路線バス利用者が1.9％増加、デ
マンドタクシーの利用者が2.2％増加している。
・財政負担の抑制
　財政負担については、7,511円（前年実績6,636円）であり、
前年度を13.2％上回った。昨年度は、利用者数はやや増加
したものの、路線バスの車両更新があったことで経費が増
加したことが要因である。
（過去の推移：H30年5,309円／R元年5,790円／R2年5,998
円／Ｒ3年6,483円）

　路線バスについては、フィーダー系統を含む全9路線のう
ち、古海・菅川線、熊坂・野尻線など5路線で若干増加し、
全体でも増加となっており目標値を達成した。ただし、国道
線については、一部の目的地への便の利用が減少してお
り、今回2路線について補助申請要件に該当しない状況と
なった。
　デマンドタクシーでは、乗降属性に大きな変化はなく、利
用目的の多くが通院⇔帰宅である。新型コロナウィルスの5
類移行によりやや利用が増加したものの、引き続き感染者
が出ていたことや猛暑など、高齢者にとって外出を控える
状況もあったと推測され、目標値に達しなかった。新規登録
は、年間64名の申込があったが、高齢化や死亡等による利
用減があり、伸び悩んでいる状況である。

・利用状況調査等は継続して行い、
運行内容の見直しや地域にあった公
共交通の在り方について検討を進め
る。（高齢化の進行や、社会情勢等も
考慮する）

・利用促進施策として広報誌や町HP
にてデマンドタクシーのPRを積極的
に行い、高齢者の利用を促す。ま
た、乗降エリア（場所）の拡大や利便
性の向上を図り、利用者増に繋げ
る。

・利用減少に歯止めが掛からない状
況であるが、町民生活に不可欠な交
通手段でもあることから町の公共交
通網を存続するためにも真に必要な
交通利用者を中心に効率的な再編
を視野にいれ検討を図っていきた
い。

・収支状況については、今後も維持
費や更新費の経費は増加すると考
えられる。一方、収入は減少し続け
ているため、今後も利用促進に努め
るとともに、以前からの検討事項であ
る財政負担の見直し（運行路線の縮
小や統合等）による効率化を図るた
め、引き続き慎重に検討し、実施を
進めていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

信濃町地域
公共交通協
議会

長電バス㈱

（路線名）石
橋・板橋線
（運行区間）
石橋東～黒
姫駅

※車両減価
償却費国庫
補助と一体
で実施

・「利用者数の増加」、「利用者ひ
とりあたりの財政負担の抑制」を
目標として事業を実施した。

・運行回数の維持、利便性の確
保に努めた。

・乗降データの分析を実施しニー
ズ把握に努めた。

・町HP等にてデマンドタクシーの
PRを行ったほか、民生児童委員
会で利用方法の案内を実施し
た。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B

１．目標
・路線バスの一般利用者数目標値　6,445人/年
 デマンドタクシー（ふれあいコスモス号）の利用者数目標値
10,724人/年
・利用者ひとりあたり財政負担の抑制

２．目標・効果達成状況
・利用者数の増加
　路線バス利用：6,528人（前年6,404人）、デマンドタクシー：
9,538人（前年9,333人）と路線バス利用者が1.9％増加、デ
マンドタクシーの利用者が2.2％増加している。
・財政負担の抑制
　財政負担については、7,511円（前年実績6,636円）であり、
前年度を13.2％上回った。昨年度は、利用者数はやや増加
したものの、路線バスの車両更新があったことで経費が増
加したことが要因である。
（過去の推移：H30年5,309円／R元年5,790円／R2年5,998
円／Ｒ3年6,483円）

　路線バスについては、フィーダー系統を含む全9路線のう
ち、古海・菅川線、熊坂・野尻線など5路線で若干増加し、
全体でも増加となっており目標値を達成した。ただし、国道
線については、一部の目的地への便の利用が減少してお
り、今回2路線について補助申請要件に該当しない状況と
なった。
　デマンドタクシーでは、乗降属性に大きな変化はなく、利
用目的の多くが通院⇔帰宅である。新型コロナウィルスの5
類移行によりやや利用が増加したものの、引き続き感染者
が出ていたことや猛暑など、高齢者にとって外出を控える
状況もあったと推測され、目標値に達しなかった。新規登録
は、年間64名の申込があったが、高齢化や死亡等による利
用減があり、伸び悩んでいる状況である。

・利用状況調査等は継続して行い、
運行内容の見直しや地域にあった公
共交通の在り方について検討を進め
る。（高齢化の進行や、社会情勢等も
考慮する）

・利用促進施策として広報誌や町HP
にてデマンドタクシーのPRを積極的
に行い、高齢者の利用を促す。ま
た、乗降エリア（場所）の拡大や利便
性の向上を図り、利用者増に繋げ
る。

・利用減少に歯止めが掛からない状
況であるが、町民生活に不可欠な交
通手段でもあることから町の公共交
通網を存続するためにも真に必要な
交通利用者を中心に効率的な再編
を視野にいれ検討を図っていきた
い。

・収支状況については、今後も維持
費や更新費の経費は増加すると考
えられる。一方、収入は減少し続け
ているため、今後も利用促進に努め
るとともに、以前からの検討事項であ
る財政負担の見直し（運行路線の縮
小や統合等）による効率化を図るた
め、引き続き慎重に検討し、実施を
進めていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

信濃町地域
公共交通協
議会

長電バス㈱

（路線名）国
道線（黒姫駅
-いこいの
家）
（運行区間）
黒姫駅～い
こいの家

※車両減価
償却費国庫
補助と一体
で実施

・「利用者数の増加」、「利用者ひ
とりあたりの財政負担の抑制」を
目標として事業を実施した。

・運行回数の維持、利便性の確
保に努めた。

・乗降データの分析を実施しニー
ズ把握に努めた。

・町HP等にてデマンドタクシーの
PRを行ったほか、民生児童委員
会で利用方法の案内を実施し
た。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B

１．目標
・路線バスの一般利用者数目標値　6,445人/年
 デマンドタクシー（ふれあいコスモス号）の利用者数目標値
10,724人/年
・利用者ひとりあたり財政負担の抑制

２．目標・効果達成状況
・利用者数の増加
　路線バス利用：6,528人（前年6,404人）、デマンドタクシー：
9,538人（前年9,333人）と路線バス利用者が1.9％増加、デ
マンドタクシーの利用者が2.2％増加している。
・財政負担の抑制
　財政負担については、7,511円（前年実績6,636円）であり、
前年度を13.2％上回った。昨年度は、利用者数はやや増加
したものの、路線バスの車両更新があったことで経費が増
加したことが要因である。
（過去の推移：H30年5,309円／R元年5,790円／R2年5,998
円／Ｒ3年6,483円）

　路線バスについては、フィーダー系統を含む全9路線のう
ち、古海・菅川線、熊坂・野尻線など5路線で若干増加し、
全体でも増加となっており目標値を達成した。ただし、国道
線については、一部の目的地への便の利用が減少してお
り、今回2路線について補助申請要件に該当しない状況と
なった。
　デマンドタクシーでは、乗降属性に大きな変化はなく、利
用目的の多くが通院⇔帰宅である。新型コロナウィルスの5
類移行によりやや利用が増加したものの、引き続き感染者
が出ていたことや猛暑など、高齢者にとって外出を控える
状況もあったと推測され、目標値に達しなかった。新規登録
は、年間64名の申込があったが、高齢化や死亡等による利
用減があり、伸び悩んでいる状況である。

・利用状況調査等は継続して行い、
運行内容の見直しや地域にあった公
共交通の在り方について検討を進め
る。（高齢化の進行や、社会情勢等も
考慮する）

・利用促進施策として広報誌や町HP
にてデマンドタクシーのPRを積極的
に行い、高齢者の利用を促す。ま
た、乗降エリア（場所）の拡大や利便
性の向上を図り、利用者増に繋げ
る。

・利用減少に歯止めが掛からない状
況であるが、町民生活に不可欠な交
通手段でもあることから町の公共交
通網を存続するためにも真に必要な
交通利用者を中心に効率的な再編
を視野にいれ検討を図っていきた
い。

・収支状況については、今後も維持
費や更新費の経費は増加すると考
えられる。一方、収入は減少し続け
ているため、今後も利用促進に努め
るとともに、以前からの検討事項であ
る財政負担の見直し（運行路線の縮
小や統合等）による効率化を図るた
め、引き続き慎重に検討し、実施を
進めていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

信濃町地域
公共交通協
議会

長電バス㈱

（路線名）国
道線（黒姫駅
-黒姫高原）
（運行区間）
黒姫駅～黒
姫高原

※車両減価
償却費国庫
補助と一体
で実施

・「利用者数の増加」、「利用者ひ
とりあたりの財政負担の抑制」を
目標として事業を実施した。

・運行回数の維持、利便性の確
保に努めた。

・乗降データの分析を実施しニー
ズ把握に努めた。

・町HP等にてデマンドタクシーの
PRを行ったほか、民生児童委員
会で利用方法の案内を実施し
た。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B

１．目標
・路線バスの一般利用者数目標値　6,445人/年
 デマンドタクシー（ふれあいコスモス号）の利用者数目標値
10,724人/年
・利用者ひとりあたり財政負担の抑制

２．目標・効果達成状況
・利用者数の増加
　路線バス利用：6,528人（前年6,404人）、デマンドタクシー：
9,538人（前年9,333人）と路線バス利用者が1.9％増加、デ
マンドタクシーの利用者が2.2％増加している。
・財政負担の抑制
　財政負担については、7,511円（前年実績6,636円）であり、
前年度を13.2％上回った。昨年度は、利用者数はやや増加
したものの、路線バスの車両更新があったことで経費が増
加したことが要因である。
（過去の推移：H30年5,309円／R元年5,790円／R2年5,998
円／Ｒ3年6,483円）

　路線バスについては、フィーダー系統を含む全9路線のう
ち、古海・菅川線、熊坂・野尻線など5路線で若干増加し、
全体でも増加となっており目標値を達成した。ただし、国道
線については、一部の目的地への便の利用が減少してお
り、今回2路線について補助申請要件に該当しない状況と
なった。
　デマンドタクシーでは、乗降属性に大きな変化はなく、利
用目的の多くが通院⇔帰宅である。新型コロナウィルスの5
類移行によりやや利用が増加したものの、引き続き感染者
が出ていたことや猛暑など、高齢者にとって外出を控える
状況もあったと推測され、目標値に達しなかった。新規登録
は、年間64名の申込があったが、高齢化や死亡等による利
用減があり、伸び悩んでいる状況である。

・利用状況調査等は継続して行い、
運行内容の見直しや地域にあった公
共交通の在り方について検討を進め
る。（高齢化の進行や、社会情勢等も
考慮する）

・利用促進施策として広報誌や町HP
にてデマンドタクシーのPRを積極的
に行い、高齢者の利用を促す。ま
た、乗降エリア（場所）の拡大や利便
性の向上を図り、利用者増に繋げ
る。

・利用減少に歯止めが掛からない状
況であるが、町民生活に不可欠な交
通手段でもあることから町の公共交
通網を存続するためにも真に必要な
交通利用者を中心に効率的な再編
を視野にいれ検討を図っていきた
い。

・収支状況については、今後も維持
費や更新費の経費は増加すると考
えられる。一方、収入は減少し続け
ているため、今後も利用促進に努め
るとともに、以前からの検討事項であ
る財政負担の見直し（運行路線の縮
小や統合等）による効率化を図るた
め、引き続き慎重に検討し、実施を
進めていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

信濃町地域
公共交通協
議会

長電バス㈱

（路線名）国
道線（いこい
の家-黒姫高
原）
（運行区間）
いこいの家-
黒姫高原

※車両減価
償却費国庫
補助と一体
で実施

・「利用者数の増加」、「利用者ひ
とりあたりの財政負担の抑制」を
目標として事業を実施した。

・運行回数の維持、利便性の確
保に努めた。

・乗降データの分析を実施しニー
ズ把握に努めた。

・町HP等にてデマンドタクシーの
PRを行ったほか、民生児童委員
会で利用方法の案内を実施し
た。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B

１．目標
・路線バスの一般利用者数目標値　6,445人/年
 デマンドタクシー（ふれあいコスモス号）の利用者数目標値
10,724人/年
・利用者ひとりあたり財政負担の抑制

２．目標・効果達成状況
・利用者数の増加
　路線バス利用：6,528人（前年6,404人）、デマンドタクシー：
9,538人（前年9,333人）と路線バス利用者が1.9％増加、デ
マンドタクシーの利用者が2.2％増加している。
・財政負担の抑制
　財政負担については、7,511円（前年実績6,636円）であり、
前年度を13.2％上回った。昨年度は、利用者数はやや増加
したものの、路線バスの車両更新があったことで経費が増
加したことが要因である。
（過去の推移：H30年5,309円／R元年5,790円／R2年5,998
円／Ｒ3年6,483円）

　路線バスについては、フィーダー系統を含む全9路線のう
ち、古海・菅川線、熊坂・野尻線など5路線で若干増加し、
全体でも増加となっており目標値を達成した。ただし、国道
線については、一部の目的地への便の利用が減少してお
り、今回2路線について補助申請要件に該当しない状況と
なった。
　デマンドタクシーでは、乗降属性に大きな変化はなく、利
用目的の多くが通院⇔帰宅である。新型コロナウィルスの5
類移行によりやや利用が増加したものの、引き続き感染者
が出ていたことや猛暑など、高齢者にとって外出を控える
状況もあったと推測され、目標値に達しなかった。新規登録
は、年間64名の申込があったが、高齢化や死亡等による利
用減があり、伸び悩んでいる状況である。

・利用状況調査等は継続して行い、
運行内容の見直しや地域にあった公
共交通の在り方について検討を進め
る。（高齢化の進行や、社会情勢等も
考慮する）

・利用促進施策として広報誌や町HP
にてデマンドタクシーのPRを積極的
に行い、高齢者の利用を促す。ま
た、乗降エリア（場所）の拡大や利便
性の向上を図り、利用者増に繋げ
る。

・利用減少に歯止めが掛からない状
況であるが、町民生活に不可欠な交
通手段でもあることから町の公共交
通網を存続するためにも真に必要な
交通利用者を中心に効率的な再編
を視野にいれ検討を図っていきた
い。

・収支状況については、今後も維持
費や更新費の経費は増加すると考
えられる。一方、収入は減少し続け
ているため、今後も利用促進に努め
るとともに、以前からの検討事項であ
る財政負担の見直し（運行路線の縮
小や統合等）による効率化を図るた
め、引き続き慎重に検討し、実施を
進めていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

信濃町地域
公共交通協
議会

長電バス㈱

（路線名）国
道線（黒姫駅
-飯綱病院）
（運行区間）
黒姫駅-飯綱
病院

※車両減価
償却費国庫
補助と一体
で実施

・「利用者数の増加」、「利用者ひ
とりあたりの財政負担の抑制」を
目標として事業を実施した。

・運行回数の維持、利便性の確
保に努めた。

・乗降データの分析を実施しニー
ズ把握に努めた。

・町HP等にてデマンドタクシーの
PRを行ったほか、民生児童委員
会で利用方法の案内を実施し
た。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B

１．目標
・路線バスの一般利用者数目標値　6,445人/年
 デマンドタクシー（ふれあいコスモス号）の利用者数目標値
10,724人/年
・利用者ひとりあたり財政負担の抑制

２．目標・効果達成状況
・利用者数の増加
　路線バス利用：6,528人（前年6,404人）、デマンドタクシー：
9,538人（前年9,333人）と路線バス利用者が1.9％増加、デ
マンドタクシーの利用者が2.2％増加している。
・財政負担の抑制
　財政負担については、7,511円（前年実績6,636円）であり、
前年度を13.2％上回った。昨年度は、利用者数はやや増加
したものの、路線バスの車両更新があったことで経費が増
加したことが要因である。
（過去の推移：H30年5,309円／R元年5,790円／R2年5,998
円／Ｒ3年6,483円）

　路線バスについては、フィーダー系統を含む全9路線のう
ち、古海・菅川線、熊坂・野尻線など5路線で若干増加し、
全体でも増加となっており目標値を達成した。ただし、国道
線については、一部の目的地への便の利用が減少してお
り、今回2路線について補助申請要件に該当しない状況と
なった。
　デマンドタクシーでは、乗降属性に大きな変化はなく、利
用目的の多くが通院⇔帰宅である。新型コロナウィルスの5
類移行によりやや利用が増加したものの、引き続き感染者
が出ていたことや猛暑など、高齢者にとって外出を控える
状況もあったと推測され、目標値に達しなかった。新規登録
は、年間64名の申込があったが、高齢化や死亡等による利
用減があり、伸び悩んでいる状況である。

・利用状況調査等は継続して行い、
運行内容の見直しや地域にあった公
共交通の在り方について検討を進め
る。（高齢化の進行や、社会情勢等も
考慮する）

・利用促進施策として広報誌や町HP
にてデマンドタクシーのPRを積極的
に行い、高齢者の利用を促す。ま
た、乗降エリア（場所）の拡大や利便
性の向上を図り、利用者増に繋げ
る。

・利用減少に歯止めが掛からない状
況であるが、町民生活に不可欠な交
通手段でもあることから町の公共交
通網を存続するためにも真に必要な
交通利用者を中心に効率的な再編
を視野にいれ検討を図っていきた
い。

・収支状況については、今後も維持
費や更新費の経費は増加すると考
えられる。一方、収入は減少し続け
ているため、今後も利用促進に努め
るとともに、以前からの検討事項であ
る財政負担の見直し（運行路線の縮
小や統合等）による効率化を図るた
め、引き続き慎重に検討し、実施を
進めていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

信濃町地域
公共交通協
議会

長電バス㈱

（路線名）信
濃町デマンド
タクシー
（運行区間）
信濃町内及
び妙高高原
駅

・「利用者数の増加」、「利用者ひ
とりあたりの財政負担の抑制」を
目標として事業を実施した。

・運行回数の維持、利便性の確
保に努めた。

・乗降データの分析を実施しニー
ズ把握に努めた。

・町HP等にてデマンドタクシーの
PRを行ったほか、民生児童委員
会で利用方法の案内を実施し
た。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B

１．目標
・路線バスの一般利用者数目標値　6,445人/年
 デマンドタクシー（ふれあいコスモス号）の利用者数目標値
10,724人/年
・利用者ひとりあたり財政負担の抑制

２．目標・効果達成状況
・利用者数の増加
　路線バス利用：6,528人（前年6,404人）、デマンドタクシー：
9,538人（前年9,333人）と路線バス利用者が1.9％増加、デ
マンドタクシーの利用者が2.2％増加している。
・財政負担の抑制
　財政負担については、7,511円（前年実績6,636円）であり、
前年度を13.2％上回った。昨年度は、利用者数はやや増加
したものの、路線バスの車両更新があったことで経費が増
加したことが要因である。
（過去の推移：H30年5,309円／R元年5,790円／R2年5,998
円／Ｒ3年6,483円）

　路線バスについては、フィーダー系統を含む全9路線のう
ち、古海・菅川線、熊坂・野尻線など5路線で若干増加し、
全体でも増加となっており目標値を達成した。ただし、国道
線については、一部の目的地への便の利用が減少してお
り、今回2路線について補助申請要件に該当しない状況と
なった。
　デマンドタクシーでは、乗降属性に大きな変化はなく、利
用目的の多くが通院⇔帰宅である。新型コロナウィルスの5
類移行によりやや利用が増加したものの、引き続き感染者
が出ていたことや猛暑など、高齢者にとって外出を控える
状況もあったと推測され、目標値に達しなかった。新規登録
は、年間64名の申込があったが、高齢化や死亡等による利
用減があり、伸び悩んでいる状況である。

・利用状況調査等は継続して行い、
運行内容の見直しや地域にあった公
共交通の在り方について検討を進め
る。（高齢化の進行や、社会情勢等も
考慮する）

・利用促進施策として広報誌や町HP
にてデマンドタクシーのPRを積極的
に行い、高齢者の利用を促す。ま
た、乗降エリア（場所）の拡大や利便
性の向上を図り、利用者増に繋げ
る。

・利用減少に歯止めが掛からない状
況であるが、町民生活に不可欠な交
通手段でもあることから町の公共交
通網を存続するためにも真に必要な
交通利用者を中心に効率的な再編
を視野にいれ検討を図っていきた
い。

・収支状況については、今後も維持
費や更新費の経費は増加すると考
えられる。一方、収入は減少し続け
ているため、今後も利用促進に努め
るとともに、以前からの検討事項であ
る財政負担の見直し（運行路線の縮
小や統合等）による効率化を図るた
め、引き続き慎重に検討し、実施を
進めていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

信濃町地域
公共交通協
議会

野尻湖タク
シー㈱

（路線名）信
濃町デマンド
タクシー
（運行区間）
信濃町内及
び妙高高原
駅

・「利用者数の増加」、「利用者ひ
とりあたりの財政負担の抑制」を
目標として事業を実施した。

・運行回数の維持、利便性の確
保に努めた。

・乗降データの分析を実施しニー
ズ把握に努めた。

・町HP等にてデマンドタクシーの
PRを行ったほか、民生児童委員
会で利用方法の案内を実施し
た。

Ａ
計画どおり事業は適切に
実施された。

B

１．目標
・路線バスの一般利用者数目標値　6,445人/年
 デマンドタクシー（ふれあいコスモス号）の利用者数目標値
10,724人/年
・利用者ひとりあたり財政負担の抑制

２．目標・効果達成状況
・利用者数の増加
　路線バス利用：6,528人（前年6,404人）、デマンドタクシー：
9,538人（前年9,333人）と路線バス利用者が1.9％増加、デ
マンドタクシーの利用者が2.2％増加している。
・財政負担の抑制
　財政負担については、7,511円（前年実績6,636円）であり、
前年度を13.2％上回った。昨年度は、利用者数はやや増加
したものの、路線バスの車両更新があったことで経費が増
加したことが要因である。
（過去の推移：H30年5,309円／R元年5,790円／R2年5,998
円／Ｒ3年6,483円）

　路線バスについては、フィーダー系統を含む全9路線のう
ち、古海・菅川線、熊坂・野尻線など5路線で若干増加し、
全体でも増加となっており目標値を達成した。ただし、国道
線については、一部の目的地への便の利用が減少してお
り、今回2路線について補助申請要件に該当しない状況と
なった。
　デマンドタクシーでは、乗降属性に大きな変化はなく、利
用目的の多くが通院⇔帰宅である。新型コロナウィルスの5
類移行によりやや利用が増加したものの、引き続き感染者
が出ていたことや猛暑など、高齢者にとって外出を控える
状況もあったと推測され、目標値に達しなかった。新規登録
は、年間64名の申込があったが、高齢化や死亡等による利
用減があり、伸び悩んでいる状況である。

・利用状況調査等は継続して行い、
運行内容の見直しや地域にあった公
共交通の在り方について検討を進め
る。（高齢化の進行や、社会情勢等も
考慮する）

・利用促進施策として広報誌や町HP
にてデマンドタクシーのPRを積極的
に行い、高齢者の利用を促す。ま
た、乗降エリア（場所）の拡大や利便
性の向上を図り、利用者増に繋げ
る。

・利用減少に歯止めが掛からない状
況であるが、町民生活に不可欠な交
通手段でもあることから町の公共交
通網を存続するためにも真に必要な
交通利用者を中心に効率的な再編
を視野にいれ検討を図っていきた
い。

・収支状況については、今後も維持
費や更新費の経費は増加すると考
えられる。一方、収入は減少し続け
ているため、今後も利用促進に努め
るとともに、以前からの検討事項であ
る財政負担の見直し（運行路線の縮
小や統合等）による効率化を図るた
め、引き続き慎重に検討し、実施を
進めていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

岡谷市地域
公共交通活
性化協議会

アルピコタク
シー㈱

市街地循環
東ルート線
やまびこ公
園線

バスの利用者数については、令和２
年度の大幅な減少以降横ばいの状
態が続いていたが、昨年度は前年度
比＋800人という回復を見せた。
更なる実績の向上に向けて、新たに
以下の利用促進策を実施した。
①シルキーバス運行情報のGTFS
データ作成、Googleマップへの掲載
（令和５年度）
②エコドライブ推進事業所に登録し
た事業所に対して、無料回数乗車券
を配布する「岡谷市エコドライブ推進
事業所支援事業」を実施（令和５年
度）
③地域公共交通の最適化を狙いとし
た岡谷市地域公共交通計画の策定
（令和５年度）
④時刻表を改訂し、新たに民間路線
バスである岡谷茅野線の路線図及
びダイヤを掲載（令和４年度～）
⑤令和３年度より実施している、園児
が塗ったバスの塗り絵を車内に展示
する「シルキーバスこども美術館」事
業にて、年長児を対象にしたバスの
乗り方教室及び体験乗車を令和５年
度から新たに実施

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

①シルキーバス路線の１日平均利用者数について
は、目標の280人以上/日に対して292人で、目標達
成率は104.2%。
＜理由＞
シルキーバス運行情報のGoogleマップ掲載やエコド
ライブ推進事業所への無料券配布に加え、運転免
許証自主返納者への回数券交付等これまでの利用
促進策を引き続き実施しており、昨年度並みの数値
を維持している。

②シルキーバス路線の収支状況については、目標
の17.8%以上に対して、17.0%であった。
＜理由＞
運賃収入の減少、燃料費や人件費の高騰、バス会
社管理費（本社経費や支社経費などの一般管理費）
の増加、急な車両修繕の発生等の理由により、運行
経費が増加した。

・現状に見合った目標値の設定
や、左記のような利用促進策の
ほか、コロナ禍からの回復もあ
り、１日平均利用者数の目標達
成に繋がったと考えられる。引き
続きバスの消毒等を徹底し、メ
ディアやホームページ等を活用
した周知にもより一層力を入れ、
持続可能な公共交通の実現を
目指す。

・令和４年度の調査事業に続き、
今年度は新たに「岡谷市地域公
共交通計画」の策定を進めてお
り、利用しやすい時刻改正や経
路変更を実施していく。

・収支状況については、車両の
維持修繕費や事業者の一般管
理費の増加、人件費及び燃料費
の高騰等により、経費が年々上
昇傾向にある。今後、利便性の
高い運行を確保するとともに、運
賃収入以外での収入確保にも努
める。なお、運賃の見直しについ
ては引き続き検討を行う。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

須坂市地域
公共交通会
議

長電バス㈱

すざか市民
バス

運行系統名：
仙仁線、米
子線、明徳
団地線、北
相之島線、
おはようライ
ナー仙仁豊
丘・おかえり
ライナー、お
はようライ
ナー米子明
徳

・高齢者のバス利用を促すた
め、65歳以上の運転免許証自主
返納者に対し、ICカードKURURU
引換券交付事業を継続して実施
した。引換窓口で、市内の公共
交通案内リーフレットも合わせて
配布し、KURURU交換窓口も２箇
所設け、利用促進の強化を図っ
た。

・市内の公共交通を紹介した新
たなポスター・リーフレットを作成
し、公共施設、商業施設、病院等
へ広く配布し広報に努めた。各
バス停へのKURURUカード案内
看板を設置し、広報を強化した。

・長野電鉄のこども無料デーに
合わせ、バスこども無料デーを
夏・冬2回実施し、利用特典も追
加してさらなる利用促進を図っ
た。

・小・中学校における社会科見学
や授業等での公共交通の活用を
促進するため、各学校に対しバ
ス活用支援・広報を展開し、子ど
もたちの公共交通の利用機会の
増加を図った。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

B

年間の利用者数と各路線のICカード利用者数の割合から
利用者数を算出した。
①仙仁線
　目標：47,000人
　実績：59,097人
②米子線
　目標： 18,000人
　実績： 16,322人
③明徳団地線
　目標：   9,000人
　実績：  13,003人
④北相之島線
　目標： 6,000人
　実績： 5,028人

⑤ＫＵＲＵＲＵ昼割利用者
　目標：13,000人
　実績：15,794人
⑥ＫＵＲＵＲＵ乗継割引利用者
　目標：3,300人
　実績：4,251人

 目標値を大きく上回る結果となった項目が多く、昨年度か
ら増加傾向にあった⑤、⑥についてもさら増加させることが
できた。
路線について、①、③は利用者数が大きく増加したが、➁、
④については昨年度よりも減少した。

・コロナ禍による影響から一転、期間
中バス利用者は継続して前年比増と
なった。Googleマップ掲載、KURURU
カード広報強化等により通勤・通学
の利用者、昼割等利用者が増加傾
向にあった。現在の状況を維持する
ため、新たに開始したチラシ・ポス
ター・HP・SNSなど広報活動を今後も
継続的に行う必要がある。

・年2回のバスこども無料デーを実施
し、合わせて当イベントの内容を改良
させて、さらなる利用促進を図る。

・利用者が減少した路線もあることか
ら、当該路線の沿線地域に絞った広
報活動を強化させるなどの対策を行
う必要がある。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標
が達成されなかった理由について分析し、これを明
らかにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後
の改善点については、目標が達成されなかった理由
に対応した改善策及びその具体化について改めて
検討し、その実施について地域一体となって適切に
進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域
公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図ら
れるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

須坂市地域
公共交通会
議

北信タクシー
㈱
つばめ長電
タクシー㈱

すざか乗合
タクシー

日野・豊洲地
域及び福島・
中島町・松川
町

・運行地域の区長に利用状況等
を説明し、地域での利用促進及
び広報を依頼した。

・利用促進策として、運行区域の
地区に対し、利用方法を掲載し
たチラシを全戸配布した。

・停留所の総点検を実施し、案
内板やベンチの設置を行った。
また、より使いやすい停留所の
設置検討を行っている。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

B

・1日当たりの平均利用者数
　　　　　目標　　　　　実績
　　　　　 ８人　　　　　6.6人
KURURU利用者割合　79.1％

・本期間中、実際の利用者から、
停留所の環境改善に関する意
見要望について反映させること
ができた。今後も継続的に利用
者意見を取り入れる体制を整
え、改善を図っていく。

・各媒体を活用した乗合タクシー
の周知活動を継続的に行い、認
知度を高めるよう努める。

・運行エリアでの乗合タクシー乗
り方教室を実施する機会を検討
し、広報の強化を図りながら市
民が利用するきっかけを作って
いく。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標
が達成されなかった理由について分析し、これを明
らかにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後
の改善点については、目標が達成されなかった理由
に対応した改善策及びその具体化について改めて
検討し、その実施について地域一体となって適切に
進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域
公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図ら
れるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

中野市地域
公共交通対
策協議会

長電バス株
式会社

立ケ花線
中野駅⇔
立ヶ花駅

・利用促進を図るため、市広報
紙での記事掲載や小学生を対
象とした「バスの乗り方教室」等
を行った。

A
・事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

C

・事業が計画に位置付けられた目標を達成しなかっ
た。
【１日あたり利用者数】
目標…20.0人
実績…17.2人

・JR飯山線の利用者が減少して
いるこや沿線住民の人口減少を
受け、当路線の利用者も減少傾
向であることが、目標を達成でき
なかった原因であると思われる。
・広報等を通じ利用促進を図ると
ともに、利便性が向上するような
ダイヤの見直しについても検討
する。

　協議会における事業評価結果の④及び⑤につい
ては自己評価のとおりである。
なお、③の前回（又は類似事業）の事業評価結果の
反映状況については、前年度の事業評価結果（⑥の
事業の今後の改善点や地方運輸局等における二次
評価結果など）の反映が十分ではないと考えられる
ことから、これらの記載を踏まえた改善を行っていく
ことが必要である。その上で、実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

中野市地域
公共交通対
策協議会

中野市

ふれあいバ
ス間山線
温泉公園⇔
市役所

・利用促進を図るため、市広報
紙での記事掲載や小学生を対
象とした「バスの乗り方教室」等
を行った。

A
・事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

C

・事業が計画に位置付けられた目標を達成しなかっ
た。
【１日あたり利用者数】
目標…26.0人
実績…24.6人

・利用者数は前年度比でほぼ同
程度となった。
・広報等を通じPRに努めるととも
に、利便性が向上するようなダイ
ヤの見直しについても検討す
る。

　協議会における事業評価結果の④及び⑤につい
ては自己評価のとおりである。
なお、③の前回（又は類似事業）の事業評価結果の
反映状況については、前年度の事業評価結果（⑥の
事業の今後の改善点や地方運輸局等における二次
評価結果など）の反映が十分ではないと考えられる
ことから、これらの記載を踏まえた改善を行っていく
ことが必要である。その上で、実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

中野市地域
公共交通対
策協議会

中野市

ふれあいバ
ス倭・科野地
区
岩井東⇔市
役所

・利用促進を図るため、市広報
紙での記事掲載や小学生を対
象とした「バスの乗り方教室」等
を行った。

A
・事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

C

・事業が計画に位置付けられた目標を達成しなかっ
た。
【１日あたり利用者数】
目標…11.0人
実績…10.0人

・前年度実績（11.4人）を下回る
結果となった。
・広報等を通じPRに努めるととも
に、利便性が向上するようなダイ
ヤの見直しについても検討す
る。

　協議会における事業評価結果の④及び⑤につい
ては自己評価のとおりである。
なお、③の前回（又は類似事業）の事業評価結果の
反映状況については、前年度の事業評価結果（⑥の
事業の今後の改善点や地方運輸局等における二次
評価結果など）の反映が十分ではないと考えられる
ことから、これらの記載を踏まえた改善を行っていく
ことが必要である。その上で、実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

中野市地域
公共交通対
策協議会

中野市

ふれあいバ
ス豊田地域
三俣⇔上今
井

・利用促進を図るため、市広報
紙での記事掲載や小学生を対
象とした「バスの乗り方教室」等
を行った。

A
・事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

A

・事業が計画に位置付けられた目標を達成した。
【１日あたり利用者数】
目標…4.0人
実績…4.8人

・利便性の向上及び新規利用者
の確保のため、新規停留所の設
置や、一部フリー乗降区間の設
定などを実施している。
・前年度に引き続き目標を達成
することができたが、引き続き広
報等を通じPRに努めるとともに、
利便性が向上するようなダイヤ
の見直しについても検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

中野市地域
公共交通対
策協議会

中野ハイ
ヤー株式会
社
株式会社山
田タクシー
長電バス株
式会社
（共同運行）

お出かけタク
シー
中野・高丘・
平野・延徳地
域

・利用促進を図るため、市広報
紙での記事掲載や小学生を対
象とした「バスの乗り方教室」等
を行った。

A
・事業が計画に位置付け
られたとおり、適切に実施
された。

C

・事業が計画に位置付けられた目標を達成しなかっ
た。
【１日あたり利用者数】
目標…3.0人
実績…1.6人

・目標は達成できなかったが、利
用者数は昨年と比較して堅調に
推移しているため、この推移を維
持できるように、引き続き広報等
を通じ、PRに努める。
・固定化している利用者の減少
が課題となっているため、根本
的な運行形態の見直しを含めて
検討する。

　協議会における事業評価結果の④及び⑤につい
ては自己評価のとおりである。
なお、③の前回（又は類似事業）の事業評価結果の
反映状況については、前年度の事業評価結果（⑥の
事業の今後の改善点や地方運輸局等における二次
評価結果など）の反映が十分ではないと考えられる
ことから、これらの記載を踏まえた改善を行っていく
ことが必要である。その上で、実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

生坂村地域
公共交通協
議会

生坂村

系統名：犀川
線
運行区間：古
坂～明科駅
ほか

利用促進に向けて啓発活動の
推進や利用者のニーズに沿った
運行形態を目指し、要望の把握
を行うなど、誰もが利用しやすい
環境づくりに努めた。また、高齢
者にも分かりやすいよう乗換時
間の標記などを時刻表等に掲載
し、周知や利便性の向上を図っ
た。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ｂ

目標である直近5年間の平均年間利用者数22,339人
の維持に対し、本年度は21,805人と減少しているも
のの昨年度と比べると増加している。要因の一つとし
ては新型コロナウイルスの5類への移行の影響が考
えられる。

引き続き、利用者のニーズを活
かした運行形態及び目標達成に
向けた改善策の検討・協議を行
い、利用者に必要とされる持続
可能な運行に努めていく。また、
住民の通勤通学・通院・買い物
に極めて必要な事業であると判
断する。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、実績向上に向けて新
たな改善策及びその具体化についても改めて検討
し、その実施について地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共
交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよ
う期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

生坂村地域
公共交通協
議会

生坂村

系統名：北回
り、南回り
運行区間：北
部、南部

利用促進に向けた啓発活動の
推進や運行形態、懇談会での要
望把握等に継続的に努め、利用
方法についてはチラシや広報等
により広く周知を図った。また、
地域支え合い推進会議では高
齢者にも分かりやすいように乗
換の例なども取り上げてもらい、
パンフレットや動画の作成を行っ
ている。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

目標である直近5年間の平均年間利用者数1,098人
の維持に対し、本年度は989人と減少しているものの
昨年度比べると微増している。効果的なチラシの配
布等により、高齢者の利用が若干増えたものと考え
られる。

過疎化・高齢化の進む当村で
は、山間地がほとんどで犀川線
との接続や日常の移動手段とし
て欠かす事のできない路線であ
ることから、今後も引き続き利用
促進に向けた啓発活動や、新規
利用者の確保に向けた効果的な
取組みの検討・推進に努める。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、実績
向上に向けて新たな具体策及びその具体化につい
ても改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な検証
を行い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

生坂村地域
公共交通協
議会

生坂村

系統名：26
便
運行区間：明
科駅～古坂

利用促進に向けた啓発活動の
推進や運行形態、懇談会での要
望把握等に継続的に努めるとと
もに、チラシや広報等により広く
周知を図った。しかし、松本方面
へ通う学生の数によって利用者
数が変動するため改善策や目標
を具体化することが難しい。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ｂ

学生専用の最終便として平成22年に新規に運行した
便で、目標である直近5年間の平均年間利用者数
314人の維持に対し、本年度は178人と減少した。学
生数の減少が主な原因と考えられる。

学生数が減少する中ではある
が、学生の通学に必要な便であ
ることから、今後も引き続き、利
用促進に向けたチラシ・広報等
による啓発活動を行い、効果的
な取組みが行えるよう推進して
いく。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、実績
向上に向けて新たな具体策及びその具体化につい
ても改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な検証
を行い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

青木村公共
交通会議

青木村

路線型
・A路線
・B路線
・C路線
・D路線

昼間の便をデマンド運行にしたこ
とで運行の効率化につながって
いる。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
せた

A
輸送人員目標33.7人／日に対して、実績は37.5人／
日となり、目標を達成した。

利用者の少ない便もあるため減
便するなどより効率的な運行を
するための対策を検討していく。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、さらなる実績向上に
向けて新たな改善策及びその具体化についても改
めて検討し、その実施について地域一体となって適
切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、
地域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

青木村公共
交通会議

青木村
区域型（全域
デマンド）

デマンド運行の利用方法など
徐々に周知されている。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
せた

A
輸送人員目標12.9人／日に対して、実績は15.8人／
日となり、目標を達成した。

広報誌への掲載や村内施設に
チラシを置くなどして、村内外の
利用者増加に努める。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

【西部地域コ
ミュニティバ
スＡ線】
　なぎさライ
フサイト～新
村駅
【西部地域コ
ミュニティバ
スC線】
　新村駅～
八景山公民
館～アイシ
ティ21
※R4.10～
R5.3

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

【松本・島内
線】
　ラーラ松本
～島内駅～
松本駅アル
プス口
　小宮団地
～田川公民
館～松本駅
アルプス口
【梓川・波田
線】
　波田駅～
梓川支所～
梓橋駅
※R5.4～
R5.9

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

　利用実績について乗降データ
を収集し、再編した結果について
評価・検証を行う。
　利用者アンケートを実施し、再
編により生じた不具合やさらなる
要望等を把握する。
　これらを踏まえ、路線再編やダ
イヤの見直しを実施する。

（備考）
・ぐるっとまつもとバス利用者ア
ンケートを実施済（R5.7～8）
・松本・島内線について、一部
ルート変更及びダイヤ変更を実
施済（R5.11.11）
・梓川・波田線について、一部ダ
イヤ変更を実施済（R5.11.11）

【西部地域コミュニティバスＡ線
⇒ 松本・島内線】
・西部地域コミュニティバスＡ線と
タウンスニーカー西コースを統合
・「新村駅」～「小宮会館」のルー
トを廃止
・島内高松にルートを新設

【西部地域コミュニティバスC線
⇒ 梓川・波田線】
・新村駅から梓橋駅に接続先を
変更
・「波田駅」～「アイシティ２１」の
区間を新設の朝日・波田線に統
合

A

【事業の目標】
R3年度実績値に対して同等以上
　利用者数 18,825人

【達成状況】 ※R4.10～Ｒ5.9
　利用者数 29,176人（目標比 155％）
 <内訳>
  西部コミバスA線：2,634人
  西部コミバスC線：7,057人
  松本・島内線：15,196人
  梓川・波田線：4,289人

・目標達成
・タウンスニーカー西コースとの統合により、利用者
数が大きく増加
・「波田駅」～「アイシティ２１」の区間統合により利用
者が移行

松本地域公
共交通協議
会

アルピコタク
シー㈱

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

松本地域公
共交通協議
会

アルピコ交
通㈱

【四賀線】
保福寺下町
～化石館

※R4.10～
R5.9

・市営バスの「保福寺下町」～
「四賀支所」の便を廃止し、四賀
線の同区間での利用に統一

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

C

【事業の目標】
R3年度実績値に対して同等以上
　利用者数 22,618人

【達成状況】 ※R4.10～Ｒ5.9
　利用者数 21,709人（目標比 96％）

・目標未達
・市営バス四賀循環線の見直しにより、一部の便で
乗継ぎがしにくくなり利用者減へ影響

松本地域公
共交通協議
会

【市営バス四
賀線】
会吉車庫～
四賀支所～
明科駅～保
福寺下町

※R4.10～
R5.3

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

松本地域公
共交通協議
会

【市営バス四
賀循環線】
会吉車庫～
四賀支所～
明科駅～保
福寺下町

※R5.4～
R5.9

A
計画どおり適切に事業が
実施された

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

松本市

　利用実績について乗降データ
を収集し、再編した結果について
評価・検証を行う。
　利用者アンケートを実施し、再
編により生じた不具合やさらなる
要望等を把握する。
　これらを踏まえ、路線再編やダ
イヤの見直しを実施する。
　また、市営バス四賀循環線の
デマンド利用については、利用
方法の周知等を行う。

（備考）
・ぐるっとまつもとバス利用者ア
ンケートを実施済（R5.7～8）
・乗継ぎの利便性向上や運行の
効率化を目的とし、令和6年3月
中の路線見直しを検討中

・「明科駅」～「四賀支所」の日中
一部の便を廃止し、デマンド運行
時間を拡大
・「五常」～「四賀支所」の一部の
便を廃止
 ・「会吉車庫」～「四賀支所」の
一部の便を廃止
・土曜日の定時定路線による運
行をデマンド運行に変更
・地元要望に応じ、会吉方面の
路線を朝夕で系統を分割

C

【事業の目標】
R3年度実績値に対して同等以上
　利用者数 20,826人

【達成状況】 ※R4.10～Ｒ5.9
　利用者数 17,300人（目標比 83％）

・目標未達
・便数削減により、利用者が減少
・デマンド利用者は増加したが、予約方法の周知等
が課題
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

松本地域公
共交通協議
会

【市営バス奈
川線】
松本市立病
院～波田駅
～八景山公
民館～新
島々駅～奈
川渡ダム～
野麦峠ス
キー場～川
浦

※R4.10～
R5.3

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

松本地域公
共交通協議
会

【市営バス奈
川・安曇線】
松本市立病
院～波田駅
～新島々駅
～奈川渡ダ
ム～野麦峠
スキー場～
川浦

※R5.4～
R5.9

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

松本市

・利用の少ない「八景山公民館」
～「波田駅」の区間の廃止
・利用の少ない「入山口」～「入
山」の区間の廃止
・利用の少ない土休日の予約制
運行を土曜日のみに変更
・アルピコ交通稲核線との統合
に伴う朝の便の増便
・地元要望に応じ、「栃洞橋」、
「寄合渡中」及び「公会堂前」の
停留所の新設

A

【事業の目標】
R3年度実績値に対して同等以上
　利用者数 7,191人

【達成状況】 ※R4.10～Ｒ5.9
　利用者数 8,297人（目標比 115％）

・目標達成
・稲核線を統合したことにより、利用者数が増加

　利用実績について乗降データ
を収集し、再編した結果について
評価・検証を行う。
　利用者アンケートを実施し、再
編により生じた不具合やさらなる
要望等を把握する。
　これらを踏まえ、路線再編やダ
イヤの見直しを実施する。

（備考）
・ぐるっとまつもとバス利用者ア
ンケートを実施済（R5.7～8）
・運行の効率化を目的とし、令和
6年3月中の路線見直しを検討中
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

松本地域公
共交通協議
会

アルピコタク
シー㈱

【朝日広丘
線バス】
朝日村～ＪＲ
広丘駅

・利用者へのアンケート調査実
施
・朝日村ホームページより、意
見・要望受付実施
・協議会が再編され近隣市村
（松本市・山形村）との連携の強
化
・ニーズ調査に基づく複便化実
施

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A

【事業の目標】
R3年度実績値に対して同等以上
　利用者数 18,398人

【達成状況】
　利用者数 21,591人（目標比：117%）

・目標達成
・夕方便の増便や一部松本市経由の路線変更によ
り主要利用者である高校生利用が増加

・ホームページからの意見要望
の受付
・主要利用者である高校生への
アンケート調査により、利用者の
ニーズに沿うよう、またＪＲダイヤ
改正に合わせダイヤの見直し等
の改善を行う。
・松本地域公共交通協議会とし
て、松本市・山形村との連携を密
にし、朝日広丘線バスのルート
変更等により運行体系の充実を
図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

松本地域公
共交通協議
会

アルピコタク
シー㈱

　【デマンドタ
クシー（くるり
ん号）】
朝日村全域

・朝日村ホームページより、意
見・要望受付実施
・村内の広報誌等での利用促進

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

C

【事業の目標】
R3年度実績値に対して同等以上
　利用者数 7,109人

【達成状況】
　利用者数 5,946人（目標比：84%）

・目標未達
・利用客の固定化
・高齢者の自然減により利用者が減少
・利用の周知が課題

・ホームページからの意見要望
の受付
・地域の高齢者の集会などで、
公共交通についての講演会を行
い、認知度の向上と利用促進を
図る。
・近隣市村と連携し、より充実し
た運行体系を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
幹線ルート
（１便）
※立科町役
場前～蓼科
高校～立科
町役場前

車両減価償
却費等国庫
補助金

当該系統は、日常的に利用者が
いるバス停を結ぶ「幹線ルート」
の中で、朝の通学のための利用
を想定している。年度毎の学生
数により利用者が増減するため
利用促進による効果は小さい
が、特に例年寒さや降雪によっ
て利用者が増える冬季には対象
となる地域の住民に対し、広報
誌等で利用の呼びかけなどの
PRを行った。また、町内小学校と
連携し、小学校から遠距離通学
対象の家庭あてに配布されるバ
ス利用に関する通知作成に協力
し、小学校を通じて個別に利用
を呼びかけるなどの利用促進も
実施した。
その他、バス利用案内（乗り方、
時刻表）を行政情報配信アプリ
上に配信し、ホームページや
Googleマップ等への運行情報掲
載などを実施した。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

C

幹線ルート全体で収支率19％という目標に対し3.7％、当該
系統のみでは10.7％という結果であり目標を達成すること
ができず、系統別でも前年度を下回る結果となった。（前年
度全体5.4％、当該系統15.3％）
延利用者数も前年度933人に対し、806人で127人減少した
が、通学に利用する学生数やその年の降雪、積雪量の影
響を受ける系統であるため、今後も増減はあっても一定の
利用は見込むことができると推測する。

【車両減価償却費等国庫補助にかかる目標達成状況】
「車両修繕費前年度並み維持：6千円」という目標に対し、
19千円となった。目標は達成できなかったが、少額の修繕
費に抑えることができた。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に1.7人／
便と目標値を大きく下回り2021年度以降１便あたり2.0人と
なった。まん延のピーク時からはやや回復したが、目標達
成には届かなかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現在の体
系で運行を開始した2020年度以降、目標値を上回り推移し
たが2022年度に目標値を下回り、最新2023年度調査では
目標値を10ポイント下回る結果となった。（2020年度調査
82％、2021年度調査95％、2022年度調査79％、2023年度
調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの市町
村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイル交通の
利用者がデマンド交通の良い部分を耳にする機会が増え
たため、比較されたことが要因と推測する。

幹線ルート全体での収支率目標
を同路線の中でも高い系統に合
わせて設定しているため、目標
値の見直しを行う。（R6目標は実
績に則した目標値に設定済み）

系統としての収支率は前年度を
下回ったものの、一定の利用者
数はあり、朝の通学手段として
の役割は果たしている。
一部の地域の学生の通学に特
化したダイアであり、利用促進に
よる利用者増加、収支改善は見
込めないが、ダイヤ、ルート、バ
ス停位置等の再確認を行い、現
在の利用者の利便性維持・確保
をしていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
幹線ルート
（２便）
※立科町役
場前～塩沢
公民館～立
科町役場前

車両減価償
却費等国庫
補助金

当該系統は、日常的に利用者が
いるバス停を結ぶ「幹線ルート」
の中で、朝の通学、通勤、通院
での利用を想定している。特に
障がい者作業所に通所する利用
者は、延利用者数の大半を占め
ることを把握しており、運行計画
の段階で同所の予定を基準にし
たことで、利用者ニーズに沿った
計画となった。
その他、バス利用案内（乗り方、
時刻表）を行政情報配信アプリ
上に配信し、ホームページや
Googleマップ等への運行情報掲
載などを実施した。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

B

幹線ルート全体で収支率19％という目標に対し3.7％、当該
系統のみでは17.6％という結果であり目標を達成すること
ができず、系統別でも前年度を下回る結果となった。（前年
度全体5.4％、当該系統20.7％）
当該系統においては、収支率で前年度を下回ったものの、
依然として障がい者作業所への通所者が日常的に利用し
ているため、運行を継続していく必要がある。

【車両減価償却費等国庫補助にかかる目標達成状況】
「車両修繕費前年度並み維持：6千円」という目標に対し、
19千円となった。目標は達成できなかったが、少額の修繕
費に抑えることができた。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に1.7人／
便と目標値を大きく下回り2021年度以降１便あたり2.0人と
なった。まん延のピーク時からはやや回復したが、目標達
成には届かなかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現在の体
系で運行を開始した2020年度以降、目標値を上回り推移し
たが2022年度に目標値を下回り、最新2023年度調査では
目標値を10ポイント下回る結果となった。（2020年度調査
82％、2021年度調査95％、2022年度調査79％、2023年度
調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの市町
村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイル交通の
利用者がデマンド交通の良い部分を耳にする機会が増え
たため、比較されたことが要因と推測する。

幹線ルート全体での収支率目標
を同路線の中でも高い系統に合
わせて設定しているため、目標
値の見直しを行う。（R6目標は実
績に則した目標値に設定済み）

当該系統の主な利用者である障
がい者作業所への通所者の多く
は、町内の障がい者支援施設で
生活しているが、この施設から
最寄りのバス停までは徒歩で10
分ほどの場所にあり、高齢となっ
た通所者はバス停まで行くこと
が困難となる場合もあることを作
業所から指摘されている。
周辺地域住民、障がい者支援施
設、作業所等と調整を図り、バス
停位置の再考など、バス利用を
継続してもたうための策を講じる
ことで、利用者維持と利用者の
利便性確保に取組んでいく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
幹線ルート
（３、７便）
※立科町役
場前～駒形
神社～立科
町役場前

車両減価償
却費等国庫
補助金

当該系統は、日常的に利用者が
いるバス停を結ぶ「幹線ルート」
の中で、３便は午前の早い時
間、７便は午後の早い時間での
外出（通院、買い物等）を想定し
ており、商業施設の開店時間
や、病院の診察開始に間に合う
ようダイヤ設定している。前年度
と同様に利用者が少ない系統で
はあるが、バス利用案内（乗り
方、時刻表）を行政情報配信ア
プリ上に配信し、ホームページや
Googleマップ等への運行情報掲
載などを実施した。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

C

幹線ルート全体で収支率19％という目標に対し3.7％、当該
系統のみでは1.2％という結果であり目標を達成することが
できず、系統別でも前年度を下回る結果となった。（前年度
全体5.4％、当該系統1.6％）

ダイヤ設定時には主な利用者である高齢者の１日の行動
パターンを調査し、この結果から設定しているが、３便、７便
共に利用者が少ない状況である。

【車両減価償却費等国庫補助にかかる目標達成状況】
「車両修繕費前年度並み維持：6千円」という目標に対し、
19千円となった。目標は達成できなかったが、少額の修繕
費に抑えることができた。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に1.7人／
便と目標値を大きく下回り2021年度以降１便あたり2.0人と
なった。まん延のピーク時からはやや回復したが、目標達
成には届かなかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現在の体
系で運行を開始した2020年度以降、目標値を上回り推移し
たが2022年度に目標値を下回り、最新2023年度調査では
目標値を10ポイント下回る結果となった。（2020年度調査
82％、2021年度調査95％、2022年度調査79％、2023年度
調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの市町
村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイル交通の
利用者がデマンド交通の良い部分を耳にする機会が増え
たため、比較されたことが要因と推測する。

幹線ルート全体での収支率目標
を同路線の中でも高い系統に合
わせて設定しているため、目標
値の見直しを行う。（R6目標は実
績に則した目標値に設定済み）

３便は午前の早い時間、７便は
午後の早い時間の外出に対応
できるようダイヤ設定をしている
が、コロナ禍以降、主な利用者と
して想定している行動パターンの
変化があるものと推測している。
特に病院への通院頻度は、コロ
ナ禍以前よりも低くなっていると
考えられ、改めて利用実態や行
動パターンの調査、検証を実施
し、デマンド型運行への切替え
等も検討していく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
幹線ルート
（４～６、８～
10便）
※立科町役
場前～駒形
神社～立科
町役場前

車両減価償
却費等国庫
補助金

当該系統は、日常的に利用者が
いるバス停を結ぶ「幹線ルート」
の中で、日中及び夕方の移動に
対応することを目的としている。
便によっては極端に利用者が少
ない状況も見受けられるが、住
民の生活のため必要な系統であ
るため、バス利用案内（乗り方、
時刻表）を行政情報配信アプリ
上に配信し、ホームページや
Googleマップ等への運行情報掲
載などを実施した。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

B

幹線ルート全体で収支率19％という目標に対し3.7％、当該
系統のみでは2.9％という結果であり目標を達成することが
できず、系統別でも前年度を下回る結果となった。（前年度
全体5.4％、当該系統3.7％）
便別の延べ利用者数では４～６便（午前～お昼）が530人、
８～10便が1,543人となっており、８～10便では前年度比70
人増と微増しているが、４～６便では前年度比110人減で、
収支率を下げる原因になったと考えられる。

【車両減価償却費等国庫補助にかかる目標達成状況】
「車両修繕費前年度並み維持：6千円」という目標に対し、
19千円となった。目標は達成できなかったが、少額の修繕
費に抑えることができた。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に1.7人／
便と目標値を大きく下回り2021年度以降１便あたり2.0人と
なった。まん延のピーク時からはやや回復したが、目標達
成には届かなかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現在の体
系で運行を開始した2020年度以降、目標値を上回り推移し
たが2022年度に目標値を下回り、最新2023年度調査では
目標値を10ポイント下回る結果となった。（2020年度調査
82％、2021年度調査95％、2022年度調査79％、2023年度
調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの市町
村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイル交通の
利用者がデマンド交通の良い部分を耳にする機会が増え
たため、比較されたことが要因と推測する。

左記のとおり８～10便の夕方の
便は、障がい者作業所からの帰
宅等で一定の利用者があるが、
４～６便の日中の便（9：51～12：
09）は利用者が限られる為、デマ
ンド型運行への切替え等も検討
していく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
西・南回り線
（１、２便）
※立科町役
場前～蟹窪
～立科町役
場前

当該系統は、当町の中心地であ
る芦田地区をハブとし、西部地
区、南部地区を運行している
「西・南回り線」の中で午前の早
い時間帯に外出することを想定
している。運行対象地域は過去
の実績からバス利用者が限定的
であるため乗車率向上のため、
曜日運行（月、水、金曜）を導入
している。
１便については、昨年度評価の
結果から需要が低く利用者が少
ないため運行の必要性を見直す
こととしていたが、利用者からの
継続を求める意見や事業者との
意見交換により利便性維持のた
め継続することとした。
利用者は少ないものの、地域住
民の主に芦田地区への外出（買
い物、通院等）のため欠かすこと
ができない生活交通であり、維
持が必要なためバス利用案内
（乗り方、時刻表）を行政情報配
信アプリ上に配信し、ホームペー
ジやGoogleマップ等への運行情
報掲載などを実施した。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

B

西・南回り線全体で収支率５％という目標に対し
3.7％、系統別では4.6％という結果であり目標を達成
することができず、系統別でも前年度を下回る結果と
なった。（前年度全体4.0％、当該系統5.5％）
昨年度に引き続き１便に関しては、年間の利用者が
４人で利用者は非常に少ない結果となった。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に
1.7人／便と目標値を大きく下回り2021年度以降１便
あたり2.0人となった。まん延のピーク時からはやや
回復したが、目標達成には届かなかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現
在の体系で運行を開始した2020年度以降、目標値を
上回り推移したが2022年度に目標値を下回り、最新
2023年度調査では目標値を10ポイント下回る結果と
なった。（2020年度調査82％、2021年度調査95％、
2022年度調査79％、2023年度調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの
市町村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイ
ル交通の利用者がデマンド交通の良い部分を耳に
する機会が増えたため、比較されたことが要因と推
測する。

元々、利用者が少ない地域を運
行する設定のため利用促進によ
る効果は薄いと考えられるが、
系統維持のため収支改善が必
須であり、現状からは定時定路
線型の運行は収支悪化の原因
となっていると考えられるため、
路線全体をデマンド型運行に移
行することを検討している。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
西・南回り線
（３～６便）
※老人福祉
センター～蟹
窪～立科町
役場前

当該系統は、当町の中心地であ
る芦田地区をハブとし、西部地
区、南部地区を運行している
「西・南回り線」の中で日中の時
間帯（概ね午前10時～午後４、５
時）に外出または帰宅することを
想定している。
運行対象地域は過去の実績か
らバス利用者が限定的であるた
め乗車率向上のため、曜日運行
（月、水、金曜）を導入している。
利用者が非常に少なく、需要が
低いと考えられる午後６時台の
便（第７便）は令和４年９月末を
もって運行を廃止した。
利用者は少ないものの、地域住
民の主に芦田地区への外出（買
い物、通院等）のため欠かすこと
ができない生活交通であり、維
持が必要なためバス利用案内
（乗り方、時刻表）を行政情報配
信アプリ上に配信し、ホームペー
ジやGoogleマップ等への運行情
報掲載などを実施した。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

B

西・南回り線全体で収支率５％という目標に対し
3.7％、系統別では3.3％という結果であり目標を達成
することができず、系統別でも前年度を下回る結果と
なった。（前年度全体4.0％、当該系統5.5％）
３～６便では712人の利用者があったが、６便のみで
は17人の利用しかなく全体の収支率を下げる原因に
なっていると考えられる。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に
1.7人／便と目標値を大きく下回り2021年度以降１便
あたり2.0人となった。まん延のピーク時からはやや
回復したが、目標達成には届かなかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現
在の体系で運行を開始した2020年度以降、目標値を
上回り推移したが2022年度に目標値を下回り、最新
2023年度調査では目標値を10ポイント下回る結果と
なった。（2020年度調査82％、2021年度調査95％、
2022年度調査79％、2023年度調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの
市町村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイ
ル交通の利用者がデマンド交通の良い部分を耳に
する機会が増えたため、比較されたことが要因と推
測する。

元々、利用者が少ない地域を運
行する設定のため利用促進によ
る効果は薄いと考えられるが、
系統維持のため収支改善が必
須であり、現状からは定時定路
線型の運行は収支悪化の原因
となっていると考えられるため、
路線全体をデマンド型運行に移
行することを検討している。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
東回り線（１
～３便）
※立科町役
場前～藤沢
公民館～立
科町役場前

当該系統は、当町の中心地であ
る芦田地区と東部地区を結ぶ
「東回り線」の中で午前中及び午
後の一部の時間帯を運行してい
る。運行対象の地域は過去の実
績からバス利用者が限定的であ
るため乗車率の向上のため、曜
日運行（火、木、土曜）を導入し
ている。
昨年度評価の結果から、当時７
便、８便として運行していた午後
５時、６時台の２本を廃止し再編
した。
依然として利用者は少ないもの
の、地域住民の主に芦田地区へ
の外出（買い物、通院等）のため
欠かすことができない生活交通
であり、維持が必要なためバス
利用案内（乗り方、時刻表）を行
政情報配信アプリ上に配信し、
ホームページやGoogleマップ等
への運行情報掲載などを実施し
た。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

A

東回り線全体で収支率５％という目標に対し4.4％、
系統別では5.8％という結果であり目標を達成するこ
とができなかったが、路線全体、系統別では前年度
をわずかに上回る結果となった。（前年度全体
4.2％、当該系統5.7％）
昨年度の評価結果から利用が少ない便を廃止し系
統を再編した結果と考えられる。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に
1.7人／便と目標値を大きく下回り2021年度以降１便
あたり2.0人となった。まん延のピーク時からはやや
回復したが、目標達成には届かなかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現
在の体系で運行を開始した2020年度以降、目標値を
上回り推移したが2022年度に目標値を下回り、最新
2023年度調査では目標値を10ポイント下回る結果と
なった。（2020年度調査82％、2021年度調査95％、
2022年度調査79％、2023年度調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの
市町村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイ
ル交通の利用者がデマンド交通の良い部分を耳に
する機会が増えたため、比較されたことが要因と推
測する。

系統別で前年度の収支率から微
増した背景には利用が少ない便
を廃止したことによる収支改善
が要因と考えられるが、延べ利
用者数は542人（前年度比34人
減）と少なく、今後更に収支率改
善を目指し、粘り強くバス利用に
ついてPRを実施する。
また、他の路線と同様にデマンド
型運行への移行を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
東回り線（４
便）
※老人福祉
センター～藤
沢公民館～
立科町役場
前

当該系統は、当町の中心地であ
る芦田地区と東部地区を結ぶ
「東回り線」の中で正午前後の時
間帯を運行している。運行対象
の地域は過去の実績からバス利
用者が限定的であるため乗車率
の向上のため、曜日運行（火、
木、土曜）を導入している。
利用者は少ないものの、地域住
民の主に芦田地区への外出（買
い物、通院等）のため欠かすこと
ができない生活交通であり、維
持が必要なためバス利用案内
（乗り方、時刻表）を行政情報配
信アプリ上に配信し、ホームペー
ジやGoogleマップ等への運行情
報掲載などを実施した。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

B

東回り線全体で収支率５％という目標に対し4.4％、系統別
では8.0％という結果であり目標を達成することができず、系
統別でも前年度を下回る結果となった。（前年度全体
4.2％、当該系統9.2％）
目標は達成できなかったものの、第４便は東回り線の中で
利用者283人で、全体の約33％を占めており、利用者の需
要に沿った運行を実施していると考えられる。
また、東回り線は再編前（令和元年度以前）には、バスが
通っていなかった地域でも運行し、それまでバスを利用する
ことができなかった住民にもバスの存在が浸透してきてい
ることが目標達成の一因であると推測する。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に1.7人／
便と目標値を大きく下回り2021年度以降１便あたり2.0人と
なった。まん延のピーク時からはやや回復したが、目標達
成には届かなかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現在の体
系で運行を開始した2020年度以降、目標値を上回り推移し
たが2022年度に目標値を下回り、最新2023年度調査では
目標値を10ポイント下回る結果となった。（2020年度調査
82％、2021年度調査95％、2022年度調査79％、2023年度
調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの市町
村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイル交通の
利用者がデマンド交通の良い部分を耳にする機会が増え
たため、比較されたことが要因と推測する。

系統別では目標値を上回ってお
り、需要に沿った運行が実施で
きていると考えられるが、今後更
に収支率改善を目指し、粘り強く
バス利用についてPRを実施す
る。
また、他の路線と同様にデマンド
型運行への移行を検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
東回り線
（５、６便）
※老人福祉
センター～藤
沢公民館～
立科町役場
前

当該系統は、当町の中心地であ
る芦田地区と東部地区を結ぶ
「東回り線」の中で午後から夕方
（第５便14：29始～第６便16：28
終）の時間帯を運行している。運
行対象の地域は、過去の実績か
らバス利用者が限定的であるた
め乗車率の向上のため、曜日運
行（火、木、土曜）を導入してい
る。
昨年度評価の結果から、当該系
統の後を運行していた２本を廃
止したため、現在は東回り線の
中で最終の系統となる。
利用者は少ないものの、地域住
民の主に芦田地区への外出（買
い物、通院等）のため欠かすこと
ができない生活交通であり、維
持が必要なためバス利用案内
（乗り方、時刻表）を行政情報配
信アプリ上に配信し、ホームペー
ジやGoogleマップ等への運行情
報掲載などを実施した。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

C

東回り線全体で収支率５％という目標に対し4.4％、
系統別では0.2％という結果であり目標を達成するこ
とができず、系統別では前年度並みとなった。（前年
度全体4.2％、当該系統0.2％）
５便、６便ともに利用者は少ないが、特に６便は年間
利用者が全くおらず、東回り線全体の収支率を下げ
る原因と考えられる。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に
1.7人／便と目標値を大きく下回り
2021年度以降１便あたり2.0人となった。まん延の
ピーク時からはやや回復したが、目標達成には届か
なかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現
在の体系で運行を開始した2020年度以降、目標値を
上回り推移したが2022年度に目標値を下回り、最新
2023年度調査では目標値を10ポイント下回る結果と
なった。（2020年度調査82％、2021年度調査95％、
2022年度調査79％、2023年度調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの
市町村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイ
ル交通の利用者がデマンド交通の良い部分を耳に
する機会が増えたため、比較されたことが要因と推
測する。

５便、６便の利用者は18名でそ
のうち６便は全く利用者がいな
い。
デマンド型の運行へ移行を検討
する際に、運行時間についても
見直すこととしたい。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

立科町地域
公共交通活
性化協議会

立科町

【運行系統
名】
シラカバ線
※立科町役
場前～女神
湖～東白樺
湖

当該系統は、町民の生活交通と
観光交通の両方を担っており、
当町の中心地である芦田地区
（立科町役場前）と観光地である
白樺高原エリアを結んでいる。
令和２年度の再編時には生活交
通と観光交通のバランスを考
え、可能な限り両方に対応する
ため平日のみ午前中の買い物
や通院での利用を想定した便を
増設するなど、観光事業者として
白樺高原エリアで生活する住民
の意見を反映したダイヤ設定と
している。
また、同エリアから通学、通園す
る子供たちは当該系統をスクー
ルバスの代替として日常的に利
用しており、学校等と連携して毎
月の運行計画を立てるなど、地
域のニーズに則した運行に努め
た。
また、観光客への対応として、町
観光部署や観光協会と連携し、
各施設に公共交通利用案内を
配架したほか、バス利用案内
（乗り方、時刻表）を行政情報配
信アプリ上に配信し、ホームペー
ジやGoogleマップ等への運行情
報掲載などを実施した。

A
事業は、計画通り適切に
実施された。

A

収支率29％という目標に対し、35.1％で目標を達成
した。
（前年度収支率35％）
新型コロナウイルスが感染症法の第５類に分類さ
れ、観光客の利用が回復したことや、遠距離通学で
スクールバスとして日常的に学生に利用されたこと
が要因と考えられる。

【全路線での目標達成状況】
・乗車効率
目標値3.5／便⇒2.0人／便
新型コロナウイルス拡大の影響により、2020年度に
1.7人／便と目標値を大きく下回り
2021年度以降１便あたり2.0人となった。まん延の
ピーク時からはやや回復したが、目標達成には届か
なかった。
・乗車率
目標値2.8回／年・人⇒2.1回／年・人
※乗車効率と同様に評価）
・満足度
目標値80％⇒70％
立科町地域公共交通網形成計画策定時79％で、現
在の体系で運行を開始した2020年度以降、目標値を
上回り推移したが2022年度に目標値を下回り、最新
2023年度調査では目標値を10ポイント下回る結果と
なった。（2020年度調査82％、2021年度調査95％、
2022年度調査79％、2023年度調査70％）
2021年度以降、隣接する佐久市を始め近隣の多くの
市町村でデマンド型交通が導入され、たてしなスマイ
ル交通の利用者がデマンド交通の良い部分を耳に
する機会が増えたため、比較されたことが要因と推
測する。

当該系統は、観光トップシーズン
である８月を除き、日常的な利用
者は通学、通園での利用が主で
あり、スクールバスとしての利用
者数は年度毎に変動するため、
利用促進による効果は得づらい
が、その他の住民の生活交通、
観光客対応の観光交通としての
役割を果たすため、継続的に双
方機能のバランスを注視し、必
要に応じて改善策に取組む。
また、観光事業者、町観光部
署、観光協会等の観光事業関係
者及び学校や保育園の町内施
設等との連携を継続し、ニーズ
に応えつつ効率的な運行に努め
る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

茅野市・原村
地域公共交
通活性化協
議会

アルピコ交
通㈱

メルヘン街
道バス

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

Ｃ

目標値：25人／日
達成状況：22人／日（88.0％）

月別では、5か月間で目標を上回り、８月には最大40
人/日を記録した。しかし、その他の期間では新型コ
ロナウイルスの余波もあり目標を下回り、年間での
目標がわずかに達成できなかった。

利用状況や利用者意識の把握、
改善に向けた検討を行い、利用
促進に向けても地域一帯で取り
組み、持続可能な交通体系の検
討を進展させる。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、新型コ
ロナウイルス感染症の影響以外の観点からも目標
が達成されなかった理由について分析し、これを明
らかにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後
の改善点については、実績向上に向けて新たな改
善策及びその具体化についても改めて検討し、その
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

茅野市・原村
地域公共交
通活性化協
議会

アルピコ交
通㈱

穴山・原村線 A
計画どおり事業は適切に
実施された。

Ｃ

目標値：35人／日
達成状況23人／日（66.6％）

運行を開始した、乗合オンデマンド交通「のらざあ」
への利用転換もあり目標を達成することができな
かった。

茅野市と原村を結ぶ重要な路線
であり、利用状況を注視しつつ、
利用者、住民の意見も聴取しな
がら必要に応じた利用者行動に
合わせた利便性の向上、利用促
進に取り組んでいく。また、本年
度策定予定の地域公共交通計
画策定の中で令和6年４月より、
新たな運行形態による検討を進
めている。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

茅野市・原村
地域公共交
通活性化協
議会

アルピコ交
通㈱

原村循環線

　持続可能な公共交通に向け、
従来から取り組んでいる時刻表
の全戸配布や村HPに路線別の
路線図、時刻表掲載など利用促
進に向けた情報発信に取り組ん
だ。
　また、事業評価結果を踏まえ、
利用者アンケートを実施し問題
点の把握に取り組んだ。一方
で、令和4年10月から翌年５月の
間、改善を加えながらAI乗合オ
ンデマンド交通の実証実験を実
施した。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

Ｃ

目標値：73人／日
達成状況：40人／日（54.8％）

目標値自体は、新型コロナウイルス蔓延前かつ小中
学生の通学にも利用されていた時期をもとにしたも
のであり、高い目標設定であり、新型コロナウイルス
による通学利用者の交通手段の変更が大きく影響し
たものと考えられる。

AI乗合オンデマンド交通の実証
実験結果をもとに、令和６年２月
より定時定路線とAI乗合オンデ
マンド交通による運行への変更
予定であり、本年度策定予定の
地域公共交通計画策定に合わ
せ地域一帯で持続可能な交通
体系の検討を進展させる。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

　持続可能な公共交通に向け、
従来から取り組んでいる市内全
路線の時刻表作成や市HPに路
線別の路線図、時刻表、バスや
デマンド交通の乗り方案内に加
え、全戸に配布するなど利用促
進に向けた情報発信に取り組ん
だ。
　また、事業評価結果を踏まえ、
利用者アンケートを実施し問題
点の把握、検討に取り組み令和
4年10月より新たな市内交通体
系での運行を開始した。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

茅野市・原村
地域公共交
通活性化協
議会

アルピコ交
通㈱

通学・通勤バ
ス　御狩野
線

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A

目標値：55人／日
達成状況：117人／日（212.7％）

実証運行時の利用状況より目標値を設定したが、本
格運行に向け沿線地域住民やPTAとも協働で周知
活動を行い、目標を大きく上回る結果となった。

今後も学生の移動手段を確保す
るため、地域住民と協働、学校
側との継続的な協議を行いつつ
運行を継続していくとともに、新
入学生なども含めたバス利用の
呼びかけなど、利用者増加に向
けた取り組みを行っていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

茅野市・原村
地域公共交
通活性化協
議会

茅野バス観
光㈱

通学・通勤バ
ス　丸山線

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A

目標値：34人／日
達成状況：76人／日（223.5％）

実証運行時の利用状況より目標値を設定したが、本
格運行に向け沿線地域住民やPTAとも共同で周知
活動を行い、目標を大きく上回る結果となった。

今後も学生の移動手段を確保す
るため、地域住民と協働、学校
側との継続的な協議を行いつつ
運行を継続していくとともに、新
入学生なども含めたバス利用の
呼びかけなど、利用者増加に向
けた取り組みを行っていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

持続可能な公共交通に向け、従
来から取り組んでいる市内全路
線の時刻表作成や市HPに路線
別の路線図、時刻表、バスやデ
マンド交通の乗り方案内に加え、
全戸に配布するなど利用促進に
向けた情報発信に取り組んだ。
　また、事業評価結果を踏まえ、
利用者アンケートを実施し問題
点の把握、検討に取り組み令和
4年４月より本格運行を開始し
た。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

茅野市・原村
地域公共交
通活性化協
議会

アルピコ交
通㈱
茅野バス観
光㈱

通学・通勤バ
ス　ピアみど
り線

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A

目標値：51人／日
達成状況：92人／日（180.4％）

実証運行時の利用状況より目標値を設定したが、本
格運行に向け沿線地域住民やPTAとも共同で周知
活動を行い、目標を大きく上回る結果となった。

今後も学生の移動手段を確保す
るため、地域住民と協働、学校
側との継続的な協議を行いつつ
運行を継続していくとともに、新
入学生なども含めたバス利用の
呼びかけなど、利用者増加に向
けた取り組みを行っていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

茅野市・原村
地域公共交
通活性化協
議会

アルピコ交
通㈱

通学・通勤バ
ス　米沢線

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A

目標値：29人／日
達成状況：92人／日（317.2％）

実証運行時の利用状況より目標値を設定したが、本
格運行に向け沿線地域住民やPTAとも共同で周知
活動を行い、目標を大きく上回る結果となった。

今後も学生の移動手段を確保す
るため、地域住民と協働、学校
側との継続的な協議を行いつつ
運行を継続していくとともに、新
入学生なども含めたバス利用の
呼びかけなど、利用者増加に向
けた取り組みを行っていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

茅野市・原村
地域公共交
通活性化協
議会

アルピコ交
通㈱

通学・通勤バ
ス　泉野・玉
川線

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

A

目標値：25人／日
達成状況：30人／日（120.0％）

実証運行時の利用状況より目標値を設定したが、本
格運行に向け沿線地域住民やPTAとも共同で周知
活動を行い、目標を大きく上回る結果となった。

今後も学生の移動手段を確保す
るため、地域住民と協働、学校
側との継続的な協議を行いつつ
運行を継続していくとともに、新
入学生なども含めたバス利用の
呼びかけなど、利用者増加に向
けた取り組みを行っていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

　持続可能な公共交通に向け、
従来から取り組んでいる市内全
路線の時刻表作成や市HPに路
線別の路線図、時刻表、バスや
デマンド交通の乗り方案内に加
え、全戸に配布するなど利用促
進に向けた情報発信に取り組ん
だ。
　また、事業評価結果を踏まえ、
利用者アンケートを実施し問題
点の把握、検討に取り組み令和
4年４月より本格運行を開始し
た。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

茅野市・原村
地域公共交
通活性化協
議会

アルピコタク
シー（株）
茅野バス観
光（株）
第一交通
（株）
諏訪交通
（株）

乗合オンデ
マンド交通
のらざあ

　持続可能な公共交通に向け、
従来から取り組んでいる市内全
路線の時刻表作成や市HPに路
線別の路線図、時刻表、バスや
デマンド交通の乗り方案内に加
え、全戸に配布するなど利用促
進に向けた情報発信に取り組ん
だ。
　また、事業評価結果を踏まえ、
利用者アンケートを実施し問題
点の把握、検討に取り組み令和
4年10月より本格運行を開始し
た。

A
計画どおり事業は適切に
実施された。

Ｃ

目標値：257人／日
達成状況：181人／日（70.4％）

当該交通は、令和４年10から本格運行を開始したも
のであり、目標値は、バス路線運行と並行して実施
した実証運行結果から想定した目標設定である。予
約が取れない時間帯があり、それが目標値を達成で
きなかった一つの要因であると考えられる。

今後も継続的に利用状況の把
握、利用者意識の把握を行い、
乗合率や相乗率の向上をする使
い方などの周知も行い、住民へ
の浸透、運行改善を図っていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

川上村地域
公共交通活
性化協議会

事業者名：川
上村
運行系統名：
川上村営バ
ス

川上村内（川
端下地区～
樋沢地区）の
運行

　運営側、利用者側共に安心して公
共交通が利用できるよう、車内消毒
の徹底、定期的な換気等コロナ感染
拡大予防対策を実施した。また、利
用者にも乗車時の手指消毒、マスク
の着用や会話の自粛を周知、協力し
ていただき感染防止対策を引き続き
実施した。
　 高校生の通学利用者のさらなる増
加を図るため、中学校卒業生や保護
者を対象に バス利用のメリットや高
校生通学バス助成制度の説明を実
施し、バス利用の促進を図った。
 村営バスとJRの時刻表を掲載した
オリジナルカレンダーを引き続き作成
し、利用PRについての記載と、無料
お試し乗車券を備えつけるなどして
新規利用者の開拓に取り組んだ。
　外国人農業従事者等や外国人観
光客向けに村営バス利用促進チラシ
と観光パンフレットを駅待合室及びバ
ス車内に設置し、利用リピート率の
向上に取り組んだ。
　また、外国人農業従事者等に対し
ては、村内で実施された講習会や住
民登録の際に村営バス利用促進チ
ラシを配付した。
  JR小海線と村営バスとの接続改善
のダイヤ改正をJR東日本に要望し
た。

A

　計画に位置付けられた
事業は適切に実施した。
　しかしながら、地域間幹
線系統であるＪＲ小海線
の上下線の発着の時差
が解消されず、その双方
と村営バスとを接続するこ
とが引き続き困難であり、
地域間交通ネットワークを
充足することができなかっ
た。

B

　一日平均利用者数は、春夏季71.7人、秋冬季39.5
人で、秋冬季は目標値55人をクリアできなかったが、
春夏季は目標値の70人をクリアできた。
　春夏季は、外国人農業従事者等によるバスやＪＲ
の利用が増加したとが影響していると考えられる。
　また、高校生の保護者が自家用車で駅まで送迎す
る家庭が多く、特に冬季はバスの利用が少ない。

  高校生の通学利用者のさらな
る増加を図るため、利用促進PR
を引き続き実施する。
　外国人農業従事者等の利用促
進、リピート率の向上に向け、周
知方法や利用チラシの改善を図
る。
  JR小海線と村営バスとの接続
改善を目指し、信濃川上駅での
同時発着のダイヤ改正につい
て、引き続きJR東日本に要望し
ていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

辰野町地域
公共交通協
議会

事業者：辰野
町
運行系統名：
町営バス飯
沼線

〇小野駅前
～明倫館～
JA支所前

モビリティアドバイザーからの提
案を反映させた住民座談会を実
施し、主にバス停の位置や運行
ダイヤに対するニーズを把握し
た。
次年度以降、鉄軌道の結節など
も考慮した運行方式を検討する
こととした。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

C

〇輸送人員
　目標値：2,449人
　実績：1,529人
〇収支率
　目標値：8.041%
　実績：2.56%
輸送人員と収支率ともに目標値を下回る結果となっ
た。

１便あたりの乗車人数が１人未
満であることから、補助対象外路
線となってしまった。
地理的要因により、フルデマンド
型への移行は困難であるが、多
様な他市町村の事例などを参考
にしつつ、運行方式の見直しを
図りたい。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、実績向
上に向けて新たな具体策及びその具体化について
も改めて検討し、その実施について地域一体となっ
て適切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行
い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が図ら
れるよう期待する。

辰野町地域
公共交通協
議会

事業者：辰野
町
運行系統名：
町営バス川
島線

〇辰野町役
場～デリシ
ア・かやぶき
の館～中谷

輸送人員の目標値は達成してい
るものの収支率の目標には達し
ていない。
モビリティアドバイザーからの提
案を反映させた住民座談会を実
施し、定時定路線のバスに対す
るニーズが比較的高くなってい
たが、利用方法の更なる周知が
必要であると認識している。
事業の不採算から引き続き車両
減価償却補助を活用している。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

B

〇輸送人員
　目標値：8,918人
　実績：9,914人
〇収支率
　目標値：10.428%
　実績：8.014%
昨年度には達成できなかった輸送人員の目標値に
達成することできている。学校の休校等の影響がな
かったことが起因している。

運行区域の地理的特徴を踏まえ
ると、定時定路線バスが適して
おり、デマンド交通の導入が困
難なことからも、既存のバス運行
を見直していき、利用促進を図る
必要がある。
利用状況調査を実施しており、
その結果を反映させる形で運行
方式の見直しを含めて研究して
いく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

辰野町地域
公共交通協
議会

事業者：辰野
タクシー(株)
運行系統名：
デマンド型乗
合タクシー

〇集落～交
通不便地域
～JA、辰野
駅

住民ニーズの多様化や利用者
数の減少による収支率の低迷な
どの背景により、利便性の向上
に向けて運行方式を大幅に見直
した。
それにより利用者数及び収支率
の目標値を達成することができ
た。
更に利用者数を増加させるた
め、広報紙にて周知するなどの
取組を行っている。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A

〇輸送人員
　目標値：3,805人
　実績：6,346人
〇収支率
　目標値：8.750%
　実績：11.10%
利用者数は大幅に増加し、収支率も改善されてい
る。

大幅な見直しを行い、ドア・トゥ・
ドア、フリーダイヤに対する町民
ニーズの大きさを再認識してい
る。
事業の採算性などを考慮する
と、更なる利用者の拡大を図り、
定額利用運賃利用者の増加を
目指したい。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

佐久市地域
公共交通確
保維持改善
協議会

千曲バス株
式会社

山手線
佐久総合病
院～前山～
望月バス
ターミナル
「車両減価償
却費等国庫
補助金」

　主な利用者である高校生及び
その保護者を対象に前年度実施
したアンケート調査の結果等を
基に、望月・浅科地域から臼田
地域への通学の利便性向上を
図るため運行経路の変更を実施
した。
　また、今後の運行内容の見直
しに向けたアンケート調査を実
施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

B

【利用者数】
目標：11,500人／年
実績：15,737人／年
【満足度】
目標：53.8％
実績：50.0％
【収支割合】
目標：14.8％
実績：17.1％
　利用者数及び収支割合については目標値を上回
ることができた。満足度は、「大変良い」「良い」の合
計と「普通」が同数となり目標値を下回ったが、「悪
い」「大変悪い」という回答は０件だった。

　アンケート調査の結果を踏まえ
た運行内容の見直しのほか、令
和５年３月に策定した佐久市地
域公共交通計画に基づき、利便
性向上のための各種事業を実
施していく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

千曲バス株
式会社

市内全域デマン
ド交通
野沢エリア・野
沢地区
市街地エリア・
市街地地区

ニュー交通
有限会社

市内全域デマン
ド交通
浅間エリア・浅
間地区
浅科エリア・浅
科地区

松葉タクシー
有限会社

市内全域デマン
ド交通
浅間エリア・浅
間地区
中込エリア・中
込地区
市街地エリア・
市街地地区

岩村田観光
タクシー株式
会社

市内全域デマン
ド交通
東エリア・東地
区
中込エリア・中
込地区

望月ハイ
ヤー有限会
社

市内全域デマン
ド交通
浅科エリア・浅
科地区
望月エリア・望
月地区

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

佐久市地域
公共交通確
保維持改善
協議会

　更なる利便性向上を図るため
の取組みとして、キャッシュレス
決済や新デザイン車両の導入、
コールセンターの市内への移
転、停留所の見直しなどを実施
した。
　また、運賃収入以外の収入確
保の取組について検討を開始し
た。

A

【利用者数】
目標：15,200人／年
実績：52,324人／年
【満足度】
目標：53.8％
実績：58.2％
【収支割合】
目標：14.8％
実績：7.0％
　利用者数・満足度については目標値を上回ること
ができた。これは、現在の運行体系への移行により
目標設定時の運行体系に比べて利便性・効率性の
向上を図ることができた結果と言える。
　収支割合については、運行車両の増車による運行
経費の上昇などにより未達となった。

　佐久市地域公共交通計画に基
づく各種事業の実施により利用
者数及び満足度の水準を維持し
つつ、収支割合の改善のため、
運賃収入以外の収入確保の取
組を引き続き検討していく。

計画通り事業は適切に実
施された。

B
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

飯山市地域
公共交通会
議

長電バス株
式会社

小境線（デマ
ンド）

当該路線を含めた公共交通の
時刻表を市内全戸に配布し、広
くPRを行った。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり適切に実施さ
れた。

B
　１便平均2.0人の利用者を目標としたが、当年度の
実績値は1.5人であった。
　昨年は1.6人であった。

　運行事業者からの利用状況報
告を基に年度（４月から３月）毎
の利用状況を比較すると、前年
度に比べて新規利用者数は増
加したが、継続利用者の多くが
利用頻度を減らしている傾向が
伺えた。
　今後は、より市民に利便性が
伝わるよう路線図・時刻表を更
新するなどして利用者の増加に
努めたい。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、継続
利用者の利用減少の根本的な理由について分析
し、これを明らかにする必要がある。その上で、⑥の
事業の今後の改善点については、目標が達成され
なかった理由に対応した改善策及びその具体化に
ついて改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な検証
を行い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

飯山市地域
公共交通会
議

長電バス株
式会社

温井線（デマ
ンド）

　従前は民営の路線バスが１日
をとおして運行していたが、「利
用サービス水準の向上」と「運行
経費軽減」を目的に、沿線住民と
協議を重ねた結果、通勤・通学
目的の利用が多い朝と夕方は従
前通りの路線バスを運行し、昼
間の時間帯の運行をデマンド方
式に移行した。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり適切に実施さ
れた。

B
　１便平均2.0人の利用者を目標としたが、当年度の
実績値は1.7人であった。
　昨年は1.9人であった。

　運行事業者からの利用状況報
告を基に年度（４月から３月）毎
の利用状況を比較すると、前年
度に比べて、3月と4月の利用者
数が減少していることが分かっ
た。
　今後は、引き続き利用状況報
告を基に利用状況の分析を行う
ほか、年度の切り替わりの時期
に時刻表の配布を行うなどして
利用者の増加に努めたい。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、3月及
び4月の利用減少の根本的な理由について分析し、
これを明らかにする必要がある。その上で、⑥の事
業の今後の改善点については、目標が達成されな
かった理由に対応した改善策及びその具体化につ
いて改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な検証
を行い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

塩尻市地域
公共交通会
議

アルピコタク
シー株式会
社

●北小野線
（勝弦先廻
り）
塩尻駅前～
塩尻東保育
園前～塩嶺
別荘口～勝
弦詰所前～
小野駅～小
野駅西～塩
尻東保育園
前～塩尻駅
前
（古町先廻
り）
塩尻駅前～
塩尻東保育
園前～小野
駅西～小野
駅～勝弦詰
所前～塩嶺
別荘口～塩
尻東保育園
前～塩尻駅
前

前回計画では、令和4年5月に実
施したダイヤ改正での3箇所の
バス停追加及びフリー降車制度
を導入したことで、利用者の拡大
を図った。
しかし、ダイヤ改正直後で新たに
実施した事業に対する認知度が
低く、利用者の大幅な増加には
至らなかった。結果的に目標値
を下回ったため、今回は現状を
考慮しつつ目標値の見直しを
行った。
今年度は利用者回復に向けて、
フリー降車制度が利便性の高い
制度であることを広報誌等を通じ
て周知した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

C

1回当たり10人、年間利用者数11,640人の目標値に
対し、それぞれ8.6人、10,063人と目標を下回る結果
となった。
目標値は達成できなかったが、前年度と比較して該
当地域の居住人口が同水準であったことを考える
と、利用者数は全体的に微増傾向にあり、4月以降
は1便あたり9人を超える利用があり、目標値に迫る
ことができた。

利用者回復に向けて重要と考え
るフリー降車制度は現在、北小
野線を含め3路線で導入している
が、利用者は北小野線が突出し
て多いため、引き続き利便性の
高い制度であることを広報誌や
地区回覧等でPRし利用者の増
加に努める。
また、現状で1回あたりの利用者
が8.6人であるとともに利用者が
微増していることから、一度で大
量に輸送できる体制が必要なた
め、定時定路線型のバスの運行
維持が必須である。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

諏訪市地域
公共交通活
性化協議会

■事業者名
・アルピコ交
通株式会社

■運行系統
名
・すわライ
ナー時計回
り線

・すわライ
ナー時計回
り線
　（※原則毎
日運行）
　日赤病院
⇒上諏訪駅
（霧ヶ峰
　口）・上社
⇒上諏訪駅
（諏訪
　湖口）

■市内を運行する公共交通全体
の利用促進を図るため、市民に
対してのかりんちゃんバスの周
知活動を行った。
・「広報すわ」を活用した利用案
内を行った
・諏訪市社会福祉協議会と連携
し、高齢者を対象とした無料体験
乗車企画を計画した。

■将来に渡って持続可能な地域
公共交通を実現するため、令和
5年3月に「諏訪市地域公共交通
計画」を策定した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ｂ

■1便当たりの利用者数7.5人/便、年間利用者数
84,165人の目標に対し、1便当たりの利用者数は6.3
人/便と下回り、年間利用者数は93,642人と上回る
結果となった。

背景として、新型コロナウイルス感染症拡大の影響
があると考えられる。令和5年5月新型コロナウイル
ス5類移行の前後を比較すると、5類移行前が1便当
たりの利用者数6.1人/便だったことに対し、5類移行
後は6.7人/便と目標には届いていないが、増加傾向
にある。

■目標値の維持及び向上に向
け、市内で運行する公共交通全
体の利用促進を図るため、引き
続き市民に対しての周知活動や
イベント等でのモビリティマネジメ
ント事業を継続的に実施する。

■利用者の利便性向上のため
に、時刻表の見直しを実施する。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、新型コ
ロナウイルス感染症の影響以外の観点からも目標
が達成されなかった理由について分析し、これを明
らかにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後
の改善点については、実績向上に向けて新たな改
善策及びその具体化についても改めて検討し、その
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

諏訪市地域
公共交通活
性化協議会

■事業者名
・諏訪交通株
式会社

■運行系統
名
・かりんちゃ
ん子バス東
山線反時計
回り
・かりんちゃ
ん子バス東
山線時計回
り
・かりんちゃ
ん子バス東
西線反時計
回り
・かりんちゃ
ん子バス東
西線時計回
り

・東山線反時計
回り
　（※原則毎日
運行）
　上諏訪駅（諏
訪湖口）⇒日赤
　病院⇒上諏訪
駅（諏訪湖口）

・東山線時計回
り
　（※原則毎日
運行）
　上諏訪駅（諏
訪湖口）⇒尾玉
町入口⇒上諏
訪駅（諏訪湖
口）

・東西線反時計
回り
　（※原則毎日
運行）
　新田上⇒上諏
訪駅（諏訪湖
口）⇒大熊⇒上
諏訪駅（諏訪湖
口）⇒新田上

・東西線時計回
り
　（※原則毎日
運行）
　新田上⇒上諏
訪駅（諏訪湖
口）⇒大熊⇒上
諏訪駅（諏訪湖
口）⇒新田上

■市内を運行する公共交通全体
の利用促進を図るため、市民に
対してのかりんちゃんバスの周
知活動を行った。
・「広報すわ」を活用した利用案
内を行った
・諏訪市社会福祉協議会と連携
し、高齢者を対象とした無料体験
乗車企画を計画した。

■将来に渡って持続可能な地域
公共交通を実現するため、令和
5年3月に「諏訪市地域公共交通
計画」を策定した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ｂ

■1便当たりの利用者数7.5人/便、年間利用者数
84,165人の目標に対し、1便当たりの利用者数は6.3
人/便と下回り、年間利用者数は93,642人と上回る
結果となった。

背景として、新型コロナウイルス感染症拡大の影響
があると考えられる。令和5年5月新型コロナウイル
ス5類移行の前後を比較すると、5類移行前が1便当
たりの利用者数6.1人/便だったことに対し、5類移行
後は6.7人/便と目標には届いていないが、増加傾向
にある。

■目標値の維持及び向上に向
け、市内で運行する公共交通全
体の利用促進を図るため、引き
続き市民に対しての周知活動や
イベント等でのモビリティマネジメ
ント事業を継続的に実施する。

■利用者の利便性向上のため
に、時刻表の見直しを実施する。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、新型コ
ロナウイルス感染症の影響以外の観点からも目標
が達成されなかった理由について分析し、これを明
らかにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後
の改善点については、実績向上に向けて新たな改
善策及びその具体化についても改めて検討し、その
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

諏訪市地域
公共交通活
性化協議会

■事業者名
・諏訪交通株
式会社
・アルピコタ
クシー株式
会社
・第一交通株
式会社

■運行系統
名
・かりんちゃ
ん子バス大
和四賀線

・かりんちゃん子
バス大和四賀線
　（※原則毎日
運行）
　聖母寮前⇒上
諏訪駅（霧ヶ峰
　口）⇒神戸公
民館前

■市内を運行する公共交通全体
の利用促進を図るため、市民に
対してのかりんちゃんバスの周
知活動を行った。
・「広報すわ」を活用した利用案
内を行った
・諏訪市社会福祉協議会と連携
し、高齢者を対象とした無料体験
乗車企画を計画した。

■将来に渡って持続可能な地域
公共交通を実現するため、令和
5年3月に「諏訪市地域公共交通
計画」を策定した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

Ｂ

■1便当たりの利用者数7.5人/便、年間利用者数
84,165人の目標に対し、1便当たりの利用者数は6.3
人/便と下回り、年間利用者数は93,642人と上回る
結果となった。

背景として、新型コロナウイルス感染症拡大の影響
があると考えられる。令和5年5月新型コロナウイル
ス5類移行の前後を比較すると、5類移行前が1便当
たりの利用者数6.1人/便だったことに対し、5類移行
後は6.7人/便と目標には届いていないが、増加傾向
にある。

■目標値の維持及び向上に向
け、市内で運行する公共交通全
体の利用促進を図るため、引き
続き市民に対しての周知活動や
イベント等でのモビリティマネジメ
ント事業を継続的に実施する。

■利用者の利便性向上のため
に、時刻表の見直しを実施する。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、新型コ
ロナウイルス感染症の影響以外の観点からも目標
が達成されなかった理由について分析し、これを明
らかにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後
の改善点については、実績向上に向けて新たな改
善策及びその具体化についても改めて検討し、その
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

駒ヶ根市地
域公共交通
協議会

伊南乗用自
動車有限会
社

＜ 「ア・イ・
ウ」エリア ＞
【こまタク】竜
東地区～共
通指定目的
地(JR駒ヶ根
駅含む)

■平日毎日運行を継続的に実
施
■利便性緒向上のための実証
実験を実施
■市報やＨＰ等で広報活動を展
開
■運転免許証自主返納支援事
業を継続的に実施し、利用登録
者数の増加に寄与
■高齢者関連部署と連携した割
引タクシー券・福祉タクシー券の
交付を通年実施
■予約配車システム導入による
効果的な運行
■アプリ・ネットによる24時間予
約が可能になり、利便性向上

A
計画どおり適切に実施さ
れた

B

１．利用登録者数
【目標】1,749人以上
【実績】1,719人
【考察】運転免許証自主返納支援事業の推進、その他
広報展開により新規登録者は堅調。

２，収支率
【目標】8.3％以上
【実績】6.1％
【考察】利用者数が微増に対して、人件費や燃料費の
価格が大きく高騰したため収支率は低迷。

３，財政負担
【目標】3,800万以内
【実績】3,823万
【考察】概ね計画通りの運用となった。

４．総利用者数
【目標4,931人以上
【実績】5,063人
【考察】コロナも第5類に移行し、外出機会が増えたこと
に加え、予約配車システム導入したことで、利用者の希
望に沿った運行が可能になったため好調。

５．運行率
【目標】80％以上
【実績】89％
【考察】コロナが第5類に移行し、外出機会が増えたた
め好調。

６．人口カバー率
【目標】100％
【実績】100％
【考察】現状維持を継続

登録者数・利用者数の増加に向
けて、引き続き「平日毎日運行」」
を実施するとともに、充実させた
サービスをより一層効果的に利
用してもらえるように利用者に寄
り添った広報活動を展開する必
要がある。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

駒ヶ根市地
域公共交通
協議会

赤穂タクシー
有限会社

＜ 「エ・オ」
エリア ＞
【こまタク】竜
西地区～共
通指定目的
地(JR駒ヶ根
駅含む)

■平日毎日運行を継続的に実
施
■利便性緒向上のための実証
実験を実施
■市報やＨＰ等で広報活動を展
開
■運転免許証自主返納支援事
業を継続的に実施し、利用登録
者数の増加に寄与
■高齢者関連部署と連携した割
引タクシー券・福祉タクシー券の
交付を通年実施
■予約配車システム導入による
効果的な運行
■アプリ・ネットによる24時間予
約が可能になり、利便性向上

A
計画どおり適切に実施さ
れた

B

１．利用登録者数
【目標】1,749人以上
【実績】1,719人
【考察】運転免許証自主返納支援事業の推進、その他
広報展開により新規登録者は堅調。

２，収支率
【目標】8.3％以上
【実績】9.1％
【考察】利用者数は微増であったがAI自動配車の導入に
より、効率的な運行ができたことで、運行経費を抑えるこ
とができ、収支率が改善。

３，財政負担
【目標】3,800万以内
【実績】3,823万
【考察】概ね計画通りの運用となった。

４．総利用者数
【目標4,931人以上
【実績】5,063人
【考察】コロナも第5類に移行し、外出機会が増えたこと
に加え、予約配車システム導入したことで、利用者の希
望に沿った運行が可能になったため好調。

５．運行率
【目標】80％以上
【実績】89％
【考察】コロナが第5類に移行し、外出機会が増えたため
好調。

６．人口カバー率
【目標】100％
【実績】100％
【考察】現状維持を継続

登録者数・利用者数の増加に向
けて、引き続き「平日毎日運行」」
を実施するとともに、充実させた
サービスをより一層効果的に利
用してもらえるように利用者に寄
り添った広報活動を展開する必
要がある。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

中川村地域
公共交通会
議

中川村

地域内フィー
ダ-系統確保
維持国庫補
助金
1）村営巡回
バス
北回り線・南
回り線

直近3ヶ年はコロナ禍の影響が
大きく評価が難しい状況にあっ
たが、その最中の令和3年度末
に、厳しい将来環境も見据えた
新たな地域公共交通計画を策定
した。この計画に従い、村内の交
通事業の再編を行い、巡回バス
については、朝夕の通学便を中
心に行うものとした。

A
事業は計画に位置付けら
れたとおり適切に実施さ
れた

A

月平均利用者目標値1,407人に対して、実績値2,145
人（152％）。単にコロナ禍から回復しただけでなく、
村の交通事業の再編による効果も大きく、高校生の
利用も定着したものとみられる。利用者は過年度に
比べて大幅に増加している。

R3年度の地域公共交通計画の
策定における村内交通体系の再
編の効果が現れたものとみてい
る。巡回バスとAIオンデマンドの
併用で、テスト期間の帰宅などイ
レギュラーなニーズへの対応も
図られたことから、相乗効果が
図られたものとみている。いずれ
にしてもボリュームゾーンである
高校生への働きかけの有用性
が確認でき、今後も継続を図っ
ていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

中川村地域
公共交通会
議

中川村

地域内フィー
ダー系統確
保維持国庫
補助金
2)乗合タク
シー
　チョイソコ
なかがわ

同上 A 同上 A

月平均利用者数目標値163人に対して、実績値682
人（418％）。R4年度下半期からの実証に基づく今年
度からの新規施策であり、導入の効果が顕著に出た
ものといえる。上述のとおり、既存の村営巡回バスと
の親和性、相乗効果もみられる。利用者の主ター
ゲットである高齢者層からの評価の声も大きい。

利用は好調であり、今後も引き
続き利用促進を呼びかけていく
が、一部時間帯で予約が取りづ
らい状況なども生じてきており、
利用の平準化、乗合率の向上な
どについても検討していく必要が
ある。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

千曲市地域
公共交通活
性化協議会

更埴観光タ
クシー株式
会社

系統名：東部
地区デマンド
型乗合タク
シー
運行エリア：
千曲市東部
地区

平成26年度から取り組んでいる
地元商店街と連携した商店街の
スタンプカードとバスの回数券と
の交換事業、平成27年度から取
り組んでいる利用予約支援サー
ビス、平成29年度から取り組ん
でいる運転免許証自主返納者へ
の3,600円分の補助については、
今年度も引き続き実施した。
また、利用促進事業として、市内
の高齢者及び小学生を対象とし
た乗車体験会を実施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

C

計画に位置づけられた目標を達成できなかった

目標値：1便あたり　2.0人
実績値：1便あたり　1.7人

乗合が進まず、目標値に達しなかった。運行回数、
利用者数ともに前年度を若干上回った。

R4　1便あたり　1.7人
運行回数：1,450回
利用者数：2,572人

R5　1便あたり　1.7人
運行回数：1,510回
利用者数：2,642人

時刻表の表現方法を工夫し、見
やすさ、分かりやすさを図る。
６５歳以上の高齢者や、運転免
許証自主返納者への支援を継
続実施する。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、乗合
が進まなかった理由について分析し、これを明らか
にする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の改
善点については、目標が達成されなかった理由に対
応した改善策及びその具体化について改めて検討
し、その実施について地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共
交通の持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

高山村地域
公共交通協
議会

北信タクシー
株式会社
つばめ長電
タクシー株式
会社

高井中山線

デマンド乗合タクシーの運行開
始から５年が経過した。
令和５年５月に、新型コロナウイ
ルス感染症が５類に移行し、イベ
ントの再開や外出する傾向が増
えたことにより、利用者が増加し
てきた。
老人クラブや民生委員の会議及
び研修会の場において、利用方
法に関する説明等は継続して実
施した。また、村広報紙により案
内周知を行った。

Ａ
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた

Ａ

【利用者数（人/日）】

　目標値　2.0人/日

　実績値　2.9人/日

　（延利用者410人÷
　　　　計画日数137日）

新型コロナウイルス感染症の感染症が５類に移行
し、主な利用者である高齢者等が、医療機関への通
院利用者や温泉施設利用者の、また再開となった高
齢者サロンの利用者数が増加したため、目標値を達
成することが出来た。

デマンド乗合タクシー（高井中山
線）は、幹線系統が行き届かな
い地域内移動の円滑性を確保
するために、平成30年10月から
新たに導入したものである。
利用者は概ね高齢者であり、高
齢者センターの温泉利用、診療
所等の通院、保健福祉総合セン
ターで開催されるサロンに行くた
めの足として特定の者が利用し
ている。
現状においては、新型コロナウ
イルス感染症が５類に移行し利
用者が増加したが、本系統を維
持するため各地区への説明会を
継続していくことや、老人クラブ
や民生委員等の会議や研修会
の場を活用するなど、あらゆる機
会を捉えながら周知を行い、新
規利用者の増加を図っていきた
い。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

中野市・山ノ
内町地域公
共交通対策
協議会

山ノ内町

西北部ルー
ト①
※車両減価
償却費等補
助金活用

前回評価結果：
地域公共交通のさらなる持続性
向上や利用促進を図られたい。
反映状況：
利用促進のため、中野市への直
接乗り入れ及び交通空白地解消
のニーズに対応するデマンド交
通の検討を行った。

Ａ
計画通り適切に実施され
た。

Ａ
目標値1運行回数あたりの利用者数3.7人に対し、
4.08人であった。

中野市への直接乗り入れ及び交
通空白地解消のニーズに対応
するため、デマンド交通の実証
運行を行う。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

中野市・山ノ
内町地域公
共交通対策
協議会

山ノ内町

西北部ルー
ト②
※車両減価
償却費等補
助金活用

前回評価結果：
地域公共交通のさらなる持続性
向上や利用促進を図られたい。
反映状況：
利用促進のため、中野市への直
接乗り入れ及び交通空白地解消
のニーズに対応するデマンド交
通の検討を行った。

Ａ
計画通り適切に実施され
た。

Ａ
目標値1運行回数あたりの利用者数2.4人に対し、
2.41人であった。

中野市への直接乗り入れ及び交
通空白地解消のニーズに対応
するため、デマンド交通の実証
運行を行う。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、具体的な改善策の
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
さらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期待
する。

中野市・山ノ
内町地域公
共交通対策
協議会

山ノ内町

南部ルート
※車両減価
償却費等補
助金活用

前回評価結果：
地域公共交通のさらなる持続性
向上や利用促進を図られたい。
反映状況：
町広報等による利用促進周知を
行った。

Ａ
計画通り適切に実施され
た。

Ｃ
目標値1運行回数あたりの利用者数2.0人に対し、
1.74人であった。

ダイヤ改正により、昨年の1運行
回数あたりの利用者数が1.33人
から1.74人に増加。
目標値2.0人まで引き続き、利用
促進を図る。
西北部ルートのデマンド実証運
行結果次第で、南部ルートへの
導入も検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

南信州地域
交通問題協
議会

信南交通
(株)

【系統名】
路線バス遠
山郷線

【運行区間】
かぐらの湯
～上町～飯
田駅前

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、バスの乗り方や
時刻表の見方等の説明を行い、
高齢者の公共交通に対する不
安を和らげ、利用促進を図った。
「公共交通の日」（運賃割引）を
実施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

C

目標である1運行あたりの乗車人数6.5人に対し、実
績は5.9人で、目標達成率は91％となった。
沿線住民の人口減少、特に少子化により通学に利
用する高校生の減少の影響が大きい。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、実績向上に向けて新
たな改善策及びその具体化についても改めて検討
し、その実施について地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共
交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよ
う期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

遠山タクシー
（有）

【系統名】
路線バス平
岡線

【運行区間】
和田～名古
山～平岡

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、バスの乗り方や
時刻表の見方等の説明を行い、
高齢者の公共交通に対する不
安を和らげ、利用促進を図った。
「公共交通の日」（運賃割引）を
実施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A
目標である1運行あたりの乗車人数2.0人に対し、実
績は2.5人で、目標達成率は125％となった。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、さらなる実績向上に
向けて新たな改善策及びその具体化についても改
めて検討し、その実施について地域一体となって適
切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、
地域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

信南交通
(株)

【系統名】
路線バス阿
島線循環線

【運行区間】
飯田病院前
～イオン～
飯田病院前

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、バスの乗り方や
時刻表の見方等の説明を行い、
高齢者の公共交通に対する不
安を和らげ、利用促進を図った。
「公共交通の日」（運賃割引）を
実施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A
目標である1運行あたりの乗車人数11.3人に対し、実
績は17.4人で、目標達成率は154％となった。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、さらなる実績向上に
向けて新たな改善策及びその具体化についても改
めて検討し、その実施について地域一体となって適
切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、
地域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

信南交通
(株)

【系統名】
路線バス阿
島循環線
（ほっ湯アッ
プル経由）

【運行区間】
飯田病院前
～ほっ湯アッ
プル～飯田
病院前

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、バスの乗り方や
時刻表の見方等の説明を行い、
高齢者の公共交通に対する不
安を和らげ、利用促進を図った。
「公共交通の日」（運賃割引）を
実施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A
目標である1運行あたりの乗車人数7.6人に対し、実
績は9.1人で、目標達成率は120％となった。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、さらなる実績向上に
向けて新たな改善策及びその具体化についても改
めて検討し、その実施について地域一体となって適
切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、
地域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

南信州広域
タクシー（有）

【系統名】
市民バス千
代線

【運行区間】
法全寺～市
立病院～飯
田駅前

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、バスの乗り方や
時刻表の見方等の説明を行い、
高齢者の公共交通に対する不
安を和らげ、利用促進を図った。
「公共交通の日」（運賃割引）を
実施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A
目標である1運行あたりの乗車人数5.7人に対し、実
績は5.9人で、目標達成率は104％となった。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、さらなる実績向上に
向けて新たな改善策及びその具体化についても改
めて検討し、その実施について地域一体となって適
切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、
地域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

南信州広域
タクシー（有）

【系統名】
市民バス久
堅線

【運行区間】
平栗車庫～
市立病院～
飯田駅前

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、バスの乗り方や
時刻表の見方等の説明を行い、
高齢者の公共交通に対する不
安を和らげ、利用促進を図った。
「公共交通の日」（運賃割引）を
実施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A
目標である1運行あたりの乗車人数3.9人に対し、実
績は5.3人で、目標達成率は136％となった。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、さらなる実績向上に
向けて新たな改善策及びその具体化についても改
めて検討し、その実施について地域一体となって適
切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、
地域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

南信州広域
タクシー（有）

【系統名】
市民バス三
穂線

【運行区間】
立石～市立
病院～飯田
駅前

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、バスの乗り方や
時刻表の見方等の説明を行い、
高齢者の公共交通に対する不
安を和らげ、利用促進を図った。
「公共交通の日」（運賃割引）を
実施した。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A
目標である1運行あたりの乗車人数6.0人に対し、実
績は6.5人で、目標達成率は108％となった。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、さらなる実績向上に
向けて新たな改善策及びその具体化についても改
めて検討し、その実施について地域一体となって適
切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、
地域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

南信州広域
タクシー（有）

【系統名】
乗合タクシー
竜東線（千
代）

【運行区間】
千代、龍江、
竜丘、松尾

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、乗合タクシーの
乗り方や時刻表の見方等の説
明を行い、高齢者の公共交通に
対する不安を和らげ、利用促進
を図った。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

C

目標である1運行あたりの乗車人数2.2人に対し、実
績は2.0人で、目標達成率は91％となった。
利用者高齢化による固定客の減少や新規利用者が
なかなか増えないことが影響すると考える。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、実績向上に向けて新
たな改善策及びその具体化についても改めて検討
し、その実施について地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共
交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよ
う期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

南信州広域
タクシー（有）
㈲飯田タク
シー

【系統名】
乗合タクシー
竜東線（久
堅）

【運行区間】
上久堅、下
久堅、松尾

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、乗合タクシーの
乗り方や時刻表の見方等の説
明を行い、高齢者の公共交通に
対する不安を和らげ、利用促進
を図った。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

C

目標である1運行あたりの乗車人数2.0人に対し、実
績は1.9人で、目標達成率は95％となった。
利用者高齢化による固定客の減少や新規利用者が
なかなか増えないことが影響すると考える。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、実績向上に向けて新
たな改善策及びその具体化についても改めて検討
し、その実施について地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共
交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよ
う期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

南信州広域
タクシー（有）

【系統名】
乗合タクシー
遠山郷高校
通学支援線

【運行区間】
飯田高校前
～和田

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

A
目標である1運行あたりの乗車人数2.0人に対し、実
績は2.4人で、目標達成率は120％となった。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、さらなる実績向上に
向けて新たな改善策及びその具体化についても改
めて検討し、その実施について地域一体となって適
切に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、
地域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

朝日交通
(株)

【系統名】
乗合タクシー
三穂線

【運行区間】
三穂、山本、
伊賀良

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、乗合タクシーの
乗り方や時刻表の見方等の説
明を行い、高齢者の公共交通に
対する不安を和らげ、利用促進
を図った。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

C

目標である1運行あたりの乗車人数2.4人に対し、実
績は1.7人で、目標達成率は71％となった。
利用者高齢化による固定客の減少や新規利用者が
なかなか増えないことが影響すると考える。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、実績向上に向けて新
たな改善策及びその具体化についても改めて検討
し、その実施について地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共
交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよ
う期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

遠山タクシー
（有）

【系統名】
乗合タクシー
平岡線

【運行区間】
南信濃地
区、天竜村

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、乗合タクシーの
乗り方や時刻表の見方等の説
明を行い、高齢者の公共交通に
対する不安を和らげ、利用促進
を図った。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

C

目標である1運行あたりの乗車人数2.0人に対し、実
績は0.8人で、目標達成率は40％となった。
沿線住民の人口減少、特に少子化により通学に利
用する高校生の減少の影響が大きい。
利用者高齢化による固定客の減少や新規利用者が
なかなか増えないことが影響すると考える。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、実績向上に向けて新
たな改善策及びその具体化についても改めて検討
し、その実施について地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共
交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよ
う期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

北部タクシー
（有）
第一観光タ
クシー(株)

【系統名】
乗合タクシー
上市田線

【運行区間】
高森町、座
光寺、上郷

市民会議部会にて、路線維持の
ための地域住民・PTA・事業者・
行政にて意見交換を行った。
総会までの期間で討議が重ねら
れるよう、部会の開催時期を見
直し、8月開催とした。
出前講座にて、乗合タクシーの
乗り方や時刻表の見方等の説
明を行い、高齢者の公共交通に
対する不安を和らげ、利用促進
を図った。

A
計画通り事業は適切に実
施された。

C

目標である1運行あたりの乗車人数2.0人に対し、実
績は1.8人で、目標達成率は90％となった。
利用者高齢化による固定客の減少や新規利用者が
なかなか増えないことが影響すると考える。

乗車体験を含めた出前講座の
開催、市広報紙での周知によ
り、新たな利用者の開拓、確保
に取り組む。
免許返納者に対する回数券交
付制度を継続し、丁寧な説明に
より利用促進を図る。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
　なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここ
で示された改善策のみならず、実績向上に向けて新
たな改善策及びその具体化についても改めて検討
し、その実施について地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共
交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよ
う期待する。

 135 



別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
1】
春日・智里西
線第1便（月
火木土）
（駒場～智里
西～駒場～
春日～駒場
～昼神）

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業適切に実施された。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

A

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）2.0人に対し、実績2.1人であった。
　今後も地域住民の社会参加の機会提供・地域振
興、通院・買い物等日常生活に必要な路線として、ま
た「駒場線」に接続する重要な支線として効率的で効
果的な運行形態を目指して改善を行い、持続的な運
行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
2】
春日・智里西
線第1便（水
金）
（駒場～横川
～智里西～
駒場～春日
～駒場～昼
神）

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

A

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）3.5人に対し、実績4.2人であった。
　今後も地域住民の社会参加の機会提供・地域振
興、通院・買い物等日常生活に必要な路線として、ま
た「駒場線」に接続する重要な支線として効率的で効
果的な運行形態を目指して改善を行い、持続的な運
行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
3】
春日・智里西
線第2便（月
火木土）
（昼神～駒場
～春日～駒
場～智里西
～駒場）

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）2.0人に対し、実績1.5人であった。
　定期利用者の施設入所等、利用者数の減少の影
響が大きいが、今後も地域住民の社会参加の機会
提供・地域振興、通院・買い物等日常生活に必要な
路線として、また「駒場線」に接続する重要な支線と
して効率的で効果的な運行形態を目指して改善を行
い、持続的な運行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
4】
春日・智里西
線第2便（水
金）
（昼神～駒場
～春日～駒
場～智里西
～横川～駒
場）

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

A

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）2.3人に対し、実績2.7人であった。
　今後も地域住民の社会参加の機会提供・地域振
興、通院・買い物等日常生活に必要な路線として、ま
た「駒場線」に接続する重要な支線として効率的で効
果的な運行形態を目指して改善を行い、持続的な運
行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
5】
春日・智里西
線第3便（月
火木土）
（昼神～駒場
～春日～駒
場～智里西）

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）2.0人に対し、実績0.2人であった。
　定期利用者の施設入所等の影響があり、利用者
が減少したが、今後も地域住民の社会参加の機会
提供・地域振興、通院・買い物等日常生活に必要な
路線として、また「駒場線」に接続する重要な支線と
して効率的で効果的な運行形態を目指して改善を行
い、持続的な運行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
6】
春日・智里西
線第3便（水
金）
（昼神～駒場
～春日～駒
場～智里西
～横川）

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）2.0人に対し、実績0.4人であった。
　定期利用者の施設入所等の影響により、利用者が
減少したが、今後も地域住民の社会参加の機会提
供・地域振興、通院・買い物等日常生活に必要な路
線として、また「駒場線」に接続する重要な支線とし
て効率的で効果的な運行形態を目指して改善を行
い、持続的な運行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
7】
清内路線第
1,5便
（清内路～駒
場～清内路）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・公共交通マップの作成村内全
戸配布。
・車両の更新により、運行の安全
性、快適性を保ち、併せてラッピ
ングにより利用の促進を図った。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

A

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）3.7人に対し、実績4.9人であった。
　今後も地域住民の社会参加の機会提供・地域振
興、通院・買い物等日常生活に必要な路線として、ま
た「駒場線」に接続する重要な支線として効率的で効
果的な運行形態を目指して改善を行い、持続的な運
行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。学
校へも時刻表やパンフレット等を
配布し、公共交通へのイメージを
持ってもらい、周知に努める。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、さらなる実績
向上に向けて新たな改善策及びその具体化に
ついても改めて検討し、その実施について地域
一体となって適切に進めていくとともに、今後も
適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる持
続性向上や利用促進が図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
8】
清内路線第
2,3便
（清内路～駒
場～ラック～
清内路）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・公共交通マップの作成村内全
戸配布。
・車両の更新により、運行の安全
性、快適性を保ち、併せてラッピ
ングにより利用の促進を図った。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

A

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）4.7人に対し、実績4.9人であった。
　今後も地域住民の社会参加の機会提供・地域振
興、通院・買い物等日常生活に必要な路線として、ま
た「駒場線」に接続する重要な支線として効率的で効
果的な運行形態を目指して改善を行い、持続的な運
行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、さらなる実績
向上に向けて新たな改善策及びその具体化に
ついても改めて検討し、その実施について地域
一体となって適切に進めていくとともに、今後も
適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる持
続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
9】
清内路線第4
便
（清内路～駒
場～ラック～
清内路）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・公共交通マップの作成村内全
戸配布。
・車両の更新により、運行の安全
性、快適性を保ち、併せてラッピ
ングにより利用の促進を図った。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）4.0人に対し、実績3.9人であった。
　沿線住民の人口減少による影響があるが、今後も
地域住民の社会参加の機会提供・地域振興、通院・
買い物等日常生活に必要な路線として、また「駒場
線」に接続する重要な支線として効率的で効果的な
運行形態を目指して改善を行い、持続的な運行を目
指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても
改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
10】
伍和線第1便
（伍和～駒
場）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）3.9人に対し、実績2.8人であった。
　沿線の学生の利用者が減少したが、今後も地域住
民の社会参加の機会提供・地域振興、通院・買い物
等日常生活に必要な路線として、また「駒場線」に接
続する重要な支線として効率的で効果的な運行形態
を目指して改善を行い、持続的な運行を目指す必要
がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。学
校へも時刻表やパンフレット等を
配布し、公共交通へのイメージを
持ってもらい、周知に努める。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても
改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
11】
伍和線第2便
（駒場～伍和
～駒場～昼
神～駒場）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）2.8人に対し、実績2.3人であった。
　沿線住民の定期利用者の施設入所等による利用
者の減少があるが、今後も地域住民の社会参加の
機会提供・地域振興、通院・買い物等日常生活に必
要な路線として、また「駒場線」に接続する重要な支
線として効率的で効果的な運行形態を目指して改善
を行い、持続的な運行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても
改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
12】
伍和線第3便
（駒場～昼神
～駒場～伍
和～駒場～
昼神～駒場）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）5.3人に対し、実績4.0人であった。
　沿線住民の定期利用者の施設入所等による利用
者の減少があるが、今後も地域住民の社会参加の
機会提供・地域振興、通院・買い物等日常生活に必
要な路線として、また「駒場線」に接続する重要な支
線として効率的で効果的な運行形態を目指して改善
を行い、持続的な運行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても
改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
13】
伍和線第4便
（駒場～昼神
～駒場～伍
和～駒場）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）4.1人に対し、実績2.5人であった。
　沿線住民の定期利用者の施設入所等による利用
者の減少があるが、今後も地域住民の社会参加の
機会提供・地域振興、通院・買い物等日常生活に必
要な路線として、また「駒場線」に接続する重要な支
線として効率的で効果的な運行形態を目指して改善
を行い、持続的な運行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても
改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
14】
伍和線第5便
（駒場～昼神
～駒場～伍
和～駒場）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）2.0人に対し、実績1.1人であった。
　学生の減少や定期利用者の施設入所等の影響が
あるが、前年実績より、0.1人増加。今後も地域住民
の社会参加の機会提供・地域振興、通院・買い物等
日常生活に必要な路線として、また「駒場線」に接続
する重要な支線として効率的で効果的な運行形態を
目指して改善を行い、持続的な運行を目指す必要が
ある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。学
校へも時刻表やパンフレット等を
配布し、公共交通へのイメージを
持ってもらい、周知に努める。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても
改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
15】
浪合線第1便
～第3便
（浪合～昼神
～駒場～昼
神～浪合）

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

A

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）3.7人に対し、実績3.8人であった。
　今後も地域住民の社会参加の機会提供・地域振
興、通院・買い物等日常生活に必要な路線として、ま
た「駒場線」に接続する重要な支線として効率的で効
果的な運行形態を目指して改善を行い、持続的な運
行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。学
校へも時刻表やパンフレット等を
配布し、公共交通へのイメージを
持ってもらい、周知に努める。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、さらなる実績
向上に向けて新たな改善策及びその具体化に
ついても改めて検討し、その実施について地域
一体となって適切に進めていくとともに、今後も
適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる持
続性向上や利用促進が図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
16】
智里東線第1
便
（智里東～駒
場～昼神～
駒場）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

A

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）2.9人に対し、実績3.1人であった。
　今後も地域住民の社会参加の機会提供・地域振
興、通院・買い物等日常生活に必要な路線として、ま
た「駒場線」に接続する重要な支線として効率的で効
果的な運行形態を目指して改善を行い、持続的な運
行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、さらなる実績
向上に向けて新たな改善策及びその具体化に
ついても改めて検討し、その実施について地域
一体となって適切に進めていくとともに、今後も
適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる持
続性向上や利用促進が図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
17】
智里東線第2
便
（駒場～智里
東～駒場）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）3.3人に対し、実績2.4人であった。
　沿線住民の定期利用者の施設入所等により利用
者の減少があるが、今後も地域住民の社会参加の
機会提供・地域振興、通院・買い物等日常生活に必
要な路線として、また「駒場線」に接続する重要な支
線として効率的で効果的な運行形態を目指して改善
を行い、持続的な運行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても
改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

阿智村

【申請番号
18】
智里東線第3
便
（駒場～智里
東～駒場）
※車両減価
償却費等国
庫補助金

・地域間幹線系統「駒場線」との
円滑な接続を確保する為、関係
市村・事業者と協議を継続。
・デマンド運行により既存路線の
補完を維持。
・高齢者対象の教室で、公共交
通、運転免許自主返納制度につ
いて周知を行い、利用促進に努
めた。
・公共交通マップの作成、村内全
戸配布。

A

・計画に位置付けられた
事業は適切に実施され
た。
・高齢者等の日常生活に
必要不可欠な移動手段を
確保するよう、継続運行を
行った。

C

　目標の1運行あたり平均乗車人数（2022年4月～
2023年3月）2.0人に対し、実績1.5人であった。
　定期利用者の施設入所等の影響があるが、前年
実績より、0.1人増加。今後も地域住民の社会参加の
機会提供・地域振興、通院・買い物等日常生活に必
要な路線として、また「駒場線」に接続する重要な支
線として効率的で効果的な運行形態を目指して改善
を行い、持続的な運行を目指す必要がある。

　広報誌で利用例を紹介、また
実施体験も含めた乗り方教室等
で具体的に利用をイメージしても
らえるような手段を検討し、利用
者の獲得、確保に取り組む。高
齢者が免許返納後も移動手段を
確保し、安心して公共交通を利
用できるよう支援制度を見直す。
　引き続き、利用者や運転手へ
のヒアリング等により、現利用者
のニーズの把握に努め、公共交
通利用促進を目指す。

　協議会における事業評価結果の③から⑤まで
については自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、こ
こで示された改善策のみならず、実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても
改めて検討し、その実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

南信州地域
交通問題協
議会

阿南町

（阿南線）
伝承センター
前⇔川路駅
（往路１便・
復路１便）

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた

C
【利用者数（人/月）】
　目標：373、実績：305（前年比84.3％）
※主に高校生の通学に利用される路線

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、ここに
掲げられた利用者数に関する目標のみならず、生活
交通確保維持改善計画に掲げる1年あたりの収支等
に関する目標の達成状況等についても分析し、これ
を明らかにするとともに、実績向上に向けて具体策
及びその具体化について改めて検討し、これを⑥の
事業の今後の改善点に反映するよう期待する。その
上で、具体的な改善策の実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な検証
を行い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿南町

（阿南線）
温田駅前⇔
川路駅
（往路３便・
復路３便）

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた

C
【利用者数（人/月）】
　目標：1,117、実績：849（前年比97.3％）
※主に高校生の通学や高齢者の通院に利用される路線

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、ここに
掲げられた利用者数に関する目標のみならず、生活
交通確保維持改善計画に掲げる1年あたりの収支等
に関する目標の達成状況等についても分析し、これ
を明らかにするとともに、実績向上に向けて具体策
及びその具体化について改めて検討し、これを⑥の
事業の今後の改善点に反映するよう期待する。その
上で、具体的な改善策の実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な検証
を行い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。

■時刻表の更新・配布
・時刻表を更新し、協議会構成
町村（阿南町、下條村、売木村、
天龍村、泰阜村）で全戸配付し
た。

・ＪＲ飯田線のダイヤ改正に合わ
せた定期的にダイヤを調整し、
鉄道との接続を確保した。

■広報・周知
・令和２年から運用している運転
免許自主返納者支援制度を継
続するとともに、広報誌・防災無
線による制度の周知を行い、高
齢者の利用促進を図った。

・新たに入学した高校生へ向け
て、バス情報を掲載したチラシを
学校を通じて配布し、通学バス
利用を促した。

■利用者数は路線ごとに若干の
違いがあるものの概ね前年と同
水準となっており、今後も引き続
き利用促進に取組み路線を維持
していく。

■利便性向上のため以下の改
善を検討する
・温田駅前⇔飯田病院前のバス
停で遠回りになっていた部分を
なくすなど運行ルートの見直しを
行い、駅・病院間の運行時間短
縮を図る。
・こまどりの湯⇔温田駅前の一
便を減らし、代わりに温田駅前
⇔川路駅で一便を増やす（ニー
ズに応じた車両調整）

■広報・情報発信を継続する
・グーグルマップへのバス運行
情報の掲載
・免許返納者への支援制度の周
知、新高校生への情報案内等を
継続する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

阿南町

（阿南線）
温田駅前⇔
飯田病院前
（往路３便・
復路３便）
※購入補助対
象車両での運
行（令和元年
度購入）

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A

【利用者数（人/月）】
　目標：554、実績：561（前年比100.5％）
※主に高齢者の通院（阿南病院及び飯田市内の病院）に
利用される路線

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、ここに
掲げられた利用者数に関する目標のみならず、生活
交通確保維持改善計画に掲げる1年あたりの収支等
に関する目標の達成状況等についても分析し、これ
を明らかにするとともに、さらなる実績向上に向けて
具体策及びその具体化について改めて検討し、これ
を⑥の事業の今後の改善点に反映するよう期待す
る。その上で、具体的な改善策の実施について地域
一体となって適切に進めていくとともに、今後も適切
な検証を行い、地域公共交通の持続性向上や利用
促進が図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿南町

（温田線）
こまどりの湯
⇔温田駅前
（往路５便・
復路６便）

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A

【利用者数（人/月）】
　目標：599、実績：670（前年比111.8％）
※主に高齢者の通院（阿南病院）や高校生の通学（阿南高
校）に利用される路線

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、ここに
掲げられた利用者数に関する目標のみならず、生活
交通確保維持改善計画に掲げる1年あたりの収支等
に関する目標の達成状況等についても分析し、これ
を明らかにするとともに、さらなる実績向上に向けて
具体策及びその具体化について改めて検討し、これ
を⑥の事業の今後の改善点に反映するよう期待す
る。その上で、具体的な改善策の実施について地域
一体となって適切に進めていくとともに、今後も適切
な検証を行い、地域公共交通の持続性向上や利用
促進が図られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

阿南町

（温田線）
車庫前⇔温
田駅前
（往路２便）

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた

A
【利用者数（人/月）】
　目標：43、実績：56（前年比98.4％）
※主に高校生の通学（阿南高校）に利用される路線

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、ここに
掲げられた利用者数に関する目標のみならず、生活
交通確保維持改善計画に掲げる1年あたりの収支等
に関する目標の達成状況等についても分析し、これ
を明らかにするとともに、さらなる実績向上に向けて
具体策及びその具体化について改めて検討し、これ
を⑥の事業の今後の改善点に反映するよう期待す
る。その上で、具体的な改善策の実施について地域
一体となって適切に進めていくとともに、今後も適切
な検証を行い、地域公共交通の持続性向上や利用
促進が図られるよう期待する。

■時刻表の更新・配布
・時刻表を更新し、協議会構成
町村（阿南町、下條村、売木村、
天龍村、泰阜村）で全戸配付し
た。

・ＪＲ飯田線のダイヤ改正に合わ
せた定期的にダイヤを調整し、
鉄道との接続を確保した。

■広報・周知
・令和２年から運用している運転
免許自主返納者支援制度を継
続するとともに、広報誌・防災無
線による制度の周知を行い、高
齢者の利用促進を図った。

・新たに入学した高校生へ向け
て、バス情報を掲載したチラシを
学校を通じて配布し、通学バス
利用を促した。

■利用者数は路線ごとに若干の
違いがあるものの概ね前年と同
水準となっており、今後も引き続
き利用促進に取組み路線を維持
していく。

■利便性向上のため以下の改
善を検討する
・温田駅前⇔飯田病院前のバス
停で遠回りになっていた部分を
なくすなど運行ルートの見直しを
行い、駅・病院間の運行時間短
縮を図る。
・こまどりの湯⇔温田駅前の一
便を減らし、代わりに温田駅前
⇔川路駅で一便を増やす（ニー
ズに応じた車両調整）

■広報・情報発信を継続する
・グーグルマップへのバス運行
情報の掲載
・免許返納者への支援制度の周
知、新高校生への情報案内等を
継続する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

天龍村

（神原線）
大河内⇔平
岡郵便局
（往路６便・
復路６便）

・中学校卒業者、通院者への公
共交通利用の呼びかけを行い、
利用促進に努めた。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた

C
【利用者数（人/月）】
　目標：242、実績：174（前年比111.6％）
※主に高齢者の通院や高校生の通学に利用される路線

・利用者は前年より増加したもの
の、R2年の減便や新型コロナウ
イルスの影響から回復するに
至っていない。今後はデマンド運
行に力点をおいて、住民の移動
手段を確保していく予定である。

　協議会における事業評価結果の③及び④につい
ては自己評価のとおりである。
　なお、⑤の目標・効果達成状況については、ここに
掲げられた利用者数に関する目標のみならず、生活
交通確保維持改善計画に掲げる1年あたりの収支等
に関する目標の達成状況等についても分析し、これ
を明らかにするとともに、実績向上に向けて具体策
及びその具体化について改めて検討し、これを⑥の
事業の今後の改善点に反映するよう期待する。その
上で、具体的な改善策の実施について地域一体と
なって適切に進めていくとともに、今後も適切な検証
を行い、地域公共交通の持続性向上や利用促進が
図られるよう期待する。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

堀越線（系統
①）
役場～堀越
～役場

堀越線（系統
②）
役場～堀越
～役場

佐原線（系統
①）
役場～長沢
～役場

佐原線（系統
②）
役場～長沢
～役場

福島線
役場～福島
～役場

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

南信州地域
交通問題協
議会

　本年は、令和５年４月のダイヤ
改正に合わせて、要望のあった
村内病院への全路線での運行
を開始するなど、必要な見直しを
行う中で、利用者の利便性を考
慮した事業を実施することができ
た。

豊丘村 A
　事業が計画に位置づけ
られたとおり、適切に実施
された。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

A

　令和５年度の生活交通確保維持改善計画におけ
る事業の目標数値は、豊丘村が運行する全9系統の
年間利用者総数を人口の131.0％にするというもの
で、全9系統を包括した目標設定である。
　事業実施期間（令和４年10月～令和５年９月）にお
ける年間利用者総数は10,508人で、令和５年９月末
時点の人口が6,575人であることから159.8％という結
果となり、新型コロナウイルス感染症の流行以前を
含めても、最も高い利用状況であり、目標数値を達
成することができた。
　これは、中高生へのチラシ配布や周知等によるバ
ス利用促進策実施の効果が大きいと分析している。
　実績値は令和2年105.9%（年間利用者数7,118人）、
令和3年度130.0%（年間利用者数8,736人）、令和4年
度140.3%（年間利用者数9,267人）と推移しており、
率・人数ともに上昇している。

　当村では、多くの高齢者が自
動車運転免許証を所持してお
り、今後、免許返納者等の交通
弱者の増加が予想される。
　また、特に山間部の集落と村
中心部や、圏域の中心市である
飯田市へとつながるJR飯田線市
田駅とを結ぶ公共交通の役割は
極めて重要であり、それを担う地
域内フィーダー系統の必要性・
重要性も増しており、高校生を主
とした通学等の利用が引続き見
込まれるため、村内全戸への時
刻表の配布を継続して行う。
　村外からのアクセスに対して
は、 道の駅　南信州とよおかマ
ルシェを中心としたスムーズな利
用が行えるよう、ＪRや近隣自治
体へ運行されている広域バスな
ど、他の公共交通との乗継を随
時見直すと共に、時刻表のオー
プンデータ更新に継続的に取り
組む。
　今後も、利用者の利便性を考
慮しつつ、必要なダイヤ改正等
を実施しながら、公共交通機関
の利用促進に一層力を入れてい
く。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

壬生沢線
役場～壬生
沢～役場

壬生沢福島
線（系統①）
役場～千駄
木～役場

壬生沢福島
線（系統②）
役場～千駄
木～役場

滝川阿島北
県道線
役場～阿島
北～役場

南信州地域
交通問題協
議会

豊丘村

　本年は、令和５年４月のダイヤ
改正に合わせて、要望のあった
村内病院への全路線での運行
を開始するなど、必要な見直しを
行う中で、利用者の利便性を考
慮した事業を実施することができ
た。

A
　事業が計画に位置づけ
られたとおり、適切に実施
された。

　令和５年度の生活交通確保維持改善計画におけ
る事業の目標数値は、豊丘村が運行する全9系統の
年間利用者総数を人口の131.0％にするというもの
で、全9系統を包括した目標設定である。
　事業実施期間（令和４年10月～令和５年９月）にお
ける年間利用者総数は10,508人で、令和５年９月末
時点の人口が6,575人であることから159.8％という結
果となり、新型コロナウイルス感染症の流行以前を
含めても、最も高い利用状況であり、目標数値を達
成することができた。
　これは、中高生へのチラシ配布や周知等によるバ
ス利用促進策実施の効果が大きいと分析している。
　実績値は令和2年105.9%（年間利用者数7,118人）、
令和3年度130.0%（年間利用者数8,736人）、令和4年
度140.3%（年間利用者数9,267人）と推移しており、
率・人数ともに上昇している。

　当村では、多くの高齢者が自
動車運転免許証を所持してお
り、今後、免許返納者等の交通
弱者の増加が予想される。
　また、特に山間部の集落と村
中心部や、圏域の中心市である
飯田市へとつながるJR飯田線市
田駅とを結ぶ公共交通の役割は
極めて重要であり、それを担う地
域内フィーダー系統の必要性・
重要性も増しており、高校生を主
とした通学等の利用が引続き見
込まれるため、村内全戸への時
刻表の配布を継続して行う。
　村外からのアクセスに対して
は、 道の駅　南信州とよおかマ
ルシェを中心としたスムーズな利
用が行えるよう、ＪRや近隣自治
体へ運行されている広域バスな
ど、他の公共交通との乗継を随
時見直すと共に、時刻表のオー
プンデータ更新に継続的に取り
組む。
　今後も、利用者の利便性を考
慮しつつ、必要なダイヤ改正等
を実施しながら、公共交通機関
の利用促進に一層力を入れてい
く。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

A
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

南信州地域
交通問題協
議会

事業者：根羽
村

運行系統名：
西部コミュニ
ティバス（阿
智中学校行
き）
運行区間：根
羽村～阿智
中学校

　地域で唯一の公共交通機関と
して、新型コロナウィルス感染症
への適切な予防対策をしなが
ら、運行維持に心掛けた。
　地域内の利用者増加に向け、
高齢者の無料化などの検討を引
き続き行う。

A
　学校の長期休業実施期
間と事業計画と比較し運
行回数は増となった。

A

　令和4年6月の計画策定時における年間利用目標
は9,078人(令和4年4月から令和5年3月)に対し、学
生及び一般利用者の増により利用者は9,344人と目
標を達成することができた。

　減少傾向にある学生の利用に
ついて、適切な目標設定に努め
る。
　地域内の利用者の他にも、観
光での利用等、近隣自治体等と
も連携してＰＲを積極的に行って
いくとともに、高齢者の無料化に
ついての検討を引き続き行う。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

南信州地域
交通問題協
議会

事業者：根羽
村

運行系統名：
西部コミュニ
ティバス（阿
智高校止ま
り）
運行区間：根
羽村～阿智
高校

　地域で唯一の公共交通機関と
して、新型コロナウィルス感染症
への適切な予防対策をしなが
ら、運行維持に心掛けた。
　地域内の利用者増加に向け、
高齢者の無料化などの検討を引
き続き行う。

A 　計画どおり運行できた。 A

　令和4年6月の計画策定時における年間利用目標
は9,078人(令和4年4月から令和5年3月)に対し、学
生及び一般利用者の増により利用者は9,344人と目
標を達成することができた。

　減少傾向にある学生の利用に
ついて、適切な目標設定に努め
る。
　地域内の利用者の他にも、観
光での利用等、近隣自治体等と
も連携してＰＲを積極的に行って
いくとともに、高齢者の無料化に
ついての検討を引き続き行う。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、さらなる実績向上に向
けて新たな改善策及びその具体化についても改め
て検討し、その実施について地域一体となって適切
に進めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

南信州地域
交通問題協
議会

伊那バス(株)

・大島循環（午
前3便）（午後
便）
　　役場前～
キラヤ前

利用状況の低迷を踏まえ、R5.4以降
はデマンド交通への切り替えを予定
していた系統。計画どおり、R5.3末で
運行を終了した。

A
事業は計画どおり適切に実
施された。

C
R5事業年度における輸送人員は1,013人（対前年比▲560
人）となり、目標値1,350人を下回る結果となった。

当事業年度をもって事業完了。今後
は後継のデマンド交通（チョイソコま
つかわ）の運行改善に注力する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、今後は後継のデマ
ンド交通（チョイソコまつかわ）の運行改善に期待す
る。

南信州地域
交通問題協
議会

伊那バス(株)

・上片桐循環
（午前1便）
　　役場前～
役場前
・上片桐循環
（午前2便）（午
後1・2便）
　　役場前～
キラヤ前

利用状況の低迷を踏まえ、R5.4以降
はデマンド交通への切り替えを予定
していた系統。計画どおり、R5.3末で
運行を終了した。

A
事業は計画どおり適切に実
施された。

A
R5事業年度における輸送人員は1,656人（対前年比▲633
人）となり、目標値1,650人を達成した。

当事業年度をもって事業完了。今後
は後継のデマンド交通（チョイソコま
つかわ）の運行改善に注力する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、今後は後継のデマ
ンド交通（チョイソコまつかわ）の運行改善に期待す
る。

南信州地域
交通問題協
議会

伊那バス(株)

・大島・上片桐
通学便
　　役場前～
伊那大島駅

全町的な子育て支援策の一環とし
て、小中学生の通学定期券無料化を
実施している。町内の小中学校と連
携して、新入生の保護者向け説明会
を実施し、定期券利用の促進を図っ
た。

A
事業は計画どおり適切に実
施された。

C
R5事業年度における輸送人員は8,559人（対前年比＋8人）
となり、目標値9,000人を下回る結果となった。R4年度中は
コロナ休校の影響で利用が伸び悩んだ。

通学利用に特化したダイヤの系統で
あり、輸送人員は児童生徒数の増減
に左右される。一層の利用増は見込
めないため、長期休暇を考慮した運
行日を設定する等、コスト削減を図
る。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

南信州地域
交通問題協
議会

伊那バス(株)

・チョイソコま
つかわ（区域
運行）
　町内全域

定時路線のうち利用状況が不芳だっ
た系統を廃止し、その後継としてR5.4
より計画どおり運行を開始した。

A
事業は計画どおり適切に実
施された。

C

R5事業年度における系統の輸送人員は2,105人となり、目
標値4,100人の半分程度に留まる結果となってしまった。運
行開始当初の住民周知が足りず、4～6月の利用が伸び悩
んだ。事業年度末にかけて利用状況は増加傾向にある。

⑤の主な要因は住民周知の出遅れ
であり、挽回策として自治会や福祉
団体等に出向き住民説明会を開催し
たほか、通勤通学時間帯に駅前で街
頭PRを実施するなど取り組んでき
た。結果として月次の輸送人員も
R5.5単月272人からR5.12単月487人
まで増加してきており、引き続き住民
周知を主軸とした利用促進策を展開
していく。
また、追加の改善策として、
(1) 利用状況やゼロカーボンの推進
を考慮した運行車両の更新（ダウン
サイジング）
(2) 現在効果実証中の「高齢者の免
許返納の推進に向けた地方自治体
の対策」の本格導入
の2点により新しい公共交通の地位
向上と利用促進を図っていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

南信州地域
交通問題協
議会

丸茂自動車
(有)

・生田循環峠
部奈線（午前2
便）
　　社協前～
キラヤ前

利用状況の低迷を踏まえ、R5.4以降
はデマンド交通への切り替えを予定
していた系統。計画どおり、R5.3末で
運行を終了した。

A
事業は計画どおり適切に実
施された。

C
R5事業年度における輸送人員は538人（対前年比▲165
人）となり、目標値650人を下回る結果となった。

当事業年度をもって事業完了。今後
は後継のデマンド交通（チョイソコま
つかわ）の運行改善に注力する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、今後は後継のデマ
ンド交通（チョイソコまつかわ）の運行改善に期待す
る。

南信州地域
交通問題協
議会

丸茂自動車
(有)

・チョイソコま
つかわ（区域
運行）
　町内全域

定時路線のうち利用状況が不芳だっ
た系統を廃止し、その後継としてR5.4
より計画どおり運行を開始した。

A
事業は計画どおり適切に実
施された。

C

R5事業年度における系統の輸送人員は2,105人となり、目
標値4,100人の半分程度に留まる結果となってしまった。運
行開始当初の住民周知が足りず、4～6月の利用が伸び悩
んだ。事業年度末にかけて利用状況は増加傾向にある。

⑤の主な要因は住民周知の出遅れ
であり、挽回策として自治会や福祉
団体等に出向き住民説明会を開催し
たほか、通勤通学時間帯に駅前で街
頭PRを実施するなど取り組んでき
た。結果として月次の輸送人員も
R5.5単月272人からR5.12単月487人
まで増加してきており、引き続き住民
周知を主軸とした利用促進策を展開
していく。
また、追加の改善策として、
(1) 利用状況やゼロカーボンの推進
を考慮した運行車両の更新（ダウン
サイジング）
(2) 現在効果実証中の「高齢者の免
許返納の推進に向けた地方自治体
の対策」の本格導入
の2点により新しい公共交通の地位
向上と利用促進を図っていく。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

南信州地域
交通問題協
議会

伊那バス株
式会社

①大鹿線（鹿
塩・大河原）
②大鹿線（松
川インター・
日赤）
③大鹿線（松
川インター）

　自治会要望により利用者が風
雨を凌ぐ為のバス停留所設置が
完了した。
　また、昨年のアンケート結果を
もとに高校生の部活動等の時間
を考慮して早朝１便を増便した。
　コロナ感染状況の現状から新
高校1年生のためにワークショッ
プを開催することができた。
　

B

　本路線は最寄りの駅ま
での唯一の公共交通機関
であり必要不可欠である。
費用面も考慮しつつ交通
弱者である高齢者の通
院・買い物、また観光客の
動向も踏まえながらバス
事業者と協働して取り組
む必要がある。
　早朝増便は現在順調で
あるが今後の様子や傾向
を把握する必要がある。

A

目標値：6.36　実績：8.54
コロナ感染症の縮小により利用者数は増加傾向で
はある。また高校生の生徒数増により数値が増加し
たことも推測される。

ワークショップを久々に開催する
ことができたが、学校側も好評で
引き続き今後もコロナ感染状況
を見ながら継続して行う予定で
ある。
　またバスが老朽化してきてお
り、今後近い将来更新する必要
がある。

　協議会における事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点としては、生活交通
確保維持改善計画に位置付けられたとおり適切に
事業を実施し、具体的な改善策の実施について地域
一体となって適切に進めていくとともに、今後も適切
な検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上
や利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

南信州地域
交通問題協
議会

北部タクシー
（有）

氏乗線（第
５・６便）
矢筈こん
にゃく～飯田
駅前

新型コロナウイルスの影響によ
り大きく減少した利用者数を取り
戻すため、年間432人以上の増
加（１週間に１回利用する方を９
人増加）を目指し、目標設定及
び計画の策定を行った。

高齢者の利用促進を図るため、
バス利用方法等について、後期
高齢者の医療制度説明会で毎
月説明を行った他、高齢者の集
会でも説明を行った。
関連して、自身が利用する便だ
けを記録することができる「マイ
パスポート」の作成支援を行っ
た。
併せて、乗客が乗降しやすいノ
ンステップバスになったことを村
民に周知し利用を促した。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

C

目標利用人数2,492人に対して、利用者は1,873人と目標値
の75.2%となった。
収入については、目標収入107,100円に対して、有料利用
者が937人収入93,７00円で目標の87.5％となった。
目標値未達の原因としては、依然として新型コロナウイル
ス感染症の影響による高齢者の外出及び公共交通機関の
利用控えがあったと思われる。前年度利用者数（2,063人）
より190人減と大幅に減少しており、無料パスを利用する高
齢者の方が亡くなっていることも大きな要因であると推察し
ている。
一方で、65歳以上の村民の方に発行する無料パスは32名
から申請があり、新規利用につながった。
実績は以下のとおり。
【氏乗線】
R３：利用者　2,058人
　　　収　入　84,600円
R４：利用者　2,063人
　　　収　入　98,300円
R５：利用者　1,873人
　　　収　入　93,700円

高齢者の利用促進を図るため、
引き続き、高齢者の集会等にお
いて、無料パスやバス利用方法
の周知を行う。また、毎月1回の
後期高齢者医療制度の説明会
においても周知する。
加えて、自身が利用する便を分
かりやすくまとめた「マイパス
ポート」の作成支援を行うこと
で、継続的なバス利用者の増加
を図る。
また、新高校生予定の中学３年
生に対し、更なる利用促進のた
めバス利用に関する周知を実施
するとともに、Googleマップを利
用したバス時刻検索や乗り継ぎ
などの情報が利用できることを
周知し、利用促進に繋げる。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業評価結果の反映状況
⑥事業の今後の

改善点
評価結果

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：柿丸
あったかバ
ス市田上段
先回り（Ｒ
3.04.01～）
運行区間：下
伊那厚生病
院～高森
ショッピング
センターパー
ス～下伊那
厚生病院
（車両減価償
却費等国庫
補助金）

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：柿丸
あったかバ
ス山吹上段
先回り（Ｒ
3.04.01～）
運行区間：下
伊那厚生病
院～とよお
かマルシェ
～下伊那厚
生病院

1）前回評価結果＝改善点（目標）
ターゲットの年代やバスの用途別にＰＲ活動を展開し、バスを住民生活に
広く浸透させると共に、新たな利用機会の創出を図る。
２）具体的な取り組み
［改善点①］高齢者の利用促進
免許返納を控えた高齢者を主対象に買い物や通院といった日常的な
シーンでの利用を想定し、出前講座を通じて、免許返納前から公共交通
の利用方法や内容を知ってもらうことで、円滑な公共交通への移行を促
す。
［反映状況①］
R5年度中は２回開催し21人参加（R4～累計：５回開催し65人参加）。参加
者へのアンケートで「今回受講してバスに乗ってみようと思った」人が75％
（R4～累計：70％）と、実際のバス利用に繋がる利用促進効果が得られ
た。
［改善点②］現役ドライバー世代等への啓発
「バスは高齢者等が利用するもの」という従来のイメージを払拭するため、
現役で自動車を運転している世代等にバスに親しみ馴染みを持つ機会を
用意する。
⇒子どもを主対象とした親子参加型のイベント等、非日常的なシーンを想
定した利用促進活動を展開。
［反映状況②］
夏休み中の小学校低学年を対象に、児童だけでバスに乗って町内を旅
するイベント「はじめてのバスたび」を企画。申し込み２日目で定員10名を
超える15人の申し込みがあり受付を締め切った。イベント開催後の参加
者アンケートでは、児童・保護者共に満足度が高く継続開催を望む声が
あったほか、児童全員が「また利用したい」、７割の保護者が「子どもと一
緒に利用してみたい」と回答。新聞等のメディアにも取り上げられ、高森町
における「バス文化の定着」と、参加者の将来的なバス利用に繋がる中
長期的な視点での啓発効果が得られた。
［改善点③］お試し利用（試乗体験）
試乗体験等を通じてバスに馴染みを持ち、継続的な利用に繋げる。
［反映状況③］
町シニア大学の企画で、学生約70名に１人６回分の回数券を配布して公
共交通バスをお試し利用してもらい、後日、乗車した感想等を踏まえて町
長や公共交通事業者と懇談した。（回数券の費用はシニア大学の会費か
ら負担いただいた。）「車中の景色や会話を楽しめた」「バスの存在を初め
て知った」「添乗員がいて安心して利用できた」「また利用したい」等の感
想だけでなく、利用者目線での提案や要望も多く得られ、今後のさらなる
改善に繋がる良い機会になった。
［改善点④］利便性の向上
循環型バス時刻表のオープンデータ化（GTFS-JPデータ化のうえ公開）と
「Google乗換案内」への反映。（長野県および広域連合の支援あり）
［反映状況④］
南信州広域連合の支援を受け、実装済み。（効果については未検証）

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対

象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

１）計画目標
コロナ禍前水準（目安：R2年度実績）への復調
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.4人
　②区域型（ただいま）：2.0人
■年間利用者数5,000人
　※参考
　　R2実績：5,286人
　　（半年間の無償試験期間を含む）
　　R3実績：4,155人
　　R4実績：3,916人
２）結果
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.04人
　②区域型（ただいま）：1.87人
■年間利用者数：5,225人
３）評価
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：未達成
　②区域型（ただいま）：未達成
■年間利用者数：達成
４）目標達成・未達成の要因
《目標達成できた要因》
①世代別・用途別にアプロ-チ方法を変えながら各
種啓発活動を実施してきた成果。
②おはよう・ただいまバス利用促進に係る学生等へ
の様々な働きかけにより、学生の通学利用者数が大
幅に伸びた。
③コロナ禍が明け人流が復活。
《達成できなかった要因》
おはよう・ただいまバスについては、各種取り組みの
効果によってR5年４月以降に利用人数が大幅に伸
びてはいるものの、効果が表れ始める前のR4年10
月～R5年3月（前期）の実績をリカバーするまでには
至らず、１運行あたりの平均乗車人数の値がわずか
に目標に届かなかった。

１）今後の改善点（目標）
引き続き、ターゲットの年代やバスの
用途別にＰＲ活動を展開し、バスを住
民生活に広く浸透させると共に、新た
な利用機会の創出を図る。

２）具体的な取り組み
①高齢者向け
・免許返納者とその予備軍（主に後
期高齢者）を対象に地域サロンに出
向いて行う従来の出前講座は、参加
者アンケートの結果から一定の行動
変容に繋がる効果が見込まれるの
で、今後も継続する。
・免許返納はまだ先と思っている世
代（主に65歳以上75歳未満の前期高
齢者）向けの啓発や利用促進を図る
ため、新たにサロン以外の広報場所
やツールを開拓する。
→例）町公式LINEで対象年齢を絞っ
たセグメント配信によるPR 等
②現役ドライバー世代向け
「バスは高齢者等が利用するもの」と
いう従来のイメージを払拭し、バスに
親しみ馴染みを持つ機会を提供。
（中長期的な視点でバス文化の定着
を図る取り組み。）
⇒春・夏休みを利用した、小学校低
学年向けの「はじめてのバスたび」企
画の継続。子どものイベント参加と保
護者への結果報告を通じて、親子で
公共交通バスの存在を知り親しむ機
会を創出する。
②利便性の向上
R2年10月の運行開始から５年目に
入ることを受け、これまで乗降実績
の少なかったバス停の廃止や、その
代替として設置を希望するバス停に
ついて、自治会等を通じた検討・意
見集約を図り町へ提案してもらうこと
で、利用者のニーズを反映した利便
性の高い路線の実現を検討する。

運休や大幅な遅
延はなく、所定の
事業計画通りの
運行が実施され
た。

A B

　協議会における事業評価結果の
③から⑥までについては自己評価
のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き
検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上
や利用促進が図られるよう期待す
る。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業評価結果の反映状況
⑥事業の今後の

改善点
評価結果

協議会名
①補助対

象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：柿丸
あったかバ
ス市田下段
先回り①（Ｒ
4.04.01～）
運行区間：下
伊那厚生病
院～健康セ
ンターあさぎ
り～伊那厚
生病院
（車両減価償
却費等国庫
補助金）

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：柿丸
あったかバ
ス市田下段
先回り②（Ｒ
4.04.01～）
運行区間：下
伊那厚生病
院～竹村整
形外科医院
～下伊那厚
生病院
（車両減価償
却費等国庫
補助金）

1）前回評価結果＝改善点（目標）
ターゲットの年代やバスの用途別にＰＲ活動を展開し、バスを住民生活に
広く浸透させると共に、新たな利用機会の創出を図る。
２）具体的な取り組み
［改善点①］高齢者の利用促進
免許返納を控えた高齢者を主対象に買い物や通院といった日常的な
シーンでの利用を想定し、出前講座を通じて、免許返納前から公共交通
の利用方法や内容を知ってもらうことで、円滑な公共交通への移行を促
す。
［反映状況①］
R5年度中は２回開催し21人参加（R4～累計：５回開催し65人参加）。参加
者へのアンケートで「今回受講してバスに乗ってみようと思った」人が75％
（R4～累計：70％）と、実際のバス利用に繋がる利用促進効果が得られ
た。
［改善点②］現役ドライバー世代等への啓発
「バスは高齢者等が利用するもの」という従来のイメージを払拭するため、
現役で自動車を運転している世代等にバスに親しみ馴染みを持つ機会を
用意する。
⇒子どもを主対象とした親子参加型のイベント等、非日常的なシーンを想
定した利用促進活動を展開。
［反映状況②］
夏休み中の小学校低学年を対象に、児童だけでバスに乗って町内を旅
するイベント「はじめてのバスたび」を企画。申し込み２日目で定員10名を
超える15人の申し込みがあり受付を締め切った。イベント開催後の参加
者アンケートでは、児童・保護者共に満足度が高く継続開催を望む声が
あったほか、児童全員が「また利用したい」、７割の保護者が「子どもと一
緒に利用してみたい」と回答。新聞等のメディアにも取り上げられ、高森町
における「バス文化の定着」と、参加者の将来的なバス利用に繋がる中
長期的な視点での啓発効果が得られた。
［改善点③］お試し利用（試乗体験）
試乗体験等を通じてバスに馴染みを持ち、継続的な利用に繋げる。
［反映状況③］
町シニア大学の企画で、学生約70名に１人６回分の回数券を配布して公
共交通バスをお試し利用してもらい、後日、乗車した感想等を踏まえて町
長や公共交通事業者と懇談した。（回数券の費用はシニア大学の会費か
ら負担いただいた。）「車中の景色や会話を楽しめた」「バスの存在を初め
て知った」「添乗員がいて安心して利用できた」「また利用したい」等の感
想だけでなく、利用者目線での提案や要望も多く得られ、今後のさらなる
改善に繋がる良い機会になった。
［改善点④］利便性の向上
循環型バス時刻表のオープンデータ化（GTFS-JPデータ化のうえ公開）と
「Google乗換案内」への反映。（長野県および広域連合の支援あり）
［反映状況④］
南信州広域連合の支援を受け、実装済み。（効果については未検証）

１）計画目標
コロナ禍前水準（目安：R2年度実績）への復調
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.4人
　②区域型（ただいま）：2.0人
■年間利用者数5,000人
　※参考
　　R2実績：5,286人
　　（半年間の無償試験期間を含む）
　　R3実績：4,155人
　　R4実績：3,916人
２）結果
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.04人
　②区域型（ただいま）：1.87人
■年間利用者数：5,225人
３）評価
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：未達成
　②区域型（ただいま）：未達成
■年間利用者数：達成
４）目標達成・未達成の要因
《目標達成できた要因》
①世代別・用途別にアプロ-チ方法を変えながら各
種啓発活動を実施してきた成果。
②おはよう・ただいまバス利用促進に係る学生等へ
の様々な働きかけにより、学生の通学利用者数が大
幅に伸びた。
③コロナ禍が明け人流が復活。
《達成できなかった要因》
おはよう・ただいまバスについては、各種取り組みの
効果によってR5年４月以降に利用人数が大幅に伸
びてはいるものの、効果が表れ始める前のR4年10
月～R5年3月（前期）の実績をリカバーするまでには
至らず、１運行あたりの平均乗車人数の値がわずか
に目標に届かなかった。

１）今後の改善点（目標）
引き続き、ターゲットの年代やバスの
用途別にＰＲ活動を展開し、バスを住
民生活に広く浸透させると共に、新た
な利用機会の創出を図る。

２）具体的な取り組み
①高齢者向け
・免許返納者とその予備軍（主に後
期高齢者）を対象に地域サロンに出
向いて行う従来の出前講座は、参加
者アンケートの結果から一定の行動
変容に繋がる効果が見込まれるの
で、今後も継続する。
・免許返納はまだ先と思っている世
代（主に65歳以上75歳未満の前期高
齢者）向けの啓発や利用促進を図る
ため、新たにサロン以外の広報場所
やツールを開拓する。
→例）町公式LINEで対象年齢を絞っ
たセグメント配信によるPR 等
②現役ドライバー世代向け
「バスは高齢者等が利用するもの」と
いう従来のイメージを払拭し、バスに
親しみ馴染みを持つ機会を提供。
（中長期的な視点でバス文化の定着
を図る取り組み。）
⇒春・夏休みを利用した、小学校低
学年向けの「はじめてのバスたび」企
画の継続。子どものイベント参加と保
護者への結果報告を通じて、親子で
公共交通バスの存在を知り親しむ機
会を創出する。
②利便性の向上
R2年10月の運行開始から５年目に
入ることを受け、これまで乗降実績
の少なかったバス停の廃止や、その
代替として設置を希望するバス停に
ついて、自治会等を通じた検討・意
見集約を図り町へ提案してもらうこと
で、利用者のニーズを反映した利便
性の高い路線の実現を検討する。

　協議会における事業評価結果の
③から⑥までについては自己評価
のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き
検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上
や利用促進が図られるよう期待す
る。

運休や大幅な遅
延はなく、所定の
事業計画通りの
運行が実施され
た。

BA
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業評価結果の反映状況
⑥事業の今後の

改善点
評価結果

協議会名
①補助対

象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：柿丸
あったかバ
ス山吹下段
先回り①（Ｒ
4.04.01～）
運行区間：下
伊那厚生病
院～山吹駅
南～下伊那
厚生病院

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：柿丸
あったかバ
ス山吹下段
先回り②（Ｒ
4.04.01～）
運行区間：下
伊那厚生病
院～ﾒｶﾞﾄﾞﾝｷ
ﾎｰﾃＵＮＹ高
森店西口～
下伊那厚生
病院

1）前回評価結果＝改善点（目標）
ターゲットの年代やバスの用途別にＰＲ活動を展開し、バスを住民生活に
広く浸透させると共に、新たな利用機会の創出を図る。
２）具体的な取り組み
［改善点①］高齢者の利用促進
免許返納を控えた高齢者を主対象に買い物や通院といった日常的な
シーンでの利用を想定し、出前講座を通じて、免許返納前から公共交通
の利用方法や内容を知ってもらうことで、円滑な公共交通への移行を促
す。
［反映状況①］
R5年度中は２回開催し21人参加（R4～累計：５回開催し65人参加）。参加
者へのアンケートで「今回受講してバスに乗ってみようと思った」人が75％
（R4～累計：70％）と、実際のバス利用に繋がる利用促進効果が得られ
た。
［改善点②］現役ドライバー世代等への啓発
「バスは高齢者等が利用するもの」という従来のイメージを払拭するため、
現役で自動車を運転している世代等にバスに親しみ馴染みを持つ機会を
用意する。
⇒子どもを主対象とした親子参加型のイベント等、非日常的なシーンを想
定した利用促進活動を展開。
［反映状況②］
夏休み中の小学校低学年を対象に、児童だけでバスに乗って町内を旅
するイベント「はじめてのバスたび」を企画。申し込み２日目で定員10名を
超える15人の申し込みがあり受付を締め切った。イベント開催後の参加
者アンケートでは、児童・保護者共に満足度が高く継続開催を望む声が
あったほか、児童全員が「また利用したい」、７割の保護者が「子どもと一
緒に利用してみたい」と回答。新聞等のメディアにも取り上げられ、高森町
における「バス文化の定着」と、参加者の将来的なバス利用に繋がる中
長期的な視点での啓発効果が得られた。
［改善点③］お試し利用（試乗体験）
試乗体験等を通じてバスに馴染みを持ち、継続的な利用に繋げる。
［反映状況③］
町シニア大学の企画で、学生約70名に１人６回分の回数券を配布して公
共交通バスをお試し利用してもらい、後日、乗車した感想等を踏まえて町
長や公共交通事業者と懇談した。（回数券の費用はシニア大学の会費か
ら負担いただいた。）「車中の景色や会話を楽しめた」「バスの存在を初め
て知った」「添乗員がいて安心して利用できた」「また利用したい」等の感
想だけでなく、利用者目線での提案や要望も多く得られ、今後のさらなる
改善に繋がる良い機会になった。
［改善点④］利便性の向上
循環型バス時刻表のオープンデータ化（GTFS-JPデータ化のうえ公開）と
「Google乗換案内」への反映。（長野県および広域連合の支援あり）
［反映状況④］
南信州広域連合の支援を受け、実装済み。（効果については未検証）

　協議会における事業評価結果の
③から⑥までについては自己評価
のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き
検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上
や利用促進が図られるよう期待す
る。

A

運休や大幅な遅
延はなく、所定の
事業計画通りの
運行が実施され

た。

１）計画目標
コロナ禍前水準（目安：R2年度実績）への復調
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.4人
　②区域型（ただいま）：2.0人
■年間利用者数5,000人
　※参考
　　R2実績：5,286人
　　（半年間の無償試験期間を含む）
　　R3実績：4,155人
　　R4実績：3,916人
２）結果
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.04人
　②区域型（ただいま）：1.87人
■年間利用者数：5,225人
３）評価
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：未達成
　②区域型（ただいま）：未達成
■年間利用者数：達成
４）目標達成・未達成の要因
《目標達成できた要因》
①世代別・用途別にアプロ-チ方法を変えながら各
種啓発活動を実施してきた成果。
②おはよう・ただいまバス利用促進に係る学生等へ
の様々な働きかけにより、学生の通学利用者数が大
幅に伸びた。
③コロナ禍が明け人流が復活。
《達成できなかった要因》
おはよう・ただいまバスについては、各種取り組みの
効果によってR5年４月以降に利用人数が大幅に伸
びてはいるものの、効果が表れ始める前のR4年10
月～R5年3月（前期）の実績をリカバーするまでには
至らず、１運行あたりの平均乗車人数の値がわずか
に目標に届かなかった。

B

１）今後の改善点（目標）
引き続き、ターゲットの年代やバスの
用途別にＰＲ活動を展開し、バスを住
民生活に広く浸透させると共に、新た
な利用機会の創出を図る。

２）具体的な取り組み
①高齢者向け
・免許返納者とその予備軍（主に後
期高齢者）を対象に地域サロンに出
向いて行う従来の出前講座は、参加
者アンケートの結果から一定の行動
変容に繋がる効果が見込まれるの
で、今後も継続する。
・免許返納はまだ先と思っている世
代（主に65歳以上75歳未満の前期高
齢者）向けの啓発や利用促進を図る
ため、新たにサロン以外の広報場所
やツールを開拓する。
→例）町公式LINEで対象年齢を絞っ
たセグメント配信によるPR 等
②現役ドライバー世代向け
「バスは高齢者等が利用するもの」と
いう従来のイメージを払拭し、バスに
親しみ馴染みを持つ機会を提供。
（中長期的な視点でバス文化の定着
を図る取り組み。）
⇒春・夏休みを利用した、小学校低
学年向けの「はじめてのバスたび」企
画の継続。子どものイベント参加と保
護者への結果報告を通じて、親子で
公共交通バスの存在を知り親しむ機
会を創出する。
②利便性の向上
R2年10月の運行開始から５年目に
入ることを受け、これまで乗降実績
の少なかったバス停の廃止や、その
代替として設置を希望するバス停に
ついて、自治会等を通じた検討・意
見集約を図り町へ提案してもらうこと
で、利用者のニーズを反映した利便
性の高い路線の実現を検討する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業評価結果の反映状況
⑥事業の今後の

改善点
評価結果

協議会名
①補助対

象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：おは
ようバス山吹
（Ｒ4.04.01
～）
運行区間：旬
彩館～下平
駅～市田駅
前

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：おは
ようバス市田
（Ｒ4.04.01
～）
運行区間：こ
ぐるみ～牛
牧神社～市
田駅（お祭り
広場）
（車両減価償
却費等国庫
補助金）

A B

運休や大幅な遅
延はなく、所定の
事業計画通りの
運行が実施され

た。

　協議会における事業評価結果の
③から⑥までについては自己評価
のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き
検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上
や利用促進が図られるよう期待す
る。

1）前回評価結果＝改善点（目標）
ターゲットの年代やバスの用途別にＰＲ活動を展開し、バスを住
民生活に広く浸透させると共に、新たな利用機会の創出を図る。
２）具体的な取り組み
［改善点①］高校生及び保護者向けPR
高校生やその保護者を対象として、おはよう・ただいまバスを日
常的な通学目的で利用してもらえるようＰＲ活動を継続する。
・卒業を控えた中学３年生向け説明会の開催。
・高校生に期限付きのお試し利用券を配布し、試乗体験を通じて
バスの継続的な利用に繋げる。
・保護者向けの利用案内通知の送付。
［反映状況①］
・R5年３月に中学３年生174人を対象に説明会を実施。
・R5年３月に中学３年生174人、高校１・２年生294人にバス利用
を促すチラシと１人当たり４回分のお試し無料券（使用期限：R5年
6月末）を配布。（使用率：約２割）
・R5年８月に415世帯の保護者向けに利用案内チラシを送付。
⇒４月以降のおはよう・ただいまバスの月間利用者数が前年同
月比で２～３倍に増加。その後も同様の傾向は毎月継続してお
り、リピーターの獲得に成功した。
［改善点②］非日常利用を想定した新たな利用目的の提案
「バスは高齢者等が利用するもの」という従来のイメージを払拭
するため、現役で自動車を運転している世代に、バスに親しみ馴
染みを持つ機会を用意する。
⇒宴会場への移動手段として、ただいまバス（デマンドバス）を活
用した「バス×呑み」企画等、非日常的なシーンを想定した利用
促進活動を展開する。
［反映状況②］
R4年12月に年末年始の宴会でのデマンドバス利用を呼びかける
チラシを、デマンドバス利用可能な対象エリアに居住する世帯
（約850世帯）に配布。効果については測定不能だが、運行事業
者からの報告で、R4年末に学生以外の利用が２～３件あったと
のこと。（団体での利用もあり）
［改善点③］利便性の向上
循環型バス（おはようバス）時刻表のオープンデータ化（GTFS-
JPデータ化のうえ公開）と「Google乗換案内」への反映。（長野県
および広域連合の支援あり）
［反映状況③］
広域連合の支援を受け、実装済み。（効果については未検証）

１）今後の改善点（目標）
主に高校生やその保護者を対象
として、朝夕バスを通学利用して
もらえるようＰＲ活動を検討す
る。
特に学生向けの取り組みについ
ては、R5.4以降の大幅な利用者
増に繋がったことから継続する。
２）具体的な取り組み
①高校生等及び保護者向け
《高校生等》
・卒業を控えた中学３年生向け
説明会の開催及び期限付きの
お試し利用券の配布により、進
学当初からのバス利用の定着を
目指す。
・高校生に期限付きのお試し利
用券を配布し、試乗体験を通じ
て継続的なバス利用への移行を
促す。
《保護者》
・保護者向けの利用案内通知の
送付
→過去２年間は夏休み明けから
バス利用してくれるよう啓発チラ
シを８月頃郵送していたが、利用
者増加といえるほどの効果はな
かった。令和６年度は子どもが
高校入学・新学期を控えた３月
に送付する。
②現役ドライバー世代への啓発
宴会場への移動手段としてのデ
マンドバス利用（「バス×呑み」
企画）を提案することで、現役ド
ライバー世代に非日常的なシー
ンでのスポット的な利用を促し、
実際のバス利用を通じた啓発活
動を展開する。

１）計画目標
コロナ禍前水準（目安：R2年度実績）への復調
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.4人
　②区域型（ただいま）：2.0人
■年間利用者数5,000人
　※参考
　　R2実績：5,286人
　　（半年間の無償試験期間を含む）
　　R3実績：4,155人
　　R4実績：3,916人
２）結果
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.04人
　②区域型（ただいま）：1.87人
■年間利用者数：5,225人
３）評価
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：未達成
　②区域型（ただいま）：未達成
■年間利用者数：達成
４）目標達成・未達成の要因
《目標達成できた要因》
①世代別・用途別にアプロ-チ方法を変えながら各
種啓発活動を実施してきた成果。
②おはよう・ただいまバス利用促進に係る学生等へ
の様々な働きかけにより、学生の通学利用者数が大
幅に伸びた。
③コロナ禍が明け人流が復活。
《達成できなかった要因》
おはよう・ただいまバスについては、各種取り組みの
効果によってR5年４月以降に利用人数が大幅に伸
びてはいるものの、効果が表れ始める前のR4年10
月～R5年3月（前期）の実績をリカバーするまでには
至らず、１運行あたりの平均乗車人数の値がわずか
に目標に届かなかった。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業評価結果の反映状況
⑥事業の今後の

改善点
評価結果

協議会名
①補助対

象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：ただ
いまバス下
平（Ｒ4.04.01
～）
運行区間：下
平駅（ﾒｶﾞﾄﾞﾝ
ｷﾎｰﾃＵＮＹ
高森店西口）
～町内全停
留所
（車両減価償
却費等国庫
補助金）

南信州地
域交通問
題協議会

北部タク
シー有限
会社

系統名：ただ
いまバス市
田（Ｒ4.04.01
～）
運行区間：市
田駅～町内
全停留所

A B

運休や大幅な遅
延はなく、所定の
事業計画通りの
運行が実施され
た。

　協議会における事業評価結果の
③から⑥までについては自己評価
のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き
検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持続性向上
や利用促進が図られるよう期待す
る。

１）計画目標
コロナ禍前水準（目安：R2年度実績）への復調
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.4人
　②区域型（ただいま）：2.0人
■年間利用者数5,000人
　※参考
　　R2実績：5,286人
　　（半年間の無償試験期間を含む）
　　R3実績：4,155人
　　R4実績：3,916人
２）結果
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：2.04人
　②区域型（ただいま）：1.87人
■年間利用者数：5,225人
３）評価
■１運行あたりの平均乗車人数
　①循環型（柿丸あったか、おはよう）：未達成
　②区域型（ただいま）：未達成
■年間利用者数：達成
４）目標達成・未達成の要因
《目標達成できた要因》
①世代別・用途別にアプロ-チ方法を変えながら各
種啓発活動を実施してきた成果。
②おはよう・ただいまバス利用促進に係る学生等へ
の様々な働きかけにより、学生の通学利用者数が大
幅に伸びた。
③コロナ禍が明け人流が復活。
《達成できなかった要因》
おはよう・ただいまバスについては、各種取り組みの
効果によってR5年４月以降に利用人数が大幅に伸
びてはいるものの、効果が表れ始める前のR4年10
月～R5年3月（前期）の実績をリカバーするまでには
至らず、１運行あたりの平均乗車人数の値がわずか
に目標に届かなかった。

1）前回評価結果＝改善点（目標）
ターゲットの年代やバスの用途別にＰＲ活動を展開し、バスを住
民生活に広く浸透させると共に、新たな利用機会の創出を図る。
２）具体的な取り組み
［改善点①］高校生及び保護者向けPR
高校生やその保護者を対象として、おはよう・ただいまバスを日
常的な通学目的で利用してもらえるようＰＲ活動を継続する。
・卒業を控えた中学３年生向け説明会の開催。
・高校生に期限付きのお試し利用券を配布し、試乗体験を通じて
バスの継続的な利用に繋げる。
・保護者向けの利用案内通知の送付。
［反映状況①］
・R5年３月に中学３年生174人を対象に説明会を実施。
・R5年３月に中学３年生174人、高校１・２年生294人にバス利用
を促すチラシと１人当たり４回分のお試し無料券（使用期限：R5年
6月末）を配布。（使用率：約２割）
・R5年８月に415世帯の保護者向けに利用案内チラシを送付。
⇒４月以降のおはよう・ただいまバスの月間利用者数が前年同
月比で２～３倍に増加。その後も同様の傾向は毎月継続してお
り、リピーターの獲得に成功した。
［改善点②］非日常利用を想定した新たな利用目的の提案
「バスは高齢者等が利用するもの」という従来のイメージを払拭
するため、現役で自動車を運転している世代に、バスに親しみ馴
染みを持つ機会を用意する。
⇒宴会場への移動手段として、ただいまバス（デマンドバス）を活
用した「バス×呑み」企画等、非日常的なシーンを想定した利用
促進活動を展開する。
［反映状況②］
R4年12月に年末年始の宴会でのデマンドバス利用を呼びかける
チラシを、デマンドバス利用可能な対象エリアに居住する世帯
（約850世帯）に配布。効果については測定不能だが、運行事業
者からの報告で、R4年末に学生以外の利用が２～３件あったと
のこと。（団体での利用もあり）
［改善点③］利便性の向上
循環型バス（おはようバス）時刻表のオープンデータ化（GTFS-
JPデータ化のうえ公開）と「Google乗換案内」への反映。（長野県
および広域連合の支援あり）
［反映状況③］
広域連合の支援を受け、実装済み。（効果については未検証）

１）今後の改善点（目標）
主に高校生やその保護者を対象
として、朝夕バスを通学利用して
もらえるようＰＲ活動を検討す
る。
特に学生向けの取り組みについ
ては、R5.4以降の大幅な利用者
増に繋がったことから継続する。
２）具体的な取り組み
①高校生等及び保護者向け
《高校生等》
・卒業を控えた中学３年生向け
説明会の開催及び期限付きの
お試し利用券の配布により、進
学当初からのバス利用の定着を
目指す。
・高校生に期限付きのお試し利
用券を配布し、試乗体験を通じ
て継続的なバス利用への移行を
促す。
《保護者》
・保護者向けの利用案内通知の
送付
→過去２年間は夏休み明けから
バス利用してくれるよう啓発チラ
シを８月頃郵送していたが、利用
者増加といえるほどの効果はな
かった。令和６年度は子どもが
高校入学・新学期を控えた３月
に送付する。
②現役ドライバー世代への啓発
宴会場への移動手段としてのデ
マンドバス利用（「バス×呑み」
企画）を提案することで、現役ド
ライバー世代に非日常的なシー
ンでのスポット的な利用を促し、
実際のバス利用を通じた啓発活
動を展開する。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

南木曽町地
域公共交通
協議会

㈱南木曽観
光タクシー

路線定期運
行
木曽病院線
妻籠～南木
曽駅～木曽
病院

- A
計画通り事業は適切に実
施された。

B
高齢化に伴い利用者の想定を下回ったことにより、
半年間で目標174人のところ155人となった。

木曽病院線利用者から利用実
態をヒアリングするとともに、運
行する曜日やダイヤの見直しを
検討する。

　協議会における事業評価結果の④については自
己評価のとおりである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標が
達成されなかった理由について分析し、これを明ら
かにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の
改善点については、目標が達成されなかった理由に
対応した改善策及びその具体化について改めて検
討し、その実施について地域一体となって適切に進
めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公
共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られる
よう期待する。

南木曽町地
域公共交通
協議会

㈱南木曽観
光タクシー

区域運行
北部線
北部地区

- A
計画通り事業は適切に実
施された。

C
高齢化に伴い利用者の想定を下回ったことにより、
目標１日あたり3人のところ0.8人となった。

事前登録制により登録者数は増
加しているが、利用者が限られ
るため、登録者へのアンケート
調査を実施し、運行時間や曜日
の見直しを検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

南木曽町地
域公共交通
協議会

㈱南木曽観
光タクシー

区域運行
与川線
与川地区

- A
計画通り事業は適切に実
施された。

B
高齢化に伴い利用者の想定を下回ったことにより、
目標１日あたり3人のところ1.1人となった。

事前登録制により登録者数は増
加しているが、利用者が限られ
るため、登録者へのアンケート
調査を実施し、運行時間や曜日
の見直しを検討する。

　協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結
果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

魚津市公共
交通活性化
会議

事業者名：魚
津市
運行系統名：
松倉ルート

鹿熊～魚津駅

ルート及びダイヤを決定するにあ
たっては、各地区において利用者の
意見を聴収し決定した。

　市内バス交通全体の利用促進を目
的として、令和２年４月から運転免許
証を自主返納した方に、魚津市内の
なす１年間無料乗車証を交付し、市
民バスの乗車機会の創出を図り、市
民バス利用者数の向上に努めた。

　車両の老朽化により修繕料が増加
していたことから車両を更新した。勾
配のある地区を運行することから、
小型化、4輪駆動とし、安全で確実な
運行を行う。

A
　計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

B

定量的な目標・効果
【目標①】市内公共交通利用者数　　2,613,511人（令和元年度）の維持
　　　　　  令和４年度実績                 2,429,183人
【目標②】魚津市民バスにかかる収支率　　33.1%（令和元年度）の維持
　　　　　   令和４年度実績　　　　　　　　　　　 27.9%
【目標③】市内バスにかかる財政負担額　　39,871千円（令和元年度）の維持
　　　　　　令和４年度実績　　　　　　　　　　　 50,691千円

　富山地方鉄道(株)や沿線自治体と共同で、夏休みに保護者と同伴の小学
生を無料とする「親子でおでかけ事業」や小学生以下の運賃を無料とする「こ
どもの日キャンペーン」を実施した。これらに加え、夏休み期間以外に利用で
きる「親子でおでかけきっぷ」を配布した。これらの事業の目的は、公共交通
の利用啓発及び利用方法の習得である。これらの取り組みを通じて、将来の
需要の掘り起こしが図られた。地区でも自主的にバス停の清掃や時刻表の
張り替えなどを行い、継続して利用促進に努めている。
　また、利便性の向上策として、とやまロケーションシステムを導入している。
バスの遅延情報等を提供し、県内の交通情報を一元的に確認できる状態とし
ている。
　一方で、コロナウイルス感染拡大やそれに伴う外出自粛、終息後も公共交
通を利用しない生活様式の変化等により、利用者数はコロナ禍前の利用者
数にも戻っていない。
　
　　 令和元年度（平成30年10月～令和元年９月）12,164人
　　 令和２年度（令和元年10月～令和２年９月）8,748人
　　 令和３年度（令和２年10月～令和３年９月）7,627人
　　 令和４年度（令和３年１０月～令和４年９月）7,092人
　　 令和５年度（令和４年１０月～令和５年９月）6,125人

　今後もバス利用促進協議会や地区
会合、老人会等で利用者等の声を聴
き、利便性の高い運行形態を目指し
て改善を行い、持続的な運行を目指
していく。
　
　沿線人口が減少し、65歳以上の高
齢者の免許返納率の高止まりが想
定され、利用者となる可能性のある
人数自体が減少している.。高齢者等
を対象に「乗り方教室」などの利用促
進活動を実施し、自家用車の利用
からバスの利用に切り替えても
らえるよう努めていく。

今後も「親子でおでかけ事業」な
どふるさと教育を実施し、将来の
需要拡大に努めていく。

事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりである。実
績向上に向けて具体的な改善策に
ついて引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を
行い、地域公共交通のさらなる持続
性向上や利用促進が図られるよう期
待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

 159 



別添２

地方運輸局等における二次評価結
果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

魚津市公共
交通活性化
会議

事業者名：魚
津市
運行系統名：
坪野ルート

坪野～魚津駅

ルート及びダイヤを決定するにあ
たっては、各地区において利用者の
意見を聴収し決定した。

　市内バス交通全体の利用促進を目
的として、令和２年４月から運転免許
証を自主返納した方に、魚津市内の
なす１年間無料乗車証を交付し、市
民バスの乗車機会の創出を図り、市
民バス利用者数の向上に努めた。

　「親子でおでかけ事業」「こどもの日
キャンペーン」「親子でおでかけバス
事業」などバスに乗るきっかけづくり
をした。

A
　計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

B

定量的な目標・効果
【目標①】市内公共交通利用者数　　2,613,511人（令和元年度）の維持
　　　　　  令和４年度実績                 2,429,183人
【目標②】魚津市民バスにかかる収支率　　33.1%（令和元年度）の維持
　　　　　   令和４年度実績　　　　　　　　　　　 27.9%
【目標③】市内バスにかかる財政負担額　　39,871千円（令和元年度）の維持
　　　　　　令和４年度実績　　　　　　　　　　　 50,691千円

　富山地方鉄道(株)や沿線自治体と共同で、夏休みに保護者と同伴の小学
生を無料とする「親子でおでかけ事業」や小学生以下の運賃を無料とする「こ
どもの日キャンペーン」を実施した。これらに加え、夏休み期間以外に利用で
きる「親子でおでかけきっぷ」を配布した。これらの事業の目的は、公共交通
の利用啓発及び利用方法の習得である。これらの取り組みを通じて、将来の
需要の掘り起こしが図られた。地区でも自主的にバス停の清掃や時刻表の
張り替えなどを行い、継続して利用促進に努めている。
　また、利便性の向上策として、とやまロケーションシステムを導入している。
バスの遅延情報等を提供し、県内の交通情報を一元的に確認できる状態とし
ている。
　コロナ前の利用者数には戻っていないが、学生の利用が増えており、回復
傾向にある。
　
　　 令和元年度（平成30年10月～令和元年９月）10,486人
　　 令和２年度（令和元年10月～令和２年９月）8,173人
　　 令和３年度（令和２年10月～令和３年９月）7,269人
　　 令和４年度（令和３年１０月～令和４年９月）7,536人
　　 令和５年度（令和４年１０月～令和５年９月）8,870人

　今後もバス利用促進協議会や地区
会合、老人会等で利用者等の声を聴
き、利便性の高い運行形態を目指し
て改善を行い、持続的な運行を目指
していく。
　
　沿線人口が減少し、65歳以上の高
齢者の免許返納率の高止まりが想
定され、利用者となる可能性のある
人数自体が減少している.。高齢者等
を対象に「乗り方教室」などの利用促
進活動を実施し、自家用車の利用
からバスの利用に切り替えても
らえるよう努めていく。

今後も「親子でおでかけ事業」な
どふるさと教育を実施し、将来の
需要拡大に努めていく。

事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりである。実
績向上に向けて具体的な改善策に
ついて引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を
行い、地域公共交通のさらなる持続
性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結
果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

魚津市公共
交通活性化
会議

事業者名：魚
津市
運行系統名：
上野方ルート

魚津消防署前
～魚津駅

ルート及びダイヤを決定するにあ
たっては、各地区において利用者の
意見を聴収し決定した。

　市内バス交通全体の利用促進を目
的として、令和２年４月から運転免許
証を自主返納した方に、魚津市内の
なす１年間無料乗車証を交付し、市
民バスの乗車機会の創出を図り、市
民バス利用者数の向上に努めた。

　車両の老朽化により修繕料が増加
していたことから車両を更新した。勾
配のある地区を運行することから、
小型化、4輪駆動とし、安全で確実な
運行を行う。

A
　計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

B

定量的な目標・効果
【目標①】市内公共交通利用者数　　2,613,511人（令和元年度）の維持
　　　　　  令和４年度実績                 2,429,183人
【目標②】魚津市民バスにかかる収支率　　33.1%（令和元年度）の維持
　　　　　   令和４年度実績　　　　　　　　　　　 27.9%
【目標③】市内バスにかかる財政負担額　　39,871千円（令和元年度）の維持
　　　　　　令和４年度実績　　　　　　　　　　　 50,691千円

　富山地方鉄道(株)や沿線自治体と共同で、夏休みに保護者と同伴の小学
生を無料とする「親子でおでかけ事業」や小学生以下の運賃を無料とする「こ
どもの日キャンペーン」を実施した。これらに加え、夏休み期間以外に利用で
きる「親子でおでかけきっぷ」を配布した。これらの事業の目的は、公共交通
の利用啓発及び利用方法の習得である。これらの取り組みを通じて、将来の
需要の掘り起こしが図られた。地区でも自主的にバス停の清掃や時刻表の
張り替えなどを行い、継続して利用促進に努めている。
　また、利便性の向上策として、とやまロケーションシステムを導入している。
バスの遅延情報等を提供し、県内の交通情報を一元的に確認できる状態とし
ている。
　
　
　　 令和元年度（平成30年10月～令和元年９月）13,470人
　　 令和２年度（令和元年10月～令和２年９月）11,395人
　　 令和３年度（令和２年10月～令和３年９月）11,831人
　　 令和４年度（令和３年１０月～令和４年９月）13,163人
　　 令和５年度（令和４年１０月～令和５年９月）12,746人

　今後もバス利用促進協議会や地区
会合、老人会等で利用者等の声を聴
き、利便性の高い運行形態を目指し
て改善を行い、持続的な運行を目指
していく。
　
　沿線人口が減少し、65歳以上の高
齢者の免許返納率の高止まりが想
定され、利用者となる可能性のある
人数自体が減少している.。高齢者等
を対象に「乗り方教室」などの利用促
進活動を実施し、自家用車の利用
からバスの利用に切り替えても
らえるよう努めていく。

今後も「親子でおでかけ事業」な
どふるさと教育を実施し、将来の
需要拡大に努めていく。

事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりである。実
績向上に向けて具体的な改善策に
ついて引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を
行い、地域公共交通のさらなる持続
性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結
果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

魚津市公共
交通活性化
会議

事業者名：富
山地方鉄道株
式会社（令和４
年10月～令和
５年３月まで）
運行系統名：
東蔵（令和４年
10月～令和５
年3月まで）

東蔵～電鉄魚
津駅

　魚津市民バス制度と同様に、令和
２年４月から運転免許証を自主返納
した方に、魚津市民バス１年間無料
乗車証を交付し、地鉄バスの乗車機
会の創出を図り、地鉄バス利用者数
の向上に努めた。

　鉄道との接続を考慮し、令和４年４
月１日にダイヤ改正を行い、利便性
向上を図った。

　今年度は夏休み以外の時期に市
内バス路線で使える「親子でお出か
けバきっぷ事業」を実施した。小学校
でのふるさと教育にも活用いただき、
バスに乗るきっかけづくりとした。

A
計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

B

定量的な目標・効果
【目標①】市内公共交通利用者数　　2,613,511人（令和元年度）の維持
　　　　　  令和４年度実績                 2,429,183人
【目標②】魚津市民バスにかかる収支率　　33.1%（令和元年度）の維持
　　　　　   令和４年度実績　　　　　　　　　　　 27.9%
【目標③】市内バスにかかる財政負担額　　39,871千円（令和元年度）の維持
　　　　　　令和４年度実績　　　　　　　　　　　 50,691千円

親子参加型イベント等の移動で積極的にバス利用を行うなど、地域
が一体となった取り組みを通じて利用促進が図られている。
　あわせて、夏休みに保護者と同伴の小学生を無料とする「親子で
おでかけ事業」や小学生以下の運賃を無料とする「こどもの日キャン
ペーン」を実施した。これらの事業の目的は、公共交通の利用啓発
及び、利用方法の習得である。これらの取り組みを通じて、将来の需
要の掘り起こしが図られた。
 また、令和元年11月より、バス本体にGPS機能の付いた無線機を取
り付け、バスの遅延情報等を提供することで利用者の利便性の向上
を図った。
 地域との連携では、沿線地域の要望を反映し、平成29年4月１日か
らは、平日の一部路線のダイヤを変更し、中学生利用者の利便性を
高め、新たな利用者の獲得を目指した。また、平成30年4月1日より
魚津市民バスの回数券の利用をできるようにし、さらに中・高生の料
金を100円に値下げした。なお、利用者数の減少は、沿線人口の減
少と新たな利用者の獲得ができていないことが要因として考えられ
る。
　　 令和元年度（平成30年10月～令和元年９月）21,316人
　　 令和２年度（令和元年10月～令和２年９月）20,667人
　　 令和３年度（令和２年10月～令和３年９月）19,715人
　　 令和４年度（令和３年１０月～令和４年９月）18,215人
　　 令和５年度（令和４年１０月～令和５年３月）8,084人

片貝ルートへ役目を引き継ぎ

事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。役
目を引き継いだ片貝ルートにおい
て、地域公共交通のさらなる持続性
向上や利用促進が図られるよう期待
する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結
果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

魚津市公共
交通活性化
会議

事業者名：魚
津市（令和５年
４月～）
運行系統名：
片貝ルート（令
和５年４月～）

東蔵～電鉄魚
津駅 新規系統のため前回評価なし A

計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

B

定量的な目標・効果
【目標①】市内公共交通利用者数　　2,613,511人（令和元年度）の維持
　　　　　  令和４年度実績                 2,429,183人
【目標②】魚津市民バスにかかる収支率　　33.1%（令和元年度）の維持
　　　　　   令和４年度実績　　　　　　　　　　　 27.9%
【目標③】市内バスにかかる財政負担額　　39,871千円（令和元年度）の維持
　　　　　　令和４年度実績　　　　　　　　　　　 50,691千円
【目標④】一日あたりの利用者数58.2人と設定。
※東蔵線の利用実績をもとに算出した「一日あたりの利用者数（令和元年
度）」を目標値とするもの。
　　　　　　令和５年度実績（令和５年４月から９月まで）　58.95人

　令和５年４月から魚津市民バスとして運行をするにあたり、沿線地域の地域
振興会を中心に協議をし、地鉄バスから魚津市民バスになることによる不都
合がないように停留所の位置やダイヤの設定等を行った。
　令和４年度の市民バス全体の小中高校生の利用率は18.54%であったが、
片貝ルートについては39.8%となっており、小中高校生の利用率が高くなって
いる。
　富山地方鉄道(株)や沿線自治体と共同で、夏休みに保護者と同伴の小学
生を無料とする「親子でおでかけ事業」や小学生以下の運賃を無料とする「こ
どもの日キャンペーン」を実施した。これらに加え、夏休み以外にも利用でき
る「親子でおでかけきっぷを配布し、将来の需要の掘り起こしが図られた。
　また、利便性の向上策として、とやまロケーションシステムを導入している。
バスの遅延情報等を提供し、県内の交通情報を一元的に確認できる状態とし
ている。
　　令和５年度（令和５年４月～令和５年９月）8,784人

　沿線人口が減少し、65歳以上高齢
者の免許保有率が高まることが想定
されるが、沿線利用者や学校などの
ニーズに合わせた運行形態、ダイヤ
の見直し等を行いながら、利用者の
確保を続けていくことが必要である。
　今後も地域住民の通院や買い物な
ど、日常生活に必要な路線として、
利便性の高い運行形態を目指して改
善を行い、利用促進に繋げたい。

事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりである。実
績向上に向けて具体的な改善策に
ついて引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を
行い、地域公共交通のさらなる持続
性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結
果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

魚津市公共
交通活性化
会議

事業者名：富
山地方鉄道株
式会社（令和４
年10月～令和
５年３月まで）
運行系統名：
黒沢・大沢（令
和４年10月～
令和５年3月ま
で）

大沢～電鉄魚
津駅

　魚津市民バス制度と同様に、令和
２年４月から運転免許証を自主返納
した方に、魚津市民バス１年間無料
乗車証を交付し、地鉄バスの乗車機
会の創出を図り、地鉄バス利用者数
の向上に努めた。

　鉄道との接続を考慮し、令和４年４
月１日にダイヤ改正を行い、利便性
向上を図った。

　今年度は夏休み以外の時期に市
内バス路線で使える「親子でお出か
けバきっぷ事業」を実施した。小学校
でのふるさと教育にも活用いただき、
バスに乗るきっかけづくりとした。

A
計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

B

定量的な目標・効果
【目標①】市内公共交通利用者数　　2,613,511人（令和元年度）の維持
　　　　　  令和４年度実績                 2,429,183人
【目標②】魚津市民バスにかかる収支率　　33.1%（令和元年度）の維持
　　　　　   令和４年度実績　　　　　　　　　　　 27.9%
【目標③】市内バスにかかる財政負担額　　39,871千円（令和元年度）の維持
　　　　　　令和４年度実績　　　　　　　　　　　 50,691千円

　当該路線地域では、地域が一体となった取り組みを通じて利用促
進が図られている。
　平成30年4月1日より魚津市民バスの回数券の利用をできるように
し、さらに中・高校の料金を100円に値下げした。これにより、利用者
数、運賃収入とも前年度比で増加したことから、新たな中・高生の需
要が掘り起こされ、高校生以下の利用率が高まった。
　あわせて、夏休みに保護者と同伴の小学生を無料とする「親子で
おでかけ事業」を実施するなど、将来の需要の掘り起こしも図られ
た。
 また、令和元年11月より、バス本体にGPS機能の付いた無線機を取
り付け、バスの遅延情報等を提供することで利用者の利便性を向上
させている。
　更には、コロナウイルスの感染拡大やそれに伴う外出自粛、終息
後も公共交通を利用しない生活様式の変化等により、利用者数はコ
ロナ禍前の数字へ回復していない。
　　 令和元年度（平成30年10月～令和元年９月）15,482人
　　 令和２年度（令和元年10月～令和２年９月）12,966人
　　 令和３年度（令和２年10月～令和３年９月）14,665人
　　 令和４年度（令和３年１０月～令和４年９月）13,924人
　　 令和５年度（令和４年１０月～令和５年３月）7,339人

西布施ルートへ役目を引き継ぎ

事業評価結果の③から⑤までにつ
いては自己評価のとおりである。役
目を引き継いだ西布施ルートにおい
ても、地域公共交通のさらなる持続
性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結
果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

魚津市公共
交通活性化
会議

事業者名：魚
津市（令和５年
４月～）
運行系統名：
西布施ルート
（令和５年４月
～）

大沢～電鉄魚
津駅

新規系統のため前回評価なし A
計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

B

定量的な目標・効果
【目標①】市内公共交通利用者数　　2,613,511人（令和元年度）の維持
　　　　　  令和４年度実績                 2,429,183人
【目標②】魚津市民バスにかかる収支率　　33.1%（令和元年度）の維持
　　　　　   令和４年度実績　　　　　　　　　　　 27.9%
【目標③】市内バスにかかる財政負担額　　39,871千円（令和元年度）の維持
　　　　　　令和４年度実績　　　　　　　　　　　 50,691千円
【目標④】一日あたりの利用者数43.2人と設定。
※黒沢・大沢線の利用実績をもとに算出した「一日あたりの利用者数（令和
元年度）」を目標値とするもの。
　　　　　　令和５年度実績（令和５年４月から９月まで）　53.85人

　令和５年４月から魚津市民バスとして運行をするにあたり、沿線地域の地域
振興会を中心に協議を行い、地鉄バスから魚津市民バスになることによる不
都合がないよう停留所の位置やダイヤの設定等を行った。
　令和４年度の市民バス全体の小中高校生の利用率は18.54%であったが、
西布施ルートについては47.8%となっており、小中高校生の利用率が高くなっ
ている。
　沿線自治体と共同で、夏休みに保護者と同伴の小学生を無料とする「親子
でおでかけ事業」や小学生以下の運賃を無料とする「こどもの日キャンペー
ン」を実施した。これらに加え、夏休み以外にも利用できる「親子でおでかけ
きっぷを配布し利用啓発に取り組み、将来の需要の掘り起こしが図られた。
　車両小型化により、地鉄バスでは乗り入れできなかった「布施爪コミュニティ
センター」へ乗り入れることが可能となり、沿線住民の利便性向上を図った。
今後は勾配が強いため小回りのきく小型車の４輪駆動とし、積雪時にも安心
して乗車できるよう車両を更新する予定としている。
　また、利便性向上策として、とやまロケーションシステムを導入している。バ
スの遅延情報等を提供し、県内の交通情報を一元的に確認できる状態として
いる。
　　令和５年度（令和５年４月～令和５年９月）8,024人

　沿線人口が減少し、65歳以上高齢
者の免許保有率が高まることが想定
されるが、沿線利用者や学校などの
ニーズに合わせた運行形態、ダイヤ
の見直し等を行いながら、利用者の
確保を続けていくことが必要である。
　車両の小型化により、利用者の取
りこぼしがないよう、沿線地域振興会
と協議をし、他のルートとダイヤの調
整を検討する。

事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりである。実
績向上に向けて具体的な改善策に
ついて引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進め
ていくとともに、今後も適切な検証を
行い、地域公共交通のさらなる持続
性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

１　津沢線（津
沢発）
津沢あんどん
ふれあい会館
～水島～石動
駅南口
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

２　津沢線（循
環）
石動駅北口～
水島～石動駅
北口
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

３　津沢線（石
動駅発）
石動駅南口～
水島～蓑輪口
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

４　正得線（七
社発）
七社～保健福
祉ｾﾝﾀｰ～石
動駅南口
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

５　正得線（循
環）
石動駅北口～
道明～石動駅
北口
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

６　正得線（石
動駅発）
石動駅南口～
道明～大谷小
学校前
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

７　宮島線（ｽ
ｸｰﾙﾊﾞｽ便）
宮島温泉(※
１)～西中野公
民館前～石動
駅北口
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

８　宮島線
石動駅北口～
西中野公民館
前～森屋
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

９　南谷線
石動駅北口～
南谷公民館前
～嘉例谷
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

小矢部市地
域公共交通
活性化協議
会

小矢部市

10　蟹谷線
石動駅北口～
安養寺～津沢
ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗｻﾞ
車両減価償却
等国庫補助金

１　バス情報広報活動
　バス情報広報活動については、引
き続きホームページに掲載するととも
に時刻表を公共施設等に配置し、
ケーブルテレビのデータ放送を実施
した。
　Ａ４ｻｲｽﾞ（1枚）の時刻表を作成し、
窓口に配置したところ、配布量が増
加した。
　区域運行型のＡＩオンデマンド交通
「チョイソコおやべ」の段階的実証運
行を行うため、市内１４か所で18地区
を対象とした説明会を３回実施した。
その際に、７月からのコミュニティバ
スの休日運行休止について説明し、
市の広報誌、ホームページでも案内
した。

２　利用実態調査
　利便性の向上や利用者の増加に
つながるダイヤ改正を見越し、各路
線の利用実態調査を７月18日に行っ
た。
　本市を含む砺波地区の高校生を対
象に、通学手段の実態を把握するた
めのアンケート調査を令和４年９月26
日から10月７日にかけて実施した。

Ａ
　事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ

１　目標・効果
　令和４年度に策定した地域内フィーダー系統確保維持計
画【令和５年度～７年度】において、令和５年度における１
便あたり利用者数を4.4人/便とする目標を設定した。（新型
コロナの感染拡大後の令和２年度及び令和３年度の平均
値）

２　達成状況
　コロナ禍後の代替交通手段の利用増、区域運行型のＡＩ
オンデマンド交通の実証運行によるコミュニティバスの減便
及び利用者の移行により、令和５年度の１便あたり利用者
数は4.1人/便と目標を下まわった。
　なお、１便あたりの利用者数の推移は以下のとおりであ
る。
　平成３０年度：4.6人/便
　令和元年度：5.1人/便
　令和２年度：4.5人/便
　令和３年度：4.2人/便
　令和４年度：4.1人/便
　令和５年度：4.1人/便

　前年度同様、路線ごとの利用者数は大きな差があり、宮
島及び南谷線は3.0人/便を下まわっているため、今後も利
用推移を注視する。
　なお、利用者数の推移は以下のとおりである。
　平成30年度：51,587人
　令和元年度：54,231人
　令和２年度：46,990人
　令和３年度：43,471人
　令和４年度：43,347人
　令和５年度：39,415人

１　バス情報広報活動
　バス情報について、市ホームペー
ジに掲載するとともに、とやまロケー
ションシステムの活用についても発
信し、利便性の向上につなげる。

２　利用実態調査
　引き続き、利用者の公共交通機関
の利用目的・頻度の変化などを調査
する。この調査結果をふまえ、コミュ
ニティバスのダイヤ改正を行い、あい
の風とやま鉄道や加越能バスとの接
続を可能とし、更なる利用者目線の
利用促進策を検討する。

３　市営バスの再編
　高齢者等の移動需要に対応し、効
率的な運行を可能とする、区域運行
型のＡＩオンデマンド交通を主体とし
た運行形態への転換を進めるととも
に、通勤通学の利用が多い平日の
朝夕の時間帯は、定時定路線のコ
ミュニティバスを維持することで、そ
れぞれの長所を活かしたベストミック
スな交通サービスの実現を目指し、
公共交通の持続可能性を高めてい
く。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

蓑輪①
(みのわ温泉
～中新～市民
交流プラザ
エール前)

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は9,040人（前年同期9,367人）、１便あたりの輸送
人員は4.6人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

蓑輪②
(滑川駅前～
みのわ温泉～
市民交流プラ
ザエール前)

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は9,040人（前年同期9,367人）、１便あたりの輸送
人員は4.6人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市
蓑輪③
(滑川駅前～
中新～みのわ
温泉)

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は9,040人（前年同期9,367人）、１便あたりの輸送
人員は4.6人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

大日室山①
(博物館前～
大日～市民交
流プラザエー
ル前)
車両減価償却
費等国庫補助
金

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は9,302人（前年同期8,989人）、１便あたりの輸送
人員は4.6人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者は微増ではあったが、目
標・効果は未達成であった。その理由として、新型コロナウ
イルス感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、
既存利用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩み
が考えられる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

大日室山②
(滑川駅前～
大日～市民交
流プラザエー
ル前)
車両減価償却
費等国庫補助
金

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は9,302人（前年同期8,989人）、１便あたりの輸送
人員は4.6人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者は微増ではあったが、目
標・効果は未達成であった。その理由として、新型コロナウ
イルス感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、
既存利用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩み
が考えられる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

大日室山③
(滑川駅前～
大日～中開)
車両減価償却
費等国庫補助
金

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は9,302人（前年同期8,989人）、１便あたりの輸送
人員は4.6人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者は微増ではあったが、目
標・効果は未達成であった。その理由として、新型コロナウ
イルス感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、
既存利用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩み
が考えられる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

小森①
(田林公民館
前～小森～市
民交流プラザ
エール前)

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は12,472人（前年同期13,112人）、１便あたりの輸
送人員は6.4人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

小森②
(滑川駅前～
小森～市民交
流プラザエー
ル前)

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は12,472人（前年同期13,112人）、１便あたりの輸
送人員は6.4人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市
小森③
(滑川駅前～
小森～本江)

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は12,472人（前年同期13,112人）、１便あたりの輸
送人員は6.4人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

栗山①
(グリーンタウ
ン北野口～杉
本～市民交流
プラザエール
前)

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は9,445人（前年同期9,449人）、１便あたりの輸送
人員は4.8人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

栗山②
(滑川駅前～
杉本～市民交
流プラザエー
ル前)

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は9,445人（前年同期9,449人）、１便あたりの輸送
人員は4.8人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市
栗山③
(滑川駅前～
杉本～栗山
北)

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は9,445人（前年同期9,449人）、１便あたりの輸送
人員は4.8人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

市街地循環
(滑川駅前～
西滑川駅～市
民交流プラザ
エール前)
車両減価償却
費等国庫補助
金

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は7,137人（前年同期7,847人）、１便あたりの輸送
人員は5.3人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者減となっており、目標・効
果は未達成であった。その理由として、新型コロナウイルス
感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、既存利
用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩みが考え
られる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

寺町
(滑川駅前～
寺町～市民交
流プラザエー
ル前)
車両減価償却
費等国庫補助
金

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

B

利用者数は10,297人（前年同期11,114人）、１便あたりの輸
送人員は7.7人（目標7.0人）であった。
１便あたりの輸送人員目標は達成したが、令和４事業年度
と比べると利用者減となっている。その理由として、新型コ
ロナウイルス感染症の影響による入院・死亡者等の増加に
より、既存利用者が減少したことに加え、新規利用者の伸
び悩みが考えられる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

滑川市地域
公共交通会
議

滑川市

北部循環
(滑川駅前～
水族館前～市
役所前)
車両減価償却
費等国庫補助
金

新規利用者獲得のため、市内公共
交通の路線図や時刻を掲載したコ
ミュニティバスの時刻表を全世帯に
配布したほか、市内の学校、病院、
商業施設、観光施設等に時刻表を設
置した。また、令和４年６月１日から
は、一部区間で「自由乗降」の試験
運用を開始し、令和５年６月１日には
自由乗降区間を拡大して運行を行っ
た。
コミュニティバスの認知度向上のた
め、県内交通事業者と連携し、小学
生の運賃を無料にする「親子でおで
かけ事業」を夏休みに実施した。ま
た、滑川市内で行われたイベントに
合わせて、『「のる my car」無料
デー』を実施した。
通勤・通学者の利便性向上のため、
滑川駅での鉄道との乗り継ぎを検証
しダイヤに反映させた。
また、「とやまロケーションシステム」
により、路線バスの位置情報、運行
状況、遅延情報を案内し、利用促進
及び利便性向上を図っている。

A
計画通り事業は適切に実施
された。

C

利用者数は6,160人（前年同期5,842人）、１便あたりの輸送
人員は4.6人（目標7.0人）であった。
令和４事業年度と比べると利用者は微増ではあったが、目
標・効果は未達成であった。その理由として、新型コロナウ
イルス感染症の影響による入院・死亡者等の増加により、
既存利用者が減少したことに加え、新規利用者の伸び悩み
が考えられる。
また、新たな取組みである「自由乗降」の試験運用の更な
る検証と工夫により、より利便性が向上されるものと考えら
れる。

感染症対策を確実に行いながら、新
規利用者獲得のための事業を継続
する。
必要に応じて停留所やルート及び
「自由乗降」区間の見直しを検討する
ほか、鉄道のダイヤ改正時には、乗
り継ぎの利便性を向上できるよう、コ
ミュニティバスのダイヤを検証する。

事業評価結果の③から⑤までについては自己評価
のとおりである。
なお、⑥の事業の今後の改善点については、ここで
示された改善策のみならず、実績向上に向けて新た
な改善策及びその具体化についても改めて検討し、
その実施について地域一体となって適切に進めてい
くとともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通
のさらなる持続性向上や利用促進が図られるよう期
待する。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

黒部市公共
交通戦略推
進協議会

事業者名
桜井交通（株）

運行系統名
・愛本本線

運行区間
・愛本新下区
公民館～イ
ラッセ

・ジャンボタク
シーによる定
時定路線運行
・平日のみ運
行

・利用促進策として、時刻表・ニュー
スレターの該当地区への全戸配布
や回数券の販売を実施した。

・利用者のニーズを把握するため、
動態調査を実施した。(令和４年11
月)

・間仕切りやアルコールの設置等の
感染症対策を実施し、利用者が安全
に利用できるよう努めた。

・事業者と意見交換を実施し、利用
者の増加に向けた課題の整理や、課
題の解決に向けた取組についての
検討を行っている。

A
計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

C

（１）市内路線バス・コミュニティ交通の利用者数

令和５年度目標値：
15,400人
令和５年度実績値：
13,138人
（参考）
当該系統利用者数
令和４年度：2,790人
令和５年度：2,453人

（２）公共交通利用圏域内　町内会人口率（交通空白地域
の解消）

令和５年度目標値：99.9％
令和５年度実績値：99.9％

・市内路線バス・コミュニティ交通の
利用者数は目標を達成することがで
きず、当該系統の利用者数も減少し
ている。
・利用者数の減少については、移動
式スーパーの営業開始や、主な利用
者となっている高齢者の入院・死亡
等による影響が考えられる。

・引き続き、乗降データを収集・分析
し、利用実態の把握に努めるほか、
事業者との意見交換を実施し、路線
の利便性向上と利用促進について、
現行ダイヤの見直しも含め検討を行
う。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

黒部市公共
交通戦略推
進協議会

事業者名
桜井交通（株）

運行系統名
・石田三日市
線

運行区間
・にいかわ総
合支援学校～
黒部市役所
・黒部市役所
～黒部市役所

・コミューター
による定時定
路線型運行
・平日のみ運
行

・利用促進策として、時刻表・ニュー
スレターの該当地区への全戸配布
や回数券の販売を実施した。

・利用者のニーズを把握するため、
動態調査を実施した。(令和４年11
月)

・間仕切りやアルコールの設置等の
感染症対策を実施し、利用者が安全
に利用できるよう努めた。

・路線上に開業した大型商業施設・
温浴施設に合わせたルートの変更に
ついて、地元や事業者と意見交換を
実施し、協議を進めている。

A
計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

C

（１）市内路線バス・コミュニティ交通の利用者数

令和５年度目標値：
15,400人
令和５年度実績値：
13,138人
（参考）
当該系統利用者数
令和４年度：8,304人
令和５年度：7,577人

（２）公共交通利用圏域内　町内会人口率（交通空白地域
の解消）

令和５年度目標値：99.9％
令和５年度実績値：99.9％

・市内路線バス・コミュニティ交通の
利用者数は目標を達成することがで
きず、当該系統の利用者数も減少し
ている。
・利用者数の減少については、移動
式スーパーの営業開始や、主な利用
者となっている高齢者の入院・死亡
等による影響が考えられる。

・新規利用者の確保を図るための路
線の大幅な見直しに向けて、引き続
き、事業者や地元との協議を進め
る。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

黒部市公共
交通戦略推
進協議会

事業者名
くろべ交通
（株）

運行系統名
・田家野－中
山エリア

運行区間
・田家地区～
三日市地区

・予約型デマン
ドタクシーとし
て運行
・月・水・金に
運行

・利用促進策として、時刻表・ニュー
スレターの該当地区への全戸配布
や回数券の販売を実施した。

・利用者のニーズを把握するため、
動態調査を実施した。(令和４年11
月)

・間仕切りやアルコールの設置等の
感染症対策を実施し、利用者が安全
に利用できるよう努めた。

・事業者と意見交換を実施し、利用
者の増加に向けた課題の整理や、課
題の解決に向けた取組についての
検討を行っている。

A
計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

C

（１）市内路線バス・コミュニティ交通の利用者数

令和５年度目標値：
15,400人
令和５年度実績値：
13,138人
（参考）
当該系統利用者数
令和４年度：542人
令和５年度：590人

（２）公共交通利用圏域内　町内会人口率（交通空白地域
の解消）

令和５年度目標値：99.9％
令和５年度実績値：99.9％

・市内路線バス・コミュニティ交通の
利用者数は目標を達成することがで
きなかったが、当該系統の利用者数
は増加している。

・引き続き、乗降データを収集・分析
し、利用実態の把握に努めるほか、
事業者との意見交換を実施し、路線
の利便性向上と利用促進について、
現行ダイヤの見直しも含め検討を行
う。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

黒部市公共
交通戦略推
進協議会

事業者名
くろべ交通
（株）

運行系統名
前沢－宮野エ
リア

運行区間
・前沢地区～
三日市地区

・予約型デマン
ドタクシーとし
て運行
・月・水・金に
運行

・利用促進策として、時刻表・ニュー
スレターの該当地区への全戸配布
や回数券の販売を実施した。

・利用者のニーズを把握するため、
動態調査を実施した。(令和４年11
月)

・間仕切りやアルコールの設置等の
感染症対策を実施し、利用者が安全
に利用できるよう努めた。

・事業者と意見交換を実施し、利用
者の増加に向けた課題の整理や、課
題の解決に向けた取組についての
検討を行っている。

A
計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

C

（１）市内路線バス・コミュニティ交通の利用者数

令和５年度目標値：
15,400人
令和５年度実績値：
13,138人
（参考）
当該系統利用者数
令和４年度：824人
令和５年度：462人

（２）公共交通利用圏域内　町内会人口率（交通空白地域
の解消）

令和５年度目標値：99.9％
令和５年度実績値：99.9％

・市内路線バス・コミュニティ交通の
利用者数は目標を達成することがで
きず、当該系統の利用者数も大幅に
減少している。
・利用者数の減少については、移動
式スーパーの営業開始や、主な利用
者となっている高齢者の入院・死亡
等による影響が考えられる。

・引き続き、乗降データを収集・分析
し、利用実態の把握に努めるほか、
事業者との意見交換を実施し、路線
の利便性向上と利用促進について、
現行ダイヤの見直しも含め検討を行
う。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

黒部市公共
交通戦略推
進協議会

事業者名
くろべ交通
（株）

運行系統名
・村椿・大布施
地区

運行区間
・村椿・大布施
地区～三日市
地区

・予約型デマン
ドタクシーとし
て運行
・火・木・土に
運行

・利用促進策として、時刻表・ニュー
スレターの該当地区への全戸配布
や回数券の販売を実施した。

・利用者のニーズを把握するため、
動態調査を実施した。(令和４年11
月)

・間仕切りやアルコールの設置等の
感染症対策を実施し、利用者が安全
に利用できるよう努めた。

・事業者と意見交換を実施し、利用
者の増加に向けた課題の整理や、課
題の解決に向けた取組についての
検討を行っている。

A
計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

C

（１）市内路線バス・コミュニティ交通の利用者数

令和５年度目標値：
15,400人
令和５年度実績値：
13,138人
（参考）
当該系統利用者数
令和４年度：869人
令和５年度：910人

（２）公共交通利用圏域内　町内会人口率（交通空白地域
の解消）

令和５年度目標値：99.9％
令和５年度実績値：99.9％

・市内路線バス・コミュニティ交通の
利用者数は目標を達成することがで
きなかったが、当該系統の利用者数
は増加している。

・引き続き、乗降データを収集・分析
し、利用実態の把握に努めるほか、
事業者との意見交換を実施し、路線
の利便性向上と利用促進について、
現行ダイヤの見直しも含め検討を行
う。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

黒部市公共
交通戦略推
進協議会

事業者名
くろべ交通
（株）

運行系統名
・荻生地区

運行区間
・荻生地区～
三日市地区

・予約型デマン
ドタクシーとし
て運行
・火・木・土に
運行

・利用促進策として、時刻表・ニュー
スレターの該当地区への全戸配布
や回数券の販売を実施した。

・利用者のニーズを把握するため、
動態調査を実施した。(令和４年11
月)

・間仕切りやアルコールの設置等の
感染症対策を実施し、利用者が安全
に利用できるよう努めた。

・事業者と意見交換を実施し、利用
者の増加に向けた課題の整理や、課
題の解決に向けた取組についての
検討を行っている。

A
計画に位置付けられた事業
は適切に実施された。

C

（１）市内路線バス・コミュニティ交通の利用者数

令和５年度目標値：
15,400人
令和５年度実績値：
13,138人
（参考）
当該系統利用者数
令和４年度：501人
令和５年度：293人

（２）公共交通利用圏域内　町内会人口率（交通空白地域
の解消）

令和５年度目標値：99.9％
令和５年度実績値：99.9％

・市内路線バス・コミュニティ交通の
利用者数は目標を達成することがで
きず、当該系統の利用者数も大幅に
減少している。
・利用者数の減少については、移動
式スーパーの営業開始や、主な利用
者となっている高齢者の入院・死亡
等による影響が考えられる。

・引き続き、乗降データを収集・分析
し、利用実態の把握に努めるほか、
事業者との意見交換を実施し、路線
の利便性向上と利用促進について、
現行ダイヤの見直しも含め検討を行
う。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

氷見市地域
公共交通活
性化協議会

加越能バス株
式会社

運行系統名：
ひみ番屋街経
由氷見市民病
院運行区間：Ｊ
Ｒ氷見駅～ひ
み番屋街～氷
見市民病院

１　現状分析と計画策定の基礎デー
タとして乗降調査を実施した。

２　コロナ５類移行に伴い、利用者数
は回復しているが、燃料費の高騰の
影響については、県や市の補助金を
活用しつつ、利便性確保・維持のた
めに運行本数を維持した。

３　JR氷見線との乗り継ぎ時に一日
フリー乗車券の特典を付与する事業
を実施したほか、氷見市内の散策
マップ等に当該バスの紹介や時刻表
にアクセスできる二次元コードを掲載
するなど、利用促進を図った。

４　氷見市芸術文化館の開館に合わ
せたバス停名の変更や観光客等に
わかりやすい車内アナウンスを追加
することにより、一層の利用環境の
整備を行った。

A
事業が計画に位置付けられ
た通り、適切に実施された。

A

1　目標・１便あたりの利用者数目標値平日4.0人、土日祝
日4.7人・系統別の利用者数
①ひみ番屋街経由氷見市民病院1,300人
②ひみ番屋街3,500人
③市街地循環左回り5,800人
④市街地循環右回り5,100人

２　効果達成状況
・１便あたりの利用者数平日5.3人、土日祝日9.7人
・系統別の年間利用者数
①ひみ番屋街経由氷見市民病院3,598人
②ひみ番屋街7,260人
③市街地循環左回り7,631人
④市街地循環右回り6,821人

新型コロナウィルスの５類移行に伴い、観光客数の回復に
より、利用者が増加し、どの系統も目標値を上回った。乗降
調査を見ても市街地循環バスの左右回りともに氷見駅から
ひみ番屋街での乗降客数が多く、観光客の利用が増加し
ていることが顕著にうかがえる。

１　乗降調査と利用実態の把握を継
続し、利便性を確保・維持する。
・乗降調査業務委託を実施する。

２　利用者数はコロナ前の水準に
戻っていることから、使用者数の維
持・確保のための取り組みとして、Ｊ
Ｒ氷見線と連携した利用促進事業を
今後も継続して実施する。
・JR氷見線との乗り継ぎ時に1日フ
リー乗車券の特典付与等を行う。

３　老朽化した周遊バス車両の更新
に合わせ、ラッピングを一新するとと
もに、周遊バスの利用向上につなが
る情報発信を行う。
・市街地散策マップ等にバス経路・停
留所・時刻表を掲載する。
・親子おでかけ事業を実施して小学
校、特別支援学校の児童を対象に、
公共交通機関の利用を促進する無
料乗車券付きのチラシを配布する。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。具体的な改善策の実施について地
域一体となって適切に進めていくとともに、今後も適
切な検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

氷見市地域
公共交通活
性化協議会

加越能バス株
式会社

運行系統名：
ひみ番屋街運
行区間：ＪＲ氷
見駅～ひみ番
屋街

１　現状分析と計画策定の基礎デー
タとして乗降調査を実施した。

２　コロナ５類移行に伴い、利用者数
は回復しているが、燃料費の高騰の
影響については、県や市の補助金を
活用しつつ、利便性確保・維持のた
めに運行本数を維持した。

３　JR氷見線との乗り継ぎ時に一日
フリー乗車券の特典を付与する事業
を実施したほか、氷見市内の散策
マップ等に当該バスの紹介や時刻表
にアクセスできる二次元コードを掲載
するなど、利用促進を図った。

４　氷見市芸術文化館の開館に合わ
せたバス停名の変更や観光客等に
わかりやすい車内アナウンスを追加
することにより、一層の利用環境の
整備を行った。

A
事業が計画に位置付けられ
た通り、適切に実施された。

A

1　目標・１便あたりの利用者数目標値平日4.0人、土日祝
日4.7人・系統別の利用者数
①ひみ番屋街経由氷見市民病院1,300人
②ひみ番屋街3,500人
③市街地循環左回り5,800人
④市街地循環右回り5,100人

２　効果達成状況
・１便あたりの利用者数平日5.3人、土日祝日9.7人
・系統別の年間利用者数
①ひみ番屋街経由氷見市民病院3,598人
②ひみ番屋街7,260人
③市街地循環左回り7,631人
④市街地循環右回り6,821人

新型コロナウィルスの５類移行に伴い、観光客数の回復に
より、利用者が増加し、どの系統も目標値を上回った。乗降
調査を見ても市街地循環バスの左右回りともに氷見駅から
ひみ番屋街での乗降客数が多く、観光客の利用が増加し
ていることが顕著にうかがえる。

１　乗降調査と利用実態の把握を継
続し、利便性を確保・維持する。
・乗降調査業務委託を実施する。

２　利用者数はコロナ前の水準に
戻っていることから、使用者数の維
持・確保のための取り組みとして、Ｊ
Ｒ氷見線と連携した利用促進事業を
今後も継続して実施する。
・JR氷見線との乗り継ぎ時に1日フ
リー乗車券の特典付与等を行う。

３　老朽化した周遊バス車両の更新
に合わせ、ラッピングを一新するとと
もに、周遊バスの利用向上につなが
る情報発信を行う。
・市街地散策マップ等にバス経路・停
留所・時刻表を掲載する。
・親子おでかけ事業を実施して小学
校、特別支援学校の児童を対象に、
公共交通機関の利用を促進する無
料乗車券付きのチラシを配布する。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。具体的な改善策の実施について地
域一体となって適切に進めていくとともに、今後も適
切な検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

氷見市地域
公共交通活
性化協議会

加越能バス株
式会社

運行系統名：
市街地循環左
回り運行区
間：氷見市民
病院～ＪＲ氷
見駅～氷見市
民病院

１　現状分析と計画策定の基礎デー
タとして乗降調査を実施した。

２　コロナ５類移行に伴い、利用者数
は回復しているが、燃料費の高騰の
影響については、県や市の補助金を
活用しつつ、利便性確保・維持のた
めに運行本数を維持した。

３　JR氷見線との乗り継ぎ時に一日
フリー乗車券の特典を付与する事業
を実施したほか、氷見市内の散策
マップ等に当該バスの紹介や時刻表
にアクセスできる二次元コードを掲載
するなど、利用促進を図った。

４　氷見市芸術文化館の開館に合わ
せたバス停名の変更や観光客等に
わかりやすい車内アナウンスを追加
することにより、一層の利用環境の
整備を行った。

A
事業が計画に位置付けられ
た通り、適切に実施された。

A

1　目標・１便あたりの利用者数目標値平日4.0人、土日祝
日4.7人・系統別の利用者数
①ひみ番屋街経由氷見市民病院1,300人
②ひみ番屋街3,500人
③市街地循環左回り5,800人
④市街地循環右回り5,100人

２　効果達成状況
・１便あたりの利用者数平日5.3人、土日祝日9.7人
・系統別の年間利用者数
①ひみ番屋街経由氷見市民病院3,598人
②ひみ番屋街7,260人
③市街地循環左回り7,631人
④市街地循環右回り6,821人

新型コロナウィルスの５類移行に伴い、観光客数の回復に
より、利用者が増加し、どの系統も目標値を上回った。乗降
調査を見ても市街地循環バスの左右回りともに氷見駅から
ひみ番屋街での乗降客数が多く、観光客の利用が増加し
ていることが顕著にうかがえる。

１　乗降調査と利用実態の把握を継
続し、利便性を確保・維持する。
・乗降調査業務委託を実施する。

２　利用者数はコロナ前の水準に
戻っていることから、使用者数の維
持・確保のための取り組みとして、Ｊ
Ｒ氷見線と連携した利用促進事業を
今後も継続して実施する。
・JR氷見線との乗り継ぎ時に1日フ
リー乗車券の特典付与等を行う。

３　老朽化した周遊バス車両の更新
に合わせ、ラッピングを一新するとと
もに、周遊バスの利用向上につなが
る情報発信を行う。
・市街地散策マップ等にバス経路・停
留所・時刻表を掲載する。
・親子おでかけ事業を実施して小学
校、特別支援学校の児童を対象に、
公共交通機関の利用を促進する無
料乗車券付きのチラシを配布する。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。具体的な改善策の実施について地
域一体となって適切に進めていくとともに、今後も適
切な検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

氷見市地域
公共交通活
性化協議会

加越能バス株
式会社

運行系統名：
市街地循環右
回り運行区
間：氷見市民
病院～ＪＲ氷
見駅～氷見市
民病院

１　現状分析と計画策定の基礎デー
タとして乗降調査を実施した。

２　コロナ５類移行に伴い、利用者数
は回復しているが、燃料費の高騰の
影響については、県や市の補助金を
活用しつつ、利便性確保・維持のた
めに運行本数を維持した。

３　JR氷見線との乗り継ぎ時に一日
フリー乗車券の特典を付与する事業
を実施したほか、氷見市内の散策
マップ等に当該バスの紹介や時刻表
にアクセスできる二次元コードを掲載
するなど、利用促進を図った。

４　氷見市芸術文化館の開館に合わ
せたバス停名の変更や観光客等に
わかりやすい車内アナウンスを追加
することにより、一層の利用環境の
整備を行った。

A
事業が計画に位置付けられ
た通り、適切に実施された。

A

1　目標・１便あたりの利用者数目標値平日4.0人、土日祝
日4.7人・系統別の利用者数
①ひみ番屋街経由氷見市民病院1,300人
②ひみ番屋街3,500人
③市街地循環左回り5,800人
④市街地循環右回り5,100人

２　効果達成状況
・１便あたりの利用者数平日5.3人、土日祝日9.7人
・系統別の年間利用者数
①ひみ番屋街経由氷見市民病院3,598人
②ひみ番屋街7,260人
③市街地循環左回り7,631人
④市街地循環右回り6,821人

新型コロナウィルスの５類移行に伴い、観光客数の回復に
より、利用者が増加し、どの系統も目標値を上回った。乗降
調査を見ても市街地循環バスの左右回りともに氷見駅から
ひみ番屋街での乗降客数が多く、観光客の利用が増加し
ていることが顕著にうかがえる。

１　乗降調査と利用実態の把握を継
続し、利便性を確保・維持する。
・乗降調査業務委託を実施する。

２　利用者数はコロナ前の水準に
戻っていることから、使用者数の維
持・確保のための取り組みとして、Ｊ
Ｒ氷見線と連携した利用促進事業を
今後も継続して実施する。
・JR氷見線との乗り継ぎ時に1日フ
リー乗車券の特典付与等を行う。

３　老朽化した周遊バス車両の更新
に合わせ、ラッピングを一新するとと
もに、周遊バスの利用向上につなが
る情報発信を行う。
・市街地散策マップ等にバス経路・停
留所・時刻表を掲載する。
・親子おでかけ事業を実施して小学
校、特別支援学校の児童を対象に、
公共交通機関の利用を促進する無
料乗車券付きのチラシを配布する。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。具体的な改善策の実施について地
域一体となって適切に進めていくとともに、今後も適
切な検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向
上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

砺波市地域
公共交通会
議

砺波市

東部循環線
　麦秋苑・油田
駅前～砺波駅
～砺波市役所
前

・バスダイヤ改正に向けて、市内全
地区において公共交通に関して説明
会や意見聴取を実施し、令和６年４
月のバスダイヤ改正にて路線の再
編を行う予定である。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

C

①１便あたりの乗車人数
・目標：2.0人/便
・実績：1.9人/便

・当該路線の利用者と想定していた福祉施設（麦秋苑、北
部苑）等への利用が少ないため、目標に達していない状況
となっている。

・福祉施設への利用が少ないため、
目標に達していない状況であるた
め、当該路線の役割について見直し
を行うべきである。
・地区からも要望がある高校生等の
通学に利用できるように、令和６年４
月のダイヤ改正において当該路線は
他路線と統合し、朝夕の通学等のた
め城端線に接続するダイヤ・路線に
変更する。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

上市町地域
公共交通活
性化協議会

上市町

・上市町営バ
ス
　「白萩線」区
域型運行

・交通不便地
域と地域間幹
線である富山
地方鉄道上市
駅と接続

コロナ禍の影響を少なくするた
め、感染症拡大防止対策を徹底
し安全・安心な環境を整え利用
促進を図った。

A
当初の計画通り事業を実施
することができた。

C

計画に位置付けた事業目標は計画運行便数に対する実績
稼働率としており、白萩線　70％以上に設定していたとこ
ろ、54.71％となった。

主な要因は、前回に比べ土曜日の利用率があがったもの
の、平日の利用頻度が下がった。毎日通勤に利用した人が
10月に転居したことにより回数が減少、しかし新たな利用
者は、徐々に増えている。

目標・効果の達成状況については、
前年度より、土曜日の運行率10％
増、利用者56人増、平日の運行率
15％減、470人減であり、新たな利用
者は微増しているものの、大幅な利
用者増は見込めないので稼働率の
修正が必要と考えている。

町としては、当該地域は交通不便地
域であり、一定数の住民が存在し、
バス利用者には免許返納者が多い
こと、今後も高齢者が増え免許返納
者が増えるであろうと考えているが、
町全体のバランス（道路が狭隘で公
共交通が入れない地域）や今後の財
政負担を考慮した場合、一定の基準
を設定せざるを得ないと考えている。
なお、沿線自治会ではバス利用促進
に関して協議が加速している。
今後、バス利用に関するチラシを作
成・周知するなど利用促進に努めた
い。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

加賀市地域
公共交通活
性化再生協
議会

北鉄加賀バス
(株)

(路線名)温泉
片山津線
(運行区間)加
賀温泉駅～片
山津温泉～石
川病院～湖城
団地～加賀温
泉駅

今年度も引き続き、ＭＭ施策として加
賀市の協力のもと、加賀市内全世帯
と高校の新入生に時刻表を配布し
た。

Ａ

令和4年12月24日大雪の影
響で全便運休しました。事業
が計画に位置付けられたとお
り、適切に実施された。

Ｂ
通勤および普通券利用者が増加したが、1便あたり乗車人
員は11.86人と目標の12人を若干下回った。しかし、昨年の
乗車人員10.45人を上回った。

引き続き、ＭＭ施策として加賀市の
協力のもと、加賀市内全世帯と高校
の新入生に時刻表を配布する。ま
た、加賀市が推進するMaaSに積極
的に参画することにより、利便性の
向上を図る。あわせて、クレジット
カード等によるキャッシュレス乗車の
実現を図る。

業評価結果の③及び④については自己評価のとお
りである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標が
達成されなかった理由について分析し、これを明ら
かにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の
改善点については、目標が達成されなかった理由に
対応した改善策及びその具体化について改めて検
討し、その実施について地域一体となって適切に進
めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公
共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られる
よう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

加賀市地域
公共交通活
性化再生協
議会

北鉄加賀バス
(株)

(路線名)山代
大聖寺線
(運行区間)山
中温泉～山代
温泉東口～上
河崎～大聖寺
駅～大聖寺実
業高校～かが
交流プラザさく
ら

今年度も引き続き、ＭＭ施策として加
賀市の協力のもと、加賀市内全世帯
と高校の新入生に時刻表を配布し
た。

Ａ
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ
普通券利用者が減少したことが影響し、1便あたり乗車人
員は6.52人と目標の8人を下回った。

引き続き、ＭＭ施策として加賀市の
協力のもと、加賀市内全世帯と高校
の新入生に時刻表を配布する。ま
た、加賀市が推進するMaaSに積極
的に参画することにより、利便性の
向上を図る。あわせて、クレジット
カード等によるキャッシュレス乗車の
実現を図る。

業評価結果の③及び④については自己評価のとお
りである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標が
達成されなかった理由について分析し、これを明ら
かにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の
改善点については、目標が達成されなかった理由に
対応した改善策及びその具体化について改めて検
討し、その実施について地域一体となって適切に進
めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公
共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られる
よう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

加賀市地域
公共交通活
性化再生協
議会

北鉄加賀バス
(株)

(路線名)温泉
大聖寺線
(運行区間)加
賀温泉駅～松
が丘～大聖寺
駅～かが交流
プラザさくら

今年度も引き続き、ＭＭ施策として加
賀市の協力のもと、加賀市内全世帯
と高校の新入生に時刻表を配布し
た。

Ａ
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ｂ
定期および定期外利用者が微増したが、1便あたり乗車人
員は3.35人と目標の5人を下回った。しかし、昨年の乗車人
員3.25人を上回った。

引き続き、ＭＭ施策として加賀市の
協力のもと、加賀市内全世帯と高校
の新入生に時刻表を配布する。ま
た、加賀市が推進するMaaSに積極
的に参画することにより、利便性の
向上を図る。あわせて、クレジット
カード等によるキャッシュレス乗車の
実現を図る。

業評価結果の③及び④については自己評価のとお
りである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標が
達成されなかった理由について分析し、これを明ら
かにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の
改善点については、目標が達成されなかった理由に
対応した改善策及びその具体化について改めて検
討し、その実施について地域一体となって適切に進
めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公
共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られる
よう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

加賀市地域
公共交通活
性化再生協
議会

北鉄加賀バス
(株)

(路線名)吉崎
線
(運行区間)加
賀温泉駅～上
河崎～大聖寺
駅～塩屋

今年度も引き続き、ＭＭ施策として加
賀市の協力のもと、加賀市内全世帯
と高校の新入生に時刻表を配布し
た。

Ａ
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

Ａ
定期券利用者が減少したが、普通券利用者が増加し、1便
あたり乗車人員は11.85人と目標の11人を若干上回った。

引き続き、ＭＭ施策として加賀市の
協力のもと、加賀市内全世帯と高校
の新入生に時刻表を配布する。ま
た、加賀市が推進するMaaSに積極
的に参画することにより、利便性の
向上を図る。あわせて、クレジット
カード等によるキャッシュレス乗車の
実現を図る。

業評価結果の③及び④については自己評価のとお
りである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標が
達成されなかった理由について分析し、これを明ら
かにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の
改善点については、目標が達成されなかった理由に
対応した改善策及びその具体化について改めて検
討し、その実施について地域一体となって適切に進
めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公
共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られる
よう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

加賀市地域
公共交通活
性化再生協
議会

日本海観光バ
ス株式会社

（路線名）キャ
ンバス加賀越
前線（運行区
間）加賀温泉
駅～菅生石部
神社～吉崎御
坊蓮如上人記
念館

新型コロナウイルス感染症の影響を
受け、地域住民の路線として取り組
むように新設した。

B
事業は計画的に位置づけさ
れた通り適切に実施された。

C

便数が3便のため利用者が少なく、1便当たりの乗車人数は
１．８５人でした。
【目標】
1便あたりの利用人数８人

ダイヤの再編成を検討し、便数の改
善に努める。

事業評価結果の③及び④については自己評価のと
おりである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、まずは1
便あたりの利用者数が目標に達しなかったのは本当
に1日あたりの便数が少ないのが原因なのか、そも
そも系統としてどの程度需要があるのかから分析
し、目標不達の原因を明らかにする必要がある。そ
の上で、⑥の事業の今後の改善点については、目標
が達成されなかった理由に対応した改善策及びその
具体化について改めて検討し、その実施について地
域一体となって適切に進めていくとともに、今後も適
切な検証を行い、地域公共交通の持続性向上や利
用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

加賀市地域
公共交通活
性化再生協
議会

日本海観光バ
ス株式会社

（路線名）キャ
ンバス海まわ
り線（運行区
間）加賀温泉
駅～橋立漁港
～加賀温泉駅

従来の海まわり線を縮小し、地域住
民の移動時間短縮とした経路とし
た。

B
事業は計画的に位置づけさ
れた通り適切に実施された。

B

便数は6便とおおむね等間隔で運行して利便性を保ち、1便
当たりの乗車人数は6.92人でした。
【目標】
1便あたりの利用人数８人

沿線住民に割安回数券の利用促進
に努める。

事業評価結果の③及び④については自己評価のと
おりである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、まずは1
便あたりの利用者数が目標に達しなかったのはなぜ
かという観点から分析し、その原因を明らかにする
必要がある。その上で、⑥の事業の今後の改善点に
ついては、目標が達成されなかった理由に対応した
改善策及びその具体化について改めて検討し、その
実施について地域一体となって適切に進めていくと
ともに、今後も適切な検証を行い、地域公共交通の
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

加賀市地域
公共交通活
性化再生協
議会

日本海観光バ
ス株式会社

（路線名）キャ
ンバス加賀小
松線（運行区
間）加賀温泉
駅～ゆのくに
の森～那谷寺

新型コロナウイルス感染症の影響を
受け、地域住民の路線として取り組
むように新設した。

B
事業は計画的に位置づけさ
れた通り適切に実施された。

B

便数が3便のため利用者が少なく、１便あたり3.34人でし
た。
【目標】
1便あたりの利用人数８人

ダイヤの再編成を検討し、便数の改
善に努める。

事業評価結果の③及び④については自己評価のと
おりである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、まずは1
便あたりの利用者数が目標に達しなかったのは本当
に1日あたりの便数が少ないのが原因なのか、そも
そも系統としてどの程度需要があるのかから分析
し、目標不達の原因を明らかにする必要がある。そ
の上で、⑥の事業の今後の改善点については、目標
が達成されなかった理由に対応した改善策及びその
具体化について改めて検討し、その実施について地
域一体となって適切に進めていくとともに、今後も適
切な検証を行い、地域公共交通の持続性向上や利
用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

加賀市地域
公共交通活
性化再生協
議会

日本海観光バ
ス株式会社

（路線名）キャ
ンバス小松空
港線（運行区
間）加賀温泉
駅～片山津温
泉総湯～加賀
温泉駅

新型コロナウイルス感染症の影響を
受け休止していましたが、沿線住民
と、飛行機利用者の利用促進のため
運行を再開した。

B
事業は計画的に位置づけさ
れた通り適切に実施された。

B

便数が3便のため利用者が少なく、１便あたり３．７７人でし
た。
【目標】
1便あたりの利用人数８人

ダイヤの再編成を検討し、便数の改
善に努める。

事業評価結果の③及び④については自己評価のと
おりである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、まずは1
便あたりの利用者数が目標に達しなかったのは本当
に1日あたりの便数が少ないのが原因なのか、そも
そも系統としてどの程度需要があるのかから分析
し、目標不達の原因を明らかにする必要がある。そ
の上で、⑥の事業の今後の改善点については、目標
が達成されなかった理由に対応した改善策及びその
具体化について改めて検討し、その実施について地
域一体となって適切に進めていくとともに、今後も適
切な検証を行い、地域公共交通の持続性向上や利
用促進が図られるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

内灘町地域
公共交通協
議会

日本海観光バ
ス㈱

系統名：南部
ルート
運行区間：内
灘駅～内灘町
役場～内灘駅
（町内循環）

※R4.10～R5.3

利用者へのアンケートや運行事業者
へのヒアリングを実施することで、コ
ミュニティバス事業の実績向上という
目標に対し、地域が一体となって取
り組んだ。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

地域公共交通確保維持改善事業の補助対象系統の減少
により、前年同時期（R3.10～R4.9）に比べ、利用者数は
13.3％減少している。また、前年同時期に比べ、コミュニティ
バス事業全体の収入が8.5％減少している。さらに、老朽車
両に対する修繕費の発生や燃料費高騰の影響を受け、収
支率は目標の20.5％に対し、13.2％に留まった。

内灘町地域公共交通計画に基づき、
コミュニティバスの利便性向上と効率
化を図るため、大幅に運行計画を変
更し、令和5年4月にこれに基づく運
行を開始したところである。コミュニ
ティバス利用者へのアンケートや、運
行事業者へのヒアリングを通じ、利
用者にとって分かりやすく、町内主要
施設への直達性に配慮したルート・
ダイヤ設定が実現した。しかし、改編
直後ということもあり、事業の目標・
効果の達成状況は芳しくない。既存
の利用者だけでなく、新たな利用者
を獲得するため、利便性の高い公共
交通が町内に整備されていることを
一層周知することで、収支率の改善
に努める。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりでる。実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

内灘町地域
公共交通協
議会

日本海観光バ
ス㈱

系統名：全町
ルート
運行区間：内
灘駅～西荒屋
公民館前～内
灘駅（町内循
環）

※R4.10～R5.3

利用者へのアンケートや運行事業者
へのヒアリングを実施することで、コ
ミュニティバス事業の実績向上という
目標に対し、地域が一体となって取
り組んだ。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

地域公共交通確保維持改善事業の補助対象系統の減少
により、前年同時期（R3.10～R4.9）に比べ、利用者数は
13.3％減少している。また、前年同時期に比べ、コミュニティ
バス事業全体の収入が8.5％減少している。さらに、老朽車
両に対する修繕費の発生や燃料費高騰の影響を受け、収
支率は目標の20.5％に対し、13.2％に留まった。

内灘町地域公共交通計画に基づき、
コミュニティバスの利便性向上と効率
化を図るため、大幅に運行計画を変
更し、令和5年4月にこれに基づく運
行を開始したところである。コミュニ
ティバス利用者へのアンケートや、運
行事業者へのヒアリングを通じ、利
用者にとって分かりやすく、町内主要
施設への直達性に配慮したルート・
ダイヤ設定が実現した。しかし、改編
直後ということもあり、事業の目標・
効果の達成状況は芳しくない。既存
の利用者だけでなく、新たな利用者
を獲得するため、利便性の高い公共
交通が町内に整備されていることを
一層周知することで、収支率の改善
に努める。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりでる。実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

内灘町地域
公共交通協
議会

日本海観光バ
ス㈱

系統名：にし
ルート
運行区間：ほ
のぼの湯～千
鳥台1丁目～
ほのぼの湯
（町内循環）

※R4.10～R5.3

利用者へのアンケートや運行事業者
へのヒアリングを実施することで、コ
ミュニティバス事業の実績向上という
目標に対し、地域が一体となって取
り組んだ。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

地域公共交通確保維持改善事業の補助対象系統の減少
により、前年同時期（R3.10～R4.9）に比べ、利用者数は
13.3％減少している。また、前年同時期に比べ、コミュニティ
バス事業全体の収入が8.5％減少している。さらに、老朽車
両に対する修繕費の発生や燃料費高騰の影響を受け、収
支率は目標の20.5％に対し、13.2％に留まった。

内灘町地域公共交通計画に基づき、
コミュニティバスの利便性向上と効率
化を図るため、大幅に運行計画を変
更し、令和5年4月にこれに基づく運
行を開始したところである。コミュニ
ティバス利用者へのアンケートや、運
行事業者へのヒアリングを通じ、利
用者にとって分かりやすく、町内主要
施設への直達性に配慮したルート・
ダイヤ設定が実現した。しかし、改編
直後ということもあり、事業の目標・
効果の達成状況は芳しくない。既存
の利用者だけでなく、新たな利用者
を獲得するため、利便性の高い公共
交通が町内に整備されていることを
一層周知することで、収支率の改善
に努める。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりでる。実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

内灘町地域
公共交通協
議会

日本海観光バ
ス㈱

系統名：ひがし
ルート
運行区間：ほ
のぼの湯～少
年の家～ほの
ぼの湯（町内
循環）

※R4.10～R5.3

利用者へのアンケートや運行事業者
へのヒアリングを実施することで、コ
ミュニティバス事業の実績向上という
目標に対し、地域が一体となって取
り組んだ。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

地域公共交通確保維持改善事業の補助対象系統の減少
により、前年同時期（R3.10～R4.9）に比べ、利用者数は
13.3％減少している。また、前年同時期に比べ、コミュニティ
バス事業全体の収入が8.5％減少している。さらに、老朽車
両に対する修繕費の発生や燃料費高騰の影響を受け、収
支率は目標の20.5％に対し、13.2％に留まった。

内灘町地域公共交通計画に基づき、
コミュニティバスの利便性向上と効率
化を図るため、大幅に運行計画を変
更し、令和5年4月にこれに基づく運
行を開始したところである。コミュニ
ティバス利用者へのアンケートや、運
行事業者へのヒアリングを通じ、利
用者にとって分かりやすく、町内主要
施設への直達性に配慮したルート・
ダイヤ設定が実現した。しかし、改編
直後ということもあり、事業の目標・
効果の達成状況は芳しくない。既存
の利用者だけでなく、新たな利用者
を獲得するため、利便性の高い公共
交通が町内に整備されていることを
一層周知することで、収支率の改善
に努める。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりでる。実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

内灘町地域
公共交通協
議会

日本海観光バ
ス㈱

系統名：白帆
台ルート
運行区間：白
帆台2丁目北
～ハマナス1
丁目～内灘駅
（往復）

※R4.10～R5.3

利用者へのアンケートや運行事業者
へのヒアリングを実施することで、コ
ミュニティバス事業の実績向上という
目標に対し、地域が一体となって取
り組んだ。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

地域公共交通確保維持改善事業の補助対象系統の減少
により、前年同時期（R3.10～R4.9）に比べ、利用者数は
13.3％減少している。また、前年同時期に比べ、コミュニティ
バス事業全体の収入が8.5％減少している。さらに、老朽車
両に対する修繕費の発生や燃料費高騰の影響を受け、収
支率は目標の20.5％に対し、13.2％に留まった。

内灘町地域公共交通計画に基づき、
コミュニティバスの利便性向上と効率
化を図るため、大幅に運行計画を変
更し、令和5年4月にこれに基づく運
行を開始したところである。コミュニ
ティバス利用者へのアンケートや、運
行事業者へのヒアリングを通じ、利
用者にとって分かりやすく、町内主要
施設への直達性に配慮したルート・
ダイヤ設定が実現した。しかし、改編
直後ということもあり、事業の目標・
効果の達成状況は芳しくない。既存
の利用者だけでなく、新たな利用者
を獲得するため、利便性の高い公共
交通が町内に整備されていることを
一層周知することで、収支率の改善
に努める。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりでる。実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

内灘町地域
公共交通協
議会

日本海観光バ
ス㈱

系統名：時計
回りルート
運行区間：内
灘駅～内灘町
役場～内灘駅
（町内循環）

※R5.4～R5.9

地域の声に配慮し変更した運行計画
に基づき、新たなルート・ダイヤによ
る運行を令和5年4月に開始した。ま
た、引き続き運転免許証返納者にコ
ミュニティバスの定期券や回数券を
交付している。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

地域公共交通確保維持改善事業の補助対象系統の減少
により、前年同時期（R3.10～R4.9）に比べ、利用者数は
13.3％減少している。また、前年同時期に比べ、コミュニティ
バス事業全体の収入が8.5％減少している。さらに、老朽車
両に対する修繕費の発生や燃料費高騰の影響を受け、収
支率は目標の20.5％に対し、13.2％に留まった。

内灘町地域公共交通計画に基づき、
コミュニティバスの利便性向上と効率
化を図るため、大幅に運行計画を変
更し、令和5年4月にこれに基づく運
行を開始したところである。コミュニ
ティバス利用者へのアンケートや、運
行事業者へのヒアリングを通じ、利
用者にとって分かりやすく、町内主要
施設への直達性に配慮したルート・
ダイヤ設定が実現した。しかし、改編
直後ということもあり、事業の目標・
効果の達成状況は芳しくない。既存
の利用者だけでなく、新たな利用者
を獲得するため、利便性の高い公共
交通が町内に整備されていることを
一層周知することで、収支率の改善
に努める。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりでる。実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

内灘町地域
公共交通協
議会

日本海観光バ
ス㈱

系統名：反時
計回りルート
運行区間：内
灘駅～内灘町
役場～内灘駅
（町内循環）

※R5.4～R5.9

地域の声に配慮し変更した運行計画
に基づき、新たなルート・ダイヤによ
る運行を令和5年4月に開始した。ま
た、引き続き運転免許証返納者にコ
ミュニティバスの定期券や回数券を
交付している。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

地域公共交通確保維持改善事業の補助対象系統の減少
により、前年同時期（R3.10～R4.9）に比べ、利用者数は
13.3％減少している。また、前年同時期に比べ、コミュニティ
バス事業全体の収入が8.5％減少している。さらに、老朽車
両に対する修繕費の発生や燃料費高騰の影響を受け、収
支率は目標の20.5％に対し、13.2％に留まった。

内灘町地域公共交通計画に基づき、
コミュニティバスの利便性向上と効率
化を図るため、大幅に運行計画を変
更し、令和5年4月にこれに基づく運
行を開始したところである。コミュニ
ティバス利用者へのアンケートや、運
行事業者へのヒアリングを通じ、利
用者にとって分かりやすく、町内主要
施設への直達性に配慮したルート・
ダイヤ設定が実現した。しかし、改編
直後ということもあり、事業の目標・
効果の達成状況は芳しくない。既存
の利用者だけでなく、新たな利用者
を獲得するため、利便性の高い公共
交通が町内に整備されていることを
一層周知することで、収支率の改善
に努める。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりでる。実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

内灘町地域
公共交通協
議会

日本海観光バ
ス㈱

系統名：8の字
ルート
運行区間：ほ
のぼの湯～千
鳥台1丁目、少
年の家～ほの
ぼの湯（町内
循環）

※R5.4～R5.9

地域の声に配慮し変更した運行計画
に基づき、新たなルート・ダイヤによ
る運行を令和5年4月に開始した。ま
た、引き続き運転免許証返納者にコ
ミュニティバスの定期券や回数券を
交付している。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

地域公共交通確保維持改善事業の補助対象系統の減少
により、前年同時期（R3.10～R4.9）に比べ、利用者数は
13.3％減少している。また、前年同時期に比べ、コミュニティ
バス事業全体の収入が8.5％減少している。さらに、老朽車
両に対する修繕費の発生や燃料費高騰の影響を受け、収
支率は目標の20.5％に対し、13.2％に留まった。

内灘町地域公共交通計画に基づき、
コミュニティバスの利便性向上と効率
化を図るため、大幅に運行計画を変
更し、令和5年4月にこれに基づく運
行を開始したところである。コミュニ
ティバス利用者へのアンケートや、運
行事業者へのヒアリングを通じ、利
用者にとって分かりやすく、町内主要
施設への直達性に配慮したルート・
ダイヤ設定が実現した。しかし、改編
直後ということもあり、事業の目標・
効果の達成状況は芳しくない。既存
の利用者だけでなく、新たな利用者
を獲得するため、利便性の高い公共
交通が町内に整備されていることを
一層周知することで、収支率の改善
に努める。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりでる。実績向上に向けて具
体的な改善策について引き続き検討し、その実施に
ついて地域一体となって適切に進めていくとともに、
今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさらなる
持続性向上や利用促進が図られるよう期待する。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

津幡町地域
公共交通活
性化協議会

津幡町

系統名：旭山
線
運行区間（津
幡駅～石川高
専前～旭山公
園前）
※車両減価償
却費等国庫補
助金対象路線

鉄道との接続を考慮するなど、利用
者の利便性を考慮したダイヤ改正を
行った。また、ダイヤ改正の時刻表を
地域内全戸に配布し利用促進を図っ
た。

Ａ
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された

B

（a目標達せず、b目標達成）
a運行コストを1㎞当たり250円以内
(R4.10～R5.9)259.91円
b平均乗車人数/1回 9.25人
(R4.10～R5.9)　10.95人

昨今の物価高騰の影響など運行コ
ストの目標達成はならず残念だが、
前年度後半から順調に伸びていた
平均乗車人数が今年度も更に伸び
た。数値的にも目標を達成出来たこ
とから、今後はこの状況を維持出来
るよう利用者の意見等も参考に更な
る利用促進を図る。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

津幡町地域
公共交通活
性化協議会

津幡町

系統名：潟端
線
運行区間（津
幡駅～潟端陽
香台口～津幡
駅、津幡駅～
潟端陽香台口
～役場前）
※車両減価償
却費等国庫補
助金対象路線

鉄道との接続を考慮するなど、利用
者の利便性を考慮したダイヤ改正を
行った。また、ダイヤ改正の時刻表を
地域内全戸に配布し利用促進を図っ
た。

Ａ
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された

B

（a目標達せず、b目標達成）
a運行コストを1㎞当たり250円以内
(R4.10～R5.9)259.91円
b平均乗車人数/1回　2.12人
(R4.10～R5.9)　2.32人

昨今の物価高騰などの影響により、
運行コストの目標は達成出来なかっ
たが、平均乗車人数の目標は達成
出来た。しかしながら、鉄道との乗継
ダイヤ等の調整を行っているにも関
わらず利用者が少ない系統もあるこ
とから、今後はより利便性及び効率
性が高い運行等を検討する。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

津幡町地域
公共交通活
性化協議会

津幡町

系統名：太田
線
運行区間（役
場前～津幡中
央～太田～津
幡駅、役場前
～太田～津幡
駅、津幡検問
所前～津幡駅
～津幡南中学
校前）
※車両減価償
却費等国庫補
助金対象路線

鉄道との接続を考慮するなど、利用
者の利便性を考慮したダイヤ改正を
行った。また、ダイヤ改正の時刻表を
地域内全戸に配布し利用促進を図っ
た。

Ａ
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された

B

（a目標達せず、b目標達成）
a運行コストを1㎞当たり250円以内
(R4.10～R5.9)259.91円
b平均乗車人数/1回　3.51人
(R4.10～R5.9)　5.06人

昨今の物価高騰の影響など運行コ
ストの目標達成はならず残念だが、
前年度後半から順調に伸びていた
平均乗車人数が今年度も更に伸び
た。数値的にも目標を達成出来たこ
とから、今後はこの状況を維持出来
るよう利用者の意見等も参考に更な
る利用促進を図る。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。

 221 



別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

津幡町地域
公共交通活
性化協議会

津幡町

系統名：井上
線
運行区間（津
幡駅～津幡中
央～井上小学
校前、津幡駅
～役場前～井
上小学校前、
井上保育園前
～役場前～津
幡駅、井上保
育園前～津幡
中央～津幡
駅）
※車両減価償
却費等国庫補
助金対象路線

鉄道との接続を考慮するなど、利用
者の利便性を考慮したダイヤ改正を
行った。また、ダイヤ改正の時刻表を
地域内全戸に配布し利用促進を図っ
た。

Ａ
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された

B

（a目標達せず、b目標達成）
a運行コストを1㎞当たり250円以内

(R4.10～R5.9) 259.91円
b平均乗車人数/1回　2.33人

(R4.10～R5.9)　4.00人

昨今の物価高騰の影響など運行コ
ストの目標達成はならず残念だが、
前年度後半から順調に伸びていた
平均乗車人数が今年度も更に伸び
た。数値的にも目標を達成出来たこ
とから、今後はこの状況を維持出来
るよう利用者の意見等も参考に更な
る利用促進を図る。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

津幡町地域
公共交通活
性化協議会

津幡町

系統名：緑が
丘線
運行区間（津
幡駅～緑が丘
～森林公園南
口、津幡駅～
白鳥神社前～
近懇館前、４
丁目公園前～
白鳥神社前～
津幡駅、エク
セルタウン～
役場前～津幡
駅）
※車両減価償
却費等国庫補
助金対象路線

鉄道との接続を考慮するなど、利用
者の利便性を考慮したダイヤ改正を
行った。また、ダイヤ改正の時刻表を
地域内全戸に配布し利用促進を図っ
た。

Ａ
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された

B

（a目標達せず、b目標達成）
a運行コストを1㎞当たり250円以内
(R4.10～R5.9)259.91円
b平均乗車人数/1回　3.71人
(R4.10～R5.9)　4.82人

昨今の物価高騰の影響など運行コ
ストの目標達成はならず残念だが、
前年度後半から順調に伸びていた
平均乗車人数が今年度も更に伸び
た。数値的にも目標を達成出来たこ
とから、今後はこの状況を維持出来
るよう利用者の意見等も参考に更な
る利用促進を図る。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

津幡町地域
公共交通活
性化協議会

津幡町

系統名：領家
線
運行区間（津
幡駅～本津幡
駅～裏舟橋）
※車両減価償
却費等国庫補
助金対象路線

鉄道との接続を考慮するなど、利用
者の利便性を考慮したダイヤ改正を
行った。また、ダイヤ改正の時刻表を
地域内全戸に配布し利用促進を図っ
た。

Ａ
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された

B

（a目標達せず、b目標達成）
a運行コストを1㎞当たり250円以内
(R4.10～R5.9) 259.91円
b平均乗車人数/1回　2.00人
(R4.10～R5.9)　2.54人

昨今の物価高騰などの影響により、
運行コストの目標は達成出来なかっ
たが、平均乗車人数の目標は達成
出来た。しかしながら、鉄道との乗継
ダイヤ等の調整を行っているにも関
わらず利用者が少ない系統もあるこ
とから、今後はより利便性及び効率
性が高い運行等を検討する。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

宝達志水町
地域公共交
通協議会

株式会社敷浪
タクシー

(1)運行系統名
　デマンドタク
シー

(2)運行区域
　宝達志水町
全域及び羽咋
市の一部

　昨年度の事業評価総括表では、
「実績向上に向けて具体的な改善策
の検討」「実施について地域一帯と
なった推進」「適切な検証の実施」に
ついて言及された。

　今年度は、⑤目標・効果達成状況
と⑥事業の今後の改善点を明確化
する。

デマンド（乗合）タクシーの料金につ
いて、旧町域区域内の移動運賃を
500円/回から300円/回に引下げたこ
とで料金に対する改善を実施し、利
用実績の向上に寄与している。

地域一帯となった推進を行うため、
時刻表を前事業年度に全戸配布して
いるほか、主要施設への設置及び希
望者への再配布を実施した。

適切な検証の実施のため、地域公共
交通協議会の審議に付し、持続性向
上、利用促進の検討を行った。

Ａ

　前事業期間では、R4.9.19-
20に台風の接近があったも
のの計画どおり運行すること
ができた。
　本事業期間では、Ｒ4.12に
豪雪があったものの計画どお
り運行するなど、事業が計画
に位置付けられたとおり、適
切に実施されたと評価してい
る。

Ｂ

　生活交通確保維持改善事業では、利用者の目標はH28
からR2の平均値を参考に7,000人以上の利用人数を設定し
ていた。

Ｒ4.10月～Ｒ5.9月の実績
　6,687人（+24.0％）
【参考】
R3.10月～Ｒ4.9月の実績
　5,393人

　料金の高さに対する改善要望が多かったことから移動運
賃の引き下げを実施したことで利用実績の増加につながっ
ていると自己評価した。

　また、外部要因として、コロナ禍による外出抑制が５類に
移行したことにより解除されたことの影響も大きいと評価し
ている。

　しかし、目標として設定する7,000人以上の利用は未達の
ため、継続して利用者を増加させる取組を実施する必要が
ある。

　コミュニティバスの走行ルートを利
用ニーズの多い宝寿荘に特化したも
のとし、それ以外の移動ニーズは、
区域型運行であるデマンド（乗合）タ
クシーが担うことで役割の分担、明
確化を行っている。
　料金の改善を実施したことにより利
用者数の増加に寄与しているが、デ
マンド（乗合）タクシーの利便性等の
周知を継続的に実施することにより
需要の掘り起こしや継続利用の促進
を行い、利用者数の増加を図る必要
がある。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

小松市地域
公共交通活
性化協議会

日本海観光バ
ス（株）

運行系統名：
市内循環線ブ
ルーこまち（市
役所先行、園
町先行）

令和５年４月１日かららく賃パスポー
ト（高齢者・障がい者・学生が市内路
線バス乗り放題のパスポート）にQR
コードを付与し、乗降時にタッチして
読み込ませることで、パスポート利用
者のODデータ取得が可能となった。
取得したODデータを分析すること
で、ダイヤ変更やルート見直しを検
討しているところである。

A
事業は計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた

C

目標利用者数 24,000人に対し､21,628人であった。
<要因>
コロナ禍による外出自粛により、コロナ禍前より外出頻度が
減少した生活スタイルが定着したことにより利用者数が減
少したと想定される。
【10月～9月】
R４　22,005人
R５　21,628人　　-377人

・今年度から付与したらく賃パスポー
トのＱＲコードからＯＤデータを取得し
分析することで、ダイヤ変更やルート
見直しを実施していく。
・令和６年３月の北陸新幹線小松駅
開業に合わせ、キャッシュレス化（交
通系ICカード）を実施し、利用者の利
便性向上を図る。
・引き続き、広報やＨＰ等での周知、
バスマップの配布等により利用の促
進を図る。

事業評価結果の③から⑥までについては自己評価
のとおりである。実績向上に向けて具体的な改善策
について引き続き検討し、その実施について地域一
体となって適切に進めていくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交通のさらなる持続性向上や
利用促進が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

金沢市交通
まちづくり協
議会

金城交通㈱
なるわ交通㈱

※運行事業者

チョイソコかな
ざわ
（区域運行）

※国庫補助対
象期間
　　：補助開始
R5.5～R5.9

― A
計画に位置づけられたとお
り、適切に事業が実施され
た。

B

・１箇月平均利用者数
　目標：291人
　実績：446人
　　　　　（R5.5～9実績）

・収支率
　目標：5％
　実績：6地区のうち
　　　　　5地区が達成
　　　　　（6.1～24.1％
　　　　　（R5.5～9実績））

・利用者満足度
　目標：65％
　実績：78％
　　　　　（R5.9アンケート）

一部の地区で収支率の達成が困難
な見込のため、今まで以上に事業主
体（地域団体）のイベント・活動と連
携した利用促進策の実施及び周知
広報に努める。

事業評価結果の③及び④については自己評価のと
おりである。
なお、⑤の目標・効果達成状況については、目標が
達成されなかった理由について分析し、これを明ら
かにする必要がある。その上で、⑥の事業の今後の
改善点については、目標が達成されなかった理由に
対応した改善策及びその具体化について改めて検
討し、その実施について地域一体となって適切に進
めていくとともに、今後も適切な検証を行い、地域公
共交通のさらなる持続性向上や利用促進が図られる
よう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果
達成状況

評価対象事業名：離島航路運営費等補助金

佐渡航路確
保維持改善
協議会

佐渡汽船株
式会社

小木直江津
航路

・前回の評価を踏まえ、事業再生に
向けたコスト削減に努めるとともに、
令和４年度に再導入を決定し令和５
年４月に就航したカーフェリーに関し
て、運航期間拡大、広告宣伝や下船
後の二次交通の強化、キャンペーン
の実施などにより輸送量拡大を図っ
た。
・併せて、新潟県、佐渡市、上越市、
佐渡汽船及びみちのりホールディン
グスで締結した「佐渡航路の維持確
保及び活性化に向けた協定書」に基
づき、関係者で連携しながら、輸送
量確保・拡大に向けて取り組んだ。

（主な取組）
〇令和５年４月29日、カーフェリー
「こがね丸」の運航開始にあわせ、
ターミナルで歓送迎イベント開催。
○新潟・直江津周遊コースや直江津
航路往復コースの宣伝強化。
〇マイカー日帰りパックやNEXCOと
連携した黄金KAIDO割引の実施に
よるマイカー誘客
〇有人国境離島法（滞在型観光）を
活用した利用促進。
○地元市と連携した広域観光の取
組強化。（佐渡市「さどまる倶楽部で
の割引」、佐渡市・上越市「小木直江
津航路応援クーポン券（佐渡市と上
越市の個店で利用可）配布」等）
○外国人向け個人旅行予約サイトと
の契約、訪日外国人団体割引の実
施等による誘客強化。
○各種イベントの実施とInstagram、
YouTube、LINE等SNSやHP活用によ
る情報発信強化（御船印販売、黄金
KAIDOキャンペーン、1等ウィズドッ
グルーム設置、フォトコンテスト等）
○直江津港20時到着時の二次交通
対策として「駅ライナー便（直江津港
→直江津駅→上越妙高駅）」を運
行。

A

計画に位置付けられたと
おり適切に実施された。

・令和４年３月末以降、新
たな経営体制のもと、みち
のりホールディングスがこ
れまで培ってきた様々な
誘客促進や利便性向上な
どのノウハウを、関係者と
連携しながら佐渡航路に
展開した。

・また、事業再生に向け、
社員の意識改革や佐渡汽
船グループ５社統合によ
るグループ一体経営推
進、貨物運賃見直し等に
よる増収策などにも取り組
んだ。

・離島航路３カ年計画の
「3.収入の増加・確保に関
する事項」については、新
型コロナ感染症の影響の
大きかった前年度から反
転し、無印良品直江津店
での企画や島内での釣り
の魅力発信（「新潟フィッ
シングショー」への参加、
フォトコンテスト開催）、
アース・セレブレーション
での募集旅行催行・ハー
バーマーケット出展など、
幅広いイベントを実施・参
加することができた。

C

目標を達成できなかった。

・輸送人員は計画91,965人に対し、実績は62,091人
となった。(計画比67.5%)

・佐渡汽船は関係者と連携しながら、本航路の利用
促進や輸送需要の掘り起こしに努めたものの、目標
には届かなかった。

・なお、前年と比較すると、輸送需要の回復やカー
フェリー導入などにより、輸送実績は197.9%、＋
30,713人となった。

（主な取組効果）
〇新潟・直江津周遊コース、直江津航路往復コース
の実績（個人・団体）15,649人（前年比＋4,314人）
〇さどまる倶楽部の割引による実績2,182人（前年比
＋1,536人）
〇有人国境離島法（滞在型観光）を活用した利用促
進の実績437人（前年比▲916人）

・行政支援により2022年決算で黒字を
達成するなど、佐渡汽船の事業継続
には一定の目途が立ったものの、輸
送実績は新型コロナ感染拡大以前と
比較すると依然として厳しい状況が続
いている。

・輸送需要の本格的な回復が不透明
な状況の中ではあるが、佐渡汽船は
みちのりHDによる新たな経営体制の
もと、本航路の維持確保とともに、事
業再生に向けて、継続的に経営改善
に取り組んでいる。

・本航路は観光利用が多く、今後の世
界遺産登録も見据え、地元を中心に
カーフェリー再導入の要望が行われ
ていたところ、佐渡汽船は令和５年度
にカーフェリーを再導入し、車両航送
を取り込むことで、輸送量拡大ととも
に、収支改善を図ることとした。

・今後も事業再生に向けて、コスト削
減等に努めるとともに、カーフェリー再
導入に伴う輸送量拡大に向け、関係
自治体においては、佐渡汽船の取組
との連携を深めるとともに、観光関係
者も交えながら、外国人観光客や、本
航路利用が期待される中部・関西地
区などからの誘客を行い、利用者の
増加を図っていくこととする。

・また、5者間で締結した協定書にもと
づき、定期的に佐渡汽船の経営状況
を把握し、引き続き、佐渡航路の維
持・確保に努めることとする。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。
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令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における二次評価結果

③前回（又は類似事業）の事業
評価結果の反映状況

⑥事業の今後の
改善点

評価結果

事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

R5年度の目標に対する実績
【旅客輸送人員】
 目標56,000人、実績32,988人
 （達成率58.9％）

【欠損額増加の抑制】
 目標（前年度）
 　▲206,027,147円
 実績（今年度）
 　▲338,607,243円

・今後も安定的な運航を維持す
るため、船員の確保・育成に努
める。
・利用者を増やすため島内のイ
ベントを実施し利用促進に取り組
む。
・観光客の誘致増加に向けて観
光協会と連携し「あわしま自然体
験」での体験を目的とした利用者
の誘致や県の支援事業を活用し
た体験の割引など、若者、子供
を対象とした体験イベント等を企
画し実施していく。
・一層の経費削減を行い、欠損
額の抑制に努める。

協議会における事業評価結果の③から⑥までにつ
いては自己評価のとおりであり、実績向上に向けて
具体的な改善策について引き続き検討し、その実施
について地域一体となって適切に進めていくととも
に、今後も適切な検証を行い、地域公共交通のさら
なる持続性向上や利用促進が図られるよう期待す
る。

粟島浦村地
域公共交通
協議会

粟島汽船株
式会社

粟島と本土
（岩船）を結
ぶ唯一の交
通手段で、
通院や買い
物などで利
用する島民
のほか、公
共工事関係
者や観光客
が主となって
おり、利用者
には欠かす
ことができな
い役割を
担っている。

・船員については甲板員1名機関
士2名が退職し人数確保が喫緊
の課題である。今季春に1名就
職見込み。
・島内イベントは4月島内マラソン
が時化予報の為、中止。5月の
島開き、6月にクリーンアップ作
戦（島内海岸清掃ボランティア）
などが開催された。旅客輸送人
員は5月は4,532名（前年比＋931
名）、8月は6,593名（＋1,255名）
全体で32,988名（前年比+2,650
名）。
・経費はドック内容の見直しもあ
り船舶修繕費が約5,002万円（昨
年比約▲590万円）、全体では約
53,244万円（昨年比約▲1,241万
円）。ただし燃油高騰もあり燃料
潤滑費は約6,334万（＋606万）と
なっている。

A

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名
①補助対象
事業者等

②事業
概要

協議会における事業評価結果

④事業実施の適切性
⑤目標・効果

達成状況

評価対象事業名：離島航路運営費等補助金
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

佐渡市地域公共交通活性化協
議会

【事業内容】
・公共交通に関する現況調査
・市民及び利用者のニーズ把握
・佐渡市地域公共交通計画（案）の取りまとめ

【結果概要】
・既存データの整理や事業者等関係者へのヒアリン
グにより、公共交通の現状を把握した。
・市民や市内高校生へのアンケートにより利用状況
や改善要望を把握し、課題を整理した。
・各種調査を踏まえ、本市にとって望ましい公共交
通体系のあり方について検討し、計画の素案を取り
まとめた。
・今後パブリックコメント、協議会での審議を経て計
画策定を予定している。

A
計画通り事業は適切に実施され
ている。

【事業名】
佐渡市地域公共交通計画策定調査事業
【事業内容】
・公共交通に関する現況調査
・市民及び利用者のニーズ把握
・佐渡市地域公共交通計画（案）の取りまとめ
【実施時期】
令和5年5月～令和6年3月
【計画策定の方針】
現在の網計画をもとに、まちづくりとの連携・一体性
を確保しながら交通ネットワークの構築やサービス
向上を図り、多様な主体が支える持続可能な公共
交通の実現に向けた佐渡市地域公共交通計画を策
定する。

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、地域公共交
通計画の策定に向けて、地域一体となって事業が進
められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

伊那市地域公共交通協議会

・公共王通の現状分析・評価
・地域住民アンケート調査
・地域住民との意見交換
・地域公共交通課題整理
・計画基本方針・目標設定
・施策内容の検討
・伊那市地域公共交通計画作成

【結果の概要】
･地勢や人口動態観光等各種データや関連計画を
整理した。
・伊那本線、市街地循環バス、市内西循環線の利用
者に対するアンケートのほか、1000世帯に市民アン
ケートを行った。
・地域公共交通の問題・課題をまとめた

A
計画通り事業は適切に実施され
ている

伊那市地域公共交通計画策定業務

①事業の結果概要欄記載のとおり調査結果を集
計、分析中。令和6年1月、協議会にて意見募集、パ
ブリックコメントの実施。2月、協議会で検討し、伊那
市地域公共交通計画を策定する。

策定時期：令和6年3月（予定）

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、地域公共交
通計画の策定に向けて、地域一体となって事業が進
められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

大町市地域公共交通活性化協
議会

【事業内容】
・現行計画（総合連携計画）の評価
・地域の現況把握及び上位・関連計画の整理
・利用実態調査及び市民・関係者への意識調査
【結果概要】
・地域特性や市内公共交通の状況等を整理。
・市民や利用者、観光来訪者へのアンケート及び関
係団体へのヒアリング等を実施。
・各種調査結果から当市の現状や特徴・課題等につ
いて協議会で情報を共有。
・今後、当市公共交通の方向性や目標、具体的施
策等に結び付けられるよう素案を作成し、協議会の
検討を経て計画をとりまとめる。

Ａ
計画どおり適切に実施されてい
る。

▶ 立地適正化計画に掲げるコンパクトプラスネット
ワークを支援する公共交通の構築。
　・中心市街地内での移動支援（通院・買物・社会参
加、通勤・通学）
　・市外への移動支援（通勤・通学等）
▶ 公共交通ネットワークの機能分担
　・圏域間幹線、地域内幹線、地域内支線としての
位置付け
　・観光型路線やスクールバスとの役割分担又は連
携
▶ 利用環境の改善
　・低利用路線の運行方式見直し検討
　・利便性向上策の検討（時刻表等の改善、バスロ
ケ・キャッシュレス
　  の導入、待合所の整備等）
▶ 公共交通の利用促進、啓発活動
▶ 利用者、行政、事業者の連携強化及び役割分担
なお、令和7年度確保維持改善事業（フィーダー系
統）の活用ができればと考えている。

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、地域公共交
通計画の策定に向けて、地域一体となって事業が進
められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

茅野市・原村地域公共交通活性
化協議会

【事業内容】
・地域公共交通計画の策定
・協議会、検討部会開催
・住民説明会開催

　茅野市・原村においては、平成21（2009）年に茅野
市・原村地域公共交通活性化協議会を設立し、協働
で「茅野市・原村地域公共交通総合連携計画（平成
22年度～24年度）」を策定し、この計画に基づき路線
バスを中心とした公共交通網の見直しを図り維持確
保を行ってきた。
　取り組みとしては、茅野市では、令和２（2020）年、
３（2021）年に、国の支援も受けながらAIデマンド運
行や観光路線における実証運行を実施し、分野ごと
に今後の公共交通のあり方について議論を重ねて
きており、原村においても、令和４（2022）年度には
新たな公共交通のあり方を模索するための実証運
行を実施した。
　また、昨年度は、国の支援を受けながら利用実態
調査、市民意識調査も実施し、これら各種実証運
行、調査結果を踏まえ、お互いの交通施策の経緯を
踏まえた中で、茅野市と原村が一体の生活圏として
の公共交通体系の構築、持続可能な交通手段の確
保を目指し、、地域公共交通を生かした持続可能な
まちづくりを推進するための地域公共交通計画の策
定に取り組んだ。

A
計画通り事業は適切に実施され
ている。

【補助対象事業名】
地域公共交通調査事業（計画策定事業）

【事業内容】
・地域公共交通計画の策定
・協議会、検討部会開催
・住民説明会開催

【計画策定の方針】
　計画では「安心して、使いやすい地域公共交通」
「利便性の高い公共交通体系」「みんなで支える持
続性のある地域公共交通」の３つの目標を掲げ、地
域内の公共交通体系と各手段の位置づけを明確に
した施策の立案、数値目標の達成に向けた推進体
制を明確化し、茅野市と原村が一体の生活圏として
の公共交通体系の構築、持続可能な交通手段の確
保を目指し令和６年３月の策定を予定している。

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、地域公共交
通計画の策定に向けて、地域一体となって事業が進
められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

南箕輪村地域公共交通協議会

【地域概況調査】点在する居住区と河岸段丘による
標高差、伊那市との生活圏の一体性などを把握。
【上位計画、関連計画の把握】総合計画、都市計画
MPなどのほか、県計画の動向などを把握。
【現行公共交通施策の把握】事業者路線、コミュニ
ティバス、デマンド乗合等の運行状況、収支等を把
握
【バス利用実態調査】9/11～12に村内の3路線のバ
スで利用者から直接聞き取るアンケートを実施し151
人からの回答を得た。運行日拡充など多くの要望が
寄せられた。
【乗降人数調査】9/19～25に村巡回バス全路線の
バスの車内にドライブレコーダーを設置し、乗降人
数をカウント。利用はまばらで利用者数は平均2.4人
/便。買物、通院、温泉など、幅広い用途があるもの
の、5人を超える利用のあるのは養護学校の通学だ
けであることなどが明らかとなった。
【村民アンケート調査】７月下旬～8中旬にかけて村
住民基本台帳より1,000世帯を抽出。305世帯560人
からの回答があった。15％が交通不便者であった
が、家族送迎に依存し、公共交通の利用が低調で
あることや、運転をやめたあとの生活の不安感が強
いことなどが明らかとなった。
【地域公共交通に関する課題の整理】上記の内容
などを踏まえて、現行の巡回バスが厳しい局面を迎
えていること、今後は、個別需要に細かく対応してい
くことが重要になることなどを打ち出した。

A
計画通り事業は適切に実施され
ている。

調査によって、村の交通施策の課題を把握すること
ができた。今回の調査踏まえて、協議会の委員に意
見を聴取し、令和６年３月に開催予定の協議会にて
地域公共交通計画の策定するかどうかを決定して
いく。

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、来年度の地
域公共交通計画の策定に向けて、地域一体となって
事業が進められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

南信州地域交通問題協議会

・くらしの移動ニーズ調査について、高校生について
は阿南高校に通う高校１・２年生を対象にアンケート
調査を実施した。一定の傾向や要望について掴むこ
とができた。
また、高齢者については特に関わる社会福祉協議
会や包括支援センター職員と意見交換を交わし、傾
向の把握に努めることができた。
・高齢者向けサービス検討については、地域内のタ
クシー事業者を育てることで、バスからタクシーによ
るエリア内輸送を強化する方向でドアツードア型の
サービスの検討を行った。
・南部５町村のバス・タクシーを一体的に管理、運行
することで、管理にかかる人的コストの圧縮と各地
域内の交通人材の育成に資する或いは参画しやす
くする形での組織形態の検討を行った。

A 事業が計画に位置づけられたと
おり、適切に実施されている。

次年度以降より、今回作成した素案をもって地域内
協議を進めていく。その諸調整の過程で、公共交通
の利便性が高めることが見込める場合、南部エリア
における地域公共交通利便増進計画の策定に移行
する。

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、地域公共交
通利便増進実施計画の策定に向けて、地域一体と
なって事業が進められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

富山市都市交通協議会

【事業内容】
・地域公共交通計画の基本方針の検討
・目標、数値指標の検討
・目標を達成するための施策の検討
・推進体制の検討
・計画のとりまとめ
・地域公共交通会議（法定協議会）の運営支援

【結果概要】
・交通事業者等関係者との調整の上、法定協議会
にて、基本方針や数理指標、施策、推進体制等を審
議し、検討を進めた。

A 計画通り事業は実施された。
今後、計画（案）におけるパブリックコメントを実施
し、計画に反映の上、法定協議会へ諮り計画を策定
する。

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、地域公共交
通計画の策定に向けて、地域一体となって事業が進
められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

黒部市公共交通戦略推進協議
会

【事業内容】
　・黒部市の公共交通等に関する現況把握
　・利用者ニーズ調査
　・黒部市地域公共交通計画の策定
　・打合せ協議

【結果概要】
　・市内公共交通の持続可能性を検討するための基
礎資料として、利用者数や運行状況、運行体制等の
整理を行った。
　・市民アンケート調査では、市民の交通行動や公
共交通に対する評価、公共交通のあり方に関する
意向等を把握した。
　・北陸新幹線黒部宇奈月温泉駅の利用に関する
アンケート調査では、北陸新幹線利用者の交通行
動や黒部宇奈月温泉駅の利用環境に対する評価等
を把握した。
　・路線バス利用者アンケート調査では、路線バス利
用者の交通行動や路線バスの利用環境に対する評
価等を把握した。
　・以上の調査等を踏まえ、黒部市地域公共交通計
画を取りまとめる予定である。

A
事業が計画に位置づけられたと
おり、適切に実施されている。

・左記の調査結果や現行計画の検証結果、まちづく
り
　の動き等を踏まえ、地域公共交通計画策定の方向
性
　を次のように整理した。

　①公共交通網の持続可能性・利便性の向上
　②まちづくりや観光との連携
　③市民・企業・店舗等の公共交通へのさらなる参
画
　④情報環境の充実と交通基盤の整備

・上記の方向性に基づく基本理念を「出かけてたの
し
　いまちを育み　地域が一体となってまもり育てる
　未来へつながる公共交通」と設定し、その実現に
向
　けた黒部市地域公共交通計画を令和５年度末ま
でに
　策定する予定としている。

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、地域公共交
通計画の策定に向けて、地域一体となって事業が進
められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

小矢部市地域公共交通活性化
協議会

【事業内容】
・現状データの更新及び再整理
・公共交通の現況及び利用ニーズの把握
・現計画のフォローアップ及び新たな課題の整理
【結果概要】
・現状データの更新及び再整理を実施した。
・ＡＩオンデマンド交通の実証運行について利用者ア
ンケートを２回実施し、現況を把握した。この結果を
踏まえ、市営バスの再編を進め、路線定期運行は
通勤通学で利用の多い時間帯の路線は引き続き維
持し、利用の少ない時間帯はＡＩオンデマンド交通に
移行することとした。
・現計画を評価し、新たな課題の整理を実施してい
る。
・今後のパブリックコメント及び協議会の検討を経
て、小矢部市地域公共交通計画として最終的にとり
まとめる。

A
事業が適切に実施されている。
（令和６年３月作成予定）

調査及び現状データの取りまとめ結果から、公共交
通利用者の移動需要及び路線毎の効率性等を把握
することができた。
　そこから、下記の基本理念と基本方針を定め、計
画作成を実施していく。

基本理念：「ずっと住み続けられる、楽しく生活がで
きる小矢部市を目指し、移動をもっと便利に！快適
に！」

基本方針1：「地域ニーズに対応した公共交通ネット
ワークの再構築」
・地域ニーズに対応した公共交通ネットワークの構
築により、市民一人当たりの公共交通利用回数を増
やすとともに、スポンサー制度の拡充による収支率
の改善や公的負担額の低減を図り、持続可能な公
共交通ネットワークの確保を目指す。

基本方針2：「交通ＤＸの推進による誰もが利用しや
すい環境の整備」
・誰もが利用しやすい環境を整備することで、市民の
公共交通に対する満足度の向上を図り、さらなる利
用促進を目指す。

基本方針３：「多様な共創による公共交通の利用促
進」
・公共交通の利便性が高まることでまちなか居住の
促進につながり、まちなかの魅力向上を目指す。
・自家用車に依存しなくても暮らすことができる公共
交通サービスの提供により、誰もが安心して移動で
きる地域づくりを目指す。

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、地域公共交
通計画の策定に向けて、地域一体となって事業が進
められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

石川中央都市圏地域公共交通
協議会

【事業内容】
・地域における持続可能な公共交通ネットワーク構
築の検討に係る調査
・他の種類への旅客運送事業への転換に係る検討
・地域公共交通の利便増進に関する計画のとりまと
め
・会議運営支援　など

【結果概要】
・既存の公共交通ネットワークを再編し、持続可能な
公共交通ネットワークを構築するにあたり、地域住
民や利用者に与える影響等を整理した。
・上記を踏まえ、北陸鉄道線を他の旅客運送事業
（みなし上下分離を含む）へ転換するための事業実
施内容や事業構造の変更に係る検討を行ったほ
か、転換に必要な事業概要やそれに基づく必要投
資額の検討、沿線自治体の負担額のシミュレーショ
ンや需要・収支予測等を行った。これを踏まえて、北
陸鉄道線の沿線自治体首長会議において、北陸鉄
道線を鉄道として存続させることが決定された。
・行政のかかわり方の内容や、利便性を向上させ、
より多くの住民の利用を促すための取組をとりまと
め、利便増進実施計画を策定する予定であったが、
このたびの令和６年能登半島地震の対応等により
協議会の開催が延期となったため、本年度は計画
案の策定までとし、次年度開催の協議会にて関係
者等の意見聴取を行い計画を策定する。

A

計画通り事業は適切に実施され
ている。
次年度早期の策定、国土交通
大臣への認定申請に向け引き
続き事業を進めていく。

　別途策定する、北陸鉄道線に関する鉄道事業再
構築実施計画との整合を図るとともに、利便増進実
施計画については、以下の事業について記載する
予定。

〇共通乗車船券の発行
・「石川線－金沢まちなかマル得きっぷ」の本格運用
　北陸鉄道石川線と路線バスが８時間乗り降り自由
となる鉄道・バス共通のデジタル乗車券の本格導入
（R６年度までは乗継円滑化実験として実施）。

※上記と併せて行う事業
〇ICカード二次元コードの導入
クレジットカードやICa、二次元コード等で電車・バス
が利用できる新システムの導入。

【スケジュール】
令和５年度中に地域公共交通利便増進実施計画の
案を策定し、令和６年度に開催する協議会にて関係
者に意見聴取したうえで、計画を策定し、国土交通
大臣へ認定申請を提出予定。

　協議会における事業評価結果の②については自
己評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
より示している基本方針等に従いつつ、地域公共交
通利便増進実施計画の策定に向けて、地域一体と
なって事業が進められることを期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

新潟市移動等円滑化促進方針
策定検討協議会

【事業内容】
(1)移動等円滑化促進方針案の検討及びとりまとめ
(2)協議会開催

【結果概要】
(1)促進方針案の検討にあたり、まち歩き点検を実施
（10月4、5日）し、関係部署や協議会委員との促進
地区及び経路に関する調整や、全市的なバリアフ
リー化取組方針の合意形成を図り、とりまとめ完了
予定。
(2)令和5年7月及び11月に有識者、関係団体、交通
事業者、関係行政機関等で構成する協議会を開催
し、促進方針の内容について協議を行った。

A
現在のところ、事業が計画に位
置づけられたとおり適切に実施
されている。

【補助対象事業名】
新潟市移動等円滑化促進方針策定事業

【事業内容】
(1)移動等円滑化促進方針案の検討及びとりまとめ
(2)協議会開催

【実施時期】
令和5年4月～令和6年3月

【計画策定の方針】
ヒアリング調査及びまち歩き点検を踏まえ、バリアフ
リーに関する課題や利用者のニーズを把握するとと
もに、協議会委員の意見等を踏まえた上で、今後10
年間のバリアフリーの計画を策定する。

　協議会における事業評価結果②については、自己
評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
が示している基本方針等に従いつつ、地域が一体と
なってバリアフリー化の促進が図られていくことを期
待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性

評価対象事業名：地域公共交通バリアフリー化調査事業（移動等円滑化促進方針策定事業）
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

小千谷市移動等円滑化促進協
議会

【事業内容】
・協議会の開催
・現状把握
・事業者ヒアリング
・課題整理
・移動等円滑化促進方針（案）作成

【結果概要】
・協議会の開催　全４回開催
・上位計画との整合確認実施、まち歩き点検による
現状と課題の把握、移動等円滑化促進地区の設定
協議実施
・鉄道・バス事業者へのヒアリング調査実施
・公共交通の現状、道路、公共的施設の状況把握な
どにより移動等円滑化の促進が必要な地区、生活
関連施設、生活関連経路案の抽出
・上記を踏まえ、協議会の検討を経て、小千谷市移
動等円滑化促進方針を取りまとめる。

A
事業が計画に位置づけられたと
おり、適切に実施された。

　今年度の事業を通じて、小千谷市移動等円滑化
促進方針（案）を作成することができた。
　今後１月末に開催する第４回協議会の審議を経て
策定が完了する予定です。
　令和６年度には引き続き地域公共交通調査事業
（計画策定事業）を活用し、重点整備地区の設定、
生活関連施設の設定及び一部は具体的な整備方
針、特定事業の内容を示すなど、移動等円滑化基
本構想の策定を見込んでいる。

　協議会における事業評価結果②については、自己
評価のとおりである。
　なお、③の計画策定に向けた方針については、国
が示している基本方針等に従いつつ、地域が一体と
なってバリアフリー化の促進が図られていくことを期
待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性

評価対象事業名：地域公共交通バリアフリー化調査事業（移動等円滑化促進方針策定事業）
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

石川線・浅野川線任意協議会

【事業内容】
・電車まつり（10/22）に、イベント列車及びアクセス列車を
運行
・初詣期間（1/1～1/3）に、白山比咩神社参拝客へのアク
セス列車を運行
【結果概要】
・電車まつりに、妖怪電車・急行・準急及びアクセス列車を
運行
当日のデジタル乗車券販売枚数が、前年の同イベント開
催日と
比較して１５倍となった
・1/1に発生した地震により、地震発生～1/2までは全線運
休し、1/3の臨時便も運休した（1/3の通常ダイヤは運行）
デジタル初詣きっぷの販売目標（前年紙きっぷの５％）を
達成できなかった

Ｂ
事業が計画に位置づけられたとおり
に実施されていない点があった

　調査結果を受け、別途策定する北陸鉄道線に関する鉄
道事業再構築実施計画において、鉄道の観光資源化を記
載する予定であり、引き続きイベント実施時におけるアクセ
ス列車運行と増便を検討していく予定。

事業実施の適切性及び、目標・効果達成状況並びに
事業の今後の改善点については自己評価のとおり。
具体的な改善策等の実施について、地域一体となっ
て進められるよう期待する。

石川線・浅野川線任意協議会

【事業内容】
・列車内の自動放送の内容を充実（鉄道・バスの乗換情報
を追加）
【結果概要】
・３月１６日のＩＲいしかわ鉄道、金沢以南開業にあわせて
車内放送を更新する予定
更新から事業完了予定日までの企画乗車券の販売枚数
で検証予定

Ａ
事業が計画に位置づけられたとおり
に適切に実施される予定

　調査結果を受け、別途策定する北陸鉄道線に関する鉄
道事業再構築実施計画において、IRいしかわ鉄道との乗
り継ぎ利便向上を利用者利便向上施策として記載予定。

事業実施の適切性並びに実施については自己評価
のとおり。具体的な改善策等の実施についても、地域
一体となって進められるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通再構築調査事業）

評価対象事業名：地域公共交通再構築調査事業

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性

 242 



別添２

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性

石川線・浅野川線任意協議会

【事業内容】
・石川線と路線バスの乗換案内を強化
（石川線・路線バスにおいて統一の愛称を付与予定、乗継
時刻表の作成予定）
【結果概要】
・石川線・路線バスにおいて統一の愛称を付与する予定
・乗継時刻表の作成する予定
・まちなか交通ガイドデジタル版に案内表記を追加の予定
更新から事業完了予定日までの企画乗車券の販売枚数
で検証予定

Ａ
事業が計画に位置づけられたとおり
に適切に実施される予定

　調査結果を受け、別途策定する北陸鉄道線に関する鉄
道事業再構築実施計画において二次交通との接続強化を
利用者利便向上施策として記載予定。

事業実施の適切性並びに実施については自己評価
のとおり。具体的な改善策等の実施についても、地域
一体となって進められるよう期待する。

石川線・浅野川線任意協議会

【事業内容】
・学生・子供向けイベントの開催
【結果概要】
・１０月１日～３１日、鉄道線こども無料キャンペーンを実施
・修学旅行生向けＳＤＧｓツアーは、震災の影響もあり関係
機関との調整のうえ、実施を見送る。
・こども無料キャンペーンは期間中１３７４名の参加があ
り、鉄道線の認知を図る施策として一定の効果があったと
思われる。

Ｂ
事業が計画に位置づけられたとおり
に実施されていない点があった

　調査結果を受け、別途策定する北陸鉄道線に関する鉄
道事業再構築実施計画の利便性向上策において、鉄道線
こども無料キャンペーンを定例イベントして記載予定。

事業実施の適切性及び、目標・効果達成状況並びに
事業の今後の改善点については自己評価のとおり。
具体的な改善策等の実施について、地域一体となっ
て進められるよう期待する。

石川線・浅野川線任意協議会

【事業内容】
・各イベント・事業の広報費
【結果概要】
・電車まつりＢ３ポスターを制作
・初詣輸送のチラシ・ポスター他を製作
・石川線・バス接続（シティライナー）のＨＰ、広告を製作予
定
・こども無料月間の新聞広告を実施
・修学旅行ＳＤＧｓツアーの新聞広告は実施せず
・既に実施した広報宣伝については、参加状況を鑑みて一
定の周知が図れたものと考えられる。

Ｂ
事業が計画に位置づけられたとおり
に実施されていない点があった

　調査結果を受け、別途策定する北陸鉄道線に関する鉄
道事業再構築実施計画において記載予定の利便性向上
策事業の事業費用に、効果的なPR費用を盛り込む予定。

事業実施の適切性及び、目標・効果達成状況並びに
事業の今後の改善点については自己評価のとおり。
具体的な改善策等の実施について、地域一体となっ
て進められるよう期待する。
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別添２

令和6年2月20日

北陸信越運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

石川中央都市圏地域公共交通
会議

【事業内容】
・デジタル交通サービス「のりまっし金沢」にクレジットカー
ド情報を記憶する機能を追加
・簡易な操作でデジタル乗車券を購入できる環境を整備
し、北陸鉄道のサブスクリプション的利用の可能性を検証
【結果概要】
・２月末に「のりまっし金沢」にクレジットカード情報を記憶
する機能を実装
・このことにより、公共交通利用のリピート率を高める効果
があるのか実証実験を実施

A
事業が計画に位置づけられたとお
り、適切に実施される予定

別途策定する、北陸鉄道線に関する鉄道事業再構築実施
計画において、「のりまっし金沢」の利用環境を向上させる
取組（タッチ決済システムの導入や乗車券のデジタル化）
を位置づけ、利用者の利便性向上を図る。

　事業実施の適切性並びに実施については自己評
価のとおり。具体的な改善策等の実施についても、地
域一体となって進められるよう期待する。

石川中央都市圏地域公共交通
会議

【事業内容】
・沿線住民を対象に行う児童絵画コンクールの実施に合わ
せ、絵画コンクールの作品を列車内に展示するとともに、
コンクール応募者の親子に鉄道線１日フリー乗車券を進
呈
・普段鉄道を利用しない沿線住民に対して、北陸鉄道線の
認知拡大の可能性を検証
【結果概要】
・夏休み時に実施した絵画コンクールの作品を９月下旬か
ら10月下旬にかけて鉄道車両内に展示
・合わせてコンクール応募者親子に鉄道線１日フリー乗車
券を進呈（延べ360名）
・実験開始前に比べ鉄道線全体で14.4％の利用者が増加
した。

A
事業が計画に位置づけられたとお
り、適切に実施された

別途策定する、北陸鉄道線に関する鉄道事業再構築実施
計画において、鉄道ファン以外にも訴求するイベントの開
催や企画乗車券の充実（まち歩きクーポンのデジタル化な
ど）を行い、北陸鉄道線の認知を拡大する事業を位置づけ
る。

　事業実施の適切性及び、目標・効果達成状況並び
に事業の今後の改善点については自己評価のとお
り。具体的な改善策等の実施について、地域一体と
なって進められるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通再構築調査事業）

評価対象事業名：地域公共交通再構築調査事業

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性

 244 



別添２

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

②事業実施の適切性

石川中央都市圏地域公共交通
会議

【事業内容】
・特定のクレジットカード（北國Visaデビットカード）で駐車
券・乗車券のデジタルチケットを購入した際に、自動的に
割引（ポイント還元）を実施するシステムを構築
・北陸鉄道石川線四十万駅前をパーク・アンド・ライド駐車
場として整備し、上記システムによるパーク・アンド・ライド
普及拡大の可能性を検証
【結果概要】
・2月1日（駐車場予約は１月29日）から３月15日まで実験を
実施

A
事業が計画に位置づけられたとお
り、適切に実施される予定

別途策定する、北陸鉄道線に関する鉄道事業再構築実施
計画において、新たなパーク・アンド・ライド施設の整備を
位置づけ、当該システムを活用したパーク・アンド・ライドの
普及拡大を目指す。

　事業実施の適切性並びに実施については自己評
価のとおり。具体的な改善策等の実施についても、地
域一体となって進められるよう期待する。
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北陸信越運輸局
評価対象事業名： 地域交通キャッシュレス決済導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

長野市公共交通
活性化・再生協議
会

長野市、須坂市、飯綱町、
高山村、小川村を運行する
一般路線バス、乗合タク
シー、市町村営バスに、ＪＲ
東日本がSuicaをベースに
開発した地域連携ICカード
システムを導入
・地域連携ICカードを手掛け
るベンダーと契約を締結し、
要件定義、システム構築を
行っている
・関係各社との調整を進め
ている

A

事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施されて
いる。
契約の締結が計画より遅れ
たものの、概ね計画のとおり
進捗している

A

関係各社との調
整は順調に進ん
でおり、予定通り
完了の見込み

令和７年春の導入に向
け、ＩＣ車載器の製造・取
付け、ネットワークの構築
を行うとともに、新サービ
スの導入に向けた広報を
実施する

　事業評価結果の③から
⑤までについては自己評
価のとおりである。具体的
な改善策の実施について
地域一体となって適切に
進めていくとともに、今後
も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持
続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考
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北陸信越運輸局
評価対象事業名： 新型輸送サービス導入支援事業（AIオンデマンド交通の導入）

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

長野市

・信州新町地区で運行する
AIオンデマンド交通システム
バスの運行区域を、隣接す
る中条地区まで拡大。
・住民への説明会に78人の
参加があり、高齢者施設、
学校、バス車内への掲示物
等により、運行内容の周知
を行っている。
・周辺機器類の調達や、停
留所の整備を行っている。

A

事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施されて
いる。

・利用者や運行事業者の状
況を精査し、運行内容の調整
が完了した。
・概ね計画のとおり進捗して
いる。

A

目標は達成でき
る見込み。
【目標】
・２地区を一体と
することで人員、
車両の集約を計
画。
･中条地区で現状
運行するデマンド
バスの運行日を
週３日から週５日
へ拡充するよう
調整。

令和６年４月の運行開始
に向け、機器の調達、乗
務員研修の実施、停留
所、車両の整備を行い、
利用者へのさらなる周知
を実施する。

　事業評価結果の③から
⑤までについては自己評
価のとおりである。具体的
な改善策の実施について
地域一体となって適切に
進めていくとともに、今後
も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持
続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考
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北陸信越運輸局
評価対象事業名： 新型輸送サービス（シェアサイクル）導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

一般社団法人安
曇野市観光協会

・シェアサイクル（55台） の
スマートロック 次世代ス
マートロックへの移行
・シェアサイクル貸出返却用
看板の設置（23枚）
・シェアサイクル貸出返却用
ポートの新規設置（5箇所）
・シェアサイクリング用ヘル
メット購入

A

事業は適切に実施されてい
る。

安曇野市のシェアサイクリン
グは2023年11月末～2024年
4月まで冬季休業に入ってお
り、
現在は営業開始に向けて準
備中である。
購入備品については全て届
いているため、現在は設置に
向け調整中。

A

2023年7月以降
のシェアサイクル
利用実績額の目
標を各月2022年
に対して110％を
目標にした。
2023年8月
106％、9月
163％、10月
116％、11月84％

シェアサイクルの利用実
績は2022年と比べ2023
年は115％増となった。長
野県では安曇野・松本・
塩尻・山形・朝日村・長野
市がシェアサイクルを導
入しており、広域連携で
のシェアサイクルの発展
を目指す。

　事業評価結果の③から
⑤までについては自己評
価のとおりであり、具体的
な改善策の実施について
地域一体となって適切に
進めていくとともに、今後
も適切な検証を行い、地
域交通のさらなる持続性
向上や利用促進が図られ
るよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考
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北陸信越運輸局
評価対象事業名： 新型輸送サービス導入支援事業（ＡＩオンデマンド交通の導入）

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

松川町地域公共
交通対策協議会

　利用低迷していた定時路
線4線をR5.3で廃止とし、
R5.4よりAIオンデマンド交通
「チョイソコまつかわ」の運行
を開始するもの。
　事業の実施内容としては、
「チョイソコまつかわ」を円滑
に運行すべく、「①利用者向
け案内（パンフレットや乗降
位置標示）の整備」、「②AI
オンデマンド交通システムと
付随する運行管理機器の整
備」、「③専用回線による予
約受付コールセンターの設
置および運営」、「④デマンド
専用車両2台の調達と運行
委託」の4点が主となる。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

B

事業が計画に位
置づけられたとお
りに実施されな
かった点もあった
が（⑤参照）、そ
れに対する課題
の課題の整理が
図られた。

交付申請時の目標値とし
て、年間利用者数7,000
人を設定したが、R5年度
の実績値は12月末まで
の1日あたり利用者数
18.6人を用いて試算した
場合、4,519人での着地
見込みとなり未達。主な
要因は住民周知の出遅
れであり、挽回策として自
治会や福祉団体等に出
向き住民説明会を開催し
たほか、通勤通学時間帯
に駅前で街頭PRを実施
するなど取り組んできた。
結果として月次の輸送人
員もR5.5単月272人から
R5.12単月487人まで増加
してきており、引き続き住
民周知を主軸とした利用
促進策を展開していく。ま
た、追加の改善策として、
「(1)利用状況やゼロカー
ボンの推進を考慮した運
行車両の更新」、　「(2)現
在効果実証中の高齢者
の免許返納の推進に向
けた地方自治体の対策
の本格導入」の2点により
新しい公共交通の地位向
上と利用促進を図ってい
く。

　事業評価結果の③から
⑤までについては自己評
価のとおりであり、実績向
上に向けて具体的な改善
策について引き続き検討
し、その実施について地域
一体となって適切に進めて
いくとともに、今後も適切な
検証を行い、地域公共交
通のさらなる持続性向上
や利用促進が図られるよ
う期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考
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北陸信越運輸局
評価対象事業名： 新型輸送サービス導入支援事業（ＡＩオンデマンド交通の導入）

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

山ノ内町

平成29年9月をもって路線
廃止となった長電バス須賀
川線（中野市・山ノ内町を結
ぶ幹線系統）の代替として、
町コミュニティバス楽ちんバ
ス（山ノ内町内のみのフィー
ダー路線・定時定路線）を導
入するも、地域ニーズとして
は中野市への乗り入れで
あった。また、地域の高齢化
に伴い、かねてよりの交通
空白地への交通手段の要
望、運行委託事業者の運転
手不足等もあり、定時定路
線バスの運行では地域ニー
ズへの対応、持続可能な交
通手段とならないため、デマ
ンド交通を実証運行導入。
令和5年12月1日より、現在
に至り実証運行中である。

B

交付申請時は実証運行を令
和5年11月より開始の予定で
あったが、より正確なシステ
ム設計、地域ニーズへの対
応のため、令和5年12月の開
始となった。

A

目標は達成でき
る見込み。
「目標値「利用者
数　1,476人以上
（3か月）」である
が、現在実証運
行中であり、12月
～2月の利用者
数で目標値の達
成状況を測定し
たい。

デマンド交通の導入によ
り、利用者数が以前より
も極端に減とならないよ
う、デマンド交通をまだ利
用していない方に向けて
の、乗り方説明等の実
施、また、利用者との意
見交換会を実施予定。

　事業評価結果の③から
⑤までについては自己評
価のとおりであり、具体的
な改善策の実施について
地域一体となって適切に
進めていくとともに、今後
も適切な検証を行い、地
域交通のさらなる持続性
向上や利用促進が図られ
るよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考

 250 



北陸信越運輸局
評価対象事業名： 地域交通キャッシュレス決済導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

草軽交通株式会社

地域交通キャッシュレス決
済導入として、クレジットカー
ド決済が可能な機器を購入
導入致しました。現在旅客
利用の際に、キャッシュレス
化が進み、現金支払い以外
の方法は必須となる状況に
あります。特に訪日外国人
の旅客にあっては、日本円
に現金化するなどの手間が
無駄なこともあり、クレジット
カードでの支払いが可能に
なってことは、利便性が大き
く飛躍しております。また、
今回の導入機器はクレジッ
トカード以外の支払い方法
も追加アップデート出来るた
め、さらにキャッシュレス（〇
〇Pay等）に対応も可能なた
め、大きな成果を生み出せ
ます。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された。

A

目標は達成でき
る見込み。
【目標】
年度内3 か月に
おいて決済利用
件数10％以上、
また、来年度内
に30％から50％
の利用率を目標
とする

今回の機器は支払い方
法のアップデートが出来
るため、今後乗務員の取
り扱いの慣れ等を考慮し
て、随時、さらに利便性を
上げていく予定にありま
す。

　事業評価結果の③から
⑤までについては自己評
価のとおりであり、実績向
上に向けて具体的な改善
策について引き続き検討
し、地域公共交通のさらな
る持続性向上や利用促進
が図られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考
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北陸信越運輸局
評価対象事業名： 地域交通キャッシュレス決済導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

(株)南木曽観光タ
クシー

クレジットカード対応端末の
導入

A
事業が計画に位置付けられ
たとおり、適切に実施された。

A

目標は達成され
る見込み
【目標】
キャッシュレス決
済率を60％以上
とする

今後は訪日外国人のみ
ならず、地元住民に対し
てもキャッシュレス決済の
活用をしてもらえるよう広
報に努める。

　事業評価結果の③から
⑤までについては自己評
価のとおりである。具体的
な改善策の実施について
地域一体となって適切に
進めていくとともに、今後
も適切な検証を行い、地
域公共交通のさらなる持
続性向上や利用促進が図
られるよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考
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北陸信越運輸局
評価対象事業名： 地域交通キャッシュレス決済導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

北陸鉄道株式会社

路線バス、城下まち金沢周
遊バス、小松空港リムジン
バス（計５６台）を対象に非
接触型クレジットカード決済
とQRコードでの乗降を可能
とする。加賀地区へのエリア
拡大のため、機器挿入及び
システム開発を行う。

A
事業は計画どおりに適切に
実施されている

A

目標は達成でき
る見込み
目標：現金利用
者の約１割が
キャッシュレス決
済に移行し、利用
者数が下げ止ま
ることを目標とす
る

非接触型クレジットカード
決済でバスに乗降できる
ことは知らない方がい
らっしゃるため、積極的に
PRをしていき、利便性の
向上を図っていきたい

　事業評価結果の③から
⑥までについては自己評
価のとおりである。今後は
積極的な広報とともに適
切な利用実態等の検証を
行い、地域公共交通のさ
らなる持続性向上や利用
促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考
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北陸信越運輸局
評価対象事業名： 地域交通キャッシュレス決済導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

北鉄加賀バス株
式会社

路線バス（計２８台）を対象
に非接触型クレジットカード
決済とICa導入とQRコード機
能導入。

A
事業は計画どおりに適切に
実施されている

A

目標は達成でき
る見込み
目標：現金利用
者の約１割が
キャッシュレス決
済に移行し、利用
者数が下げ止ま
ることを目標とす
る

非接触型クレジットカード
決済でバスに乗降できる
ことは知らない方がい
らっしゃるため、積極的に
PRをしていき、利便性の
向上を図っていきたい

　事業評価結果の③から
⑥までについては自己評
価のとおりである。今後は
積極的な広報とともに適
切な利用実態等の検証を
行い、地域公共交通のさ
らなる持続性向上や利用
促進が図られるよう期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考
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北陸信越運輸局
評価対象事業名： 地域交通データ化推進事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

長岡市

【現システムの機能追加及
びGTFS、GTFS-RTデータ
の生成】
・バス位置データの登録に
より、地図上からの停留所
検索及びＧＴＦＳ、ＧＴＦＳ－
ＲＴデータの生成を可能とす
る。また数年後のFOMA回
線サービス終了に備え、ＬＴ
Ｅ回線の交換を行う。
・利用者画面については、
運行中の車両に加え、運行
予定の車両について表示を
追加。

A

事業は適切に実施されてい
る。
現行のシステムにバス位置
情報データを登録すること
で、地図上からバス停の位置
が検索できる機能を追加。ま
たＧＴＦＳ及びGTFS-RTデー
タを生成し、システムからの
出力を可能とする。通信回線
については、ＦＯＭＡからＬＴＥ
に交換した。

A

バス位置情報
データの登録に
ついては既に完
了し、3/1の新シ
ステムリリースに
合わせ、GTFS及
びＧＴＦＳ－ＲＴ
データを生成し、
出力できるよう作
業を進めている。
通信回線の交換
については概ね
１２月中に完了し
た。

現在のバス位置情報シ
ステムについては、市民
の認知度が低いため、新
機能追加により利便性が
向上したことを新システ
ム開始と合わせ、チラシ、
ポスター、ホームページ
等で周知していく。また生
成されたＧＴＦＳ、GTFS-
RTデータを活用し、Ｇｏｏ
ｇｌｅマップからの経路検
索を可能としたリアルタイ
ムな情報を提供できるよ
う作業を進めていく。

　事業評価結果の③から
⑤までについては自己評
価のとおりである。事業完
了後においても、GTFS
データを活用し、公共交通
の利便性向上に努められ
るよう期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性
④目標・効果の達成状

況

令和6年2月20日

①補助事業者 ②事業概要 備考
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